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はじめに 

 

 

沿岸域では、人間の生活や産業活動が活発に行われていますが、陸域・海域を一体的に

とらえて総合的に管理するという視点が欠けているために、海洋環境の悪化、水産業の低

迷、開発・利用に伴う利害の対立など、様々な問題が起こっています。沿岸域総合管理は、

こうした状況に対応するために地球サミットの行動計画「アジェンダ 21」で採択され、広

く諸外国で導入されている手法であり、2007年に成立した海洋基本法においても十二の基

本的施策の一つとして取り上げられています。 

 しかしながら、我が国ではこのような沿岸域総合管理の取組みが遅々として進まず、ま

た、沿岸域総合管理の実施主体となるべき地方公共団体においても、その概念や必要性、

具体的な進め方について十分に理解が浸透しているとはいえないのが現状です。そこで、

当財団ではボートレースの交付金による日本財団の支援を受け、平成 22年度より３ヶ年計

画で｢沿岸域の総合的管理モデルに関する調査研究｣を実施しています。 

本事業は、我が国の沿岸域における地域に根ざした取組みの実践を支援し、その先駆的

な取組み例を社会に提示することにより、我が国における沿岸域総合管理の推進を図るこ

とをねらいとしています。 

この冊子は、本事業の一環として平成 22年度に実施した「沿岸域総合管理に関する集中

講義」の内容をとりまとめたものです。沿岸域総合管理の世界的な権威であるチュア・テ

ィア・エング博士の３日間にわたる講義と地方公共団体等からの参加者との意見交換の過

程を通じ、沿岸域総合管理の理論・実践両面にわたる幅広い知識や情報が得られるように

なっています。各地で沿岸域総合管理の実践に携わられる方々に教材として活用して頂け

れば幸いです。 

この冊子が、我が国における地域が主体となった沿岸域総合管理の普及・促進に資する

ものとなることを期待します。 

 

平成 24年 3月 

 

海 洋 政 策 研 究 財 団 

会 長   秋 山 昌 廣 
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我が国における沿岸域総合管理の実

践に向けて 

 

海洋政策研究財団常務理事 寺島紘士 

 

みなさん、おはようございます。今日は

本当にお忙しいところ、私どもが企画致し

ました沿岸域総合管理の集中講義にお越し

いただき、有り難うございます。沿岸域総

合管理の理論・実践両面で世界的な権威で

ありますチュア博士を講師に御願いし、こ

れから３日間、講義をして戴きます。 

皆様もご承知のように、海洋基本法では

12の基本的政策を掲げております。総合的

に対応しなければいけない施策、つまり、

今まではその面が少し欠けていたというこ

とで、特に 12の基本的施策をピックアップ

し、総合的に取り組もうということです。

その中に沿岸域総合管理も入っています。

12の基本的施策の中でも、なかなか手強い

施策ということで、どちらかというと、ま

だ少しずつ動き出したというところかと思

います。そういうことで、本日は全国各地

で沿岸域の問題に取り組んでおられます地

方公共団体の皆さん、国の関係機関の皆さ

ん、そして研究者の皆さん、この３つの分

野の方々にご参加戴きまして、沿岸域総合

管理をどうすすめたらいいのか、ご一緒に

考えていきたいと考えております。 

チュア博士については改めてご紹介する

までもないとは思いますが、私どもの客員

研究員として、本年で３年目、毎年３ヶ月

ずつ来て戴いております。過去２回に亘り

まして沿岸域総合管理の講座もやっていた

だいておりますが、本年は３年目というこ

とで少し力をいれて、特に地方の皆さんに

もご参加いただけるように集中講義でやろ

うということで企画を致しました。チュア

さんは PEMSEA という東アジア海域環境

管理パートナーシップという国連のプログ

ラムがありますが、それを 1993年に立ち上

げられ、それから 2007年までそこの事務局

長としてこの活動を発展させて来られまし

た。学問、実践、その両方からいろいろと

取り組んでこられて、その世界的権威とい

うことで非常に著名な方でございます。私

たちは気安くチュアさんと呼んでおります

が、本当はドクターチュアでございますの

で、どうぞよろしくお願い致します。 

 

チュアさんの講義に入る前に、ちょっと

簡単にその導入部と致しまして、私から沿

岸域総合管理についてのこれまでの取り組

みを説明させて戴きたいと思います。 

まず、私が事前の説明をした方がいいと

考えた理由を申し上げますと、沿岸域管理

の問題も海洋の問題の一部でありまして、

世界的な取り組みがかなり進んでおります。

そのあたりをご理解いただき、そして日本

での取り組みも見て戴いて、それからチュ

ア先生の講義に入っていくというのが一番

いいかと思い、このような企画にさせて戴

きました。 

我が国社会は、長い日本列島の各所で海

の恵みを受けて社会を発展させてきたとい

う歴史があります。豊かな沿岸域でその豊

かな生息環境に拠って私どもの社会を発展

させてきた。それは単に生活・経済だけで

なく、文化や環境という面でも、海とは密

接な関係があるわけです。 

その中で 20世紀の後半というのは、沿岸

域環境が激変した時代でありまして、皆さ
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まもよくご存知のことと思います。沿岸域

の開発が進行し、沿岸域に人口が集中し、

非常に経済的に繁栄したわけですが、あと

からそのマイナス面がいろいろ出てきまし

た。有害物質の排出、海洋の汚染。そして、

その時にはそれほど認識しなかったのです

が、浅海部を埋め立てたり、護岸を建設し

たりして、我々としては発展のためにいい

ことをしてきたつもりでしたが、それがい

ろいろ環境面で問題を引き起こしてきてい

る、というようなことがございます。その

他に沿岸域の利用も非常に競合してきてい

て、それがまた、いろいろな問題を引き起

こしてきているということがございます。 

これらについては我が国では、沿岸域の

環境悪化への対応ということで、公害とか

環境とかそういう面から取り組みが始まり

まして、だんだん自然再生という方向に向

かって来たというような経緯があります。

ただ、いろいろやってみまして、どうも個

別縦割りの取り組みだけでは十分でない、

新しい総合的なアプローチが必要だという

ことで、生態系の保全とか、物質循環の円

滑化、そういったことまで考えなければい

けないのではないかということになりまし

た。基本的な考え方としては、開発・利用

と環境保護を統合的に取り扱う必要がある、

と。そして、これからが私どもの直接の主

題である沿岸域の問題に特に関係しますが、

海域と陸域を別々に見ていたのでは駄目だ、

ということになってまいりました。また、

縦割りのいろいろな取り組みがありますが、

それらに横串を通してもっと協調・協力し

てやっていく必要があるということが段々

分かってきました。 

さらに、国レベルの取り組みと地方レベ

ルの取り組み、これが両方うまく噛み合わ

ないといけないのではないか、ということ

も分かってきました。もう一つ、地方での

取り組みでは、行政が中心になるけれども、

住民を含む多様な関係者が参加する取り組

みが必要ではないか、ということになって

きております。そして、ここに沿岸域統合

管理の概念が出てまいります。日本の場合、

統合と言わないで、沿岸域総合管理と言っ

ておりますが、同義の言葉だと理解して戴

きたいと思います。沿岸域を陸域と海域の

双方からなる一体的な地域として捉え、そ

の開発利用と環境保護を統合的に行う、と

いう沿岸域統合管理は、「サンフランシスコ

湾保全開発委員会」が 1969年に、「サンフ

ランシスコ湾計画」を創ったのが、具体的

な形で現れた最初ではないか、と言われて

いますが、米国では 1972年に沿岸域管理法

を制定しております。そのような取り組み

が、米国からカナダ、ヨーロッパ諸国、オ

ーストラリア、アジア諸国…へといったよ

うな流れで世界に拡がってきた、という歴

史があります。 

もうひとつ、この沿岸域統合管理を考え

る場合の重要なポイントは、各国で沿岸域

統合管理の取り組みが始まったというだけ

でなく、さらに一歩すすんで、世界で沿岸

域統合管理をやろうという、言ってみれば、

国際標準化が行われたことです。それはい

つか、といいますと、1992年にブラジルの

リオで開催された地球サミットのときです。

そのときに持続可能な開発のための行動計

画である「アジェンダ 21」が採択されてい

ますが、それの第 17章で「沿岸域の統合的

管理」が具体的な政策プログラムとして採

択されています。このあたりは後ほどまた
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みていただければ、と思いますが、「アジェ

ンダ 21」第 17章は海洋に関する 7つの政

策プログラムを定めていますが、その冒頭

に「沿岸域および排他的経済水域を含む海

域の統合的管理および持続可能な開発」を

掲げております。そして、その中で、各沿

岸国は、地方・全国の双方のレベルで沿岸

域・海域とその資源の総合管理と持続可能

な開発のための適切な「調整メカニズム（機

構）」を設立・強化する、これにはハイレベ

ルの政策立案機関を含む、ということを定

めています。要するに沿岸域の総合的管理

を行うためのシステム、メカニズムを作る、

ということを、1992年に採択しているわけ

です。 

その時の「アジェンダ 21」には調整メカ

ニズムの対象として、こんなことが考えら

れる、ということまでが詳細にリストアッ

プされております。これはまた、それぞれ

地方の方々、国の機関の方々が、それぞれ

ご自分のお仕事と見比べながら見て戴けれ

ば参考になると思います。 

それを受けて、日本では余り知られてい

ませんが、国際機関が相次いで、「沿岸域統

合管理のガイドライン」を発表しておりま

す。1993 年に OECD、世界銀行、IUCN、

そして 1995年には UNEPその他が一斉に

ガイドラインを作りました。これがどうい

う意味で重要かというと、これらがガイド

ラインを作って発展途上国に、「沿岸域統合

管理をやるなら、国際協力として先進国が

拠出したお金を使って協力する」というこ

とを始めたわけです。従って、日本ではよ

くわかりませんでしたが、沿岸域統合管理

については、先進国は自前で、発展途上国

は先進国の援助のもとに、その取り組みが

始まったということです。そうなると、我

が国の立場は微妙で、援助はしながら、自

分の国ではこういう形ではあまり取り組ん

でいない。我が国は、沿岸域の取り組みは

いろいろ行ってきましたが、沿岸域統合管

理としては取り組んでこなかった、という

ちょっと妙な立場に置かれているのです。 

そして、リオ地球サミットの 10年後のヨ

ハネスブルグ世界サミットで採択された

WSSD実施計画でも、この「アジェンダ 21」

第 17章の実施、さらにその中で、沿岸域統

合管理の促進を掲げています。それを受け

た形で、東アジア地域では、「東アジア海域

環境管理パートナーシップ(PEMSEA)」と

いうチュアさんが始めた国連のプログラム

が東アジア海域でこの WSSD の実施計画

をやろうという取り組みをスタートしてお

ります。PEMSEAはその後、この東アジア

海域での沿岸域統合管理の実施を掲げた東

アジア地域の協力メカニズムへと発展して

来ています。具体的には PEMSEAは 1993

年から ICMの取り組みを始めまして、最初

は中国の Xiamen（アモイ）、フィリピンの

バタンガスから始めて、今、かなりの数の

ICMのモデルサイトとパラレルサイトをつ

くって実施をしています。そして、そうい

う地方政府・地方公共団体が集まって、今

度 は PEMSEA Network of Local 

Governments (PNLG)という地方政府のネ

ットワークを作っておりまして、参加メン

バーが 30ぐらいありますでしょうか、そう

いうところまで発展してきております。昨

年、この会議に志摩市が、オブザーバーで

はありますが、初めて日本から参加しまし

た。日本は先ほど言いましたような事情で

沿岸域統合管理という意味では、国際的な
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取り組みから若干立ち後れ気味でした。沿

岸域管理に関しては内容的にはかなりしっ

かりしたものをやっているのですが、沿岸

域統合管理の取り組みとしてはちょっと立

ち後れ気味というのが現状ではないかと思

います。 

その中で、もうひとつ付け加えますと、

PEMSEAが「東アジア海域の持続可能な開

発戦略」、これを SDS-SEAと言っています

が、それを 2003年に作っておりまして、こ

れは PEMSEA に参加しております日本を

含む東アジア 11 カ国の閣僚級会合でこう

いう戦略を採択したわけですが、その中で

もこの沿岸域統合管理を重要な政策のひと

つとして取り上げております。 

これから先はチュアさんのお話の中でじ

っくりと伺うことですが、沿岸域統合管理

あるいは沿岸域総合管理というのは、沿岸

域の問題に対して取り組んでいくためのひ

とつの方法論という面を持っておりまして、

準備をして、ICM の取り組みを開発して、

プログラムを作って、採択し、それを実施

し、さらに実施してまずいところがあれば

改良をしてまた新しいサイクルを開始する

という、サイクル的な取り組みを特徴とし

てやっているわけです。これからの海洋問

題の取り組みにおける重要な政策のひとつ

として位置づけられているので、東アジア

での取り組みはかなり世界的にも注目され

ている取り組みであり、それをリードして

きているのがチュアさんということになり

ます。 

次は日本の取り組みですが、日本の取り

組みというのは、20世紀の後半に海岸の防

護からスタートしております。1956年に海

岸法が制定されて、当時、台風の襲来によ

る被害などいろいろあったものですから、

国土の保全、海岸防護を目的として制定さ

れた法律です。1999年に海岸法が改正され

て、海岸防護だけでなく、もう少し幅広く

見ていこうということになり、海岸環境の

整備と保全及び公衆の海岸の適切な利用の

確保を目的に追加して、それなりに内容を

拡大してきています。しかし、まだ適用範

囲が海岸線から海側・陸側 50メートルとい

う海岸保全区域が中心ということなので、

ご説明してきたような沿岸域管理という点

では、対象範囲その他の面で不十分ではな

いか、というふうに思っております。 

もうひとつこの沿岸域総合管理で日本が

今までやってきたことで目立つものとして

は、全国総合開発計画（以下「全総」）があ

ります。そこで沿岸域圏の管理を取り上げ

てきております。沿岸域の総合的管理の問

題がはっきり出てきましたのは、1987年の

４全総でしたが、その次に５全総「21世紀

の国土のグランドデザイン」が 1998年に策

定され、その中で沿岸域圏の総合的管理が

取り上げられました。沿岸域圏を自然の系

として適切に捉え、地方公共団体が主体と

なって沿岸域圏の総合的な管理の各種事

業・施策・利用等を総合的に計画的に推進

する沿岸域圏管理に取り組む、ということ

が盛り込まれています。 

これを受けて 2000年に「沿岸域圏総合管

理計画策定のための指針」が示されており

ます。これは沿岸域管理とは何か、という

コンセプトとしては非常に参考となると思

います。しかし、「指針」に「沿岸域圏区分

図」というのが付されているのですが、こ

れは、岬から岬までという自然の系で海岸

線の区分だけを示しているものなので、沿
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岸域圏という陸側・海側を含めたエリアを

示すものとしては十分ではないし、その区

分も少しおおざっぱすぎると思われます。

「沿岸域圏総合管理計画策定のための指

針」では、沿岸域圏を設定する、それは自

然の系として地形・水・土砂として相互に

影響し合う範囲をとらえ一体的に管理する

範囲として、地域の特性に配慮しつつ設定

する、ということになっています。地域の

特性というところには、行政界、社会経済

活動による事業実態などが書き込まれてい

ますが、どちらかというと自然の系を重視

した考え方のように思えます。このあたり

のバランスをどうするか、実際に取り組む

となるとむしろ行政界とか、社会経済活動

とかそういうものに基づいて考えていかな

いとなかなかうまくいかない、という面が

あろうかと思います。 

この沿岸域圏総合管理計画としては、沿

岸域圏の総合的･計画的管理、ということを

言っておりまして、沿岸域圏総合管理計画

を策定する、これは 50 年程度先を見据え、

10 年程度毎に見直すという言い方になっ

ております。それを創るために、沿岸域圏

総合管理協議会を設置する。これは、都道

府県、市町村を中心に、行政機関、企業、

地域住民、NPOなど多様な関係者の代表者

で構成する、計画策定、実施状況の点検調

査、情報公開窓口を置いて住民等に情報提

供、というような考え方が示されておりま

す。指針は 2000年に策定されたわけですが、

ここにおられる方でどの程度この指針のこ

とを知っておられるか、多分あまり浸透し

ていないのではないかと思います。実際、

これに基づいて沿岸域圏総合管理計画が策

定された、という事例はあまり聞いており

ません。なぜ、それがうまくいかなかった

のか、ということを考えますと、いろいろ

なことが言えるのではないか、と思います。

逆に言えば、これから沿岸域の総合的管理

に効率的に取り組んでいこうとするなら、

ここでうまくいかなかった原因も含めて考

えて、どうやって実際にこれを本当に地域

のためになる政策としていくかを考えてい

く必要があるのではないか、と思います。 

2007 年に海洋基本法が制定されまして、

その中に 12 の基本的施策を書き込みまし

た。その中に沿岸域の総合的管理というこ

とが第 25条に書き込まれています。その条

文ですが、「国は、沿岸の海域の諸問題がそ

の陸域の諸活動に起因し、沿岸の海域につ

いて施策を講じることのみでは、沿岸の海

域の資源、自然環境等がもたらす恵沢を将

来にわたり享受できるようにすることが困

難であることにかんがみ、自然的社会的条

件からみて一体的に施策が講ぜられること

が相当と認められる沿岸の海域及び陸域に

ついて、その諸活動に対する規制その他の

措置が総合的に講ぜられることにより適切

に管理されるよう必要な措置を講ずるもの

とする。」と非常に長い。これで一つの文章

なので、わかりにくいと思いますが、要は

陸域と海域を一体的に管理する、そして、

それは自然的社会的条件からみて一体的に

施策が講じられることが相当と認められる

ときは、それに必要な措置を講ずる、とい

うことかと思います。 

この際の沿岸域の総合的管理の内容です

けれども、いくつかの特徴があると思いま

す。ひとつは地域が主体となってやる。目

の前にある沿岸域の問題を自分の問題とし

て取り上げて地方公共団体が中心となって、
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行政機関、漁業者、事業者、住民等の関係

者が参加して取り組む。国は沿岸域の総合

的管理の指針を示し、技術的・財政的支援

を行うというのがひとつの沿岸域管理のイ

メージであると思います。そしてこの沿岸

域総合管理は、関係者の利益が最大になる

ような取り組みだということです。地域は

沿岸域の問題に総合的・計画的に取り組む。

ここがポイントですね。総合的に取り組む

とともに計画的に取り組み、さまざまな施

策を活用して持続可能な沿岸域の管理を推

進し、これによって関係者の利益の最大化

を図る。ある人がメリットを受けるけれど

も、その反面、誰かが非常にそのマイナス

を被るようなことではなくて、計画的にや

ることによって、全体としての利益の最大

化を図る、ということです。従って、そこ

から出てきますのが、計画的アプローチと

いうことで、問題が起きてからその処理に

取り組むのではなくて、あらかじめ関係者

が互いに意見を出し合い、それを調整して、

沿岸域の総合的管理計画を地域の計画とし

て策定する。これに従って、沿岸域の管理

を推進する。 

それを計画的にやるためには協議会を設

置する。関係地方公共団体が中心となって、

行政機関、民間企業、漁業者、住民、NPO

等の沿岸域に関わる多様な関係者の代表を

構成員とする協議会を設置して、沿岸域の

総合的管理の計画を策定して、推進する。

そして、もうひとつ重要なのは協議会を設

置してそこで議論して計画を作るのですが、

そこで止まってしまうと実際に行われるこ

との保証がありませんので、最後のポイン

トは関係地方公共団体の計画にそれを取り

入れる、ということだと思います。関係地

方公共団体は、協議会が策定した計画を当

該自治体の計画に取り入れる、または当該

沿岸域の計画として認定する。という作業

が必要ではないか、というように考えてお

ります。 

この沿岸域の総合的管理を行う、或いは

沿岸域総合管理の計画を作って取り組むと

いうことにどんな効果があるか、というこ

とですが、沿岸域の陸域・海域に関するさ

まざまな管理制度に地域として横串を通し

て、関係者が総合的な地域計画を共有する。

地域として、ひとつのこういう方向に行こ

うというビジョンなり計画を持っていると

いうことが、地域が全体として活性化し、

発展するために非常に重要なことではない

かと思います。そのためにはさまざまな利

害関係者が共通のテーブルについて議論す

る。そうすることによって、計画を共有し、

全体として大きな利益を連携協力して実現

できる。利益の最大化ですね。 

私は、沿岸域管理を今やる意味はもう２

つあると思っています。そのひとつが今盛

んに言われている過疎化・高齢化への対応

です。今、過疎化・高齢化が著しく進行し

ているのが、沿岸域の大部分と離島であり

ますので、その沿岸域・離島の問題への対

策として、沿岸域総合管理の活用が期待で

きると思います。 

もうひとつは、平成の大合併で市町村の

数がだいたい半分ぐらいになりました。そ

うしますと、今まで自分たちの村役場を持

って、自分たちの議員を出していたところ

が、大きな地方公共団体の一部になる。そ

うなると、中心部はいいけど、周辺部が寂

れるというそういう状況が出てくる恐れが

あるわけです。合併等によって、市町村が
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広域化する中で、これまで地域集落が培っ

て来た生活共同体としての機能を維持し、

地域を活性化する手段として、沿岸域総合

管理の取り組みを活用できるのではないか、

というように思われます。 

さらに、より大きな問題として、これは、

ここにお集まりの皆さんの中でも色々とお

考えが異なるかと思いますが、私としては

この地方公共団体の海域に対する取り組み、

それを裏付ける管轄権や権能、そして、責

務、財源、そういったことをこの際見直す

必要があるのではないか、と考えておりま

す。そういうことについても、具体的で地

道な取り組みをいろいろやってみて、そう

いう中から材料が得られるのではないか、

そうすることによって地に足のついた議論

ができるのではないか、と考えております。 

そういった沿岸域の総合的管理の現代的

意味も含めて、是非皆様にいろいろ考えて

戴きたい、と思います。前置きが長くなり

ました。これからチュアさんの講義を聴い

ていただきますので、どうぞよろしくお願

い致します。 
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沿岸域総合管理に関する集中講義 

 

海洋政策研究財団 客員研究員 

チュア・ティア・エング博士 

 

はじめに 

この沿岸域総合管理（ICM）の講義は、

私が永年培ってきた経験を基にしています。

大学講義に換算すると 30 時間分を準備し

ました。これを３日間に凝縮してお話しま

す。そういう訳で、一部割愛する内容がで

てくることをお許し下さい。 

各論を始める前に、総論ということで、

今回の＜講義の目的＞から入ります。 

 

Ⅰ．＜講義の目的＞ 

今回の講義の目的は、ICMの概念を紹介

し、実践について論じることです。ICMは

長年に亘り研究されていますが、今までの

経験をふまえて培われてきた、主に実践を

ベースにした学問です。従って、今回の講

義でも実務的な話を中心にお伝えします。

ICMのシステムの話もしますが、理論的よ

り実践指向で、また、皆さんには「総合的

アプローチ」の方法を身につけて戴きたい

と思います。 

「持続可能な開発」については、皆さん

既に、多くを聞いてこられたと思いますが、

その目的とは、バランスのとれた経済開発

と環境保全です。「持続可能な開発」はどう

いうものか、見ることはできない概念です。

しかし、見えないことに取り組んでいくに

も方法があり、それによって目的を達成す

ることができます。この機会に、みなさん

に世界各地で行われているさまざまな ICM

の活動と実践内容をご紹介し、取り組み方

について少しでも知っていただければと思

います。 

 

Ⅱ．＜対象とする参加者＞ 

本日は、国、自治体、民間、NGOの方な

ど様々な方にご参加いただいています。「総

合的な」という話をするのに大変ふさわし

い場です。ICMを推進するには研究者も必

要です。大学レベルの高等教育機関を通し

て、ICMで実践している内容を研究し、普

及させるということにつながるからです。 

 

Ⅲ．＜講義内容と範囲＞ 

この講義では、皆さんに質問を投げかけ

ますので、講義のテーマ毎に自問自答しな

がら答えを見出していっていただきたい。

何を、何故、どこで、誰が、いかにやれば

よいか、誰のためにやるべきか、どこをカ

バーするか、を常に考えながら聞いて欲し

いと思います。私は日本についての経験は

あまりなく、皆さんの方が詳しいので、日

本については余り言及しません。国際的な

経験、海外での経験を紹介します。しかし、

地域の実践につながるように話します。現

在、世界はつながっており、ひとつに統合

されています。日本の開発援助プログラム

が開発途上国向けに組まれるときにも、途

上国を利するものが日本から生み出せるよ

うになってほしいと思います。 

 

Ⅳ．＜講義期間とアプローチの方法＞ 

この３日間は、参加型アプローチでやり

ましょう。皆さんの積極的な参加がほしい

ですし、メモに書いて下さったら、出来る

限りいろいろな形で答えるようにします。

さまざまなアイデアも出して下さい。 
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日本であてはまるのか、また、どの程度

あてはまるのか、状況が違うからあてはま

らないとか、或いは、何かを変えればあて

はまるかもしれないとか、いろいろ考えて

もらいたい。自治体等の発表も予定されて

おり、これは非常に重要です。皆さんとの

やりとりに期待しています。 

 

Ⅴ． ＜期待される講義の成果＞ 

ICMとはどういうものなのか、理念を理

解して、持続可能な開発につなげてほしい。 

実際の現場で ICM をどのように動かし

ていくか。どのように始めて、一定の時間

の範囲内で具体的にどう収束させるように

動かして行くのか。この講義の究極的な目

的は日本での実践です。それは可能である

と強く信じています。「これからの道はこれ

だ」という信念を持ち、ICMの中核となる

方々を輩出したい、そしてその方々に、ICM

の動きを作って戴きたい、という思いです。 

 

VI．＜当講義での 14のテーマ＞  

この３日間でカバーする 14 章のテーマ

は次のとおりです。 

１．ICMとは何か。 

２．なぜ ICMを実施するのか。 

３．ICMはどこで行うべきか。どういう場

がふさわしいか。 

４．ICMの運営。どのように開始し、開発・

策定し、実施するのか。実際にどのよう に

動かしていくのか。 

５．誰が ICMを行うのか。開発、実施、維

持、拡大に、誰が参加すべきか。どういう

人たちを巻き込むべきか。いろいろな段階

毎にいろいろな活動がある。参加する人た

ちも異なってくる。地方自治体の役割、中

央政府の役割、住民の役割、その他の参加

者の役割。それぞれの役割をどう考えるべ

きか。 

６．ICM実践には、どのような管理上・技

術上の専門性が必要か。ICMは単なる科学

ではない。それだけにはとどまらない。科

学的な知見も必要だが、社会、経済、政治、

など全てが必要。非常に幅が広い。それだ

け多くのセクターが関与してくる。 

７．ICM の財源。どういうものが必要か。

ICMの策定・実施に必要な資金と、利用可

能な資金はどういうものか。世界中の自治

体と ICMの話をするとき、お金はどこにあ

るのだ、という話が必ず出てくる。お金が

なければできません、というのが最初の反

応。そして、お金が無い場合、どうすれば

よいか、という議論になる。 

８．ICMの便益・効果。実施によって便益

を受ける対象は誰か。それが明確になると、

利害関係団体や、利益グループ、ステーク

ホルダー、利害関係者ということで強力に

協力してくれる人々も現れてくる。 

９．ICMの期間。どれくらいの期間をかけ

て ICMプログラムを行うのか。これも重要。

特に知事、市長等首長の任期は大抵２～３

年。その期間で何か成果を上げないと、次

の選挙で票がとれない、ということになる。

従って、参加される首長や皆さんが、こう

いった活動により、どういう利益を得られ

るかを明確にすることも非常に重要である。 

10．ICM の評価。ICM 実施状況の評価は

どうしたらよいか。うまくいっているかど

うかについて、どうやったらわかるのか。 

11．ICM実施において、守るべき点。実施

綱領のようなものがあるとすれば、それは

何なのか。例えば、基本的にやらなければ
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ならないこと、必ず守るべき事、やるべき

事はなにか。一種の「十戒」のようなもの。

ICMにとっての「十戒」とは何か。 

12．ICMの他の実践事例から学べることは

何か。どういう教訓があるだろうか。世界

各地にいろいろな事例があり、それをどれ

だけ話せるかは、時間によって決めたい。 

13．ICMのダイナミックスと機能。ICMの

ビジョン、政策など、さまざまなものを ICM

のプロセスの中で、うまく機能させるため

にはどうしたらよいのか。どうやってダイ

ナミックな動きを創り出していけばいいの

か。政策を作った場合、そこから最大の利

益を得るにはどうすればよいか。また、利

害関係者に共通するビジョンを作った場合、

それを使って、どのように利害関係者を動

かしていけばよいか。 

14．日本での ICM実施の可能性と課題。ど

ういう機会と問題があるか。 
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第 1章  

沿岸域総合管理とはなにか？  

 

沿岸域の重要性など、共通の課題につい

て、既にご存知とは思いますが、簡単に触

れたい。これについては、既に寺島さんが

一部触れられました。かつて沿岸と言えば、

非常に限られた地域でした。奥行きもそれ

ほどなく、たとえば、潮間帯のようなとこ

ろだけしか沿岸域と考えられていませんで

した。しかし、今はそれを拡大して考えら

れるようになりました。 

 

Ⅰ．＜沿岸域の重要性＞ 

この沿岸域の重要性について、また、沿

岸域を持つ国にとっての沿岸域の意味、経

済的な開発が沿岸環境にどういうプレッシ

ャーを与えてきたか等について簡単に話し

ます。 

 

１．＜沿岸域＞ 

沿岸線からおよそ 100キロの範囲に、世

界人口の約 50％が集中しています。2020

年には、世界人口の約 75％が沿岸域に集中

するとも言われています。沿岸は、漁業資

源、原材料、医薬品などの材料、ガス・石

油といったエネルギー資源を一時的に提供

してくれる場であり、輸送やリクリエーシ

ョンの場、そして、廃棄の場でもあります。

また、エコシステムサービス、いわゆる生

態系のもたらす便益、サービスの場でもあ

ります。これは非常に重要な話で、何回も

出てくると思います。調整したり、制御し

たり、食物連鎖、炭素の循環にとっても重

要な場です。さらに、どれだけの期間、こ

ういった便益、サービスを提供し続けてく

れるか、という点からも見る必要がありま

す。短期的、一時的に魚の水揚げがどれだ

けある、ということだけで、沿岸や海を見

ることはできません。 

 

２．＜沿岸国＞ 

日本という国の沿岸はコンクリートです

っかり固められており、こうしたさまざま

な沿岸の持っている調整機能が失われてい

ます。これをやめて再生する、というのも

長い時間がかかります。何か沿岸域で活動

を始めるにあたっては、長い目で見た影響

を慎重に考えてからでないといけません。

また現在の中国を見ていると、中国でも埋

め立てが大規模に進んでいます。それが

GDPにどれだけ貢献するか、ということで

進められていますが、その結果、魚介類を

採取する産業にだけでなく、エコシステム

の調整機能に甚大な影響が出ています。中

国政府も何とかこれをコントロールしなけ

れば、ということで、南シナ海などで動き

が出ています。自然のしくみに手を加える

ということは非常に大きな影響が出る、と

いう視点を忘れてはなりません。 

 

３．＜急速な経済発展と人口増加による 

沿岸・海洋の環境への負担＞ 

さて、我々がこれまでに直面してきた共

通の問題は、天然資源を余りに獲りすぎて

しまったということで、これは十分理解さ

れていると思います。漁業の問題は非常に

大きいのです。 

さまざまな農業・工業・家庭からの廃棄

物による水の汚染も大変に重要で深刻です。

日本ではよくコントロールされてきました

が、どこでもがそのように出来ているわけ
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ではありません。また、廃棄物をうまく管

理してきたことが、却って問題を起こした

りもしています。それは貧栄養化の問題で、

海の生産に充分に栄養分がいかず、漁獲高

が減るという事態が発生しています。水域

の汚染物質が充分に流れていかない、とい

うことで、むしろ、魚が減ってきていると

いう問題です。非常に多くの国々で、こう

したことが、より深刻な問題につながって

います。 

沿岸・海洋の生物が減ってきているとい

う生物多様性の問題もあります。東京湾の

管理から学べることは大きい。そこでは、

非常に多くの生物が失われ、その結果、生

物多様性が失われたということがありまし

た。また、こういったことが、「失業」とい

う形で出てきているところもあります。 

藻が発生し、さまざまな自然災害を引き

起こすという藻の繁殖の問題は日本でもあ

りました。赤潮や中国で最近問題となって

いる緑の潮の問題などがあります。中国で

は、何百キロメートルにもわたって、藻に

よって海が緑色になってしまっています。 

メキシコ湾での原油流出のような問題も

あります。最新の技術を使っても対応でき

ない自然の力があります。我々はどのよう

にして、原油流出の問題を管理していった

らよいのか、この問題にはしっかりと取り

組み、十分な対策を考える必要があります。 

日本の沿岸域、海洋域の管理を行う場合

には、是非、もっと大きな全体像をイメー

ジして戴きたいと思います。問題は単にそ

れぞれの地域にとどまるものではありませ

ん。シンガポールの国の人たちと話をする

と、「問題はない」と言います。実際彼らは、

「我々の国は小さな島であって、資源は何

もかも輸入するから大丈夫」と言っていま

した。「沿岸域も大きくはなく、その７割が

港湾当局で管理しているので、ICMで管理

できるところは残っていません。ICMで何

をするのか。」と言われていましたが、昨年

そのシンガポールは ICM を受け入れまし

た。彼らが自分自身をただ単にシンガポー

ルの島という自分たちの場だけでなく、よ

り広く、沿岸海域も含めて考えるようにな

ったことを示しています。 

 

Ⅱ．＜沿岸域管理の概念の 

進化と実践＞ 

先ほど、寺島さんが一部話されましたが、

次に、沿岸域管理の概念の進化について述

べます。第二次世界大戦前までは、海洋資

源は非常に豊かであり、容易に捕獲するこ

とが出来ました。戦後直後には、獲れる物

は出来るだけ獲って、経済を改善しよう、

成長させようという考えが世界的にあり、

50年代、60年代のみならず 70年代頃まで

も、乱獲が行われました。漁業もそのひと

つでした。この時期には、トロール漁など

さまざまな破壊的な漁法が開発されました。

ある意味でダイナミックな漁業でしたが、

かなり破壊的な漁法でした。当時、資源は

まだまだ豊かで、人々はその意味するとこ

ろをわからず、将来について心配していま

せんでした。今やその状況は変わり、沿岸

域管理が必要な時代となりました。 

 

１．＜国、ドナー、先進的組織による過去 4-50 

年間の環境・資源に関わる様々な試み＞ 

過去 40－50年の間、沿岸域管理のイニシ

アティブは様々な度合いで、アジア全域、

或いは世界中で実施されて来ました。これ
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らの沿岸域管理の方法は成功したものもあ

れば、そうでないものもありました。例え

ば、排水管理などは非常にうまくいきまし

たが、漁業での魚の乱獲を止めることに関

してはあまりうまくいきませんでした。海

洋汚染全体を押さえることもうまくいきま

せんでした。アジアの汚染物質の８割は東

アジア海域に放出されており、汚染物質の

管理はあまり成功しているとはいえません。       

グローバルな動きとして、このような環境

の劣化を止めようとか、海洋のエコシステ

ムから提供されるものが減らないようにし

ようという努力は行われているが、うまく

いっていません。沿岸域管理が、従来のセ

クター的なアプローチから、統合的なアプ

ローチへと移行していかなければならない

のはこうした理由によるのです。 

 

２．＜伝統的な地域に根ざした実践＞ 

一定レベルの管理は、すでに伝統的なや

り方で出来ていたと言えます。60歳以上の

人は、こういったことを経験しており、覚

えていると思いますが、かつては魚を獲る、

山からきのこを採る、野菜を採る、という

ことが近くの地域で行われ、近くで消費さ

れていたという時代がありました。ただ、

伝統的な資源の確保の方法であって、ビジ

ネスとしてではありませんでした。この方

法は世界中で採用されており、東南アジア

でもそうでした。季節の変化がはっきりと

あるところでも、食糧に対しては、上記の

ようなやりかたが一般的でした。 

島に住んでいる漁業従事者は自分たちの

舟で魚をとって、地域の資源を護ることが

出来ました。地域では自らの資源を使いつ

つ、資源保護も行われていました。しかし、

こうしたシステムの継続は、難しくなりま

した。グローバル化によって、これが出来

なくなってきました。コミュニケーション

の改善、人口の増加、経済的要因が各地域

に入ってきたからです。 

日本では、よく「里山」「里海」という言

葉を耳にします。これもひとつのアプロー

チとして、地域の概念を取り扱うものであ

ると思います。地域のコミュニティが重要

な役割を果たして、地域の環境、資源を護

ってきたのです。 

 

３．＜水も含めた資源に焦点をあてる＞ 

70年代頃から、さまざまな沿岸域管理が

行われてきました。そして、それぞれに異

なった焦点を持っていました。資源が焦点、

という管理もありました。海洋資源に焦点

をあてた管理もありました。特に北米では、

こ の 傾 向 が 強 く 、 Coastal Resource 

Management（CRM沿岸域資源管理）、と

いう言葉がよく使われていました。 

このような資源管理の中心となっていた

のが漁業資源などの海洋資源でした。漁業

というのは資源管理が非常に重要なので、

漁業資源管理を中心とした Fisheries 

Management (FM)は漁業関係の人にとっ

ては、最も大切な沿岸域管理でした。当然

これは昔から行われてきたことなのですが、

現在では、あまりうまく管理出来ていると

はいえません。それは、セクターごとに管

理してきたからです。実際の漁業問題は、

漁業という範囲、漁業というセクターを越

えたところにあります。なぜ、こういうこ

とが言えるかというと、私自身、FAOで漁

業の問題に取り組んでいた経験があるから

で、問題もよくわかっています。漁業問題
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の解決は漁業に関わる人だけでは解決しま

せん。 

他にも、いくつかの問題解決の方法が導

入されてきています。水資源管理もそのひ

とつです。河川系の問題が中心になってい

ます。よい例がメコン河流域の水資源管理。

メコン河は中国の雲南省に源流があり、

様々な国を通ってきます。つまり、ひとつ

の地域のひとつのセクターの水資源管理の

問題を取り上げても、全体は解決しないわ

けです。このような水資源管理の概念もう

まくいっているとはいえません。なぜなら、

水平的統合が出来ていないからです。中国、

ビルマ、さまざまな東南アジアの国々が関

わり、テーブルを囲んで水資源管理を話し

合うというのは、なかなか実現が難しいも

のです。 

 

４．＜地域に焦点をあてる＞ 

もうひとつ、地域に焦点をあてる、とい

う沿岸域管理のやり方があります。Coastal 

Zone Management というアメリカの言葉

を聞かれたこともあると思います。これも

沿岸域管理ですが、サンフランシスコの湾

岸地域の管理、というのがその始まりにな

るわけですが、その後、Coastal Zone 

Management (CZM)から Coastal Area 

Management (CAM)へと、管理の中心が変

わり、カバーする範囲も増えました。さら

に、島嶼の管理 Island Management(IM)、

海洋管理 Ocean Management(OM)、海洋

空間計画 Marine Spatial Planning(MSP)

へと広がってきました。管理ではなく計画

作りが管理に貢献するという考え方です。

これら新しいものが出来る度に、いろいろ

な言葉ができました。新しい資金が出る度

に言葉が変わってきたからです。こういう

状況は健全ではありません。 

 

５．＜コミュニティに焦点をあてる＞ 

コミュニティベースの管理、Community 

Based Management (CBM)といわれるも

のがあります。漁業や、マングローブ・珊

瑚礁の生息地をコミュニティに管理しても

らおうというものもあります。また、

Co-management というのもあって、例え

ば、政府と漁協が協力する、カナダ政府と

先住民が漁業資源の管理で協調を図る、な

どがそうです。 

 

６．＜保全に焦点をあてる＞ 

これは、よく使われている考え方です。

Ecosystem-based Management (EBM)は

生態系中心のマネジメントです。EBMは世

界的にも重要になってきています。ICMは

これと類似しています。若干、強調すると

ことが異なっていたり、トレードオフする

点が異なっていたりするだけです。

Ecosystem Management (EM) というの

もあり、FAOでは、特に漁業管理等でこれ

を使っています。昨年（2009）にできた新

しいものが、Ecosystem-based Adaptation 

(EBA）、これは、気候変動に焦点をあてて、

適応していこうというものです。Marine 

Protected Areas (MPA)、海洋保護区という

ものもあります。 

 

７．＜統合に焦点をあてる＞ 

ここで考えて戴きたいのが、ICMの重要

な点は何かということです。「統合的」とい

うところが重要。30ぐらい integratedとい

う言葉のついた用語があり、かなり混乱し
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ていますが、「統合的」が重要な点で、ここ

が新しい点です。 Integrated Coastal 

Resource Management (ICRM) 、

Integrated Coastal Zone Management 

(ICZM)、そして、 Integrated Coastal 

Management (ICM)、これが我々が推進し

ようとしている ICMです。さらに、沿岸と

海のいろいろな問題を入れた、ということ

で Integrated Coastal and Ocean 

Management (ICOM)、Integrated Marine 

and Coastal Area Management (IMCAM)、

Integrated Water Resource Management 

(IWRM)、全部書き出した理由は、混乱させ

るためではなく、いろいろな問題に対応し

た、いろいろな用語があり、いろいろな提

案がされています、ということを知って戴

きたかったからです。ただ、スタンダード

としては、ICM。ICMはカバーしている範

囲が大きく、エリアも小さい地域から大き

な地域まで、下流から上流まで全部を含め

られるなど、柔軟性があるので、われわれ

はこの ICMを推奨しています。 

 沿岸管理で、このように進化、革新が起

こってきたことを話してきました。 

 

Ⅲ．＜ICMの特徴＞  

ICMの特徴とは何か。ICMを実施すると

きにその特徴を知る必要があります。ICM

は目に見えないものです。ここは注意を促

しておきます。アモイでの ICM を見たい、

とよく言われます。ICMは地元が実践する

過程です。何々を見たからといって、ICM

を見たとはいえません。実践すると変化が

あります。それは見えます。管理手法とい

うのはそういうことです。ICMの特徴を 11

にまとめ、ここにあげ、解説します。 

１．はっきりと明確な目的を持っている。 

２．適応範囲がある。 

３．ガバナンスの枠組みがある。 

４．管轄権をもった管理区域が明確に指定

されるもの。 

５．統合的計画・立案・実施のメカニズム

がある。 

６．ステークホルダーが参加するメカニズ

ムが出来ている。 

７．総合的情報収集の過程がある。膨大な

情報を定期的に収集して、利用可能な形に

する。それも管理のひとつである。 

８．調整メカニズムがある。 

９．調整されたマネージメントアクション

がある。 

10．フィードバックのメカニズムがある。

実施後のフィードバックをきちんとする。 

11．持続可能な開発に関して、基本的な原

理原則がある。 

 

では、ひとつずつ説明していきましょう。 

１．＜目的＞ 

ICMの目的は、長期と短期に分けて押さ

えておく必要があります。長期的目標は、

「持続可能な開発目標の達成に貢献する」

ということです。持続可能な生態系サービ

スの使い方、つまり、魚をとり続けること

が出来るためにはどうすればよいのか？魚

が枯渇しないやり方は？水が澄んでいて、

使い続けることができる、というのは、ど

ういうことなのか？これが、生態系サービ

スの持続可能な利用ということです。生態

系サービスを見るにも、長期と短期があり

ますが、長期には総合的な視点が必要です。 

一方、短期的目標は水の質の劣化を抑え

る、というようなことです。日本はこれに
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既に成功しています。資源の乱獲をしない、

生物多様性を保全する、日本では食糧安全

管理はできているでしょう。食糧の安全保

障も考えないといけません。日本の人たち

は、生活の糧として、どれだけ海に生活を

依存しているのか、ということも含みます。  

天災・人災の両方に対する防災対策、気

候変動に対し、適応しながらも、その影響

を軽減する、気候変動はもはや目前の現象

となってきました。われわれは既にこれに

直面しています。ICMがいくら包括的なも

のとはいえ、何故、気候変動までとりあげ

るのでしょうか。気候変動対策というのは、

中央政府の政策だけでは対処できない、自

治体の参加が必要だからです。 

 

２． ＜適応範囲＞ 

我々は、ICMで、生態系を管理している

わけではありません。人の活動を管理して

いるのです。ICMの管理の対象は人の活動

です。人間の活動は生態系にマイナスの機

能を与えているかもしれません。更に、生

態系の持続可能なサービスを妨げているか

もしれません。ICM プログラムの実施は、

人間を対象にしているということを忘れて

はなりません。魚を対象としているのでも、

漁業資源を活用している地域でもなく、人

間を対象にしています。適応範囲として、

ここをきちんと理解しておいて戴きたい。 

 

３．＜包括的な沿岸域ガバナンスの枠組み＞ 

ICM実践にあたっては、包括的な沿岸域

ガバナンスの枠組みが必要です。ICMとは

長期に亘って実践する活動です。ICMには、

沢山の当事者が入っており、それぞれがさ

まざまな活動をしています。ガバナンス、

統治システムがあって、全部を統合出来る

ような形で管理できないといけません。ガ

バナンスという枠組みは政策機能の各セク

ターを統合します。関係省庁も統合する、

ということです。これは難しいことです。

漁業、運輸といった政策、各役割、関係各

省庁、縦割りの部分もあるので、それをど

うやって統合するか。非常に難しい。これ

をやる目的は縦割りの政策、行政の弊害を

なくすことです。これは、日本だけに特有

のものではなく、どの国にもあります。鍵

になるのは、どのようにメカニズムを作り

込んでいくか、です。そうすれば仕事がや

りやすくなります。システムの下のレベル

に行けば行くほど、つまり、地方自治体の

方が、実施能力は高まっています。 

二番目に、水平的な適応範囲をきちんと

割り出し、ステークホルダーをきちんと把

握する必要があります。そして、目標とす

るビジョンを皆で共有することが重要です。

水平展開が必要ですが、そのためには、地

域エリア全体の分析が出来ないといけませ

ん。地域・水域・海域で、何が起こってい

るかを捉え、分析が出来ないといけません。

それをもとにして、戦略的な計画を立てま

す。実地調査をして、政策を立案し、計画

を策定していきます。 

ICMプログラムで重要なのは、共通の課

題と共通のビジョンをきちんと打ち出す、

ということです。これがあれば、みんなが

動き、団結して活動することができます。

「これをやっていきます。」「皆さんも、考

えて見て欲しい。」東京湾問題に関して、共

通のビジョンはあるでしょうか？英虞湾に

関しても、環境対策について、関係者の間

で共通のビジョンがあるでしょうか？これ
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が大切です。これがある、ということにな

ると、ステークホルダーすべてを結び付け

ることができるのです。 

例えば、マニラ湾の問題で共通のビジョ

ンを作ろうということになって、利害関係

者に集まって戴いたことがあります。そし

て、簡単な質問をしました。「マニラ湾は汚

染がひどいですね。いっそのこと、埋め立

てたらどうですか？干拓によって有用な土

地も出来るし、水性生物の問題もなくなり

ますよ。」と言いました。すると、皆が NO

と言ったのです。なぜでしょうか。皆さん

マニラ湾に対する思い入れがあったからに

違いありません。出身の場所でもあるし、

何かをしたこともあるところだし、皆に思

い出があったのです。何とかしたい、と思

ったわけです。これが鍵でした。このよう

に心に訴えることが重要です。情熱に訴え

かけることが出来るかどうか、ということ

が鍵になります。例えば、埋め立て派もい

るわけです。住宅地が出来るではないか、

と。そういう人たちはマニラ湾を埋め立て

たらいい、と思うわけです。そうすれば、

建物も沢山建てられる、と考える人もいる

かもしれません。こういう場合、人を集め

て、皆でビジョンとターゲットをはっきり

させなければなりません。 

三番目は、管理をする時にどのように効

率をあげるのか、ということです。色々な

部署間、セクター間での重複をどう減らす

か、かかわる人々の能力をいかに高めるか、

長期にわたってどのように管理をしていく

かということです。組織と個人の能力が高

まれば、より参加の度合いが広がっていき

ます。これは、とても重要なことです。た

とえば、中央政府と県と市町村を巻き込ん

でいくことはとても重要です。というのも、

それぞれの政府の段階によって、持ってい

る能力が異なるからです。ICM、ガバナン

スと言っても、まず組織や個人の持ってい

る能力が生かせないといけません。そのた

めにも全体の能力アップが必要です。コー

ディネーション能力、資金的・財源的裏付

け、調達能力も必要です。 

 

４． ＜管理の範囲を決める＞ 

地理的な範囲（geographical coverage）

をきちんと決めることが必要です。生態系

ベース、エコシステムに準じた管理、とい

うことであれば、範囲が広くなります。た

とえば、英虞湾全体にするとか、志摩市全

体にするとかです。これは、自治体が決め

ることです。それだけではありません。「英

虞湾全体にする」と言っても、そこに影響

する地域というのは、英虞湾の範囲外にも

あるかもしれません。例えば、沿岸域、と

いったときに、そこだけ見ただけでは収ま

らないで、もう少し拡げて考える必要があ

るかもしれません。いずれにしても ICMを

しようとする時に、コントロールする範囲

をどこまでにするか、ということをまず、

必ず明確に決めることが重要です。地域的、

地理的にどこまでカバーするか、水源地か

ら沿岸全部、ということになるかもしれま

せん。あるいは、行政の範囲を超えて、複

数の自治体にまたがる、ということもあり

得ます。いずれにしても、あるはっきりと

した範囲を決めて、必要に応じてスケール

アップしていく。将来、もう少し地理的に

拡げていく、ということは可能です。大き

く始めて様々なところで葛藤が起こるより、

小さく始めて、拡げる方が良いでしょう。 
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次に、機能的な範囲(functional coverage)

を決めます。生態系全体をカバーするかど

うか。生態系というと大きくなりがちです。

他の自治体、他県にもまたがったりするこ

とが得てして起こりがちです。そうすると、

やりにくくなるかもしれません。或いは、

共通の生態系のごく一部だけにする、ある

水源から川を辿って沿岸まで全部としない

で沿岸域だけに絞る、ということも可能で

す。ある流域の水源から流域まで全部入れ

てしまうと広大な地域になります。いずれ

にしても陸と海を分けずに、必ずそのイン

ターフェースの部分、両者が出会っている

部分を入れる、ということが重要です。 

 

５．＜統合化された計画作りと 

実践のメカニズム＞ 

「計画作り」はさまざまな分野で見られ

ますが、「統合化された計画作り」は余り一

般的ではなく、運用もなかなか難しいです。

重要なのは、複数の計画および意志決定プ

ロセスの枠組みなどを統合して、実践のた

めの統合的なプロセスに乗せるということ

です。従ってこれは「統合化された枠組み

作り」でもあります。各計画の間には難し

い関係があって、それを統合するメカニズ

ムを開発していかなければなりません。採

択にあたっては、統合されるべきさまざま

な計画を開発し、これを統合的に承認して

もらうということです。計画を作るという

ことは大切ですが、その計画を統合化して

承認してもらうことは更に困難で、重要な

作業です。それにはメカニズムが必要です。 

 

 

 

６． ＜関係者が参加できるための 

メカニズム＞ 

ステークホルダー、関係者が全部参加出

来るようなメカニズムが必要です。関係者

の参加は重要ですが、状況は国によっても

異なります。社会主義的・共産主義的な国

では関係者の参加は非常に規制されていま

したが、状況は変わってきています。中国、

ベトナムでもいろいろな人が参加できるよ

うになってきています。しかし、例えば、

米国ではステークホルダーが大変重要な役

割を果たしますが、場合によっては、ステ

ークホルダーの力が強すぎて政府・自治体

の存在が薄くなることがあります。こうし

た場合、いかにバランスを見つけるかが重

要です。すべてをステークホルダーにまか

せるというのではいけません。政府・自治

体は重要なステークホルダーの一部として

捉えられなければならないし、その果たす

べき役割を果たさないといけない。ステー

クホルダー参加の目的は、国民に知っても

らうことです。そのために情報を提供する

ということや定期的な会合をステークホル

ダーと開き、参加を促すことも重要です。

支持を得ることも重要です。理解、認識、

積極的参加、支持を得ること、共に戦略を

立て、行動計画をつくることが必要です。 

 

７．＜包括的な情報収集プロセス＞ 

具体例はあとでお話します。包括的な情

報をどこからどのように集め、どのように

使えるものにするか、情報を集めて、使え

るものにするにはどうしたらよいか。情報

が集っても、そのまま保存され、保管され、

影響力を持たないことがあります。これは、

情報は目に見えないことが多いためで、情
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報を使うためには、情報を目に見える形に

しないといけません。 

 

８．＜調整機能＞ 

すべての ICMのプログラムにおいて、調

整機能は大変に重要な役割を果たします。

調整機能を考えるときに重要なのは、さま

ざまな協力関係、協調関係を作るというこ

とです。無駄を排除し、コスト効率を高め

て、計画および実施を進めることが重要で

す。また、リーダーシップを発揮して、ス

テークホルダーの参加を促す、ということ

も重要となります。これによって、いろい

ろな部署間の関心事項の調整を行うことも

重要です。政策・科学・マネジメントに関

する情報を充実させることも必要です。 

また、ある程度までの結論が出ているこ

とについては、実施(enforcement)しましょ

う。 

 

９．＜各省庁間・政府機関間の協調＞ 

各省庁間・政府機関の間の協調ですが、

いわゆるＩマネジメントと私が呼ぶ縦割り

管理では統合することができません。漁業

は漁業、港湾は港湾というように分かれて

いて、それを統合することが未だなされて

いません。我々が変えようとしているのは、

このようなＩ型からＴ型アプローチにする

ことです。Ｔ型のアプローチというのは、

一番上のところにガバナンスの枠組みを設

けることによって、皆の参加を可能にしま

す。これは非常に重要です。人の行動のた

めのガバナンスとステークホルダーの参加

を可能にして、さまざまな行動の調整を行

い、共有化を図ることが重要です。統合化

する部分を設けることによって、政策の統

合、機能的な統合をさまざまな組織間で行

うことが可能になり、同時にコーディネー

ションのメカニズムを設けることによって、

人の活動の調整をすること、そして、さま

ざまな部署間の協力を促進することが可能

になる、これが基本的な概念ですが、この

課題については、またあとで述べます。 

実施 (enforcement)。統合化された計画

が実施されることで、大変に効果が上がっ

た例もありますが、余り効果的に行われて

こなかった例もあります。 

次に、すべての管理行動 (management 

action)を一つの場所で行うということが重

要です。自然災害の問題、漁業の問題、汚

染の問題が、政府内部では別々に管理され

ますが、これらすべての問題が別々の場所

ではなく、同じ場所で起きているというこ

とがよくあります。同じ場所でこうした問

題が同時に起きているとき、これらの活動

を地理的な空間の中でどのように管理をし

ていくのか。ここで ICMのプログラムが必

要になります。どのように統合するか、と

いうことも重要です。マネジメントの境界

をどんどんと狭い範囲にしていくと、確か

に管理はより効果的に行うことができるよ

うになります。しかし、これが国のレベル

にまで上がっていくと、ICMのマネジメン

トはなかなか出来にくくなります。そうな

ると統合的な政策が必要になったり、行政

的な管理が必要になってきます。上の方に

なるとそういうものが必要になるのです。 

 

10．＜フィードバックのメカニズム＞ 

これもまた、ICMの特徴のひとつとして、

すべての ICM プログラムの中に盛り込ま

れている必要があります。ICMには明確な
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フィードバックメカニズムが必要です。こ

うようなフィードバックメカニズムの中で

必要とされているのは、系統だった形でモ

ニタリングを行い、我々のアクションのア

ウトプットを把握する、ということです。

また、定期的な報告システムも必要です。

過去においては、多くの場合、我々の報告

は単に上に対する報告にとどまっていまし

た。これを一般の人々に報告する、という

ことは余り考えられていませんでした。今

後は、ICMによるマネジメントの結果を一

般市民に報告する、ということが必要にな

ります。つまり、一般市民に対して、我々

が何をしているのか、また、その進捗状況

を伝えることが必要となるのです。 

 

11．＜ICMの基本原則に立ち返る＞ 

最後にこの ICM の特徴で大切にしてい

るのは、常に基本的な原則に立ち返る、と

いうことです。生態系、エコシステムベー

スのマネジメントとアダプティブマネジメ

ント、という考え方を適用します。そして、

総合化、統合化を図ります。これらが鍵と

なる要素で、これによって、地球環境サミ

ットの「アジェンダ 21」で採択された重要

な原則である「持続可能な開発の原則」に

戻ります。 

 

Ⅳ．＜ICMのシステム＞  

ICMを実施していくためには、３つの柱

があります。ICMの中でも非常に重要なこ

の３つを強調しておきたいと思います。こ

れまでに ICM は世界中で開発されてきま

したが、次第に進むに従い集約化され、進

化してきました。何十年にも亘って実施さ

れ、世界のさまざまな地域で改善されてき

たので、一定の機能、構造が使えるように

なりました。更に重要なことは、ICMの中

において、複数の要素があり、そのいくつ

かの要素が運用を調節しているということ

がわかってきたことです。 

このように、沿岸域総合管理 ICMは徐々

に進化してきました。かつては単純な対策

であったものから統合化されたマネジメン

トになり、更に様々な分野、セクターを統

合したものになり、現在ではシステムへと

進化してきました。このような ICMのシス

テム化が何を意味するかというと、ICMが

一定の構造をもち、一定の機能をもって実

施することが可能になったということです。 

 

これについてもう少し詳しく説明しまし

ょう。ICMプログラムには、５つの主要な

要素が入っています。 

１．ガバナンスの枠組み  

２．持続可能な開発にむけた管理手法 

３．ICMの計画と実施のサイクル 

４．モニタリングと評価の必要性 

５．プロとしての品質管理 

ICMのシステムは、人の判断を必要とす

るシステムです。今後どんどん活用してい

ってほしいので、更に詳細に説明します。 

 

１．＜ガバナンスの枠組み＞ 

ICMプログラムの中に是非とも含めなけ

ればならないのが、ガバナンスシステムで

す。これは何を意味するものでしょうか。 

①政策、戦略、アクションプラン 

②制度的措置 

制度的な取り決めが必要。どのような構造

で組織化を図り、プログラムの実施をして

いくか。 
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③法制化 

法的な要素も必要。さまざまな法的な規則

を制度の中に確実につくっていく。国の法

制度もかえていかなければならない。 

④情報と市民への啓蒙 

情報はある。それを知らせるにはどうした

らいいか。啓蒙するというのはどういうこ

とか。啓蒙する、というのは皆さんの仕事

を市民・住民にわかって戴くということ。

そうすれば、市民が ICMを自分のこととし

て考えられ、実行能力も高まる。あとで事

例を挙げるが、一般の方々にどのように情

報を伝えて、知って戴くかも重要である。 

⑤持続的資金調達 

政府での予算化。制度的なアレンジが必要。 

⑥能力開発 

 

①政策、戦略、アクションプラン 

②制度的措置 

コーディネーションメカニズムを作って

おく必要があります。国や県、自治体レベ

ルそれぞれに必要で、やることがレベル毎

に異なります。 

協議会のようなものを立ち上げ、自治

体・県・国、その他のステークホルダーを

集めます。誰をいれるか、ということが重

要です。要員の構成は重要です。国によっ

ても、自治体によっても異なりますが、一

般原則で言うと、自治体、県、国も参加す

ることが重要です。他のプログラムでもそ

うですが、いわゆるコーディネーションの

メカニズムが必要です。そして、組織の長

のひとが入っていることも重要です。経験

から言って、自治体の長が入っていること、

こういった試みの最初から自治体の長が巻

き込まれている、参加しているということ

になると資金もついてきやすいのです。 

第二点としては、いろいろなセクターに

入っていただくということも重要です。た

とえば、関係省庁に係わっていただく。国

交省でもよいし、農水省でもよいし、環境

省でもいいでしょう。実際にこういうとこ

ろを管理する人たちも必要ですが、研究者

というのも重要です。ただし、科学者・研

究者は必要ですが、アドバイザーとしてで

あって、実施者ではありません。実践は、

当該自治体や省庁が行います。科学者、学

者は実践者ではありません。ただし、科学

者が入ることによって、情報、アドバイス

を得られます。あることをどう解釈するか、

どういう意志決定の方法があるか、などに

ついて、ステークホルダーや政府関係者は

学者の方々から学ぶことができます。 

もうひとつ重要なのは、産業界です。こ

れは非常に重要です。産業界の人たちの沿

岸域での活動が、問題を起こしていたりす

ることがあります。その人達がきちんと入

っていないと、ICMの活動としては問題で

す。さまざまな国で産業界、業界関係者が

ICMで重要な役割を果たすようになってき

ていますので、産業界が入るということは

重要です。 

地元の住民団体や教育機関も必須です。

学校関係は教育の実践、たとえば、地元で

の能力開発に欠かせないからです。NGO、

そして市民団体も重要です。ただ、NGOが

多すぎる場合、どの NGO を選ぶか、も大

切です。フィリピンでは６万もの NGO が

あります。どこを呼べばいいか、どこに参

加してもらえばいいか、NGOの選択は慎重

を期して、しっかり選ぶ必要があります。 
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③法制化 

さて、次に、ICMの立法、法規制です。既

存の法律間の齟齬、不整合をいかに減らすか、

法の施行に関していかに調和のとれた形で

行うかは重要です。市町村など地元の条例と

県・国の法制度、この間での協調・整合性を

考える必要があります。また、自治体として

の規制、整備があります。これは可能です。

必要な条例を市町村で考えます。それと国の

法制度を考えることです。国によっては、

ICM 法というのが出来るようになりました。

中国などでは、それを如何に施行するか、と

いう話になってきています。フィリピン、イ

ンドネシアでも ICM 法が既にあります。国

際的にも ICM を国内法化する、という形で

でてきています。おそらく日本でも ICM 法

ができるのではないか、と思われます。 

④情報収集と啓蒙活動 

情報収集と一般市民への啓蒙活動の必要

性が増しています。情報収集と情報保管、

そして情報管理。ICMプログラムでは、ま

ず最初に情報を沢山集めます。沢山集まっ

てきた情報をどうするか。プロジェクトが

別のものになったら、最初からまた、情報

収集をするのか。自治体の情報収集の標準

化というのがあるべきなのです。 

国によっては、情報が一杯集まるよう、

自治体がコンサルタントにお金を払って情

報を集めてもらったりします。このコンサ

ルタントが別プロジェクトで同じ情報を使

い回ししてそっくりそのまま売っていたり

する、というような話があります。そうい

う不都合をどう防ぐか、こういうことにも

注意する必要があります。 

⑤持続性のある財政措置 

ICMのシステムとして財政についてはど

うでしょうか。予算をどうするか。どうい

う資金で実践するか。ここのところはオプ

ションや選択肢が入って来ることになりま

す。政府予算をどう取り付けるか。つまり、

ICMがメインストリーム、主流になってい

かないと、そういうことは起こりません。

政府からの予算がつかない場合、関係省庁

に対する働きかけはどうなのでしょうか。 

ICMは非常に新しい、というわけではあ

りませんが、省庁の仕事から言うと、もっ

と統合した仕事のやり方になってほしい、

ということだと思います。それぞれの仕事

について、予算がついているわけですが、

そういった予算を ICMとして、どうまとめ

ていくか、かつ、これを共有していくかで

す。この予算系の仕事が非常に難しい。一

番難しいかもしれません。自治体の長が最

初から入っているのが重要だという理由は、

そこにもあるわけです。 

ある国では、国の予算が乏しい場合、ユ

ーザーフィーのように利用者負担としてい

ます。そういうことも考えられます。例え

ば、フィリピンでは料金を徴収することを

考えました。例えば、保護区に入るときの

入場料です。珊瑚礁への入場料を徴収し、

このお金を、地元が汚染防止や公害対策に

使います。この使い道も重要です。フィリ

ピンでの料金の集め方の他の例として、ダ

イバーが潜ると自治体にお金が入るような

仕組みにする、というのもあります。他に

も資金調達を官民協力で行っているところ

や、民間財団を創設したところもあります。

産業界の協力を得て、皆で集まって協議し、

ICM の予算を 10 年以上つけているところ

もあります。このように、いろいろな予算

の集め方、取り付け方があります。 
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⑥能力開発 

ICMのガバナンスシステムの中では、皆

が教育を受けて、学習してレベルアップし

ます。政策決定者、官公庁の担当者、自治

体の担当者、皆が能力開発をしていきます。

能力開発には２つのタイプがあります。 

ひとつは個人の能力開発。参加する人は

さまざまプログラムによって学びます。そ

れによって人脈も作れます。関係者のネッ

トワークが出来てきます。専門家、自治体

同士のネットワーキングというのもありま

す。そうすると学んだことが何倍にも使え

ます。 

もうひとつはさまざまな機関・組織の関

わりでの能力開発です。ICMプログラムで

は、地元の機関・組織をすべて生かすこと

が重要です。地元の研究機関、自治体の持

っている研究機関、大学の研究機関などい

ろいろなところに役に立って戴きます。 

大学の人たちのほとんどは、実際の管理

の仕事の経験はありません。この人たちに

参加をして戴く、ということは管理体制を

きちんと作り、管理の専門家にも入っても

らうことが重要です。自治体にどういう情

報が必要か、とか、そういったレベルまで

管理が出来る人が必要です。地元の研究所、

大学のレベルが中央のように一級というよ

うにならなくても、そういう組織があれば

使えますし、仕事もやって戴けます。そう

いうところを ICM に関係した人たちの学

習センターにして、地元の人たちが学べる

場にすると、専門家の人たちが学者として

残ってくれますので、今後、そこを人材プ

ールとして、また基盤として利用していく、

ということも考えられます。 

 

２．＜持続可能な開発にむけた 

管理手法＞ 

① 自然災害と人災の管理 

自治体の経済開発で懸念事項となるのが、

自然災害と人災。どのような地方政府でも

自然災害と人災にどう対処するかというの

は、重要課題です。国レベルでいろいろや

っていても、地元が対策をとらないといけ

ません。災害対策は ICM の大きな課題で、

備えが重要、防災体制の整備が必要です。

台風・地震・津波・土砂崩れなど色々あり

ます。日本は防災に非常に優れた国です。

中央政府の重要な働きがり、国のインフラ

が整備されていくと、リスク管理に関する

自治体の応分も非常に大きくなってきます。 

次に人災、例えば油濁や核物質汚染。メ

キシコ湾の事故にも見られたように、これ

をしっかりやらなければ大変なことになり

ます。さらに富栄養化・赤潮・青潮などの

問題。これも途上国では大問題になってき

ています。慎重にやらないとマクロファー

ジが近隣諸国から日本にも押し寄せてくる

ので、日本だけではどうしようもないとい

う時代がやってくるかもしれません。また、

富栄養化のゾーンをきちんと考えないとい

けません。揚子江では赤潮発生地帯が非常

に広がってきています。世界的にも問題が

顕著になっていて、レッドゾーンと呼ばれ

る地域が、100 ほどにも増えました。それ

が自らの環境にどういう影響を与えるかと

いうことについても、吟味する必要があり

ます。日本では大きな問題ではないかもし

れませんが、フィリピンでは非常に大変な

事態で、中国でも非常に重要事項とされて

います。 
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② 生息域の保全・修復・管理 

次に我々が着目すべきは生息域の保全と

修復、回復・復旧です。水資源の管理もこ

れに相当します。過去は、水利用と水資源

の管理をひとつのセクターが担うことが出

来ました。今は、仕事が増えて、分かれて

いることも多くなっています。 

③ 水利用と水資源管理 

人が使える水の量はほんとうにわずかで

す。水に囲まれていますが、人が使える量

は少しです。多くの国で水は無駄に使われ

ています。淡水資源には限りがあります。

世界の未来予測でも、都市の水不足が大き

な問題となっています。中国もしかりで、

30％ぐらいの水がもう汚染されてきている

のではないか、と言われています。東南ア

ジアでは雨量が多いので、水資源は問題が

ない、と考えられてきましたたが、実態は

そうではなく、水不足のところが非常に増

えて来ています。都市化が進むなかで、将

来、今後 15年～20年、或いは 50年に亘り、

水をどうやって確保するか。国内で確保出

来るから大丈夫、というような問題ではあ

りません。日本にとっても、他の国との関

係の中で、水をどう確保するかは重要な課

題です。国内で確保出来る量を考える必要

があります。特に地下水は減るばかりです。 

水源地から沿岸までを見る必要がありま

す。川から漁場まで、水はどうなっているの

か、水の供給はどうなっているのか、も考え

る必要があります。例えば、水は途中で、農

業用、工場用に使われますが、川の水が漁民

によっても使われる、という発想が最近まで

ありませんでした。一方、海水も基礎生産に

使えます。海水を淡水化すればいいとも言わ

れますが、非常にコストがかかります。 

シンガポールはこの点について、非常に

力をいれています。シンガポールでは、水

の 90％をマレーシアからの供給に依存し

ていましたが、マレーシアが水の供給に条

件をつけました。シンガポールがどうした

かというと、都市管理の一貫として島の

30％を「水源地」としました。そうするこ

とによって、ただ、雨水として流してしま

わずに、回収して、水源として使うように

しました。全体で統合的管理をして、解決

にあたる、というひとつの例です。 

④ 食糧安全保障と生活 

⑤ 廃棄物と栄養物による汚染の管理 

栄養塩による汚染。下水や固形廃棄物に

よる汚染。さらに、これらの埋め立ての問

題も重大ですが、日本では、差し迫った問

題ではないようなので、先に進みます。 

 

３. ＜ICMの計画と実施のサイクル 

（ICMサイクル）＞ 

ICMの実施にあたっての計画～立案～実

施までのサイクルですが、初期の段階から、

準備、課題認識、基本方針、実施計画、事

業実施、モニタリング・振り返り、という

サイクルを考えておくことが重要です。

ICMというのは一回で終わるものではあり

ません。継続的なものです。どれくらいの

期間をかけるか、というのはどれくらいの

能力、資源があるか、ということによって

異なります。それぞれの段階については、

具体的にどう実施するのかについて述べる

時に、再度詳しく説明しますが、最初にど

うやって手をつけるか、というときに、必

ずでてくる話なので、ここでは、簡単に、

こういう段階がある、こういう言葉がある、

ということを紹介しておきます。 
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まず、「準備段階」。これは、重要です。

さまざまな利害関係者の支持をいかに取り

付けて巻き込むか。そういった準備の段階

はとても重要です。実施主体となる皆様も

どのように準備をし、体制を整えるか、と

いうことが気になると思います。最初、ど

うやって手をつければよいか、については、

いくつか方法があります。たとえば、環境

評価やプロファイリングをして、問題を明

らかにするというやり方などです。 

さらに基本方針を明らかにし、実施に向

けた基本計画、モニタリング計画なども早

めに作っておきます。さらに実際の実施計

画、法的な整備、資金の確保も重要です。 

取組の際には、いくつか並行して行われ

ますので、調整や進捗管理が必要となりま

す。 

評価についても、様々な評価方法、評価

システムの作り方があります。これについ

ては、後ほど詳しく触れます。 

 いずれにしても、こういうプロセスがあ

って、こういうプロセスを辿っていくのだ、

ということ、を忘れないで戴きたい。一度

このサイクルを辿って、２回目のサイクル

になったら、最初の段階では入れなかった

課題なども含めてやっていけばよいのです。

いずれにしても、継続的な過程である、と

いうことです。まず、始める、そして、プ

ロセスを繰り返すことによって、ICMその

ものが成熟していく。 

例えば、アモイでは、今まで 15年やって

いるが、まだ続いています。アモイは中国

政府の資金があるので継続しやすいのです。

フィリピンのバタンガスでも続いています。

バタンガスはお金がなかったので、自分達

だけで資金をなんとか調達して、今でも続

けています。ベトナムのダナンでも非常に

うまく継続的にやっています。こういった

例は各地にあり、10年～15年、とさまざま

な長さでやっています。市長によっては、

「もう自分の任期は終わりだから関係な

い」と言う人もいるかもしれません。それ

でもとにかくプロセスとして始めて、続け

ていかなければ、強くなりません。なるべ

く早い段階、たとえば、２年目ぐらいの段

階で、何か目に見える成果を少しでも上げ

ておくということが、継続していくために

は非常に重要です。 

 

４．＜モニタリングと評価の必要性＞ 

そして、モニタリングと評価は重要です。

これもシステムの中で欠かせないプロセス

です。 

 

５．＜品質管理＞ 

更に、品質管理。ICMプロセスと枠組み

は ISO のプロセスと枠組みに似ています。

ICM を実施するときに ISO プロセス参考

にすると、非常に役に立つと思います。実

際、アモイでは、ICM のプロセスの中で、

ISO14001 の認証を受けている自治体もあ

ります。なるべく多くの組織や機関を巻き

込むことも重要です。一番大切なのは、ど

ういうアプローチをとるか、ということで

す。 

 

ICMシステムの枠組み 

ここで、ICMシステムの枠組みの話をし

ておきましょう。 

１． ＜ガバナンスの枠組み＞ 

ガバナンスの枠組みのなかに、政策、ア

クションプラン、情報、意識づけ、資金調
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達、能力構築などがあります。ガバナンス

の枠組みはこれらの要素で成り立っていま

す。どんなところでやる ICMでも、これら

の要素はすべて必要です。能力構築という

のは全体を通して埋め込まれている必要が

あり、これは、政策立案から法整備などの

全体を貫く要素として、また、ICMを実施

することによって、自然に能力構築ができ

ているようにする、ということが重要です。 

自治体の中で、担当者をおきます。その

担当者がどういう政策をつくり、どういう

戦略・行動計画を創るか、それを実施する

ためにどういう組織が必要か。省庁連携の

ためのメカニズムとしてはどのようなもの

が必要で、誰が参加し、誰が情報を集める

のか、誰がお金を出すのか。自治体が予算

措置をとるのか。これ全体がガバナンスの

要素ということになります。ICM の中で、

これらの要素は欠かせません。 

その下に、いろいろな行動がきます。ど

ういう行動を必要とするかは、最終的に何

を求めるか、対象地域の課題によって異な

ります。生息域の再生かもしれないし、水

利用の改善プログラムかもしれません。６

つのカテゴリーがあり、そのあとに、現地

の状況にあわせて何を具体的な行動とする

か、があります。これらは、持続可能な開

発のためにも必要です。たとえば、国際的

な条約や取り決めもあります。それぞれの

目標や行動に対応する条約があるかもしれ

ません。例えば、自然災害だったら、天災

に対する「横浜行動計画」かもしれません。

或いは、「生物多様性条約」も関係するかも

しれません。陸域起因の汚染に関するもの

だったら、「UNEP の行動計画」かもしれ

ません。それぞれの問題を担当している部

局、例えば、天災・防災を担当する部局、

生息域だったら環境省かもしれませんし、

水問題だったら水関係の部局、食糧安全保

障だったら農水省かもしれません。いずれ

にしても、こういった省庁が行動計画を持

っていて、実際に行動するときに皆が連携

しあえるようにしておくことが必要です。 

政府の他の枠組みの中で、さまざまな計

画が明確になることもあります。まず問題

を特定し、優先順位を決め、リスク評価を

行い、どのようなリスクに対応できるかを

考えます。ガバナンスの要素が揃ってきた

ところで、モニタリングを行います。進捗

状況をどのようにモニタリングするのか、

達成度をどのようにモニタリングするのか、

そして、どのような形で、どう報告するの

かも重要です。報告システムが必要となり

ます。最も単純な報告の形としては、「うま

く行ったのか、行かなかったのかを報告す

る」というものでしょう。地元政府は報告

することを求められていますし、市民に伝

える義務があります。 

国際的な枠組みからの要求にも応えてい

かなければなりません。途上国での貧困撲

滅も含めた目標である「国連のミレニアム

目標(UN Millennium Objective Goal)」か

らの要件、「アジェンダ 21」からの要件、

WSSDからの要件、これらに応えていかな

ければなりません。また、東南アジア地域

の国々が、「持続可能な開発戦略」を東南ア

ジアで実践することに合意したことはご承

知の通りです。この合意の中で求められて

いる要件もあります。我々はモニタリング

の際に、各国の ICMのアプローチがどの程

度こういったことに貢献しているかについ

ても測ろうとしています。 
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行動計画を実際に実践する際には「ICM

サイクル」を使います。ICMサイクルによ

るガバナンスの部分と、持続可能な開発の

枠組みの部分、これを機能させることが重

要です。パートナーシップの課題に対して

も機能しないといけません。ひとつの政府

だけでは問題解決はできません。パートナ

ーシップを組んでいくことが不可欠です。 

また、「ICM コード」を正しく実施すれ

ば、次に ISO基準に適合することができま

す。ガバナンスについても、また、環境の

面からも要件に応えることができるという

わけです。 

このような ICMの全体像は、単純な枠組

みのように見えますが、これを開発するの

に 20年以上かかっています。さまざまな試

行錯誤の末に出来たものなのです。 

 

２．＜重要な要素：アプローチ、枠組み、

メカニズム、プロセス＞ 

さて、次は、「重要な要素」についてです。 

アプローチ：アプローチ毎にグループ化

できます。たとえば、「参加型のアプローチ」。

これはひとつのやり方です。また、「統合化

されたアプローチ」というのもあります。 

枠組み：これもいくつかあります。政策

決定の枠組み、意志決定の枠組み、指標の

枠組みなどです。10～20の小さな要素があ

って、それらを元に枠組みが構成されてい

ます。これら複数の枠組みが同時にこのシ

ステムの中で運用されています。 

メカニズム：また、メカニズムもいくつ

か、開発されています。調整のメカニズム、

法制化のメカニズムなどです。 

プロセス：更に、プロセスもあります。

計画作りのプロセス、再評価のプロセスな

ど、いくつかのプロセスがあり、これがシ

ステム全体に組み込まれなければなりませ

ん。 

駆動力：４つのグループに共通の要素が

あります。私が「駆動力(driver）)と呼んで

いるものですが、このような駆動力となる

グループがあり、これらが共に実施され、

お互いに作用しあう、それが最終的な結果

につながっていきます。   

どのようにこの４つの要素を使うかによ

って、結果が変わってきます。例えば、政

策をどのように使うのか、創ったビジョン

をどう活用して、目標を達成するかは重要

です。策定した規則をどのように運用し、

実施を強化していくかによっても変わって

きます。作成した情報ベースも共有化する

必要があります。さらに、情報を受けたも

のがどのようにそれを力に転換し、皆さん

の実践をサポートできるかも重要です。市

民に対して情報提供することによって、市

民がそれを力にして、動いてくれる、とい

うことも重要です。このようなシステムが

あることで、どのように政策をうまく活用

し、良い制度をつくり、政治家を動かし、

市民に関心を持ってもらうかが重要です。 

その中で、話をしなければならない対象

が、政治家です。与野党問わず、話をする

必要がありますが、政治家の集団というの

は、互いに全く別個の集団です。野党は絶

対に与党と意見を一致させようとはしませ

ん。その相反する力をどのようにして中

和・融合させるか。中和の方法のひとつは、

一般の人たち、市民に情報を提供する、と

いうことです。適切に情報を得た市民は、

サポートしてくれます。ステークホルダー

が力を合わせて、協力してくれる、という
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ことです。これによって、民間企業も動く。

このようなオペレーションの多くは直接ビ

ジネス活動に繋がっているからです。民間

企業もこの中で共にやっていきたいと考え

ます。様々な民間企業の協力体制があるこ

とによって、責任を共有し、大変大きな役

割を果たしてくれる可能性があるので、こ

れもまた重要です。鍵は市民で、市民（ス

テークホルダー、ビジネス界）が力を合わ

せていくことになります。 

さてここで、これらの、アプローチ、枠

組み、メカニズム、プロセスをどのように

使って、ICM活動を実施するか、というこ

とを考えなければなりません。ICM計画を

作る時には、様々な要素が盛り込まれてい

ます。それぞれがどれくらい重要か、とい

うことは、やってみないとわかりません。

しかし、これがある、ということが重要なの

です。使い方が分かっていれば役に立ちます。 

ひとつ例をあげようと思います。 

中国の例ですが、国民に対する情報提供

という要素をうまく使うことで、人々の支

援を勝ち取るのに成功したという例があり

ます。昨年私が中国アモイに行ったときの

ことですが、アモイ市で４日間の水不足が

予測されていました。水が出ない、という

ことは全ての人の生活に影響がでます。そ

こで、市は「水不足が続く」という宣言を

行い、政府が水の供給をコントロールしま

した。以前の中国では、政府が決定したら、

有無を言わせず従わせる、というのが通例

でしたが、今回はテレビメディアを使って、

何度も何度も、何時間もかけて説明しまし

た。「こういうことが起こっている」「何故

か」ということも説明しました。市民に理

解してもらう、ということを行いました。 

そして、その中で、高齢者に対する支援

をしてほしい、ということを市民に要請し

ました。高齢者の人々は水が出なくなった

からといって、水を運ぶことができないか

らです。そのようにしたところ、１千人以

上の若者が水を運ぶ手伝いをしてくれまし

た。政府は、更にテレビメディアを使い、

高齢者に対して若者が水を運んで助けてい

るシーンを見せました。もうおわかりのよ

うに、政府にとってはよいことばかりの結

果がでました。いろいろな情報を提供して、

政府はよいことをやっている、注意深くい

ろいろなことをやっている、国民を心配し

ている、という姿勢が伝わりました。３日

目の終わりには、反対意見は何もでてこな

くなり、むしろ、国民は政府に対し、非常

に協力的になりました。情報を得られれば、

協力的になる、市民の認識力に十分に気付

くことが重要ということです。情報を提供

することで変化の力になる、情報の提供が

いかに大切か、の一例です。 

しかし、同じ都市で、過去に全く異なる

状況もありました。市民が当局と戦った例

です。中国ではこういうことをすると逮捕

されてしまうのですが、ICM導入後、大き

な石油化学会社が工場をアモイ市内に建設

することを決定し、市当局から許可されま

した。この情報が一般に提供され、市民は

3 年間、ずっと反対していました。街に出

て、反対のデモをし、逮捕された人もいま

した。中国で政府に逆らう、ということは

大変難しいことですが、この時、市民はデ

モをして戦いました。最終的に政府は、石

油化学会社の要望を拒否することになりま

した。市は企業に違約金も支払ったのです。

この二つの例を考える時、市民の力がわか
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ると思います。市民の力は大きいので、効

果的に、注意深く使わなければなりません。

注意深く使わないと、大きな問題が発生す

ることにもなりかねません。市民に情報を

提供する、というのは ICMのさまざまな要

素の中でも大変重要な要素のひとつです。 

ICMには様々な要素がありますが、それ

らの要素をプログラム全体にとって効果的

に使う必要があります。リスク評価のプロ

セスをうまく活用すれば、それぞれの地域

でどういったリスクが存在するかを特定す

ることが可能になります。そのリスクの元

は津波なのか、或いは、他の地域から来る

ものなのか、などの情報を使って各情報の

重要度をランク付けし、カテゴリー化する

ことができます。特定の問題が一番重大と

なれば、それを市民に伝えることも出来ま

す。きちんとしたプロセスにおいて、どの

ような枠組みの中で、どのような優先順位

になるかを特定し、それをはっきりと市民

に伝えることが重要です。そういう意味で

も、枠組みは重要で、我々はこのような枠

組みをすべての ICM サイトに提供してき

ました。これまでの ICMサイトでは必ずし

も、このパタンをすべてそのまま踏襲して

きたわけではありません。各サイトは、そ

の一部に取り組んできたのであって、全て

に取り組んできたわけではありません。し

かし、これら全てをひとつのエリアで取り

組むことも可能です、ということは申し上

げておきたいと思います。 

 

（１）＜アプローチ＞ 

ICMの基本的な要素であるアプローチに

ついて少し詳しく述べます。ICMにはいろ

いろなアプローチがあると申し上げてきた

ので、ここで、他にどのようなアプローチ

があるかについてもお話しておきます。 

アプローチというのは物事のやり方・方

法です。こうしたシステムを考える時に出

てくる様々な要素を考慮して進めます。 

統合化された計画づくりと管理、ステー

クホルダー間のパートナーシップの構築、

ステークホルダーの参加、人々への啓蒙、

トレードオフは何であるか、そして交渉、

管理区域の範囲・その選択、耐性の構築、

適応的管理、適応学習、これらさまざまな

要素が鍵となる要素です。これらを ICMプ

ログラム開発に活用していくことが必要で

す。自動的に入って来る要素もありますが、

ICMの担当者にとっては、これがどのよう

に働くかというメカニズムの理解が必要で

す。この理解があれば、問題解決にあたっ

て、これらの要素をうまく活用することが

可能となります。 

① 共通ビジョンの構築 

まず、主な要素の最初のカテゴリーは、

共通なビジョンの構築です。その目的は、

共通ビジョンに人々の意識を収束させてい

こうとしているわけです。共通のビジョン

に合意を得る、ということです。共通のビ

ジョンに合意をしてもらえれば、そこから

共通のアクションに繋げていくことができ

るということです。 

② 統合化された計画、管理 

統合化された計画や管理によって、様々

な組織間の協力を強化することができます

し、もめごとを減らすことが出来ます。 

③ ステークホルダー間の 

パートナーシップの構築 

④ ステークホルダーの参加 

ステークホルダー間のパートナーシップ
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の構築を行えば、ステークホルダーの参加

を促すことができます。また、資源の共有

が可能になります。なぜなら、ステークホ

ルダーが参加しようとする意志を持ってく

れれば、自分の資源を提供してくれるよう

になるからです。様々な利用者がいるわけ

なので、ステークホルダー間のパートナー

シップ構築は、非常に重要です。 

⑤ 人々に対する啓蒙 

⑥ トレードオフについての認識と交渉 

人々に対する啓蒙、トレードオフ、これ

らも非常に重要です。保全と開発の間にお

いておくべきトレードオフの緩衝部分。た

とえば、ある場所が漁業用に開発したい地

域でもあり、保全地域として残しておきた

いところでもある、という場合、この二つ

のいずれかをどのようにして共有するか。

これは、トレードオフだと思います。マレ

ーシアでは、空港の滑走路の延長部分の建

設と、珊瑚礁保全の問題がありました。ま

さしくトレードオフです。アモイでは、航

路の混雑を解決するために、交通整理をし

て、ある航行を制限するというようなこと

を行いました。 

⑦ 管理区域の範囲と選択 

管理地区をどう選ぶか。その交渉。ここ

からここまでの空間、というように指定し

て実施します。 

⑧ 耐久性の構築 

はね返すことの出来る力、立ち直ること

の出来る力の構築、不測の事態に備えた体

力作り、能力作りが重要です。 

⑨ 適応的管理 

⑩ 適応学習 

学習して適応していく。ICMを成熟させ

るための力が働いていく。そして、

knowledge management（知見の管理）も

強化していくことになります。学習する、

ということは知識を蓄積するということで

もあります。以上がアプローチの要素です。 

 

（２）＜枠組み（フレームワーク）＞ 

次は、枠組みです。「駆動力、プレッシャ

ー、現状、影響、レスポンス (Driver, 

Pressure, State, Influence, Response 

=DPSIR)」という枠組みです。現在のステ

ータスに対し、どういう影響がでるかを見

ていかなければなりません。駆動力から繋

げて、どのようにすすめるか、その地域に

はどういうプレッシャーがあるか、現状は

どうなっているか、どういうことがおこっ

ているか、何かをしたら、どういう影響が

あるか、それに対してどういう反応が返っ

てくるだろうか、ということのサイクル的

な考え方です。これは非常に重要なプロセ

スで、国際的にもよく使われています。ICM

プロセスでもおなじみの手法のひとつです。 

もうひとつ、重要なのはガバナンスの枠

組み。政策・立案・管理の枠組みです。ど

のようなガバナンスであっても、方針を作

って、管理の枠組みを作っておかなければ

なりません。枠組みがあって初めてプロセ

スとして機能できるのです。これも政策づ

くりのプロセスです。政策課題をきちんと

特定し、それをどうするか、どういう対応

がいいのか、ということを決め、計画を承

認したら、それを実施する。 

管理の枠組みがあって、基本的には、い

ろいろな指針、方向を見て、その中でも中

心になる行動・活動は何か、ということを

きちんと押さえておく、ということです。

管理では、能力開発、啓発、政策立案過程
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とそれを実施する場合の管理過程というの

が一緒になっていることが重要です。説明

に時間を要するので、詳細は割愛します。 

 

（３）＜メカニズム＞ 

次の要素として、構造的なコーディネー

ションのメカニズムがあります。ICMのパ

フォーマンス指標も同時に開発する必要が

あります。いろいろなパーツが同じ目的に

向かって連動し、協調して機能的に働く、

ということです。「自然再生協議会」という

のは日本におけるメカニズムの事例です。

また、フィリピンには「持続可能な開発推

進評議会」というのがあります。そういう

メカニズムのことを指しています。フィリ

ピンでは、コーディネーションのメカニズ

ムに関しては、省庁間、セクター間の委員

会があります。チェサピーク湾、バルト海

でも委員会形式になっています。そういう

メカニズムを活用するということですが、

持続可能な財源のメカニズムというのも重

要です。例えば、官民パートナーシップと

いうメカニズムをつくって、環境税を徴収

するとか、委託基金といったものも考えら

れるでしょう。 

 

（４）＜プロセス・過程＞ 

プロセスも重要な要素です。プロセスで

は、ステップを踏む、ということで、一連

のステップを特定しておくことが重要です。

ICMのサイクルでは、計画のプロセス、ス

コープを決めるプロセス、プロファイリン

グのプロセス、合意形成のプロセス、リス

ク評価のプロセス、EIA（環境影響評価）

プロセス、海洋空間計画のプロセス、機能

的ゾーニングのプロセス、モニタリングの

プロセス、立法のプロセス、実施のプロセ

ス、パフォーマンス追跡のプロセスなど、

複数のプロセスに分ける事ができます。 

 

３． ＜システム＞ 

（１）＜ICMのシステム構成＞ 

これらを全部まとめると、ガバナンスの枠

組みとなります。さまざまな構成要素を使っ

て、１．どういうアプローチにするか、２．

どういうフレームワークにするか、３．どう

いうメカニズムにするか、４．どういうプロ

セスにするか、の４つです。これらをまとめ

て ICMシステムと呼びます。ICMシステム

は、今の定義ではっきりとわかるようになっ

ています。ICM というのはシステムです。

ガバナンスの枠組み、持続可能な開発に向け

た管理手法、ICMの計画と実施のサイクル、

モニタリングと評価の必要性、プロとしての

品質管理という５つの主要な構成要素とア

プローチ、枠組み、メカニズム、プロセスの

４つの要素を組み合わせることによって、持

続可能な開発のために、望ましい変化を促す、

ということです。大きな枠組みの中にプロセ

スが入っていて、全部が連携しあって、動く

ことが出来、環境的な変化をもたらすことが

可能です。非常に高度な概念の枠組みです。

プロセスの話になると、皆さん、ご自分の現

場と照らし合わせて比較することができる

と思います。この段階の話だと、まだかなり

抽象的だと思います。 

 

（２）＜ICMシステムの発展＞ 

ICM システムは 25 年間をかけて発達し

てきました。こうしたプロセスは時間をか

けて発展してくるものです。80年代の初頭、

ASEAN 沿岸管理プロジェクトということ
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で６カ国が参加していました。当時のアプ

ローチは非常にシンプルで、研究員を各地

域に送って報告書をもらう、というもので

した。報告書は素晴らしいものでした。報

告書の内容的は良くても、報告書止まりで

実際の解決が棚上げされたものはたくさん

ありました。これが最初の教訓で、こうい

うのは解決策にはならない、ということで

す。いろいろ提言が成されたが、全く考慮

されませんでした。アプローチを実施する

には至りませんでした。６カ国に、多くの

多国間調査団として研究者を送りましたが

全く役に立たちませんでした。これが 82年

～94年のことです。 

次が GEF1 (1994-1999)。地球環境ファシ

リティです。既に ICMのサイクルは開発中

で出来つつありました。また、ICMを概念

的に強化する、デモンストレーションサイ

トが出来、実施をしようとしていました。 

次の活動期が GEF 2 (1999-2007)、ICM

の第二期です。いろいろな認証制度が出来

てきた時期です。港湾安全衛生、環境管理

などが出てきました。特に港湾関係では

ISO9001とか ISO14001とかが出来てきま

した。ICMも概念化されてシステムの様相

を成してきました。 

現在は第三期で GEF 3 (2008-現在)で、

コンセプトができ、それを使っていこうと

いう時期です。重要なのは、自治体が ICM

を継続する、継続改善をする、ということ

です。継続的に改善しないと興味は失われ

てしまいます。実践し、提言をする、とい

うことです。どこの国とやっても、どこの

自治体とやっても、こういったものが知名

度を獲得し、認められ、地元に対する注目

度が違ってきます。従って、第三期に関し

ては、いかにシステムを使っていくか、と

いうことに注目しました。 

ICMの第二期、最初の実践の場所として、

中国のアモイとフィリピンのバタンガスの

２カ所で始めました。アモイを選んだ理由

は、社会主義の国だからで、ここで出来れ

ば、ベトナムや北朝鮮にも適応できる、と

考えたからです。フィリピンを選んだのは

民主主義の国でも適用できることを示すた

めです。それで、この２カ所を選び、さら

なる普及を目指しました。どんな体制でも

実践可能な ICM をシステム的に開発する、

ということを目指したのです。 

 

（３）＜定義＞ 

ICMは沿岸域管理のシステムです、と言

いました。人の活動を規制することによっ

て、いわゆる持続可能な生態系を維持して

いこう、というものです。これは今でも概

念として優れていると思っています。そし

て、さらにもっと包括的なものを考えてい

こうとして、定義づけをしました。 

「ICMとはアプローチ、枠組み、メカニ

ズム、プロセスを使い、それらを調和させ、

政策、法律と相まって制度的な能力を増し、

複数セクターの利用による葛藤を減らし、

持続的な沿岸域の開発をめざす包括的なシ

ステム」これが最新の ICMの定義です。初

期の頃に比べると定義も進化し、更に包括

的なものになりました。 

 

Ⅴ．＜ICMの適用＞ 

 

１．＜過去 20 年間で 100 以上の先進工業

国、開発途上国で実践されてきた ICM＞ 

ここまで、ICMとは何か、どのように概
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念が変化してきたか、その特徴、システム、

重要な枠組みについて話しました。また、

どういうアプローチ、枠組み、メカニズム、

プロセスがあり、どのようにそれらを駆使

して ICM の目標に至るようにしたらいい

のか、ということも話しました。 

ICMの枠組みが複雑なものである、とい

うことはご理解いただけたと思います。最

後まで、納得できないかもしれません。懐

疑心、疑念も出てくるかもしれません。ICM

は管理システムとしてはどうしても複雑に

なります。科学と管理・マネジメントの間

で葛藤があり、みなさんの気持ちも揺れて

しまう時があると思います。時間をかけて、

いろいろな概念を自分のものにして、どの

方向に行ったらよいかを見定めて下さい。 

一方に科学があり、他方に参加者のそれ

ぞれの能力があり、それらをつきあわせて

いくうちに、行くべき道が決まってきます。

基本的に２つに分かれます。ひとつは政府

のプログラムとして行う ICM。PEMSEA

はそのような例で、そもそも政府の事業と

して始まりました。政府が大きな役割を果

たし、難問の解決に臨むというものでした。

沿岸地域は、経済開発の中心地です。将来

の発展の中心的な場です。開けたところで、

GDP に大きく寄与する場所です。従って、

政府の関与は必ず必要です。そこでは、非

常に多くの難問があり、喫緊の解決を必要

としています。そこへ管理・マネジメント

という手法で介入することは重要です。 

いずれにしても、ICMはひとつの枠組み

を皆さんに提供するものです。それをひと

つのチャンスとして利用し、問題解決へ向

かって行ってください。ICMをやるという、

そのこと自体で問題が解決するわけではあ

りません。問題解決に向かう道の枠組みを

提供するものである、ということです。 

ICMのシステムをどのように適用したら

よいか、利用に際して、システムをどう見

ればよいか、という視点で話をします。ICM

の総合的・統合的アプローチは既に 100カ

国ほどで実践されています。いろいろな形、

いろいろなやり方があり得ます。この 40年

ほど、米国・カナダ・豪・欧など、特に先

進工業国では率先して取り組んできました。 

東アジアの途上国で中心的に行っている

のは、中国・フィリピン・インドネシア･

タイ・ベトナム。中でも、インドネシア・

フィリピンなどは政府の政策として ICM

関連の政策があり、法の整備もされていま

す。韓国の政府が ICM法というのを作りま

した。韓国は、実践として先進的だったか

というと、そうではありません。しかし、

実践する前から、現実の例がないのに、考

えられる限りベストなやり方で、まず法律

を作り、その面では先を行っています。一

方、ベトナムはほとんどの州で実践してい

ます。カンボジア・マレーシア・タイなど

は小規模な形でやっていました。東アジア

は世界的にみても ICM については先行し

ています。都市化による劣化があまりにも

ひどく、強力で統合的な政策、管理が必要

でした。それだけニーズもあったわけです。 

 

２．＜環境・天然資源の利用と管理を総合

的・統合的に行うことを目的とする＞ 

ICMのアプリケーション・実践例は、環

境及び天然資源の利用と管理を統合的に行

うことを目的として始まりました。今はさ

らに気候変動への対応ということが加わり

ました。 
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（１）＜海洋汚染の制御と管理＞ 

たとえば、海洋汚染の管理。海洋汚染の

ほとんどは沿岸域でおこっており、排出物

の管理をどうするか、ということが問題で

す。多くの途上国で陸域起源の汚染が、今

でも重大な問題となっています。日本では

どうでしょうか。例えば、栄養塩の陸域か

らの流入。確かに日本はしっかりとやって

きています。先週、中国の政府関係者と日

本の状況について話した折りに、「日本から

学ぶべきだ」という話をしました。陸域か

らの排水、汚染物質の流入の処理について、

日本は効率的に行いました。日本から学ば

なければならないこと、例えば、排出をど

れだけ減らせばよいか、1/2にすればよいか

1/3にすればよいか。科学だけではきめられ

ません。政治の判断を必要とします。一方

で、日本は沿岸線をすべてコンクリートで

固めてしまった。また、埋め立てを行った。

その結果、沿岸線がどんどん消えてしまっ

た。これも、ひとつの教訓です。 

 

（２）＜生物多様性の保全と生息域の保護、

海洋保護区（MPA）＞ 

多様な生物が生息する地域の多くは、沿

岸域にあります。この対応については、単

に、海洋保護区（MPA）を積み重ねればよ

い、ということではありません。外部から

の要因が MPA にどのように及んでくるの

か、それをどう阻止すべきか、ということ

も必要になります。つまり海洋保護区内だ

けの管理をすればよい、というものではな

く、周囲からの影響をどう抑えるかの対策

も必要です。フィリピンでは、1000ぐらい

のさまざまなレベルの MPA を創ろうとし

ています。しかし、域外からの影響も大き

いので、MPAを数多く創ってもきちんとし

た保全は出来ません。従って、ICMのよう

な大きな、傘のような包括的な仕組みが必

要となります。そこで初めて、傘下にある

ガバナンスの内容を確実に整え、汚染物質

の流入を押さえる事が出来るわけです。 

 

（３）＜食糧安全保障＞ 

同様のことが、食糧安全保障についても

いえます。漁業の管理をどうしたらよいか。

漁業の問題も実は漁場以外のところで起き

ていることが多いのです。ただ単に最大維

持可能捕獲量という枠組みを設けるだけで

なく、生態系を保全する仕組みづくりや最

適化方法の選択というところから漁業資源、

漁業ストックの管理をすべきです。これも

ICMの枠組みがあってこそ可能になること

です。 

 

（４）＜沿岸域の貧困問題＞ 

ICMは全体的なアプローチなので、貧困

対策も視野に入れます。日本ではそういう

側面は必要ないかもしれませんが、貧困と

いう問題を抱えている国はまだ沢山ありま

す。ICMにおける貧困対策がどういうもの

かというと、ただ単に食料を与えればいい

ということではありません。沿岸域の適切

な利用を通じて、生活の手段を確保すると

いう面もあります。観光振興についても同

様です。タイのバンドン湾では、例えば漁

業をするより、観光の方がお金になる、と

いうことで、それが生活の糧の確保、貧困

の削減にも繋がっています。 

1994 年にアモイで ICM を始めた時は、

かなりの貧困問題がありました。15年かけ

て、貧困は基本的に撲滅に近い状況にもっ
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てくることができました。町全体が豊かに

なったからです。ICMによって、政府が明

確な政策を創ることができたということ、

特に環境政策ができたということは大きか

ったと思います。投資家は、政策の明確さ、

安定度を求めるものです。アモイは非常に

明確なガイドラインを打ち立てることがで

きた先進的な自治体のひとつだったと言え

ます。現在、140 以上の産業主体がありま

すが、アモイでは政府が中心となって、廃

棄物や各問題について明確な方針を打ち立

てたということが大きかったと思います。 

 

（５）＜気候変動問題への対応＞ 

さて、気候変動の問題も、ICMで取り組

むべき大きな課題ですが、実際にどうすれ

ばいいのでしょうか。気候変動への対応に

ついては、地域で取り組みのアクションを

起こし、海面上昇の問題に対応するなど沿

岸域の問題として対応する必要があります。

脆弱な地域に対する資金の提供や投資を受

けるためには、包括的な ICM が必要です。

真の意味の ICMがあれば、対応を始めるこ

とができるということです。昨年(2009)、

PEMSEA の閣僚会議で地域の閣僚たちに

よって、ICMの気候変動への対応プログラ

ムも話し合われたので、今では閣僚レベル

で認識されています。 

 

（６）＜その他の多様な利用者＞ 

ご存知のように ICM は他のさまざまな

紛争解決に利用できます。先ほど、中国の

アモイでデモが行われていたことについて

触れましたが、それ以外にも何年も前から

ある紛争、たとえば、牡蠣の養殖が広く進

んでいてアモイの沿岸の西側全体をカバー

していた頃、港湾開発の計画が持ち上がり

ました。ケージで牡蠣の養殖が行われてい

るために、船舶が港湾に近づくことができ

ない。養殖を行うのか、港湾開発を行うの

か、という議論になったとき、ICMによる

対応でいろいろな比較をして、トレードオ

フを検討することができました。どれくら

いの場所が空いているか、一定区域を相手

セクターに譲ることができるか、というよ

うなことを ICM の枠組みの中で検討する

ことができるようになったわけです。この

事例のように ICM は様々な場面で使うこ

とができます。 

 

３．＜セクター別管理強化による適用＞ 

ICMはあるセクターの責任を代わって負

うものではありません。この点を明確にし

ておきたいと思います。多くの人たちが

ICMに反対する理由として、ひとつの機関

が全ての権力を握ることになってしまうの

ではないか、という懸念があります。それ

によって、他のところに対する資金の提供、

責任の重さが低下するのではないか、とい

う心配です。しかし、ICM というのは、こ

れを使うことによって、他のセクターとの

協力を強化し、改善するというものです。

ICMによって、すべてのセクターがメリッ

トを享受できるものになるということです。

ICMによって、他の機関や組織も対立する

のではなく、共に恩恵を享受することが出

来るようになるというものなのです。 

ICMが強力なグループになってしまうと、

ICM もひとつのセクターになってしまい、

互いに競合するという状況が発生すること

になります。その状況というのは、例えば

環境省の問題に通じます。世界中で、1960

－ 35 －



36 
 

年代頃に環境省が創られた時の本来の目的

は既存の各省庁の機能の調整をするコーデ

ィネーター役でした。しかし、世界中の環

境省というのは他の省庁と横並びするひと

つのセクターになってしまい、自らもひと

つの省として他の省庁と競争するようにな

ってしまいました。結果として、他の省に

くらべて、小さな省になってしまったとい

うのが、世界中で見られました。同様のこ

とが ICM で起こりそうになっているとこ

ろがあります。あと数年経つと、ICMはも

っと一般的になり、人気がでてきます。そ

うなると ICM のコーディネーション能力

が強力なものになっていきます。そうなっ

たとき、今度は望まれないものとして、崩

壊が始まる可能性があります。そうならな

いように考えていかなければなりません。 

 

（１）＜養殖水域と汚染＞ 

さて、ICMプロセスを利用したセクター

別管理強化の例、ということで、先ほど少

し触れた漁業管理の例があります。ICMを

適切に活用できれば、養殖のための海域を

確保し、汚染がそこに波及しないようにす

るための基本的なルールづくりができます。

例えば、航路がそこを通らないようにする

などです。適切なゾーニング、海洋空間利

用計画によって、各セクターがその海域を

最適な形で利用するためには、どうすれば

良いかを判断できるようになります。 

漁業権の問題は、過去にもよく取り上げ

られていますが、最終的には、誰にとって

のメリットか、或いはデメリットか、にな

ります。これは養殖にとっても同じです。

養殖の場所が他の利用によって汚染されな

いように、ということも問題になりますが、

養殖そのものが汚染の原因になっていると

ころもあります。これも規制の必要があり

ます。英虞湾がよい例です。適切に養殖が

おこなわれなかったために、それ事態が汚

染の原因になってしまいました。中国でも

これは同様で、大規模な養殖が汚染の原因

になっています。 

 

（２）＜水資源管理＞ 

ICMは、実践的な水資源管理にも利用で

きます。上流から下流を一体化した管理は

重要で、これを考える必要があります。以

前は、上流と下流で管理が分かれていまし

た。問題がそれほど複雑ではなかったから

です。現在では、上流・下流の一体的管理

が重要です。河川の一部地域において一定

の活動が行われている、別のところでは、

別の活動がある、とはいえ、川は全部ひと

つのものであり、上流・中流・下流を全体

に捉えなければ、オペレーションのメリッ

トを享受できません。 

中国当局がアモイで、河川からの汚染を

コントロールした例があります。ある時、

養豚業を上流に動かしたところ、上流から

の汚染物質がすべて下流に流れてきてしま

いました。中国政府は上流に資金を投入し、

汚染が起きないようにしました。このよう

な包括的な解決策を見出す必要があります。

一貫性を持って、上流・下流を管理するこ

とが必要です。こうした総合的管理レジー

ムが、ゆっくりとですが、様々な国で導入

されはじめています。 

 

（３）＜沿岸開発＞ 

①沿岸の埋め立て 

もうひとつ ICM をより効果的に使うこ
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とが出来る状況は、埋め立てに関するもの

です。Googleの地図で、渤海の地図を見る

と８割が埋め立てに使われているのがわか

ります。東京湾を見ると、ほぼ７割が使わ

れています。埋め立てによって、沿岸地域

の自然の機能が失われてしまいます。埋め

立てが間違っているというつもりはありま

せんが、埋め立てを行う時には、何故埋め

立てを行うのか正当な理由が必要です。そ

して、その正当な理由というのが、単なる

経済開発の目標であってはいけません。 

②産業 

以前は、地域の産業からの汚染が大きな

問題でした。現在は、企業自身が内部管理

システムを有し、汚染を出さないよう協力

するようになりました。 

フィリピンの場合、政府が産業と手を組

んで ICMプログラムを進めています。彼ら

の協力を得て地域の問題に取り組むように

なったことで分かったことがいくつかあり

ます。まず、そうすることによって、ステ

ークホルダー間の紛争が少なくなりました。

過去の傾向としては、フィリピン或いはイ

ンドネシアの社会では、産業活動による汚

染が起き、それに対するデモや反対行動が

多発していました。しかし、産業セクター

とパートナーシップを組むことによって、

このような紛争を減らすことができるよう

になりました。 

もうひとつ重要な点としては、産業セク

ターは非常によい管理システムを持ってい

ることです。内部コントロールのしくみが

あり、人材も優秀で、情報も揃っています。

もし、企業が協力をしてくれれば、より効

果的にコントロールできます。フィリピン

のバタン地域での事例ですが、石油の流出

による汚染が起きた時、企業が地方政府の

監督のもとで協力をすることでうまく対応

できた、ということがありました。 

③人々の居住 

もうひとつ重要なこと、これは人の問題

ですが、より多くの人が、都市部に居住す

るようになりました。日本のような先進工

業国の場合には、地方の沿岸地域から人々

は都市部に移動して、そこに定住します。

こういうことは、自然を回復するという意

味では、非常によいことです。というのは、

農村地域の自然環境に対する負荷が下がる

からです。つまり都市部への人々の移動は

必ずしも悪いものではない、ということで

す。場合によっては、良い効果を生み出す

こともありますが、それによって起きる問

題を無視することも間違いです。発展途上

国の多くで、非常に多くの人々が都市部に

流入しており、都市部に水資源汚染の問題、

栄養塩の汚染の問題が起きています。 

④港湾開発 

また、多くの国々で大きな問題になって

いるのは、港湾開発です。アジアはじめ、

多くの国で、港湾が開発されており、中に

はもはや機能していないような港湾もあり

ますが、港湾だけが開発されてしまって、

地域のニーズが考慮されていないような場

合もあります。そういう場合には、非常に

多くの問題が起きます。地域が経済的に破

綻し、輸送に関する問題も発生しています。 

⑤航路 

さらに、航路の問題、その他の沿岸開発

にかかわる問題がいろいろありますが、こ

れらに関し、統合的なアプローチをとるこ

とによって、問題を最小限に抑えることが

出来ます。必ずしも完全な「解決」という
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ことにならなくとも、問題を最低限に抑え

られる可能性が高まるということです。 

 

（４）＜沿岸域のエコツーリズム＞ 

沿岸域のエコツーリズムは ICM のプロ

グラムに組み入れることができます。それ

によって、ダイビング・スポットや、リク

リエーションに適した場所、それぞれのよ

い特徴を考慮しながら、利用を総合的に管

理することができます。このようなシステ

ムの中で、沿岸開発のプラス面、マイナス

面、両方に対応することができるようにな

ります。 

 

Ⅵ．＜成果物＞ 

我々は ICM からどのような成果を期待

しているか、何を期待して ICMプログラム

を開発するのかについて簡単に述べます。

簡単に述べることは出来ますが、達成する

のは簡単ではありません。必要な項目は次

の通りです。 

１．政策の枠組み 

２．調整メカニズム 

３．様々な法規制の変更と実施措置、 

ガバナンスの強化 

４．一定のタイム・フレーム内の戦略と 

行動計画 

５．ステークホルダーに参加してもらえる

メカニズム 

６．予算。これによって計画が実施できます。 

７．コミュニケーションメカニズム。これ

を使って市民に対して情報を提供します。

コミュニケーションメカニズムといっても、

単に新聞に情報を載せるというようなこと

ではありません。そのような広報活動だけ

ではなく、戦略的な形で市民とコミュニケ

ーションを図ることが必要です。コミュニ

ケーション戦略は単なる一般告知とは異な

り、きちんとシステムを導入することが重

要です。ICMの中には、常に正しいメカニ

ズムが必要で、誰に対して伝えるのか、ど

のような人を説得したいと思うのか、どの

ように伝えるか、どのようなコミュニケー

ション戦略を使うのか、等々を考えて行か

なければなりません。また、それぞれに適

切な時期も考慮しなければなりません。 

８．能力開発プログラム。今朝、水平方向

の能力開発の様々な制度的および個人的な

能力開発プログラムについて話をしました

が、これに加え、垂直方向の能力開発も必

要です。そうすることで、特定の問題につ

いて、技術的ノウハウを継承することが重

要です。たとえば、ある地方政府のリスク

評価能力や環境評価能力が高くないような

場合、様々な問題についての技術的なノウ

ハウを伝える必要があります。垂直的な

ICM トレーニングプログラムを導入して、

方法論を伝えていく必要があります。 

能力開発は２つの分野に分かれます。そ

のひとつは実践から学ぶということです。

ICM プログラムを導入することによって、

政策について、ビジネスについて彼らは学

んでいきます。また、さまざまな NGO が

ステークホルダーとして関与することで、

彼らからも学ぶことになります。一方、科

学的な機関、組織、教育機関などが ICMに

かかわることで能力開発の機会ができます。

つまり彼らがさまざまな知識、能力、専門

的知識を地方政府に継続的に提供してくれ

ることになるのです。 

９. フィードバックメカニズム。これが

ICMプログラムの中で最も達成困難なとこ
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ろになる可能性があります。ICMで行って

いることも、モニタリングしたことも、レ

ポートしなければ伝わりません。過去 40年

に亘って、フィードバックは常に問題でし

た。フィードバックメカニズムが ICMにど

れだけ重要かというと、ICMプログラムの

初日からフィードバックを行っていかなけ

ればならないほど重要なことなのです。こ

のレポーティングシステムは最初の日から

行わなければなりません。何をどのように

報告するのか、報告のテンプレートをどの

ようにするのか、というのも非常に重要で

す。この情報がトップにいったときに、簡

単に見られるように、そして、あまり時間

をかけずに分かるようにしなければなりま

せん。例えば、「にこにこマーク」と「泣き

顔マーク」を使うなどの方法があります。

レポートに「にこにこマーク」が一杯描い

てあれば、これは大丈夫だな、うまくいっ

ているな、と。「泣き顔マーク」が描いてあ

れば、これは問題だな、と一目瞭然でわか

ります。そのような形にしてあげることが

必要です。うまく行っているかいないかを

瞬時に伝える。もちろん、その背景には非

常に多くの科学的研究・作業が必要です

が･･･。ここが鍵となります。 

 

Ⅶ．＜成果＞ 

 

１．＜適切な政策・管理手順が 

構築される＞ 

成果としては、最終的に適切な政策があ

ること、管理手順がきちんとあること、地

方自治体がきちんと不足の事態に備えるこ

とができていること、などが上げられます。 

フィリピンのある村で大洪水・土砂崩れ

などの自然災害がおき、村全体の人々がの

み込まれてしまったことがあります。プー

ケット島でも津波で多くの人々が亡くなり

ました。この場合、中央政府レベルで対策

はあったようですが、地方自治体の方では

自治体の準備態勢が整っておらず、どうし

ていいかわからない、という状態でした。

また、観光省では、「観光に悪影響があるか

もしれないので、危険の可能性については 

情報を流すな」と言っていました。結果、

津波が襲い、あのような惨事になった、と

いうことです。 

 

２．＜不測の事態に対する 

自治体の対応能力が向上する＞ 

こういった事例からみても、自治体･地

元・国・住民が共に連携して不測の事態への

準備を実行しなければなりません。それを実

現するのが ICMのアプローチです。例えば、

アモイでは、今は自然災害が起きたときの手

順が決まってきています。例えば台風が来た

ら、警報がでます。警報がでたら、副市長は

市を離れてはいけない、というルールがあり

ます。市の役職者もスタンバイしなければな

りません。自然災害担当の副市長が、そのよ

うな時に市を離れていたら、首になります。

また、治水をやるときも、一人も死者がで

ないようにする、ということでないといけ

ません。そこまで徹底して考えてやる必要

があります。これだけのプランをシステム

として作り込んでおくことです。何か不測

の事態が起きたときに、自治体の人たちが

どういう責任を負うか、どこまで責任を負

うか、ということを明確にしておくことで

す。緊急時の対応を、事前にシステムとし

て作り込んでおくことが重要です。 
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３．＜能力が開発される＞ 

ICM実践のメリットは能力開発が出来る

ということです。ICMプログラムに入ると

自治体の能力開発が始まります。知事や市

長も、自分達にとってメリットのあるもの、

と実感されるようです。ICM開発を担当し

ていた政治家たちが、選挙でアジェンダに

して勝つ、という形が増えてきました。適

切にやれば、地元市民だけでなく、それを

やった政治家にもメリットがあります。 

 

４．＜ステークホルダーからの 

サポートが増える＞ 

フィリピンやタイといった途上国では、

ICM を資金援助なしに自力で継続してい

けるようなシステムづくりが出来上がって

います。ICMプロジェクトが失敗するのは、

資金提供者がいたときはプロジェクトが継

続されていても、援助が引き上げられた瞬

間に跡形もなくなる、という場合です。ま

ず、自治体の人たちがやりたい、と思うこ

とが重要です。資金提供者がやろうと言っ

たからやる、中央政府がやると言ったから

やる、ということではありません。そうい

った自らやる、という気持ちがあれば、予

算はいろいろなところからついてきます。

また、いろいろな資金源から探すようにな

ります。PEMSEAのプロジェクトでも ICM

を実践するのに、予算が外から来るという

のを待たなくなりました。PEMSEAからの

資金なしでやってうまくいった、というと

ころが増えてきています。自ら工面すると

いう資金集めも、ひとつの資金源から集め

るよりステークホルダーの支援も受けなが

ら、複数の資金源を持つことでより潤沢に

なっているようです。 

Ⅷ．＜第１章の重要メッセージ＞ 

第１章を終わるにあたり、６つの重要な

ポイントを話しておきます。 

１．ICM は包括的な沿岸管理・ガバナンス

を進化させた完全形であり、数十年に亘

る沿岸管理の実践から出てきたものです。 

２．過去に実践されてきた様々なアプロー

チ、プロセス、メカニズム、枠組みを使

いながら行うものであり、当事者意識、

関係者意識を育みつつ、ガバナンス能力、

費用対効果を高めていくことができます。 

３．広範な環境課題に対する適切な取り組

み方法を提供できるものです。 

４．ICMのメリットは徐々に現れるもので、

実践を地道に積み上げていく必要があり

ます。徐々に深化させていくものです。 

５．ICMはどのような自治体（市町村、都

道府県）でも実施できます。各部署、各

省庁間の政策・機能の調和が重要な鍵で

す。その為には、様々な技術が必要です。 

６．重要なのは政策の調和です。政治的意

志とやる気がなければ、実践は困難です。 

 

以上が、第１章で、ICM とは何だろう、

また、ICMの構成要素について話をしまし

た。長くなりましたが、最初はきちんとゆ

っくりと話す必要があると思ったので時間

をとりました。 
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第２章  

なぜ沿岸域総合管理を行うのか？  

 

なぜ ICMを使うのか、なぜ ICMを実践

する必要があるのかについて話しておきた

いと思います。この問いは、おそらく政府

からも聞かれるでしょうし、担当としても

説明し、アドバイスしなければならないこ

とが予想される内容だからです。日本では

既に環境管理をしっかりやってきたではな

いか、なぜ、併せて今 ICMをしなければな

らないのか、という声もあがると思います。

多くの自治体、中央政府、官公庁でも「な

ぜやるのか」と聞かれるでしょう。皆さん

は、そうした質問に答えられなければなり

ません。きちんと納得していただいていれ

ば、質問に答えていただけると思います。 

第 2 章では、これらの質問に対する答と

して、次の項目について話します。 

１．ICMは国際条約の実施において、推奨

されているアプローチである。 

２．ICMによって、強い政策管理の基盤が

できる。 

３．ICMでは、既存のセクターを使って問

題を解決できる。 

４．ICMは計画・ガバナンス・管理に関す

る包括的なシステムである。 

 

Ⅰ．＜ICM は自治体レベルで国際条

約を実践するための推奨されるアプ

ローチである＞ 

 

ICMはシステムであり、複数の国際条約

でも推奨されています。 

a) 漁業分野(国連食糧農業機関＝FAO)： 

漁業の分野では生態系管理手法として、総

合的アプローチが推奨されています。特に

国連食糧農業機関(FAO)の持続可能な漁業

のための規約では、ICMを実践することが

推奨されています。 

b) 生物多様性：具体的に生物多様性問題の

解決、棲息域の保護に関する実施手段とし

て 生 物 多 様 性 条 約 (Convention on 

Biodiversity＝CBD)の中でも ICM につい

て言及されています。 

c) 陸上活動に起因する海洋汚染： 陸上起

因汚染（GPA）プログラムは陸上活動に起

因する海洋汚染対策の手法として ICM を

推奨しています。 

d) 気候変動：気候変動に関する政府間パネ

ル(Intergovernmental Panel on Climate 

Change＝IPCC)が ICM を適切なメカニズ

ムとして推奨しています。 

e) 沿岸域災害管理：災害に強いまちづくり

に関する横浜戦略･計画、兵庫枠組み、カイ

ロ原則(Yokohama Strategy and Plan) The 

Hyogo Framework, The Cairo Principles)

のすべてで ICM の枠組みを使うように提

案しています。カイロ原則はスマトラ沖地

震による津波のあとで提唱されたものです。

防災に対して、ICMの手法を使おうという

ことです。 

f) 水資源管理：ヨハネスブルグサミット持

続可能な開発に関する世界首脳会議 

(WSSD)では水資源管理問題解決の枠組み

について言及されましたが、ICMは陸域か

ら海域までの水資源問題管理を総合的にカ

バーできる手法であるとされています。 

このように、ICMは既存の国際条約、行

動計画の中で手法として使うことが推奨さ

れている存在です。前述のような機関等に

おいて推奨されているということは ICM
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が適切な方法であるということを示してい

ます。 

 

Ⅱ．＜ICM は多様なリスクに対応す

るための地域レベルでの政策・管理体

制の構築を可能にする＞ 

 

ICMの利用は、国レベルでも地方自治体

レベルでも役に立ち、これを採択すること

によって管理のインフラが整い、災害対策

ができ、乱獲等を防ぐことができ、全体を

制御することができます。基本的な政策、

管理のインフラ・基盤として、実際に問題

が起こる前に対策ができていますので、い

ざというときにすぐに行動を取ることが出

来ます。実際に問題が起こるまで待ってい

たら、いざというときに動けません。基本

的な準備をしておく、ということです。先

進国でも十分でできていないケースが多々

あります。これは、非常に重要です。 

例えば私が政府の人間で、ICM やる理由

を聞かれたら、ひとつは、自治体の災害対策

を含めた様々な事態の対応策の一つとして、

非常に有用だということを申し上げると思

います。国としても地方自治体としても、今

後かなりの確率で起こりうる事態に対して、

真摯に準備をすることになると思います。例

えば、気候変動というような重要な問題にし

てもそうですが、現在はこれまで以上に将来

への備えということが重要になってきてい

ると思います。気候変動が大きな問題だ、と

いうことは普通の人でもわかることだと思

いますし、普段から基本的な対応が出来てい

なかったら何かあったときに動けません。も

ちろんやるのは簡単ではありませんが、やっ

ておくべきことだと思います。 

Ⅲ．＜ICM は既存のセクター管理プ

ログラムに価値を付加する＞ 

 

分野毎に様々な計画や事業がありますが、

ICMはそれとは異なり、既存のセクターと

競合して、権限を奪うものではありません。

そうであったとしたら、それは ICMとは言

えません。ICM のプログラムというのは、

自治体の中に様々な形で存在する衝突や矛

盾を減らすことができます。部署間等の壁

を取り払い、管理能力を高めるものです。 

ICMは生態系サービスの便益を更に高め

ます。生態系のもたらす便益は様々あり、

その便益を利用する側にも様々な人々がい

ます。それを担当する部局も様々です。ICM

はその全体を高めてくれます。これによっ

て政治的な意志を更に高めることができま

す。例えば、自治体の首長が ICM をやる、

ということを選挙の争点の中でひとつの

「売り」とします。人々が既に ICMの概念

やそのメリットを知っていれば、強い味方

となります。 

例えばフィリピンで既に５年間 ICM を

やってきた頃に、現職の知事が負けて、新

しい知事が選ばれたことがあります。新知

事は前知事のやっていたプログラムを全部

ひっくり返そうとしました。ところが一年

間経ってみると、PEMSEAの自治体ネット

ワークのリーダーをしていた人が、非常に

力を発揮してくれて副知事になり、ICMの

重要性を強く訴えてくれました。民間や

NGO との協業体制の強化ということで、

ICMが非常に役に立っていたということを

理解した新知事は ICM に反対すると逆に

こうした人たちからの支持を失うというこ

とに気づき、前任者がやったことを全面的
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に否定する、という路線から転換して、ICM

支持派に変わってくれました。こうした政

治的な機会は様々な場で出てきます。それ

を上手に捉えて使うことも重要です。ICM

に対する味方を作って ICM を進めるのに

役立たせ、そういう適切な政治的チャンス

が生まれたら、機運をうまく使うことです。

例えば、あと 20日後に知事が退任する、と

いうような時に、その知事に新規に ICMを

説明しても何も積極的にはやってもらえま

せん。しかし、時を捉えて、適切に使えば、

政治的機会も ICM 推進のために利用する

ことができるのです。 

 

Ⅳ．＜ICM は資源および生態系管理

に関するアプローチの主な要素を含

んだ包括的な計画、ガバナンス、及び

管理システムである＞  

ICMというのは、非常に包括的なガバナ

ンスおよび管理のプログラムです。これに

ついては、先ほど触れたので、ここでは触

れません。 

 

Ⅴ．＜第２章の重要メッセージ＞ 

１．ICMは国際的に認知された管理手法で

す。 

２．ICMは何十年にもわたる実践によって

進化してきた沿岸域管理の最先端の形です。 

３．ICMは既に実証済みのアプローチ、枠

組み、マネジメント手法、メカニズムを総

動員し、環境保全や持続可能な開発という

課題に取り組んできています。 

４．ICM は気候変動への対応においても、

適切な政策及び管理の枠組みを提供します。 

５．国の海洋政策や戦略の中で、ICMが非

常によく認知され、法令の一部となってき

た実例が各地にあります。 

インドネシアや韓国では ICM 法が出来

ています。フィリピンでは ICM政策に関す

る大統領令があります。中国でもそういう

方向に動いています。東アジア、東南アジ

アはこういう方向に動いています。昔から

の ICM手法から、現在では法律を整備しよ

うという動きになってきています。法律を

作ることによって、自治体に責任を与える

ことができるからです。 

自治体レベルでの動きが非常に重要だと

いうことが認知されてきました。そして、

世界的な動向でもありますが、地方分権へ

の要求が非常に高まってきたということで

す。自治体に、より大きな責任が与えられ、

分権が適切な政策を通じて実現される必要

があります。あいまいな形で分権が与えら

れてしまうと、政府と自治体の線引きがい

い加減であいまいになります。そうなると

大きな問題となりかねません。 

いい例があります。中国で今、複雑な事

態が生まれています。どんなことが管理上

の問題になっているか、と聞くと、まずひ

とつは政府と自治体のやっていることがバ

ラバラである、ということです。政府と自

治体で、理論の上では同じことを言ってい

ても、やっていることが全く異なるという

ことがよくあります。そこが大変な問題と

なる。そうならないように、責任の所在、

権限をはっきりさせる、ということが重要

です。例えば、埋め立てを例にとると、中

国では埋め立ては法律で規制されています。

50ha までの承認は自治体の権限になって

います。それを超えると中央政府の権限で

す。自治体が埋め立てを 49ha まで承認で

きる権限を持っているので、１年で 49ha
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ずつの埋め立て事業が沢山行われてしまっ

て、結果的に広大な土地が自治体だけの承

認で埋め立てられてしまう、ということが

生じており、これは、大きな問題になって

います。 

同様な話で、汚染の管理は自治体が責任

を持っています。何か施設を創るときの補

助金は中央政府が一部責任を持ちます。そ

ういう場合、どのインフラを作っても誰が

運営するのか、誰が管理するのかが整然と

していません。世界銀行が何かやろうと思

っても足並みが揃わず、問題が起きます。

政府と自治体の動きが揃っている必要があ

ります。これは承認、認可の問題ですが、

現実の問題は、見た目より相当に複雑であ

って、こういう問題がおこるわけです。そ

れを忘れてはいけません。 

６．2003年にピュー財団は「将来、沿岸地

域で人口が増えるのは明らかである」と言

っています。我々は生き方を変えない限り、

我々の生存を維持することはできませんし、

また、健康的な生態系を回復することもで

きないでしょう。我々は、後続の世代に対

してどうしたらよいか、について考え直す

必要があります。 
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第 3章 

どこで総合的沿岸域管理を行うのか 

 

Ⅰ．＜人間活動と生態系の相互作用＞ 

沿岸域の話で理解しておくべきことは、

地球上の陸域と海域の自然と人間の活動の

相互作用です。ここでは、人の活動が重要

です。今日、沿岸域では人の活動に起因す

る影響が増大しています。沿岸域で人手が

はいらないところはない、と言えるほどで

あり、沿岸域はその中でも、陸域と海域の

自然の相互作用の接点として双方の生態系

の間にありますが、更にそこに人の活動が

加わることで、問題は複雑になっています。

従って、沿岸域の管理という話をするとき

は、人の活動を管理する話をしている、と

考えてください。人の活動が生態系に影響

を与えるからです。 

沿岸域の管理を行うときにどのような定

義づけをするか。「沿岸域とは何か」という

ことを決めた上で、決定を下します。沿岸

域、生態系からのアプローチをとるときに

は、河川域も考えないといけません。そこ

から海までという広い範囲である。ひとつ

のオペレーションでは全部をカバーできま

せんが、生態系管理の広い概念が取り込ま

れています。ある地域において、すべての

問題に同時に取り組むことは不可能です。

沿岸域、沖合、それぞれをきちんと分けて

考えないといけないし、どこで ICMを実施

するかの定義が必要です。 

ICMの実施区域は、場合によっては海岸

線から 1 キロ陸域へということもあるでし

ょうし、１～２キロ海側に、とかいうこと

もあるでしょう。場合によっては、地方政

府の行政域をすべて、ICMの実施区域と考

える時もあります。アモイではそのように

しました。海側の境界がどうなっているか、

これは、国のルールによって決められてい

ます。日本では地方自治体に海水域の権利

はありません。いずれにしても、管轄範囲

はどこか、という把握からスタートする必

要があります。 

中央政府としては、地方自治体が一番良

い ICM活動ができる範囲はどこか、を考え

ないといけません。このような問題を取り

組むにあたっては制度全体、システム全体

を見ることが必要です。大陸棚、排他的経

済水域、大陸棚、公海、このような区域と

いうのは重要ですが、余りに広すぎて、我々

の今回の講義からは外して考えたいと思い

ます。 

 

Ⅱ. ＜沿岸・海洋資源利用と法的統制

に関連した地理的、政治的および行政

的境界＞  

 

地理的、政治的、行政的境界と沿岸海洋

資源利用と法的整備について、部分に分け

て話します。沿岸域の中でも陸域の多くは、

内陸方向に行くと、ほぼ民間部門の所有、

利用になっています。内陸側に行けば行く

ほど、民間部門によるコントロールが強く、

所有権、利用権も民間の手にあることが多

くなっています。 

一方、海側にいくにつれて、より公的な

ものになり、政府の管理下に置かれている

ことが多くなります。何故、多くの埋め立

てが行われているかというと、これが、公

の場所だからで、その方が陸に向かって進

むよりも容易だ、というのがその理由です。

沖合の EEZに入ると、ほとんどの海域は中
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央政府の管理下にあります。 

沿岸域のかなり多くの活動は幅の狭いと

ころで行われており、しかも、経済活動の

8 割以上がこの区域で行われていると考え

られます。従って、沿岸域総合管理を行う

時に考えなければならないのは、この非常

に幅の狭い陸域・水域で活動が起きている、

ということです。また、人も多く、投資の

金額も多く、問題の数もここに集中してい

ます。そこを是非忘れないでほしいと思い

ます。 

どのように自分の区域、エリアを選ぶの

か、という判断をする際には、境界を忘れ

てはなりません。地方自治体は、沿岸域・

水域の管理を行うにあたり、どこまでを管

理できるかを考えないといけません。 

中国の場合は 12海里。地方政府に対して

12 海里まで管理できる権利が与えられて

います。オーストラリアは 3kmまでしか管

理できません。それ以上は中央政府の管轄

下に入ります。従って、国によってどこま

で管理出来るかが決まっています。フィリ

ピンは 15kｍまで地方自治体が管理出来ま

す。利用のレベルは様々に異なりますが、

これをもとに決めなければいけません。 

どのように ICM の管理区域を選ぶのか、

という時には、自分たちのオペレーション

はどこまでいけるのかをまず把握する必要

があります。 

 

Ⅲ．＜海域、権利、利用の定義＞  

 

海域を理解するということが必要です。

内水とはどこを指し、どこまで規制できる

のか。基線から陸域方向に向かって、湾、

河口、港湾を含みます。ここは、内水にあ

たり、沿岸国がすべての管轄権を持ってい

るところです。領海は、低潮線から 12海里

で、ここも沿岸国がすべての主権を持って

いて、無害通航権、国際航路として船舶等

が通行する場合はそれを認めなければなり

ません。沿岸から 12 海里を切っていても、

国際海峡の海峡部分に関しては、無害通航

権、国際航路としての利用権を認めなけれ

ばなりません。 

排他的経済水域(EEZ)は何かを明確に知

っている必要があります。沿岸国は基線か

ら200海里までをEEZとして主張すること

が出来ます。魚介類の収穫、資源の保全、

石油・鉱物資源の探査、掘削等さまざまな

経済的活動を行うことができます。波動エ

ネルギー、構築物の設置、海洋研究、環境

保全など様々に使うことができます。他国

は、航行の自由、海底ケーブルを設置する

権利を有します。国連海洋法条約の下、明

確な定義があります。 

公海は EEZを超えた水域で、海洋法によ

り、コモンズとされています。現在の方向

としては、どのように公海を管理するかと

いうことがあり、国際的な協力が必要です。

このようなことを知った上で、沿岸域管理

を考えることが必要です。どこを管理出来

るのか、どこをから先は自分達の権限が及

ばないところなのかについても、把握する

必要があります。 

 

Ⅳ．＜ICMの管理対象地域＞  

 

ICM の管理の対象となる地域はどこか、

ICM をどこで実践するか、についてです。

ICMを実施するときに、まず考えなければ

ならないのが、管理を行うエリアがどれ程
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の広さなのか、ということです。県全体を

対象にするのか、市町村になるのか、その

一区域となるのか、まずはこのことを決定

しないといけません。その根拠となるのは、

ニーズは存在するか、どのような境界が存

在するか、などの条件です。 

まず、地理的な境界を考える場合には、

その場所の選択の根拠は地理的な境界線に

なります。河川が境界線となる場合もあり

ます。湾域全体、湖沼とその周辺、ひとつ

の島全体が対象となるかもしれません。瀬

戸内海なら、内海全体、ということもあり

得ます。境界線をまず決定し、そのあと ICM

のプログラムの開発を考えます。ICMプロ

グラムを開始するにあたり、間違ったスタ

ートを切らないためには、境界線の特定、

活動域の特定をきちんとする必要がありま

す。まず、線引きが重要です。村、区、郡、

市町村など行政区域の線を使ってもいいで

しょう。シンガポールなどは小さいので、

国全体、という場合もあり得ます。これは、

皆さん自身で規定することができます。当

事者の裁量です。国、もしくは自治体等で

決めることができます。  

もうひとつのアプローチは生態系の境界

線で決めるというやり方です。例えば、あ

る珊瑚礁全体とか、マングローブ湿地帯全

体、藻場や海域の生態系全体、とかです。

忘れてならないのは、大きくなればなるほ

ど管理は難しくなるということです。ICM

を初めてやる、という場合、余り巨大なプ

ロジェクトにしない方がよいでしょう。大

きいと結果も出にくいので、大きくしない

方がよいでしょう。 

社会的境界線を定規にしたらよいという

人もいます。あるセクターが自治体に重要

である、という場合がそうです。漁業域を

ICMの管理対象にするというようなことで

す。漁村を対象にする、土着の人々のコミ

ュニティを対象にする、とかいろいろあり

ますが、どのような境界線を採用するにし

ても、どこをどのように規定するか、それ

を拡大するというのは、どういうことを意

味するかを理解していないといけません。 

 

１．＜大規模海洋生態系(LME)＞ 

次にお話することも重要で、場所の選択

に関係します。エコシステム、生態系全体

を取るということになった場合、十分な対

応能力を必要とします。例えば、東シナ海

は、大規模な海洋生態系です。それ全体を

対象にする、ということも出来ますが、対

応能力の問題、また、他と範囲が重なって

しまうという問題もでてきます。 

 

２． ＜複数の沿岸国、生態系＞ 

また、東シナ海、南シナ海とすると複数

の沿岸国が入ってきます。生態系ベースの

システムというのも考えられますが、場合

によっては国境をまたぐこともあり得ます。

国境を含むということになると、大変な課

題になります。もちろん、国際的なコミュ

ニティとしてやりたい、ということはある

かもしれないが、非常に難しいでしょう。

こうした場合、かなり政治的な葛藤が生じ

る可能性があり、進捗状況が緩慢になって

しまうことを覚悟すべきでしょう。 

 

３．＜アプローチ：小エリアからの規模拡

大、複数の生態系の地域や湾から拡大＞ 

他のアプローチとして、小さいエリアか

ら出発して、規模を拡大するということも
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できます。複数の生態系がある地域や湾を

管理対象としてこの経験をもとに拡大する

ということもできます。 

 

４．＜管轄権＞ 

管轄権を考える必要があります。行政域

に関しても、日本や中国、東南アジア諸国

でそれぞれ異なります。中央集権なのか、

地方分権なのか。地方分権的だと自治体の

管轄範囲は明確になりやすいでしょう。い

ずれにしても、ICMプログラムを実行する

場合、自治体として、責任と権利を明確に

意識するということです。これがはっきり

していないと後で問題が起こってきます。

PEMSEA の経験ですがスタートに際して

は、慎重に機会を伺いました。フィリピン

では自治体は余り発展した形態の組織では

ありません。大きな地理的スケール、例え

ば州レベルでやる方が適しています。逆に

市町村の活動レベルが高い場合にはピンポ

イントでその自治体が担当するということ

もいいでしょう。区域を決めるのに、決ま

ったルールはありません。 

アモイの場合は、当時 100万程度の人口

でしたので、広域にしました。しかし現在

は人口 240万人の都市に育ち、GDPの成長

も年 17％という急成長を遂げているよう

な地域になりました。時間を経て、条件も

変わってきました。 

 

Ⅴ．＜越境管理の境界＞ 

 

１．＜越境水域＞ 

越境水域の管理の問題。地域、小地域で

考えることもあります。瀬戸内海は内海、

つまり日本国政府の領海であり、管理は日

本国内で終結します。中国の渤海の場合は、

沿岸人口が２億人もいて、国内の海とはい

え複雑です。北京、天津の両市からかなり

の廃棄物がでているという問題もあります。

それでも海の性質から考えて、管理は可能

です。政府は渤海管理委員会を考えている

ようです。区域選択というのは、どれだけ

管理可能かということを考慮して着手すべ

きでしょう。河川域という考え方も区域選

択のひとつですが、経験的にまだまだとい

うことであれば、小さくスタートして、周

辺地域に拡大する方が賢明でしょう。 

 

２．＜管理への挑戦＞ 

さて、ICMをどこで適用するかについて

ですが、我々がめざす重要領域、関心領域

は何か、ということを考える必要がありま

す。どのように区域を選択するかのメカニ

ズムを考えましょう。この段階で申し上げ

たいのは、みなさんがどこを ICMの実施地

域にするのか、といった場合に、いくつか

の制限項目を考える必要があるということ

です。 

 

VI．＜第３章の重要メッセージ＞ 

 

境界として、行政的なものを選択するの

か、生態系をとるのか、があります。例え

ば、「岡山市」というように岡山市全域を指

定する、という場合は行政域を選択したこ

とになります。また、「英虞湾」という限定

的な決め方もできます。湾内の生態系が１

つの行政区域内にあるということで、英虞

湾内での生態系を含みます。小さな湾で指

定して、そこで活動して拡げる、最終的に

行政区域全体に拡大することもできます。
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小さく始めて自信がついてから拡大

(Up-scale)する方がいいでしょう。Up-scale

はキーワードです。能力的にもレベルが上

がります。 

政治家とも交渉しなければならないし、

民間部門、利用者との交渉、土地所有者の

苦情を受け付けなければいけません。土地

開発関係の業界、汚染者とも対応する必要

があります。地元の人々でリクリエーショ

ン利用を希望している人たち、政府の方で

生態系を利用したエコ・ツーリズムを振興

したい、と考えている人たちとも対応する

必要があります。さらに、いろいろな問題

がでてきます。そうなったとき、対応時の

自信がないと動かせません。ICMの担当者

として皆さんから様々な質問が来ても答え

られる、という形でやっていかなければな

りません。誰でもがこういう仕事をできる

とは限りません。 

私自身、ICMの推進者として、時には政

府の要人、時には投資家にも対応する必要

があります。愛されるばかりでなく、時に

は、例えば政治的利害関係があって反対さ

れる、というような時にも対応していかな

ければならないので、大変です。私は 30年

ほど経験を積み、そういう場面を多くこな

してきました。抗議される場面はよくあり

ました。誰かに真っ向から抗議されても、

怖いとは思いません。他人の視点からその

人たちの身になって問題を考えた方が、対

立し返すよりいいと思います。これは私が

実践から学んだ重要な点です。 

また、国際的・国内的にもきちんとした

部分がなければいけません。多くの国で、

沿岸域というのが非常に重要であるといわ

れています。国際的な航路、例えばマラッ

カ海峡など問題は山積しています。地理的、

経済的、社会的側面も考える必要がありま

す。河川域、河口、沿岸域すべてを考える

必要があります。昔はそれほど重要ではあ

りませんでした、沿岸域における河川管理

というのが非常に重要になってきています。

中国では、赤潮・青潮・富栄養化の問題が

大きくなっており、河川域管理に関して、

政府が対応しています。河川域、沿岸域の

管理は統合されてきています。以上が、区

域の選定の注意点です。 

次は、生態系を考えましょう。PEMSEA

が活動してきた東アジア海域は複雑なとこ

ろです。この海域は人口が多く、20億人が

居住しています。水域は 700万平方キロで、

沿岸の長さは 13 万 4000 キロ。南シナ海、

黄海、スラヴェシ海、台湾などいろいろあ

る海域です。抱える課題は複雑に絡み合っ

ており、地域全体として、段階的アプロー

チをどのようにして、問題の解決をするか、

です。問題そのものが多くあって、経済発

展の阻害要因にもなっています。海洋の生

物多様性がどこにあるのか、珊瑚礁もあれ

ば、ロンボク・マラッカといった重要な海

路もあります。メガポートと呼ばれる大き

な港、そして多くの小さな港が存在し、海

産物の生産地でもあります。 

各地域毎の積み上げ方、アプローチがあ

り、ゆっくりやる必要があります。自治体

レベルで問題を軽減し、越境的問題は国際

レベルで解決していく。いきなり越境的問

題を自治体レベルでやろうとすると、ぶつ

かりあうことが増えてしまいます。たとえ

ば、６つの大きな生態域があるとして、い

きなりそこの問題に行くと非常に大変なこ

とになります。積み上げ的に ICMをやって
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いくことが重要です。自分達の問題を解決

できないと他者にも影響を及ぼし、他者か

らの悪影響も受けることになります。まず、

足もとから始めて、大きな問題解決に向け

ていくことが重要です。まず地元の問題を

解決することが東アジア海域という大きな

地域に良い影響を及ぼします。日本でも同

じことがいえるわけで、足もとの問題を解

決することによって、全体に対して手本を

示せます。日本はそういう意味で、手本を

示すリーダーにもなれると思います。 
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第 4章 

どのように沿岸域総合管理のプログ

ラムを開始し、策定し、実施するのか 

 

第 4 章は実際の運用上の話で、より複雑

な話になります。具体的にどのように ICM

に着手し、策定し、実施するか。自治体レ

ベルでは、非常に沢山の情報が既に手元に

あると思います。何が問題で、何故統合的

なアプローチがなくて、どのように全体と

してまとめたらいいのか、ということにな

ります。シンガポールの人と話をしたとこ

ろ、「シンガポールでは、もうずいぶんやっ

ている。情報はたくさんある。」というよう

な感触でした。しかし、一定のフォーマッ

トに入れて、総合的なアプローチとしてや

る必要がありました。その点、シンガポー

ルもまだまだでした。情報はあっても、そ

れらをまとめて「統合的であるが故の付加

価値性を生み出す」というところまでやれ

ていない地域は日本でも多いと思います。 

次世代のあり方というのはどうあるべき

でしょうか。次世代で ICMはどうあるべき

でしょうか。こうしたことを考える段階だ

と思います。それを考えて実施することで

す。情報はあるが相当的な管理を実施する

に至っていないということを前提に話をし

ましょう。11の要素について話します。 

１．目的を決める  

２．必要な要因を見定める  

３．場所を決める  

４．プロジェクトオフィスを立ち上げる 

５．情報の管理と収集 

６．住民の意識の啓発・高揚 

７．資金の確保 

８．ICMサイクルを実施する 

９．現状の報告をする  

10．システムとして管理する 

11．具体的な技術・ツール 

市町村として、或いは県として ICMをや

る場合は、現存する課題を明らかにする必

要があります。課題を明らかにしてから、

実施に入ります。 

 

Ⅰ．＜目的の検討＞ 

何のために ICMをやるのか。これを明確

にしようと思います。 

 

１．＜ICM導入の可能性の検討＞ 

ICMについてよくわからないという自治

体があったとしたら、ICMがもたらす付加

価値を明らかにする必要があります。アプ

ローチ、プロセス、枠組み、メカニズムが

実施可能かどうか、をテストする必要があ

ります。 

 

２．＜ICM効果の評価＞ 

それらが既に明らかであれば、ICMの目

的を達成するためにはどのような駆動力が

あるかを明らかにする必要があります。自

治体として既にいろいろなことをやってき

たという場合は、そこに付加価値をもたら

すためには、何をすればよいか、というこ

とを考える必要があります。長期的なビジ

ョンとして ICM をやるのだということで

あれば、そこに付加価値が生まれるでしょ

う。付加価値が何も生まれないようなら、

やる必要はありません。そこに付加価値が

あるからやる、ということが重要です。 

ICMの駆動力を使うことで、目標がより

早く達成できることを明らかにする必要が

あります。今までに様々なことをやってい
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て、必要なものが既に揃っているようでし

たら、何もやる必要はありません。ICMを

することによって、より効果がある、とい

うことを示せて初めてやる意味があります。 

 

３．＜ICMの過程、結果、成果＞ 

そして、今までの教訓をもとに、よりよ

いことができるということが明らかである

必要もあります。ICMを実施するにあたっ

ての諸要件を理解する、例えば、構成要素

を理解し、全体の構造を理解し、構成要素

間の相互の関係性を理解した上で実施する

ということが必要です。 

アプローチ、枠組み等々、様々な要素が

全体としてどのように動くのかを理解する

ことが重要です。ICMで重要なのは、様々

な要素をどのように使って、今現在のあり

方を変えていくのか、ということです。 

ガバナンスの枠組みを使って自治体が明

らかにした問題にどう対応するか。そして、

報告制度などを使って、国や住民に対して、

今の沿岸の状況を明らかにし、伝えていく

にはどうしたらよいか。実際にこの枠組み

を使っていろいろな課題に対応することが

できます。 

 

II．＜ICMシステムの諸要素に 

必要な条件の理解と実施＞ 

 

１．＜ICM の構造とシステムの関係に    

ついて理解する＞ 

次に、ガバナンスの枠組みの中の主要な

要素として何が存在するかを述べます。さ

らに、どのような戦略・政策が必要か、様々

なセクターの政策（ポリシー）の統合化に

ついても述べます。長期戦略の行動計画は、

10年、20年先を見越して作成されます。通

常の行動計画は 3～5年。法的な要件は、沿

岸区域のプロファイリングから出てきます。

何らかの法律の制定が必要かどうかは、こ

こから判断します。単に ICM法を作るとい

うことはできません。まず、何が法的に適

切かを判断する必要があります。適切な分

析を行うとそうしたものが見えてきます。 

 

２．＜ガバナンスの枠組みにおける 

要素の理解＞ 

また、制度として何が必要かも見ていき

ます。調整機能がない国々も多いのですが、

これがあれば、早く進みます。情報は十分

でしょうか。住民向けの啓発も必要です。  

メカニズムの検討も必要です。日本はどう

するのでしょうか。ずっと中央政府からの

情報提供を待つというのも一つの選択です。

そうすれば、資金の確保は単純になります

が、資金源は中央政府からのみ、というこ

とになります。これができない国は、他の

オプションを検討する必要があります。能

力開発はどうするのでしょうか。さまざま

なトレーニング機関、科学的研究機関の利

用もいいでしょう。管理能力は充分に存在

しているでしょうか。より統合化されたア

プローチを検討する能力は開発されている

でしょうか。まだのようでしたら、今後そ

ういった能力を開発する必要があります。 

 

３．＜ICMサイクルの機能の理解＞  

次に行うべきは、ICMサイクルがどのよ

うに機能するか、各段階での機能について

理解することが必要です。 
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ICMプログラムの 6段階 

第１段階：準備段階 

マネジメント、プロジェクトの計画、予

算、人・財源確保の検討、ステークホルダ

ーの特定、予備的協議の開始、中核のプロ

ジェクトスタッフのトレーニングの開始、

モニタリングプログラムを考える、ICM要

件の評価を考える、高度化を行う場合は、

何が高度な要件かを考える、そして、要件

の評価を行う、何を報告するかを考える･･･

等々。 

準備段階では、自分たちが何をしたいか

を定義することが重要です。単純な ICMプ

ログラムを実施し、諸々のことを入れない

というやり方もあるが、目指しているプロ

グラムが高度なものであり、そこからシス

テムアプローチへつなげていきたいという

のであれば、また、将来的に認定されるよ

うなものにつなげていきたいというのであ

れば、より詳細な分析が必要となります。 

かつては、この準備段階も単純なもので

した。政府が承認さえすればお金が出たの

で、細部については心配する必要がありま

せんでした。プロジェクトオフィスを作り、

委員会を作れば、それで十分でした。もは

やそんなに簡単ではありません。現在では

ICMプロセスの中で、準備段階は非常に重

要なものになりました。適切な人がきちん

と参加しているのか、政治的リーダーから

十分なサポートは得られているのか、正し

い政治的機会として、ICMプログラムを今、

実施するべきタイミングなのか。そういっ

た様々なことを問うていかねばなりません。  

ICM プログラムは、多くの人にとって、

新しいものです。人々には、新しいものを

拒否したい、という傾向があります。そう

いう場合には、反対意見が多く出る可能性

があります。どういうメリットがあるのか、

はっきり見えなければそういったことが起

こり得ます。従って、ICMを導入しようと

する人々にとって、準備段階の最初の部分

は非常に重要です。十分な準備をすればう

まくいく。うまくいかなければ、再度立ち

返ってこれらの様々な問題に取り組む必要

があります。従って、これが、最初にチェ

ックしなければならないリストになります。 

第２段階： ICMプロセスの開始 

既存の情報を使って、プロファイリング

や適用範囲エリアの決定を行います。自分

のエリアはどのようなところか。例えば、

岡山の沿岸プロフィールを明らかにする場

合、具体的にどのような要素があるのか、

どのようなエリアか、大きさはどうか、主

たる経済は何か、問題は何か、などが必要

となります。つまり、より広範な全体像を

知ることが重要です。日本の場合、こうい

った情報は既に存在するので、余り多くの

時間をかけないでよいと思われます。 

次に、何が問題であるかを特定する必要

があります。それぞれのサイトで「問題は

全くない」と言えるでしょうか。英虞湾は？

岡山は？すべてうまくいっていると言える

でしょうか？もしそうだとすれば、「将来起

こりうる問題は何か？」と問います。常に

何らかの問題を洗い出すことができます。

長期的な ICMを考えるのであれば、今、ど

の問題に直面しているか、そして、問題に

関する優先順位をつけることも重要です。

場所によっては、沿岸資源が集約的に利用

されており、その場合には問題が多く存在

します。通常、こうした場合は、生物多様

性の問題につながります。 
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非常に良い持続開発を行っている沿岸地

域があったとします。その場合は、自分の

都市が実際の要件にあっているかをどのよ

うに測ることができるのでしょうか。どの

ような生物多様性指標を使うべきか。City 

Diversity Index というのが開発されてい

て、名古屋の COP10 で承認されることに

なっていますが、現在多くの国々で検証が

行われています。もし、私が東京都民で、

東京でどれくらいの生物種があって、どの

ように生物多様性が保全されていることを

どうやって知ることが出来るでしょうか。

更に、それをきちんと文章にしなければな

りません。そうでないと要件を満たしたと

は言えません。いままでも多くのことをや

ってこられたと思いますが、やるべきこと

は、まだまだ多くあるはずです。このよう

に、先ず問題を明確にすることは重要です。 

リスク評価のプロセスを経るということ

も重要です。具体的にどのような初期リス

クがあるかを明らかにします。特に発展途

上国の多くの場所については、何が喫緊の

リスクかを明らかにすることが必要です。

公害の問題、生息地域の問題などいろいろ

考えられます。現在のリスクがそれほど多

くない場合には、真のリスクは何かを特定

することが重要で、これは、必ずできると

思います。 

次に、これまでに収集した情報をつなぎ

合わせて、情報管理システムを作ることが

重要です。地方政府が集めた情報は、ただ

ただ溜まって来ただけと思われるような状

態です。モニタリングデータ、諸機関から

挙がってきた情報、これを全部まとめて解

析を行えるようにすることが必要です。多

くの国々ではこういった情報は集まってい

ません。情報を収集し、ひとつにまとめる

ことです。そうすることによって、いろい

ろな機関が協力をして対応することができ

るようになります。これは、非常に強力な

ツールになりますし、統合化された管理シ

ステムの為には必要です。このためのツー

ルやソフトウェアも開発されています。 

住民向けの意識啓発は最初から行うべき

です。自分達が何をしているかを伝える必

要があります。地域の人たちから非常に多

くを学ぶことができます。いろいろな懸念

事項があることを教えてくれます。きちん

と彼らと話をして、フィードバックを得る

ことが重要です。ステークホルダーとのコ

ミュニケーションを図ることによって、コ

ミュニケーションプランを作ることも出来

ます。 

誰に対して影響力を及ぼしたいのかも考

えていかないといけません。例えば、対象

となるエリアに漁協があって、そこが反対

している場合はどうでしょうか。何も変わ

ってほしくない、という漁協がある場合の

コミュニケーションプランとしては、漁協

の人たちに直接的に自分達の行動を理解し

てもらうことが中心になります。 

ただ単に我々はこうしたい、というので

はなく、どこに「友人」がいて、どこに「敵」

がいるのかを明確にすることも重要です。

すべての ICM プログラムでまず考えなけ

ればならないのが、「敵」はどこにいるか、

ということを明らかにすることです。「敵」

がいないなどということは、あり得ません。

必ず誰か反対します。どんな意見であって

も必ず反対しよう、という人はいるものな

ので、どこに反対しようとしている人がい

るのか、何故か、ということを明らかにす
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る必要があります。「何故か」がわかると、

正確にこの問題に対応することができるよ

うになります。 

第３段階：ICM計画の展開 

次に沿岸域戦略を作ります。様々な情報

を繋ぎ合わせ、最初のリスクを明確にした

上で、これが最初にやるべきことのリスト

だ、というものです。協議を行う優先順位

を明らかにします。しかし、その段階では、

全ての情報が明確になっているわけではな

く、リスクの重要度がわからないものもあ

るでしょう。  

そして、開発段階に進みます。細かいリ

スク評価はそこから行います。どのように

して初期リスクを分析するか、どのように

してリスクを詳細に見るか、またどういう

理由からこういった問題があるのかを分析

する方法、などについて書いてある本も

種々出ています。リスク評価をもとに、と

いうのは、ICMはリスクベースのマネジメ

ントでもあるので、もし、リスクが全くな

ければ、ICMを心配する必要はないかもし

れません。しかし、リスクが大きい場合、

例えば津波のリスクがこの地域にある場合

には、どのように対応するかを考える必要

があります。公害汚染の問題があれば、そ

れがどれくらい深刻なのか。重大な問題な

ら管理を考える必要があります。このよう

なリスクを明確にすることが必要です。意

外に思われるだろうが、人々は最初にはリ

スクがないと思いがちですが、様々な人々

の意見を聞いていくと、必ずリスクは見つ

かります。リスクは必ずしも具体的に自分

に影響することとは限りません。また、機

会損失のリスクもあるかもしれません。こ

れも明らかにリスクです。こういったリス

クの情報をどのように収集して、集約して、

リスクに取り組むかを考える必要がありま

す。その上で、戦略を立てて、このような

リスクに対応していくことになります。多

くの国々において、リスクは持続可能な開

発のプロジェクトの中で出てきます。地域

によって、条件によって異なり、非常に幅

の広いものです。 

大きなリスクがあって、対応に投資が必

要な場合には、次に誰が資金を提供してく

れるかを明確にする必要があります。東南

アジアの国々では、汚染物質のリスクを考

える時には、どのように排水処理の工場を

作るのか、或いは固形廃棄物をどのように

処理するのかを考えなければなりません。

そのためには、お金がかかるのです。地方

政府にはそのような資金はありません。こ

うして、ニーズがわかり、リスクが特定さ

れ、必要な資金を確保する手段は何かを考

えていくことになります。様々な方法で資

金を確保することができます。発展途上国

であれば、借り入れができます。たとえば、

日本や世銀、或いは他のドナーから借り入

れをすることも可能です。もちろん、借り

入れが出来ただけでは、終わりません。中

央政府、地方政府がそうした原資をもとに、

ICMの資金調達メカニズムを作り、いずれ

最終的には自らできちんと資金を確保し、

他に支援を頼まなくても自分自身で解決で

きるようになることが重要です。 

コミュニケーションプラン。この全体の

プロセスを通じて、ステークホルダー間で

コミュニケーションプランが作られていな

いといけません。これが鍵となります。民

間部門も入ってくるので、是非、提案をの

んで参加してほしい、というような場合が
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あります。フィリピンではこれに成功しま

した。省庁間調整に加え、民間セクターも

多数参加します。なぜ、あの時集まったの

か。メリットがあると思うから集まるので

す。民間部門の参加は非常に重要です。他

の利害関係者、ステークホルダーとの関係

も重要です。どうやって彼らを惹きつける

かということも考えておく必要があります。 

研究者・学者の役割もあります。研究者

に情報を提供するかたちで、どうやったら

意志決定の手伝いをして頂けるでしょうか。

これはやや難しいところです。研究者とし

ては優秀でも、マネジメントの立場になる

と、すべての研究者にその資質があるわけ

ではありません。身につけてもらうには、

時間がかかりすぎます。研究者とマネジャ

ー（管理者）と政策立案者を会議に同席さ

せることは何度もあるが、互いに非難し合

ってしまう。「マネジャーは我々の言ってい

ることを聞かないじゃないか」、これに対し

て、「役に立つ情報を聞かせてもらっていな

いじゃないか」。研究者をどう入れていくか。

タイミングも重要です。リスク評価の場合

は、研究者にやってもらった方がよいでし

ょう。そのためには、情報を開示する必要

があります。ただし、研究者が入るという

ことは、その人たちの仕事も全体の管理の

対象の中に入ってくる、ということが十分

にわかるようになっていないといけません。

科学者に情報の解釈をしてもらって、賢い

決定が出来るようにするべき、といっても、

100％正しい科学的データばかりではあり

ません。問題がでることもあります。研究

者は意見を求められても、かなり膨大なデ

ータがないと、やすやすと言いません。と

ころが、マネジメントとしては、判断のタ

イミングが大事なので、このあたりが難し

いところです。研究者の姿勢とマネジメン

ト判断のタイミングがあっていないといけ

ません。研究者として意見を持っていなが

ら、タイムリーに伝えてくれる人がよいの

です。 

例えば、研究者が、「マングローブを切ら

ないでほしい」と言うので「では、どれく

らい切らないでいればいいのか」と聞くと、

黙ってしまう人がいます。「数字を出さない

なら、全部切ってしまいますよ」というこ

とになって、切られてしまいました。また、

干拓しようということで干拓計画がありま

した。研究者が「干拓は駄目だ」という。

「では、何パーセント駄目なのか」「科学者

は具体的な数字を出せ」と言われても学者

は答えられません。そういう場面が往々に

してあります。但し、彼らが言っている「結

果に与える影響」ということも考慮しなけ

ればいけません。すべてを開放形にして、

いろいろなことを考える、というのは学者

として難しいわけです。彼らはかなり閉鎖

的な形で仕事をしている人たちなので、そ

の人たちにこういったことを求めること自

体が難しいのです。 

専門家グループできちんと構造があるも

のをつくると、そのグループから進捗に添

って意見をもらったり、アドバイスをもら

えます。研究予算とか調査予算などの予算

もつけながら研究をやってもらうと、地元

の研究者の人たちも、実務ということで研

究が出来、能力も身につきます。やり方さ

え間違わなければ、お互いにメリットのあ

る win-winの状態になります。サイエンス

はマネジメントに際して、重要な要素です。

但し、サイエンスが管理側をコントロール

－ 56 －



57 
 

してはいけません。政策立案者と科学者が

一緒に仕事してもらおうと思ってひき合わ

せても、お互いに相手に不満を持ち、難し

い局面があります。 

リスク評価、戦略立案、そして具体的計

画になると、コスト・費用の問題がでてき

ます。これも具体的にやれないといけませ

ん。このあたりで「適応(adaptation)」とい

うことが重要です。計画は出来た、誰に承

認してもらえばよいか、どこに財源という

形で予算を求めたらよいのか。こういった

ことも慎重に考える必要があります。計画

の全体像がわからないといけません。いろ

いろなところに相談して当事者になっても

らい、その数が多いほど、それぞれの管轄

の範囲内で仕事をする、ということになる

ので、うまくすると予算もついて、実現し

やすくなります。 

また、漁業関係者を置き去りにしてはい

けません。他の計画との整合性も必要です。

統括者はきちんとした目処を持つことが重

要です。 

第４段階：適用 

どのように適用していくか。沿岸を管理

する人たち、政治家、意志決定者に、きち

んと決定してもらい、科学的に問題を説明

し、計画の必要性を市民にも伝えます。市

民への説明の場には、政治家にも参加して

もらいましょう。議会対策も必要です。政

治家をはずしてはいけません。政治家は得

意分野で動いていただけば非常によい仕事

をしてくれます。ところが、彼らを蚊帳の

外に置くと、強大な反対勢力になってしま

うことがあり、事態は難しくなります。こ

のあたりの同期を取ることは難しいことで

すが重要です。 

第５段階：ICMプログラムの実施 

実施に関しては、ICMのメカニズムを使

い、調整をしながら実施します。日本では

問題ありません。全体の明確な目的を持っ

て、様々に動いているものをまとめつつ実

施することが重要です。 

第６段階： 磨きをかけ、螺旋状に継続改善

する 

そして、さらに磨きをかけていきます。

ICMサイクルとして螺旋状に上昇し、継続

的に改善していきます。１回目のサイクル

が終わった時に、力が尽きて止めてしまう

ケースも多いのですが、一方で、外部資金

がなくても 10年、15年と続く ICMもあり

ます。よいしくみを作れば自力で続けてい

けるのです。市長が３－４回交代していて

も、継続できる、という政権交代にも強い

ICMもあります。ただ、最初の５年は弱い

ものです。最初の５年の間に行政のトップ

が変わって苦労しないように、継続改善と

言っても政治的な機会があれば、常に逃さ

ないようにすることが重要です。ICMのマ

ネジャーで優秀な人はそのあたりを見極め

る才能があります。この才能はサポートを

得るために重要な能力です。 

 

４．＜持続可能な沿岸域開発に関する 

共通の脅威＞ 

 

５．＜モニタリングと評価＞ 

モニタリングの結果は、総合的にまとめ

る必要があります。進捗状況の把握、およ

び報告制度をきちんと作っておく必要があ

ります。例えば志摩市の場合、現況報告を

する、というのを、前の年との差をきちん

と報告し、変化を伝える必要があります。
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現況報告は期限を切ってやるべきです。 

ICM プロセスの範囲内で、生物多様性、

共通の諸条件を理解する必要があります。

持続可能な開発に影響を与える諸要素をい

かにモニタリングするか、結果をパフォー

マンス評価するか。これについても、テン

プレートを準備しました。時期を切って評

価することが管理上必要です。プロセスの

指標、状態の指標、影響の指標といった指

標を使いながら、活動をしていくべきです。 

「沿岸域の現状報告(State of Coast)」と

いうものを PEMSEA で開発しました。環

境報告とは異なります。環境と言ってしま

うとあまりにも膨大になってしまいます。

「沿岸域の現状報告」では、長期の成果を

測ることになります。自治体が沿岸の実態

として今まで見てきたことの中で、どう変

わっているかについて、毎年、進捗、現状

報告という形で、前年度とどう変わったか、

ということを報告するものです。当該自治

体でどこまで進捗があったか、まだ残って

いる問題は何か、です。市民の支持を得る

ためには、説得力を必要とします。 

積極的な措置を取ることによって、環境

をどうしていきたいか、という望む姿を明

確にするという意味もあり、どこまで、地

元自治体レベルで変化をもたらそうとして

いるのかを報告のシステムの中に組み込み

ます。取るべき行動のリストや達成できた

かどうかを示します。よくできたものは、

スマイルマークを多くつける。できなかっ

たものには、渋い顔をつけるなど、政策立

案者や為政者が、出来、不出来を一目でわ

かるものにします。これは、一目瞭然で、

確認ができ、認証ができるという、上に上

げる報告ツールとして大変有用なものです。 

また、自治体レベルで取るべき行動を確

認し、認証します。こうしたことは、

ISO9001、 ISO14001の認証をとるために

も役立ちます。 

アクションでどのような変化があったか

をきちんと報告し、終わったら次のサイク

ルに進みます。ICMのサイクルは多少時間

がかかっても、是非、消化して自分のもの

にして戴きたいと思います。 

 

Ⅲ．＜実施地域の適切な選択＞ 

１．＜迅速な事前評価＞ 

まず、現場を見て、１～２週間で端的に

分析をして評価します。基礎的な情報、社

会・人口動態調査、環境データ、境界域の

データを集めます。管理可能か、政治的機

会はどうか、誘因になる要素はあるか、利

害関係者はどうか、関係省庁の支援はとれ

そうか。NGOは？マスコミは？主要な経済

活動は何か？経済的影響、財務的なこと

は？機会、可能性は？日本では、農村地域

で過疎化がすすんでいる、残っている人の

高齢化が進んでいる、こうした問題だけで

なく、何かよいことはあるか？例えば、人

が少なければ環境への負荷は少なくなりま

す。環境への負荷の少なさをどう生かせば

いいのでしょうか。持続可能な人口増を促

すための政策はどうあるべきでしょうか。

資源の利用と活用を考えます。 

 

２．＜判断基準＞ 

（１）＜自治体のやる気と利害関係者＞ 

また、自治体にやる気があるか、自治体

に改革指向はあるか、人・予算をどれだけ

つぎ込む気があるか、自治体がどういう条

件を備えているかも重要です。例えば、条
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例を定めるというように、自治体が政策の

方向転換をする気があるか、また、改革の

機運があるかどうか、ICMに民間からの寄

与がどれだけ期待できるか、どれだけ予算

が生まれそうか、なども基準です。米国の

ICM 法では、自治体が ICM の計画を創れ

ば、中央からお金が出ます。計画がしっか

りしていれば、資金調達は容易です。そう

いう国ばかりではありません。資金の確保

が必要です。お金のことは、忘れてはなり

ません。 

 

（２）＜自然環境の管理の目的＞ 

環境面での管理についてです。大きな問

題があったとして、解決可能なものなのか、

技術的な介入を必要とするのか、国際条約

にからむような問題はあるのか、を考えま

す。この国際条約に関して言えば、生物多

様性、陸域起因の汚染問題、外来種の侵入

などは、国際条約での取り決めもあり、無

視できません。国際条約との整合性も重要

です。逆に国際的条約を守るために、ICM

をしなければならない、という論理で自治

体が中央政府を説得することも可能です。

国際条約を守るために必要なので、資金を

戴きたい、補助金を戴きたい、ということ

で、これはひとつの資金調達の方法です。 

 

（３）＜候補地に関する管理の可能性＞ 

場所の選定に関して、本当に自分たちが

ここで ICMをやって、手に負えるような管

理が出来る場なのか、ということも考えな

ければなりません。他のグループが入って

くる可能性も考えます。場を選ぶ時には、

せいぜい５つの自治体にまたがる範囲まで

にした方がよいでしょう。ひとつの自治体

が３万人とか６万人という規模であれば、

5-6の自治体が最大かと思います。フィリピ

ンなどはそうしています。中国では、アモ

イだけで 240万人もいるので、当然、かか

わる自治体の数は少なくなります。いずれ

にしても人口が多すぎると手に負えなくな

るので、人口 100万は超えない方がよいと

思います。フィリピンのバタンガスでは 50

万人。アモイも最初は 100万人未満だった

のに、ICMをやっている間に 240万に増え

てしまいました。適切なツールや方法論が

あれば、後から人口が増えても対応は可能

です。 

 

（４）＜増殖・模倣の可能性＞ 

他の自治体に拡げても行えるような方法

論かどうか、というのも重要です。多くの

国で、実証プロジェクトとして始めて、他

に拡げていっています。バラバラのやり方

ではよくありません。サイトが増えると自

治体のネットワークが重要になります。

PEMSEA でも PNLG(PEMSEA Network 

of Local Government)という ICMを実践し

ている自治体のネットワークを作っていま

す。お互いに成功事例を交換すると、加速

度的によい成果が生まれてきます。 

 

（５）＜ICM候補地になる条件＞ 

自治体のレベルで強い意志があり、中央

政府がそれを支えてくれるのか、実施主体

となる適切な行政機関があるのか、誰が

ICM を実施するか、いわゆる ICM 省とか

ICM局があるわけではなくても、誰がやる

のかは重要。主管庁は必要です。たいてい

は、複数の省庁が関わります。自治体が主

導権を持つ場合、多くは、知事、市長が実
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施のトップの本部長のような形で委員長を

務めます。 

環境問題に対する自治体住民の認識の有

無。地元の人々に問題認識がないと、ICM

に対する支持が得られません。予算も出ま

せん。 

自治体の中には、旗振り役の存在が必要

です。近くの研究機関とか科学的機関など

の中でもいいです。初期の評価の時に、こ

うした人々の存在を明確にしておくことが

重要です。こういうことによって、ICM実

施への道筋が明確になり、成功率を高めま

す。 

 

３．＜管理区域＞ 

 管理区域については、ある自治体すべて

とするか、その一部とするかいろいろです。 

 

４．＜ICMに関する合意・覚え書き等＞ 

覚え書きなどを当事者同士で結んで ICM

を実践するということも重要です。通常、

実施対象地域を選んだ時にこれを行います。 

 

Ⅳ．＜事務所、調整・諮問委員会の 

設置＞ 

 

プロジェクトオフィスを設置し、調整機

関、諮問委員会等を作ります。市長がプロ

ジェクトオフィスのトップになると、各部

局は連携をとりやすく、実行しやすくなり

ます。誰が入って、どういう組織にして、

役割はどうするか。実際に作業にあたるよ

うな機関が入るようにする、住民の代表も

入るようにする、というのが重要です。自

治体の長などが調整委員会の委員長になっ

て、利害関係者が入り、実施、モニタリン

グ、報告、評価を行います。技術諮問委員

会をつくるのも一案です。ここに科学者が

入り、技術的な面をより明らかにするのも

いいでしょう。いろいろアドバイスもして

もらえます。重要なのは、科学者のアドバ

イスをいかに効果的に使うかということで

す。 

 

Ⅴ．＜情報の収集と管理＞ 

 

情報をどう集めるか、どういう情報源か

ら集めるか、集めた情報をどう評価し、意

味のあるものにするか、は重要です。ICM

の情報システムをどう作るか、ということ

も考える必要があります。例えば、東京湾

の ICMを考える場合、市民に対して、どの

ように情報を公開するか、管理を行う人た

ちが、収集した情報をどう使えるか、です。

情報の収集管理は、長いプロセスとなりま

す。情報収集・管理の目的は意志決定を行

うためです。 

一次データ、二次データを収集し、デー

タの解析を行い、データを保管します。様々

な情報、例えば、人口動態、沿岸の社会・

経済的なデータ等、さまざまな情報があり

ますが、これらを集め、使える形にすると

いうことが重要です。 

準備段階・初期段階・開発段階など各段

階でさまざまな情報が集まります。これら

の情報の管理やプロセスは非常に複雑なも

のとなります。どの程度のレベルのものか

で異なってきます。情報過多という問題も

あります。収集した情報を、いかに読み取

り可能な情報、管理可能な情報にすること

が重要です。 
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Ⅵ．＜住民向けに意識啓発をする＞  

 

海洋・沿岸について、住民の知識を向上

させ、その重要性を住民に理解してもらい

ます。例えば、海洋はどれくらい重要なの

か、ということについては、多くの情報を

提供できます。地球の表面のどれくらいが

海なのか、酸素がどのように供給されてい

るのか、海の生物多様性はどれほど重要か。

行政機能にとって、どれくらい重要なのか。

多様な情報がありますが、一般の人々にこ

うした情報を伝えることが重要です。多く

の人々は、海は魚や石油をとる場として重

要だと思っていますが、毎日呼吸している

酸素の 95％がそこから来ている、というこ

とについてはほとんど知りません。毎日の

生活、生存が海にそこまで依存している、

ということまでは知らないと思います。誰

も強調してきませんでしたので、そこまで

海が重要だとは思っていないでしょう。地

域の住民に対して、海に関する非常に多く

の単純な知識が伝わっていません。住民達

に対して、なぜ海洋管理が必要かを伝える

必要があり、我々の生活に密接に結びつい

ていることを伝えなければなりません。 

 

Ⅶ．＜資金の確保＞ 

 

Ⅷ． ＜ICMサイクルの 

プロセスに従う＞ 

すでに詳細を解説したので、ここでは省

きます。 

 

Ⅸ．＜「沿岸域の現状報告書」＞ 

 

有用なのは、市民に対して、現在の沿岸

状態がどのようなものであるかを伝えるこ

とです。フィリピンのバタンガス湾の地元

政府が、現在の沿岸域の状態の情報につい

て伝えた報告書があります。地域のさまざ

まな行政官が情報を収集し、情報を利用す

るために使っています。 

また、成果をどのように報告するかも重

要です。場所に適切なもの、国連のミレニ

アム開発目標との関連性、主要な指標は何

か、指標の細かいリストも準備してありま

すので、それらについて周知することもで

きます。指標に基づいて評価を行い、地方

政府のプロジェクトが成功したかどうか、

についても報告が可能です。報告プロセス

にはこうしたことが必要とされています。 

 

XI．＜技術とツールの利用＞ 

 

さまざまな技術・ツールが使われていま

す。これらのツールは使う目的によって変

わります。リスク評価、生態系評価に使わ

れるツールもあれば、PDA、エキスパート

システムもあります。さまざまなシステム

が ICM プログラムには活用されており、

様々なツールを合わせて使います。トレー

ドオフの評価を行う時には、何と何のトレ

ードオフか、どのような評価ができるか、

というツールも使えます。これらさまざま

なツールを使って ICM の管理をおこなっ

ていくことが重要です。 

 

XII．＜ 第４章の重要メッセージ＞ 

 

１． ICM システム運用様式、適切なツー

ルについて、その構造と機能を理解すると

いうことが重要です。ICMプログラムを開
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発する場合には、様々な ICM構造・機能の

理解が必要であり、いろいろなツールがあ

ること、また、それぞれのツールについて

も理解する必要があります。 

２. 政策・管理の決定に関して科学を重視

することが重要です。 

３. 政策的・機能的統合は、長い目でみる

と省庁間の問題調整の必要性を逓減します。 

４. ICMサイクルに従って、ICM開発・実

施・モニタリング・評価・報告・改善を行

います。 

５. プロジェクトチームの選択は注意深く

行うこと。特に、初期段階でこれは非常に

重要です。 

６. 省庁間で権力を競ってはなりません。

また、資源・人材の奪い合いをすることも

いけません。協力しあうことが重要です。 

７ 個々の ICM プログラムについては、成

熟に時間がかかります。 

８.  ICMは、きちんと文章化され、モニタ

リング・評価・報告・改善を行い、適切に

管理される必要があります。この部分がい

つも欠けがちになるので、必ず入れておく

ようにしてください。 

９. 孔子曰く、「目標達成がうまくいかない

ことがわかった時には、目標を変えるので

はなく、アプローチを変えるべきである。」

ICMもこれと同じです。ICMをやった、A

をやったら Bに対する答えがでた、さまざ

まな科学的事実、情報を集めた上で、経営

的な判断を下すべきです。今のマネジメン

ト・管理の判断はモデル化することはでき

ません。いろいろなモデリングの話はこれ

までにも出ていますが、さまざまな境界に

またがる情報があるので、無理があります。

今は ICMのマネジメントを行うには、人が

下す判断に基づいて行う必要があります。

従って、人的能力開発が非常に重要です。

分野横断的、境界をまたぐようなサポート

によって、意志決定者には適切な判断をし

てもらうことが重要です。 
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アモイでの実践例より 

 

昨日は、基礎的講義として枠組みについ

て説明しました。基本的な ICM の手続き、

枠組みを適用するわけですが、場所、状況

によって、やり方は異なってきます。同じ

国内でも場所によって状況は異なります。

但し、基本的な枠組み、プロセス、メカニ

ズムは常に同じです。どのようにこの ICM

のシステムを使うか、それをどのように各

地の状況に合わせていくかが重要なところ

です。 

ICMで最も大切な言葉は adaptation、適

応です。Adaptive management 適応型管

理。この適応という考え方があるからこそ、

様々な地方の状況に合わせることができる

のです。また、意志決定をする場合、科学

的根拠が全く無い場合もあります。マネジ

メントでは、直感で判断したり、決めたり

する必要も出てきます。ここが ICMプログ

ラム実施の難しいところでもあります。昨

日は抽象的な話にとどめていたので、今日

は、ICMをより具体的に理解していただく

ために、アモイでの実践例を紹介します。  

 

実際にどういうことが行われてきたか、

初期の例を示せる場所が中国にあります。

アモイです。1994年に最初のデモサイトと

して 2箇所で ICMを開始しましたが、その

中の１カ所が中国のアモイで、非常によい

結果がでました。共産主義、社会主義の国

であれば、トップダウンでものごとが進む

のではないか、とよく言われますが、実際

はそう簡単ではありません。ただ、ICMの

プロセスそのものは、我々が望んでいたよ

うな順番で進んでいきました。アモイで起

きたことは、他のどの地域でも起こる可能

性があります。ただ幸運だったのは、大変

強い、地元政府のサポートがあったという

ことです。資金も投入しよう、実施にあた

ってのサポートもしよう、ということで、

さらに、中央政府からの強力なサポートが

加わって事業が始まりました。そういう理

由からもよい結果が出せたと思います。手

短に、アモイがどういう所かということを

紹介しましょう。台湾に近いところに位置

しています。 

アモイは最初は漁村でしたが、成長して

町になり、都市に発展しました。90 年前、

この地域に開発は見られませんでした。そ

れは、台湾と中国の間の争いがあったから

です。毎週、月・水・金は中国から台湾の

国境に向けて砲弾を飛ばし、火・木・土は

それが、台湾から中国に戻ってくるという

ような戦いの状況がありました。それで、

このアモイの島の一部は、全く開発が許さ

れませんでした。行くことが許されない場

所もありました。その後、この戦いが解消

され、その数年後に我々が入っていって、

お手伝いをすることになりました。当時そ

の街はそういう経過のあとでもあり、大変

熱心に発展したいと考えていました。 

234キロの海岸線、海域が390平方キロ、

島の面積が 1,569平方キロ。2006年の人口

が 240万人。内 100万人は移住してきた人

です。アモイ市の経済力が発展するに従い、

労働力が農村部からやってきました。昔か

らの実際の人口は 140~150万人でした。ア

モイ市の都市部における GDPの成長率は、

過去 20 年は、低いときでも 16％、高いと

きは 27％ということで、非常に急速に高い

成長率で発展した地域です。現在のような
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不況下でも 18％－19％というかなり良い

成長率を保っています。 

アモイでは、一方に発展した都市部があ

り、他方には開発を許されていない有名な

ピアノ島という島があります。この島は、

海外の占領の初期に開発されたところで、

当時のドイツ、日本、米国、英国など各国

の領事館の建物が保存されており、観光地

として魅力的です。３万世帯が居住してい

ますが、観光地として、毎年 400～500 万

人が訪れます。島との距離は船で 10分。ピ

アノ島に住む人の数はコントロールされて

いますが、一人あたり 50円で船に乗れるの

で観光客を呼び込んでいます。こうして、

ピアノ島の町は発展してきたわけです。 

1994 年に我々の ICM 活動がスタートし

ました。我々というのは、PEMSEA と

GEF(Global Environment Facility)です。

GEF の活動は 1993 年から始まり、

PEMSEAの活動は、その中のパイロットプ

ロジェクトのひとつでした。GEF と

PEMSEA の活動は同じぐらい古くから始

まり、最初のサイクルは 1994－1999 年で

した。この時期、我々は ICMのプログラム

を開始しましたが、当時は、その後開発さ

れたさまざまな枠組みやプロセスに対する

理解も無かったので、それから得られるメ

リットもありませんでした。こうしたオペ

レーションからいろいろなノウハウを学び、

10 年間の東南アジアでの経験を付け加え、

失敗をも糧として築いてきました。最初の

段階では、強力な制度的枠組みを準備しま

した。これは、重要な鍵でした。この制度

的枠組みについては、政府の省庁、科学者・

研究者グループといった様々なステークホ

ルダーのグループごとに取り決めを行いま

した。当時中国には、NGOは存在しません

でした。NGOに似たものとして、アソシエ

ーション（協会）はありましたが、基本的

にこれらも政府の機関でした。 

次に、初期に行うべき様々な調査・研究

を実施し、地域プロフィールを明らかにし

ました。この地域の全体像について、人口

動態、社会・経済的状況はどうか、経済政

策はどうかなどを確認しました。かなりよ

く研究しました。アモイは、初の戦略的環

境管理計画を策定しました。この計画をも

とに、いくつかの行動を実施し始めました。

プロフィールを調べながらわかったことや

直面していることが明らかになった問題に

ついて実施しました。 

ここで重要なのは、各地域のリーダーた

ちが沿岸管理の考え方についての説明を十

分に受けたことです。私自身の中国政府担

当者との経験からいうと、まず、リーダー

と話をします、リーダーは何かしたいと思

います。しかし、それぞれのリーダーによ

って、やりたいことは異なります。例えば、

早く経済を成長させたい、それ以外のこと

は重要ではないと考える人もいます。当時

の私自身の課題は、確実に経済を上向きに

すると同時に、環境へのダメージを最低限

に抑えることが重要なのだ、ということを

伝えることでした。そして、「アジェンダ

21」「持続可能な開発」の考え方について説

明し、理解してもらい、それから、水資源

管理や下水処理、環境保護の重要さについ

て認識してもらう、ということを行いまし

た。私たちはラッキーだったかもしれませ

ん。 

アモイ市では 15 年の間に４回市長が替

わりました。リーダーが替わる度に大きな
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変化がありました。そのような変化があっ

ても前進することできるためにはどうした

らよいかをいろいろ考え、その継続が出来

たのはよかったと思います。 

最初のサイクルでは、基本的な ICMの第

一ラウンドを系統だった形でプレゼンテー

ションし、実際に実施することが出来たと

思います。 

第二ラウンドは 99 年から 2007 年まで。

戦略的な活動を起こす、ということで、今

まで活動計画であったものを自治体の経済

活動のアジェンダに乗せるということでし

た。ICMはこうして、政府自治体の活動に

なりました。自治体のプログラムになると

いうことは、定期的に予算がつきます。組

織的には権威、権能が認められたというこ

とを意味します。このため、アモイの方は

動きが速かったですね。自治体政府のプロ

グラムだったので、早く動いたわけです。

ファンクショナル・ゾーニング・スキーム

といった区画制度によって、漁業、水産、

海運局は、さまざまな料金を徴収できるよ

うになり、潤沢になりました。そうすると

他の問題対策にも予算がつくようになりま

した。この間、第二サイクルでは、自治体

に活動能力が育ってきました。市は大学と

綿密に連携、市の研究機関、周辺地域の研

究機関、とも連携しました。学術的、科学

的サポートが得られるようになったのは重

要なことでした。 

第三サイクルは 2007年以降。「持続可能

な開発の枠組み」を適用しました。そして、

更に生態系管理を行う方向に移行しました。

アモイの ICM のプログラムの初期段階で

は下流に焦点が当たっていました。市自体

が下流にあるからです。ところが、下流は、

上流からの影響をいつも受けているわけで、

下流でいかに環境を考えても、上流の問題

の影響を避けられません。海域にもこの影

響が現れます。ということで、ICMプログ

ラムの後期は下流域だけでなく、上流域に

も目を向けました。生態系についても範囲

を拡大して、上流域も含むようになりまし

た。アモイの ICMはかなり包括的アプロー

チになりました。こうして、現在のアモイ

プログラムは上流・下流を含む全域を包括

して対象としています。この形ができると

対応としてはよいのですが、ただ、上流の

汚染を取り除くのは誰の負担になるのでし

ょうか？汚染者や上流側だけが負担するの

でしょうか？下流も負担する必要があるの

でしょうか？これは、非常に興味深いこと

ですが、下流は上流がきれいになることで

受益するので、今は下流が上流にお金を払

っています。「エコ補償制度」と言って、下

流が上流にお金をだしています。下流を汚

染しないように短期的には下流側が予算を

つけて払っているのです。ただこれは長続

きしないのではないかと思います。セクタ

ーごとに汚染管理をすべきだと思います。

非常に興味深い先行例なので、日本でも同

様の取り組みが出てきた場合に役に立つと

思います。 

アモイは ICM のかなり初期のデモンス

トレーション・サイトとなりました。かな

り古いです。ISO の認証をグランギという

島全体でとろうとしました。通常は、一区

画でとるもので、島全体というのは、相当

な活動量です。アモイ市の郡(county)とし

て、既に 3箇所が ISOの認証を受けました。

そのうちアモイ市全体として、ISO 認証を

受けられる様になると思います。この間、
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我々は、研修センターを大学所属という形

でつくりました。主に東アジアの途上国の

人々を対象にした研修センターです。15年

ほど前からやっていて、この研修センター

でトレーニングを受けた人は３～４千人に

なります。非常に興味深い進化です。この

ように、アモイ市では管理スキームが出来

てきました。ここでの実践が手本になって、

他のところの研修に役立っています。 

アモイ市での実践例で ICM の進化を見

ていただきましたが、これは、ICMの成功

例です。アモイ市が毎年活動している、ワ

ールドオーシャンウィーク(World Ocean 

Week=WOW）も(2010 年で)５年目になり

ます。毎年 11月開催で、世界各国から人が

集まります。展示会、クルーズもあります。

ストックホルムをベースとするワールドウ

ォーターウィークとも連携し、共通の活動

をするようになりました。市が国を飛び越

して、大きな世界的な活動をする例です。

他にも、広島が UNITARという平和プログ

ラムを始めています。名古屋も自治体が中

心となって新たな活動をしています。自治

体から発信するものが様々な規模で行われ

るようになりました。地方自治体、「地方」、

という文字がついているが、これを越えた

活動が出来るようになりました。 

さて、当時のことをまとめてみましょう。

何が原動力になったか、ということですが、

基本は、ICMサイクルです。これを使って、

運動を前進させてきました。段階を踏んだ

プロセス、ということになりますが、各ス

テップでいろいろのことをやる必要があり

ます。 

 

サイトの選定。アモイ、と決めても、そ

このどこにするかということを決めなけれ

ばならなりません。的確な判断とその承認

が必要です。なかなか大変でした。 

 

リスク評価。相当時間がかかるプロセス

です。情報システムを作る場合も、相当時

間がかかることを覚悟する必要があります。

これらを含む複数の活動が始まってから、3

～4年かけて進めてきました。 

 

報告書は、プロジェクトがほとんど終わ

って最後につくるのではなく、最初の段階

で早めに出す、プランの最後まで待たない

ことが重要です。住民も最初は興味を持っ

て協力してくれます。特に最初の年に成果

が出ると、いろいろ支援してくれます。５

年計画で、パワーの落ちてくる５年目がど

うなるか、これをどう越えるかについても、

初期から把握する必要があります。 

 

コーディネーションのメカニズムも紹介

しておきたいことです。これも、時を経る

につれて、進化してきたものです。コーデ

ィネーションのメカニズムで重要なのは市

長を議長や委員長などトップに据えるとい

うことです。事務局を置いているので、日々

の補佐は事務局がやりますが、市長がトッ

プであれば、重要な活動が可能になるので、

これは非常に意味を持ちます。 

 

委員会制度。自治体の人たちがメンバー

に入ります。一人の人にではなく、何々委

員会に諮る、という形を取ります。委員会

は、企画委員会、商業委員会、市・建築委

員会、運輸委員会、構造計画委員会、配管

管理委員会、社会保障委員会、財務委員会
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など複数あります。水産部局だけというの

ではなく、関連各部門が入っていることが

重要です。例えば、海に関係する活動セク

ターとして、海運、水産、環境、観光、企

画等々、関係当局が全て入っているので、

さまざまな海に関する意志決定ができると

いうしかけになっています。 

 

海洋管理部局は、第一期に出来ました。

当時、水産部門は別の部局と戦っていたの

で、それに含めず、海洋管理部局という、

別の部局を創りました。 

 

学術アドバイザリー部局。市に関係のあ

る研究者の中でも上の方の人たちを集めま

した。集めたデータを、科学的に解釈をし

てもらうため、効率のよい仕掛けを作りま

した。 

中国の制度でいうと、市は運輸、水産、

環境、商工といったところが管轄している

が、各部局は縦割りでなかなか譲りません。

新しいシステムをつくらないと、機能しな

ので、グループとして何年も活動をしまし

た。ここで重要なのは、市長、つまり行政

区の長である市長が鍵となる役割を果たす

ということです。変化をもたらす必要があ

るときには市長が動くという形になります。 

 

規則を作る権能。アモイ市は行政区の規

則をつくることができる権能を与えられて

いました。すべての市がそういうことが出

来るわけではありませんが、アモイ市はこ

れが出来るところでした。ただし、国の律

法が優先するので、不整合があった場合は、

国の法規が優先となりますが、独自の規制

条例を作ることができました（94 年―97

年）。それで終わったわけではありませんが、

市が具体的に活動に取り組みました。特に

環境保護措置に関してよく取り組みました。 

自然保護区の管理の例として、有史前の

魚である「ナメクジウオ」の保護もやりま

した。他にも、いろいろな規制を作りまし

た。また、「海洋環境の保護」を国の法規を

支持する形で、市の法規として創りました。

ICMを実践することで、どのような法規制

が必要か、ということがわかってきました。

ICMプロジェクトが作ったものではありま

せんが、市の行政としてこういう条例、規

制を出していくことができました。それを

見えるようにした、というのが ICMであっ

たということです。 

 

実施段階は重要です。過去の例で見ると、

実施に関して、ひとつの機関・組織だけが

実施する、というように頑張ると、衝突が

起こるということがわかっています。アモ

イ市というのは限られた小さな場所なので、

初期に対立があるのはよくありません。合

同で、法令を執行することが重要でした。

例えば、漁業関係、運輸・海事関係、そう

いうところが一緒になって、法令作りや実

際の取り締まりを実施しました。実際、ひ

とつの省庁だけで足りるわけではありませ

んでした。省庁間で一緒にやらないと、対

立が起きる可能性があり、それを避けるた

めにも、官庁側が一緒にやるということは

重要でした。 

 

法令の監視のための合同のチームも作っ

た。アモイ市とチャンジョウとジャンジョ

ウという３つの行政区が一緒にやりました。 
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住民の意識の向上も重要です。中国政府

としては、住民の意識が高まりすぎるとど

うなるか、という恐れもありましたが、当

局が住民に情報伝達をしようとする場合の

住民のネットワークも非常に強力なものが

あったので、それをうまく使って、住民に

情報をきちんと伝えて、住民に協力を得る

ようにしました。海岸の清掃などコミュニ

ティが一緒になってやったのはこの例です。

中国政府の政策に沿ったものでしたから、

こういうことも出来たわけで、反対だった

ら出来なかったでしょう。参加する人の数

が増えると、意識もより高まるという相乗

効果はありました。大都市であっても、住

民のことを把握できていたので、住民の参

加度、意識の効用度アップは順調に行きま

した。 

 

能力開発については、様々な人たちが一

緒に参加するので、学習のレベルを２種類

に分けました。 

ひとつは水平型。いろいろな人たちが一

緒にやります。それによって、共通の問題

がどういうところにあるか、ということを

改めて明らかにします。 

もうひとつは垂直型。評価の手法や、具

体的なテクニック、特殊技能を学習すると

いう過程がこれにあたります。内部にその

ノウハウがなければ、外から教育によって、

持ち込む必要があります。ICMの成功の鍵

は ICM 概念をうまく地元の人たちに伝え

られるかどうかです。市長、首長がよくそ

の意味を理解し、自分がやらなければなら

い、という意識が高まるとうまくいく可能

性が高くなります。 

 

機能的ゾーニングを導入した最初の自治

体はアモイ市だと言えます。海洋の空間計

画作りです。機能的にゾーニングするとい

うのは、海の中でも、ここは、どういう開

発がよい、ここはこの目的に使うのが適切

だ、などと区分けをします。生物多様性に

適切なところ、養殖目的に適切なところ

等々です。 

この機能的なゾーニングを、中国では生

物学的保全という、いわゆる西洋的概念で

はやりませんでした。西洋型では、一定の

海域を保護する場所にすると定め、他のと

ころを開発して商業地域に解放するという

のが一般的ですが、アモイ市ではそのよう

にはしませんでした。 

中国では「海域使用管理法」と言い、97

年に国がこれを法令化しました。これによ

って、自治体はすべて機能別に海洋区域を

分ける、という権限を与えられました。従

って、沿岸域はこれに従って、利用の分類

がされています。環境保護のための区分け

ではなく、利用の区分をする、というのが

主眼です。自治体でこれができるようにな

ると、国全体のプログラムの実施にとって

有用です。 

それによって、「海洋環境保護計画」とい

うものが創られました。たとえば、アモイ

市においては、湿地の保護、森林地域の保

護、特に台風からの防護を重視して、マン

グローブの植林が行われました。希少種の

保護や、保護区なども指定されました。ま

た、いくつか無人島があったので「無人島

の保護および開発計画」というのも作られ

ました。これによって、中国の「海島保護

法(Island Law)」が今年(2010)成立しまし

たが、それのひとつの駆動力となったのが、
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このアモイ市の動きでした。養殖用の場所、

海運用の交通路、というように定めていき、

時間をかけて、適切な計画をたて、海洋の

機能的な区分を確立していきました。 

 

天災人災への対策。実際の行動に際し、

天災人災の対策もいろいろな措置をとりま

した。持続可能な開発のためにも、ICMの

中でも、これはとても重要なことです。た

とえば、赤潮、原油の流出、高潮、台風な

どいろいろな課題があり、それらに対する

対応計画も必要でした。対応するにあたっ

ては、それぞれの部局で、それぞれの対応

策を作るわけですが、他の関連省庁とも連

携して統合的にやる必要があります。警報

体制、緊急時の対応体制も作る必要があり

ます。アモイ市では、次第に財源的余裕が

出来てきたのにあわせ、時間をかけて計画

を拡充、資機材を充実させていきました。

途上国の場合、そう簡単にはいかない場合

もあると思いますが、アモイ市では、計画

が整うに従い、巻き込まれる人も、意識も

高まり、そうなると更に予算もついてくる

という非常によい循環ができました。アモ

イ市の港に行かれると、基本的な対応体制

が良く整っている、ということがわかって

いただけると思います。これは、世界銀行

の支援のもとで、海洋汚染防止条約

(MARPOL)の内容が実施され、いろいろな

処理施設などの整備がされているからです。 

 

自然災害への対応計画。アモイ市は自然

災害への対応計画が非常によく出来ていま

す。特にこの２-３年、災害による死者が出

たという話を全く聞きません。それまでは、

結構そういう話が多かったのですが、この

計画が出来てからは亡くなったという話を

聞きません。特に副市長（助役）が担当と

なって、非常に力をいれるようになりまし

た。責任の所在が明確になり、政府が決意

を持ってやった、というのがいい結果を出

しています。台風が来たら、ここが何をす

る、こういうことをやってもよい、住民に

対してこういう規制をかけてよい、漁民に

対してこういう規制をかけてよい、という

ことをはっきりさせました。政府にそこま

で強い権限がないとなかなか出来ないと思

います。例えば船が転覆したとします。以

前は、そこで政府が船の出航を止めること

が出来なかったので、結局多くの人が亡く

なってしまった、また、台風のときに、政

府が規制できなかったので、地滑りで沢山

の人が死んでしまったなど、いろいろなこ

とが起こっていました。政府が強い対応が

とれると、それを防ぐ事が出来るというひ

とつの例です。 

 

保護区。「開発」ということで、過去は、

マングローブを切って海岸を埋め立ててい

ました。アモイ市もそうでしたが、ICMプ

ログラムの中で、生息地の回復プログラム、

「再生」が行われました。街の真ん中に近

いところにマングローブの保全区がありま

す。中国人としては、街の真ん中にそうい

ういい土地があれば、高層ビルを建てたく

なるのが普通でしたが、アモイ市の場合は

街の真ん中にそういう保護区を作っていま

す。それだけ力を入れていることがわかり

ます。政府がどこまで出来るか、というの

は、やはりその決意次第である、というひ

とつの良い例だと思います。アモイ市のマ

ングローブを植えた沿岸地域は、計画に基
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づいて非常によく保全されています。ここ

はまた、台風に対する防風林、高潮に対す

る防潮林となっています。 

 

希少種の保護。中国の白イルカは希少種

です。初期の中国人にとって、白イルカと

いうのは、特に意識するものではありませ

んでした。今では、普通の人がよく観察す

るようになりました。一種のイルカウォッ

チングのような活動も行われるようになり

ました。「なめくじうお」。これは有史前か

らいるもので、大学で研究がされて、アモ

イで見つかりました。昔から片口いわしの

ようなものとして、漁民も食べていました

が、調べた結果、別のものだということで、

今は保全されています。「カブトガニ」は、

中国人は卵を食べるのが好きで、失われる

のではないかと心配されていました。生物

多様性の再生ということで、毎年、カブト

ガニの稚ガニを放流して増やそうと努力し

ています。一種の宣伝効果もありますが、

市としても非常に力を入れている事業です。 

 

陸上起因汚染対策。もうひとつ 94年頃に

重要だった課題があります。まだ、陸域か

らの汚染物質が多く海に流入していました。

非常に深刻な問題で、これに対してまずや

ったことは、下水処理施設をつくり、固形

廃棄物の処理をきちんと行って、汚染物質

を減らそうとしました。日本では既に改善

されていた頃ですが、アモイ市ではちょう

どその頃こういう対策が始まりました。こ

の時期に非常に効果的に処理することがで

きるようになり、栄養物質も下水処理施設

でうまく処理をすることが可能になりまし

た。その後、下水処理施設をさらに追加し

て増やしていきました。以前、中国では、

こうしたことに対し、すべて政府がお金を

だしていました。初めて私が中国に行った

ときは、一家庭が電気のために払うお金は

たった１円で、下水処理や上水供給には全

くお金を払う必要はない、という時代でし

た。これをだんだん有料化していく、とい

うことも行われるようになりました。 

 

ラグーンの環境再生。汚染された海水

湖・汽水沼湖（ラグーン）に対してどのよ

うな対策が行われたかという例を述べます。

ヤンガンラグーンという沼湖があり、非常

に汚染されていました。文化大革命当時は、

この沼湖の河口を閉鎖し、徐々に埋め立て

をし、淡水にして、農業用水のための湖に

しようとしましたがこれはうまくいきませ

んでした。すべての排水が沼湖に入りこみ、

非常に臭く、汚れた湖になってしまいまし

た。非常に臭くて、人々は近づきたくなく、

周りには住みたくない、という状況になり

ました。 

このように、80年代の前後のラグーンは

汚染されていましたが、その後、潮位の調

整を行った結果、今は、正常化し、浄化さ

れ、きれいになり、土地も利用できるよう

になりました。以前は人が住みたくない場

所でしたが、現在は多くの人々が住みたい

という場所になって、土地の価格も高騰し、

アモイ市の中でも高価格の地域になりまし

た。かつては、漁業も全くできませんでし

たが、水質もよくなり、魚も戻ってきたの

で、漁船、釣り人も戻って来ました。市民

の影響力も重要でした。このような成功物

語があったおかげで、多くの中国の都市が

こういった行動をとりたい、と思う動機付
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けになりました。 

20年以上かかりましたが、変化が目にみ

えるような結果がでました。この事例で重

要なのは、きちんと変化が目に見えた、と

いうこと、変化が証拠として出てきたこと、

人々が目で見える結果を出せたということ

です。すべてが ICMのおかげで出来たわけ

ではありません。我々が変えようとして変

えられるものではありません。お金も十分

にはありませんでした。しかし、我々は概

念、コンセプトを導入することが出来まし

た。その概念を基に合理的な考えを持って

もらうことが出来ました。或いは、どのよ

うに前進することが出来るか、という理解

は幅広く得られました。水質もかなり改善

され、この湖の水質は現在では大変良くな

って来ています。 

しかし未だ、十分にきれいになっていな

いところもあるので、努力は今後も継続さ

れる必要があります。講義などで写真を見

せると、コンピュータで合成したものでは

ないか、といわれますが、そうではありま

せん。訪ねていっていただければ、このま

まのものが見られます。マングローブがあ

るだけではなく、埋め立てられた土地では、

美しい噴水も作られており、週末に人々が

楽しむことが出来るという社会的インパク

トも大きかったと思います。水をどのよう

に使うことができるか、というよい例です。 

 

下水の再利用も始めていて、これも重要

なことです。アモイ市は水不足に苦しむ街

のひとつなので、どのようにして、水資源

の利用を最大限に図るかは、市にとっても

重要なことです。 

 

外来種は、他の国でも問題になっていま

すが、アモイ市でも大変な脅威となってい

ます。ホテイアオイが増殖しました。コン

トロールの強化が必要です。中国は積極的

にバラスト水の条約に参加していますが、

現在もそのような作業が必要です。 

 

EIA（環境アセスメント）の実施をしよ

うとしていますが、まだうまくいっていな

いというのが現状です。中国の EIAはまだ

高度に規制されていて、開発への対応とし

て行われるものに限られており、まだ積極

的に保全のためにおこなわれている、とい

うわけではありません。それでも、一部で

は始まっています。 

 

モニタリングについては、これまで多く

のことが行われています。海洋環境の変化

については、フォローアップが行われてい

ます。監視のためのブイがアモイ周辺にい

くつか設置されています。１つのブイが

100 万ドルするので、かなりのお金をかけ

ている、ということが言えます。それほど

多くは入れられないにしても、いくつかは

既に設置されています。このブイと機能的

なゾーニングの関連づけもおこなわれてい

ます。つまり、一定の海域の利用を一定期

間認めた、ということで、これは非常に強

力なことです。ここで非常にうまくいった

ことの項目のひとつです。 

 

ICMの費用対効果。我々は小さなパンフ

レットを発行しました。ICMがあった場合

となかった場合を比較、どのような費用対

効果、コストベネフィットが得られたか、

という内容です。ICM の費用対効果につい
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てのレポートは限られていますが、初期に

行われた調査の結果で、100%正解とは言え

ませんが、ICMのプログラムを実施した場

合、かなり良い効果が得られる、というこ

とを示しています。このパンフレットの中

には、どのようなコストがかかったか、か

かったはずだったか、経済セクターでどう

か、などが書かれています。間接的なサー

ビスについての数字ははいっていません。 

アモイ市には、まだまだ多くの課題が残

っています。文化大革命の時に農村部に多

くの人が地方に行き、浅いところを埋め立

てて、水田にしました。水田に変えてから、

そこの水が農業に適していないということ

がわかって、そのまま放置され、問題にな

っていました。政府はゲートを開けて、海

に戻すことを決めました。中国の場合は、

すべて政府の土地なので、日本より容易で、

政府が決断できたといえます。このプロジ

ェクトは承認されているので、これから、

２－３年のうちにいろいろな干潟が元に戻

るはずです。日本でも直面しているこうし

た問題は、決して新しいことではなく、世

界中にこういった問題はありますが、これ

をどのようにするかが問題です。ここを再

び開けることによって、どうやって確実に

流れを元にもどすかが重要です。こういう

ことが行われる前は、片側の水が非常に汚

くなってしまっており、そこを開けること

によって、自然の環境に戻して、エリア全

体を再利用できるようになりました。 

 

トレードオフ。今、政府は新しい計画を

作っていますが、アモイ海域が新しい湾の

システムになり、海洋生物の開発もできる

ようにして欲しい、という要望もでていま

す。先に示した例ですが、牡蠣などの養殖

がアモイの海域で行われており、船が入っ

てきても、ここは通れませんでした。航路

の中に位置していたのです。ここで考えな

ければならないのは、ICM の一環として、

政府は何を選ぶのか、ということです。こ

の養殖施設を排除するのか、それとも、港

湾を閉鎖するか、ここにトレードオフが発

生します。 

海を考えるとき、漁業は非常に重要です。

しかし、このような養殖の設備をそのまま

航路上に保つとなると、経済的な損失が発

生します。さあ、どうするか、ということ

になり、結局どうしたか、というと、養殖

場を新しい場所に移しました。場所を変え

て、人も移して、ということをしました。

プロセスは簡単でなく、大変に複雑な状況

でした。養殖業者は、多額の補償金を要求

しました。沢山の養殖設備を作ることにし

て、非常に大きな問題になりました。人々

とのやりとりは簡単なものではなく、誰も

がきちんと正しく考えてくれるわけでもあ

りません。何が起きているか、注意深くあ

たらなければなりません。政府はここをう

まくやって、この人たちから商品を買うよ

うに、というキャンペーンを張りました。

そのお陰で多くの客がやってきて、それで

喜んだ養殖業者たちは、移動しようという

ことになりました。つまりうまくパブリシ

ティを組んで、なぜこの問題を解決しなけ

ればならないか、をうまく説得することに

成功したのです。 

 

管理区域の拡大。アモイには大きな九龍

川という河川があります。下流の都市を管

理するにあたっては、上流の問題を解決し
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なければなりません。そのために管理区域

拡大（アップスケーリング）の必要がでて

きました。ICMの管理（マネジメント）の

コンセプトを上流まで拡大していきました。

それによって、生態系システムの管理へと

形が変わりました。河川域から海まで、生

態系ベースの管理システムを導入すること

ができましたが、このような生態系ベース

のマネジメントを始めたからといって、す

ぐに問題解決するわけではありません。 

このように様々な都市が関与している場

合は、上からの強い力が必要となります。

例えば、中国の渤海の場合には、黄河の水

系であり、その周囲の県だけでは、誰もコ

ントロールできませんでした。副首相の力

が必要でした。副首相に一番トップになっ

てもらい、問題解決に取り組んだのです。

アモイの九龍川の場合も、市長ではすべて

のコーディネーションを図ることができま

せん、そのためにこの省の知事に責任者に

なってもらいました。現在はその方向でも

のごとが進んでいます。森林・河川も統合

的に管理するために大きなひとつの生態系

の地域として、やっていくということにな

りました。ただ、生態系ベースの管理と言

っても、余りピンとこない人がまだまだ沢

山いますが、森林・流域・川から流れる栄

養分や広範囲に拡がっている人の活動を全

体としてとらえる、ということで実践して

いる新しいイニシアティブの実例です。 

 

ISO14001と ICMの関係をここで話して

おきたいと思います。いずれも同じ PDCA 

(Plan-Do-Check-Action)サイクルで実践し

ます。ICMシステムも標準化していきます。

いわゆる品質管理の方向で動いていきます。

最終的には、もっと明確に見える形になる

と思います。但し、ICMは 40年経っても、

完璧な実例があるわけではありません。

ICMを PEMSEAスタイルでやっていくと、

ISOに似たような活動となると思います。 

 

拡大と転用。様々な国で ICMを実践して

いますが、ICMはエリア拡大や他の地域へ

の転用ができる、ということをお話します。

フィリピンのバタンガス湾の例です。これ

を同じ方法で、いろいろな場所に適用させ

ることができます。特に同じ州の管理下に

おける場合は、全て適用可能です。たとえ

ば、岡山のある地区でプロジェクトが成功

した、とします。それを県内の別のところ

に適用します。これをスケールアップと言

っています。非常に重要です。 

PEMSEA のアプローチと西洋のアプロ

ーチのどこが違うか、というと、PEMSEA

ではスタートは小さく、もしくは下流から、

スタートし、そして拡大していく。大きな

アプローチを最初からやると見た目はいい

が、それを実践するとなると、人が相手な

ので難しい。アモイ市の例もそうだが、何

年もかけてやっと前に進み、そして、他の

サイトに適用する、ということで進んでき

ました。おそらく日本でもそういう動きが

出て来ると思う。PNLG（PEMSEA 地方

公共団体ネットワーク）のトップもアモイ

市の人で、アモイ市がワールド・オーシャ

ン・ウィーク開催に熱心な理由もここにあ

ります。自治体がいかに、最終的に大きな

役割を果たせるか、ということがわかりま

す。国家開発にも貢献しながら、世界的に

も貢献しています。 
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サイト数がさらに増えて欲しいという希

望を持っています。驚かれると思いますが、

北朝鮮にも ICM サイトがあります。ICM

をやっている部門があるとのことで、うま

くいっているらしいです。すべてのサイト

では、「持続可能な開発の枠組み」でやろう、

という大枠を踏まえながら、様々な動きや

活動が継続されています。 

 

拡大のベストな方法は何か。海岸線のす

べてを最初から ICM の対象にするのは現

実的ではないので、例えば、海岸線の 20％

を目標に始めます。ICM管理下に 20％の海

岸を置く、という考え方です。「20％原則」

と呼んでいる。80 対 20 にする、というこ

とです。つまり 20％の人たちが活動の中心

に入り、残りの 80％の人たちがついてきて

くれる、ということを希望します。熱心に

やる人たちが少数でもいて、ある程度の数

になれば、全体が動くということです。ま

た、国の政策、地域の政策、戦略、立法体

系が拡大するのを促してくれます。これは、

アメリカ、中国、インドネシア、フィリピ

ンのモデルでもそうです。EU、東アジア海

域でも地域として、ICMがその地域の規模

に則った形で提供されるようになりました。 

 

「アモイでの実践例より」としてお話し

たまとめは以下のとおりです。 

１． ICM アプローチとメソッドは機能す

る。 

２． ICM は政治的・社会的・経済的・生

態系にコストよりはるかに便益の方が多い。

我々の経験からいうと、政策立案者もこれ

はメリットとして、自分の味方につけると

いうことで、活用している。 

３． ICM プログラム自体が持続可能であ

る。サイトで持続的に活動が行われている。 

４．省庁間の協力も可能である。省庁間の

協力は無理だという人もいたが、出来る。 

５．政治的意志とリーダーシップは欠かせ

ない。 

６．政策と機能の統合が必要。責任の重複

に関する調整も必要。 

７．重要なのは、実施を強力に推し進める

ということ。 

８．自治体が独自の判断をすることで、こ

れによって自治体の能力も高まる。地元の

自治体がどうしたいかを決めるべき。サイ

トに一番近いのは地元の自治体なのだから。

外部からの干渉、たとえばドナーからの干

渉もよくない。外部影響力では本質は変わ

らない。自治体の内部からでるもので無く

てはならない。PEMSEAが始まった時も同

じアプローチ。自治体にああしろ、こうし

ろと言っても、自治体が外から言われたこ

とに納得して行っても、ドナーが去れば、

元に戻る、というのはよくある話。 

９．自治体のリーダーや担当者が変わって

も、プロジェクトは継続されなければなら

ない。例えば、トップが変わって予算がつ

かなくなった、出来ない、というのはよく

ない。自治体の日常の事として、考えて置

かなければならない。そういう現場で働く

のだ、ということを覚悟していなければな

らない。 

10．海域の利用区画制度、ゾーニングは非

常に国家的な管理手法だと思う。日本では

どうなっているか知らないが、中国では機

能的なゾーニングを一度やって、失敗して

いる。あれに学んでいただきたい。空間海

域の保全に関して、例えば、保全でどこま
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で海域を残すか、という線引きが非常に重

要な判断になるので、気をつけてほしい。 

11． 外部のファシリテーター、コンサルタ

ント、ドナーは役には立つが、最終的な決

定は出来ない。 

12．ICMのシステムは段階を経ながら、長

期にわたってやっていくもの。一貫して実

施に向かって進む。従って ICMは長期的な

レビューをしていかなければならない、と

いうこと。短期間で何かが成果として出て

くることを安易に期待してはいけない。 

13．ICMの実践をより大きな地方レベルで、

または、全国レベルでスケールアップして

実施していくことが重要。そのためにはネ

ットワークが必要である。自治体同士で、

お互い離れた地域の人は、今回が、初対面

かもしれないが、これをきっかけに、里海

プロジェクトでも ICMでもいいので、人脈

作りして、ネットワーキングしてほしい。

同じ仕事をしている人たちのつながり、ネ

ットワークがある、というのは強みである。

14． ICM の影響について。１セクターと

して活動するのはよくない。それほど力が

発揮でない。１部門とか１部局とかでは、

ダイナミックな動きができない。中立で、

より高いレベル、部局以上のレベルで動か

なければならない。難しくても、そういう

位置づけにする。 

 

今、お話した内容に関しては、「ツールブ

ック」というのがあります。いろいろな教

材が作ってあるので、関心のある方はご覧

戴きたいと思います。 

また、本日の実践例でお話したアモイ市

は 15 年、20 年で非常に変わりました。地

元民に対する印象は強烈で、今では非常に

美しい街になりました。グランギ島は、

ISO14001 を取りました。日本からもサイ

トを見に来られたが、きれいな街になって

いたと思います。皆さんも是非訪問してく

ださい。では、質問をどうぞ。 

 

＜質疑応答＞  

質問： 

今日のお話の中で、非常に興味と関心を

持ったのが、未利用の干拓地の干門を開放

して、海水を導入してもとの海に戻した、

という話です。岡山県でも似た事例があり、

海を干門で締め切って淡水湖にして、その

周りを田んぼにした、という場所があるの

ですが、今、その淡水湖の汚染が非常に進

んでいて、これを抜本的にどうにかできな

いか、という議論が進んでいます。 

極端な例として、一部の漁業者が、元の

ように海に戻せばよい、干門を開けっ放し

にすればよい、という意見も出ていますが、

それが省庁間のいろいろな駆け引きによっ

て、なかなか本気で議論されなくて、どん

どん汚染が進んでいっている、という状況

です。そうした中で、今日、中国でそうい

う事例がある、ということを伺い非常に驚

いた、というか、こんなことが実現できる

のだな、と思って、非常に興味を持ちまし

た。 

中国と日本との土地の所有者のあり方が

異なり、中国の場合、政府にある、という

ようにお聞きしたので、そのあたりで導入

がしやすかった、ということでしたが、こ

ういうことが実現できたことで、これが成

功できた理由が他にもあればもう少し詳し

く聞かせていただきたいと思います。 
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回答（チュア博士）： 

もちろん、土地所有権に関しては有利で

した。ただ、主要なことは「共通課題の認

識」だったと思います。アモイ市では、ス

タートしたときに、政策のビジョンがはっ

きりしていました。まず、それだと思いま

す。きれいにしたい、そして、「庭園都市」

にしたい、ということでした。庭園都市に

したい、きれいな景観、清潔な都市にした

い、つまり汚染のコントロールをし、また、

港湾も風景明媚な場所のひとつとして入れ

たい、これはビジョンとしてはっきりして

いました。これが、開発に有利でした。高

所から見た政策は非常にはっきりしていま

した。何を選択するかの決断、現状分析と

いうことを市全体で行いました。 

その中で、干拓後の干潟が汚染源になっ

ている、ということが問題として指摘され

ました。ここをどうするか、という時に、

他の省庁との利害の縦割りの弊害がでるか

ということですが、アモイ市で、トップが

検討しなければならない、やらなければな

らない、という場合、これは、委員会制度

なので、委員会で取り上げられました。省

庁間会合というのが、委員会として出来て

いるのは、非常に重要で、それが出来てい

れば、その場に問題をあげられる、という

ことです。それが出来ていない場合、例え

ば、諮問委員会と言うことであれば、全く

歯が立ちません。政府の政策立案を担当す

る委員会であって、そこで検討した結果、

決断したのであれば、他省庁もそれに従わ

なければならないので、そういう位置づけ

の委員会があれば、そういう形で解決策を

実施することが出来ます。 

 

もちろん、その次の問題として、予算が

必要です。予算は計画してきちんと作って

おかなければなりません。さらに、スター

トしたが、予算が足りなくなった、という

ような場合、もちろん、進行させながら、

予算をつけていく必要もありますが、一旦

サイクルがきちんと回っていってくれると、

資金を集中できるようになります。アモイ

市はそういう形で動きました。湾岸都市だ

から、ということで、そうしたはっきりと

したものを持っており、市民の人たちも共

通の希望を持っていました。なぜ、あの汚

い土地をあのままにしておくのか、きれい

にしてほしい、と市民も言いました。ステ

ークホルダーがやりたい、というニーズを

感じればやれるのです。市民もきれいなの

がよい、といっていたのが、非常に大きか

ったと思います。市民が「どうでもよい」

と言っていたら何も起こらなかったでしょ

う。サポートもされない。皆が希望すれば、

かつ、その方向で毎年変わっていけば動く

ということです。そういう意味では毎年開

催していたオーシャンウィークというのは

非常に重要でした。市も、イメージアップ

できれいになったところを見せないといけ

ないわけなので、イメージを誇れる実際の

場を作らなければならなかった、というこ

とも役に立ちました。実践する側としては、

経済的な便益も示さなければいけません。

地価の問題、法律関係の問題など、いろい

ろ絡んでいました。埋め戻しをするとか、

海水の導入をするときに、お金がかかるわ

けなので、それをどうするか、ということ

もありました。さまざまな省庁が関係する

のはわかります。それをなんとかしなけれ

ばなりません。いずれにしても、今でも縦
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割りの弊害は残っています。変えるには、

時間がかかります。すぐにはできません。 

 

質問： 

水門を開けた時のことですが、養殖の場

所を移動してもらうとき、政府が漁民・養

殖関係者に対して、「新しい別のところに移

動して欲しい、補償金は払う」ということ

でやったのでしょうか？ 

回答（チュア博士）： 

はい、そのとおりで、実際、非常に高い

補償金が支払われました。５千世帯が牡蠣

などの養殖に携わっていて、政府は２つの

措置をとりました。ひとつは、非常に大が

かりな啓蒙活動。２番目は漁業関係者と補

償に関する問題を中心に、とにかく対話を

しました。補償金に不満を持って残ってい

た人が３軒ありました。中国でこういう問

題が長引くというのは、それだけ問題が重

要だ、ということですが、補償金をいくら

にするか、というプロセスは非常に複雑な

ものです。生活の糧がなくなったり、他の

ところに移動してもらったり、必要な職業

訓練などもします。航路帯になっていると

ころは、汚染も起きやすく、実際にはそこ

で養殖をするのは、やりにくかったはずな

のですが。しかし、市はその分もきちんと

補償金で払うようにしました。 

 

質問： 

ICMの全体の費用がこれぐらいかかりま

すよ、というのはいつごろのタイミングで

市民に伝えるのか。特にかなりの額になっ

た場合、どうなのでしょう。 

回答（チュア博士）： 

予算の話は一般市民に対しては一切あり

ませんでした。自治体が自分達で何でもや

ってしまえるので、これだけ予算がかかる、

という話はあまりしません。そのあたり、

中国では余りオープンにはしません。特殊

なケースだけ行います。予算的には、実際

の額で見ると、ひとつの部局だけではなく、

あらゆる部局がかかわっていたので、分散

されたことになります。一つの部局だけの

予算ではなく、市全体で持ち、それでいく

らになったという発表は一切しませんでし

た。日本ではそういう訳にいかず、言わな

いといけないはずですね。 

 

質問： 

ICMのスケーリングアップに興味があり、

３つ質問します。 

１）初期導入時の ICMの空間スケールを

どのように決定するのがよいか、市町村レ

ベルの空間スケールで攻めるべきか、ひと

つの流域圏という観点で攻めるべきか、地

元のアクティビティがどれくらいのスケー

ルで拡がっているかで攻めるべきなのか、

空間スケールの設定のしかたをお伺いした

い。 

２）スケーリングアップしていくことに

よって、ICMの目的が場所毎に異なると思

います。スケーリングアップすることによ

って、目的が変わってしまうことがあるの

ではないでしょうか。その場合、目的が変

わっても良いとするのか、良くないとする

のか。 

３）ICMを拡大することによって、リー

ダーが変わるということについてです。一

つの市、もう一つの市･･･と合わさることに

よって、リーダーが市長から知事に代わっ

たという話があったが、大きな空間を包括
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する知事レベルの人がリーダーになるのが、

ベストなのか、それでもどこかの市長が代

表してトップとなるのが良いのか。 

回答（チュア博士）： 

いずれも非常に実際的で重要な質問です

ね。 

１）行政レベルで範囲を決めるかどうか

ですが、市の場合、市の境界の中で始める

べきかについて経験から言うと、まずは、

ある行政区の中で、それを超えない範囲の

どこかでやった方が、範囲として管理しや

すいです。他の行政区まで巻き込むとなっ

た場合、より複雑になります。ある行政区

域の中で、それを超えない範囲でやる、と

いうのが最初はよいと思います。 

たとえば、ある流水域ということで、水

源から河口までととっていくと非常に複雑

になります。コーディネーションも、より

強力でなければなりません。そこには、い

ろいろな行政単位の長が入ってくるという

ことになります。４つの行政域、４人の長

が入って来る、となると、その人たちがう

まく代表とならなければならない。それぞ

れの地域の利益のこともある。より高いレ

ベルの人がリーダー的存在になる方が争い

ごとが少なくてすむ。ICMをいきなりいく

つもの行政区域にまたがる流域単位でとい

うのは余り賢明ではないと思います。よほ

ど腕に自信があれば別ですが。いくつもの

行政区域にまたがるほどの広い流域全域に

対する権限を持っているところというのは、

最初の段階にはないでしょう。チェサピー

ク湾では 50年と 10億ドル以上をかけてよ

うやくうまくいくようになりました。オバ

マ大統領の下で、チェサピーク湾の空間管

理法というのができて、オバマ政権に直接

繋がる人がスーパーバイザーになりました。

これも特異な例です。よほど小さな川なら

別ですが、流域全体となると、結局、コー

ディネーションの難しさが非常に大きな要

因になります。 

２）スケーリングアップによっても「持

続可能な開発に向けて」という指針となる

大きな ICM の目的は変わりません。ただ、

優先課題、優先分野というのは変わる可能

性があります。たとえば、下流地域での利

用者の利害対立というのが最初の狙いだっ

たかもしれなかったのが、スケールアップ

することで、森林の問題や農業の問題を当

然解決すべき問題として包含するようにな

るかもしれなません。同じ場であったとし

ても、そのように課題が変わるということ

はあります。アモイ市でもそうでした。２

～３年経つ内に、これも解決すべき問題で

はないかというものが浮上してきます。常

に継続的改善が必要となりますが、スケー

ルアップ自体によって、対立が起きるとい

うことはありません。 

３）スケーリングアップでリーダーが上

の包括的な立場の人に替わるのか、という

質問ですが、決まったルールがあるわけで

はありません。複数の自治体が入ってきた

時に、誰がコーディネーターになるか、と

いう問題があります。一般的に、コーディ

ネーターになるのは、ひとつランクの上の

人がいいと思います。同レベルの人たちの

間でリーダーが変わるというのはよくない

と思います。副知事は、元アモイ市長でし

た。市長が昇進して副知事になったのです。

アモイ市の場合はそういう例だったので、

非常にやりやすかった。 

フィリピンの場合はより広い地域の ICM
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になった場合、例えばバタンガス州の場合

は様々なところが入ってきたので、知事が

コーディネーションする、ということにな

りました。それでやりやすくなったと思い

ます。市長のポジションと知事のポジショ

ンはレベルが異なるということです。 

 

質問： 

海洋政策研究財団で「森川海の一体的な

管理に関する調査研究」を行っています。

いろいろなセクターが入って来るので、コ

ーディネーションのメカニズムが様々な自

治体、セクター間で必要になるのですが、

アモイ市の場合はどのようにしたのでしょ

うか。複数の自治体にまたがるような共通

の条例のようなものは既にあったのでしょ

うか。それとも、省レベルでの法律があっ

たのでしょうか。また、ICMを始める前に、

既に、委員会はあったのでしょうか。 

回答（チュア博士）： 

共通の ICM に関する条例は出来ていま

せんでした。環境保護に関して国の法律は

ありましたし、他の法律もありました。 

上流は沿岸ではなく内陸地なので、沿岸

関連の法令には縛られない土地です。むし

ろ、全体的な土地利用関連の法令に従わな

ければならないという場所でした。また、

各自治体にそれぞれ異なった条例がありま

したので、国の法律を共通のものとして適

用して ICMを行いました。 

スケールアップした時は、統合的な水源

管理ということで後背地も巻き込まれるこ

とになりました。いずれにしても、水とい

うものを媒介として、なんらかの共通性を

持ったスタンダードやルールが必要だった

と思います。 

例えば水質。川の水質基準というのがあ

ります。河口になると別の基準があり、満

潮時と干潮時は異なります。干潮時は淡水

の量が増えるので、塩水の法律と淡水の法

律のどちらを優先させるかということが問

題になることがあります。そうなると非常

に慎重にモニタリングしながら決める必要

があります。モニタリングが必要だという

ことに関しては、考え方は同じです。 

上流域にある自治体が統合管理の概念を

作り上げることは可能だと思います。国に

よっては、NGOがより強力な役割を果たす、

ということもあります。NGOが常時政府に

アドバイザー役として入っているような国

もあるでしょう。NGOというのはあくまで

全体のメカニズムの中のアドバイス役です。

拘束性は持ちません。政府に協力して共同

管理をしようということで NGO が加わっ

た場合、政府はより耳を傾ける姿勢になる

と思います。政府が主導権をとるような国

では、そこに拘束性が入ってきます。いず

れにしても、統合的に管理するのだ、とい

う基本線は変わりません。具体的な実際の

運用は両者でシステムが異なるので、違い

がでてくることもあるでしょうが、管理は

あくまで統合的、総合的にということです。 
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第５章 

誰が沿岸域総合管理に関わるべきか 

 

Ⅰ． ＜ICMの開始段階＞ 

 

１．＜資金提供者＞ 

担当者、責任者が参加するのはもちろん

のことですが、ステークホルダーすべてに

参加してもらうために、誰が ICMの参加者

になるべきか、ということは重要です。過

去のことを言いますと、最初のグループと

して、ICMのプログラムの初期段階に参加

するのはドナー、資金提供者である国際的

支援機関でした。従来は、最初の関与者は

そういう人たちだったのです。 

 

２．＜国連・国際機関＞ 

また、国連機関、国際機関、例えばUNDP、

GEF、IMO、PEMSEA など外部のファシ

リテーターが関与してきました。彼らは

ICMの概念を世界中で推進しようとしてお

り、ICMの初期段階においては、こういっ

た外部のファシリテーターの役割が重要だ

ったのです。 

 

３．＜貸付機関＞ 

別のタイプの人たちとしては、貸付機関

（世界銀行、アジア開発銀行など）があり

ます。重要ではありますが、こうした国際

プログラムの資金援助はうまくいかないこ

とが多いのです。というのは、こうした貸

付けは短期的なものなので、３年程の間に、

貸付機関の様々な用件を満たさなければな

らず、現実的ではないことから、あまりう

まく機能しませんでした。 

 

４．＜政府、地方自治体、 

NGO（財団、NGO）＞ 

各国政府の推進しようとする意志も重要

です。観光当局、漁業の関係当局がかかわ

ります。この段階で、政府、市町村も関係

してきます。日本の場合は、さまざまな基

金が関わる可能性もあります。海洋政策研

究財団（OPRF）のリーダーシップによっ

て、日本に ICMの概念を導入することがで

きたということは是非申し上げておきたい

と思います。OPRF や、ピュー財団、ロッ

クフェラー基金など、こういうところが初

期段階に参加します。他に、国際的な NGO

が実施する場合もあります。IUCN、WWF

などが地域の ICM のプロモーションをし

ているところもあります。 

ただ、このような外部援助機関、基金提供

者がいると、自分たちではなく、外側から設

定される時間枠の中で実行しなくてはなら

なくなります。ICM というのは、中・長期

で行われなければならないのに、そうしたプ

ロジェクトの場合は、短い時間枠になってし

まいがちです。PEMSEAに対しては未だに

外部からの基金提供が続いていますが、これ

は、非常に例外的なことと考えて良いと思い

ます。多くの場合はプロジェクト支援が３年、

長くて５年～６年で、そのあと資金は来なく

なる、という状況が一般的です。 

従って、自治体がそのような活動を継続

していこうと思うのであれば、最初の計画

の時に「持続可能なプログラムづくり」を

やっておかなければなりません。ドナーが

あってもいいのですが、ドナーが撤退して

も持続できるようなことを最初から考えて

おかなければなりません。撤退されてから

考えたのでは遅すぎます。 
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Ⅱ．＜ICMプログラムの開発段階＞ 

 

１． ＜ICMプロジェクト・チーム＞ 

開発途上段階では、運営を考えていかな

ければなりません。ICMを展開している場

合は、運営のことを考えておく必要があり

ます。コストをきちんと確定して、プロジ

ェクト事務局でそれを認識し、計算してお

かなければなりません。 

必要なスタッフの数、採用人数、スタッ

フに対するトレーニング、各分野での幅広

い視野をもったキーとなるスタッフの特定。

適切な人選が重要です。２－３人、ICMに

詳しい人がいて、全体のコーディネーショ

ンをしてくれるといいですね。仲間うちで

もめてはいけないので、そのためのチーム

づくりをどうすればよいか。人選が重要で

す。 

専門家チームのコーディネーションも必

要で、重要です。専門家チームを準備して

おく必要があります。調査、データ収集、

データの総合のために、地元の研究機関等

からの専門家の参加を仰がなければなりま

せん。 

 

２． ＜コーディネーションのメカニズム＞ 

ICMプロジェクトの品質管理していくた

めにも、コーディネーション・メカニズム

が必要ですが、まず、誰に入ってもらうか

を決めます。アモイ市の例では、コーディ

ネーションは様々な委員会で行っています。

その中で、自治体の長、もしくは各省庁の

トップが参加する必要があります。基本的

には自治体中心のプログラムなので、そこ

に関係する自治体当局の人が入っている必

要があります。また、アドバイザリーコミ

ッティも考えておかなければなりません。

ただし、アドバイザリーコミッティには、

権力、拘束力はありません。アドバイスす

るだけで、聞く・聞かないは自由です。民

主主義的なプロセスであって、NGOは発言

はしますが、政治的な関与やどこまで聞く

義務があるか、というのもそれぞれ異なっ

てきます。 

また、各省庁の担当、そして、民間のキ

ーマンが入っている必要があります。例え

ば、志摩市の場合、民間として、ホテル業

界や真珠養殖業者が入っている必要があり

ます。地元の民間を代表するような人選が

要ります。なぜ民間に入ってもらわなけれ

ばならないか、というと、ビジネスマイン

ドを活用する、という理由です。ビジネス

をやっている人たちなので、政府や研究機

関の人たちとは異なるマインドを持ってい

ます。民間の頭脳を借りる、ということで、

事業の運営面の強化が図れるかもしれませ

ん。研究関係者も基盤となるチームの一員

です。地元の NGO の人たちや政府以外の

非営利の部門を代表して発言できる人達に

も入ってもらうことです。もちろん、チー

ム編成は国によって異なってくるでしょう。 

事例を挙げます。バタンガス湾の例です。 

バタンガス州には複数の市があり、州知

事の下にメンバーとしてそれらの市長が全

部入っています。自治体、市町村の間に、

市議会、町議会、村議会があります。自治

体の長がはいっていることは重要です。 

運営は事務局がやります。これは、知事

直結の機関です。国の機関からも入ってい

ます。他に民間、NGO，マスコミ系も入っ

ています。フィリピンではマスコミがとて

も重要です。いろいろ記事を書いてくれま
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すし、それがまた、政府活動に対するチェ

ック機能にもなります。 

ICM のサイトの大きさについていうと、

バタンガス湾は複数の自治体にまたがって

いますので、それが全部入っている、とい

うことです。それぞれの自治体の下に、そ

れぞれの議会があります。各市の人口が約

３～８万人なので、単位としては小さいで

す。人口合計 50万ぐらいのところです。  

 

Ⅲ．＜ICMの実施段階＞ 

 

１． ＜情報収集と情報分析＞ 

エキスパートに情報を集めてもらって、

プランを作る、という段階です。実施の最

初の段階は情報収集です。誰がやるか。研

究者、研究機関、また、コンサルティング

会社を使うところもあります。ただ、ここ

で慎重にやらなければならないのは、コン

サルティング会社やコンサルタントを使う

場合です。ICMを専門にやっているコンサ

ルティング会社は少ない。だから、プロに

任しているので大丈夫、というのは間違い

です。きちんとこちらで指示して、どうい

う情報を集めてもらうか、何のため、とい

うことを、発注サイドでしっかりと把握し

ておかなければなりません。つまりお任せ、

というのはなく、こちらで作っておかなけ

ればなりません。 

 

２．＜ビジョン、戦略、行動計画＞ 

もう一つ重要なのは、ビジョンを創る、

戦略をつくる、アクションプランを創る、

ということです。研究機関、技術アドバイ

ザーなど複数のグループからの参加が必要

です。ビジョン策定に関して言えば、こう

した人たちをまとめて、コーディネーティ

ングコミッティが入り、ステークホルダー

全員が入ります。政治家も入る。ここで重

要なことは、広島も、岡山も、志摩も、サ

イトそれぞれのビジョンを明確に決め、そ

れを持つ、ということです。また、このビ

ジョンを動かして行くのが誰か、というこ

とを決めることも重要です。 

ビジョンは、情報を得てから作ります。

その結果を見てから作ります。ステークホ

ルダーと綿密に話しあって、何をビジョン

とするかを決めます。特に、20年後、これ

でどうしたいのか、ということを考えなが

ら決める。それほど食い違った答えは出て

こないと思います。 

昨日、少し話しましたが、例えば、東京

湾をどうしたいか、ということについて、

皆、コンクリートジャングルのような湾岸

になっている、と言っていますが、それな

ら、「東京湾がコンクリートの堤防で固めら

れていくのを見たいですか？」「これから

20 年後もこういう形で開発するのが好き

ですか？」と問うと、おそらく多くのステ

ークホルダーは No と言うでしょう。それ

をどうビジョンとしてまとめていくか、と

いうことです。そのあと、戦略、行動計画

をつくります。これば全部別々のものでは

なく、別々のグループが策定するものでも

ありません。段階を追ってやっていく、と

いうものです。 

 

３．＜官民連携＞ 

次に考える必要があるのは、民間の部門

の活用で、これは非常に重要です。もし、

民間を必要とするなら、途中で呼んでくる

のではなく、最初から参加してもらいます。
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フィリピンのバタンガス州での ICM につ

いていうと日本の民間企業が積極的に参加

しました。今も継続的に参加しています。

なぜその会社が関心を持ったのだろう、何

を得ているのだろう、ということで聞いて

みたら面白い答えが返ってきました。「政府

の人たちと接触できて、直接話し合える機

会を持てるのがいい」ということでした。

政府が何を望んでいるか、ということが具

体的に教えてもらえる、そこが企業にとっ

ても役立つ、ということでした。 

東アジア・オイルスピル・リミテッドと

いうシンガポールベースの企業があります。

PEMSEA に高い関心を持ってくれていま

した。なぜ、関心をもつのか、と聞いたと

ころ、答えは、「ローカルレベルの政府のコ

ンタクトが見つからなかったが、PEMSEA

に入ると、そういう人に会えるし、コンタ

クトも出来るので、よかった。そういう動

機があって、入っている。」ということでし

た。渤海のマネジメントレベルでも、新た

な民間の参加があります。したがって、民

間に参加してもらう、というのは可能です。 

コカコーラ、タイガービール（カンボジ

ア）、なども喜んで参加してくれ、うまく適

合しています。たとえば、カンボジアのタ

イガービールは、水をきれいにしたい、と

いうことです。醸造所もきれいな水がない

とビールができません。飲料会社にとって、

きれいな水は重要です。彼らにとって、水

が汚染されたらどうなるか。ここで重要な

のは、プロジェクトマネジャーで非常に視

野の広いひとの存在です。こういう人にコ

ンタクトして、全部を引き込むことが出来

る人です。こういう人はなかなかいません。

どんな人とも話が出来て、説明して、参加

してもらうように動機づけて呼び込むよう

な人。いろいろなグループの人と話ができ

る人でないといけません。 

バタンガスでプロジェクトが立ち上がっ

た時は、地域のディレクターはシェルの人

がやりました。オランダかデンマークの人

でした。彼が一生懸命、みんなと一緒にや

ろう、と頑張ってくれました。また、彼は

自治体にも働きかけてくれました。自治体

ともやれる人。民間会社なので、それなり

に良い機材も持っていました。例えば水質

検査など簡単にできましたし、リソースも

提供してもらえることになりました。かつ、

技術も専門知識もある。地元で大いに活用

させていただきました。 

 

４．＜中央政府からの政治的、法的、 

財政的サポート＞ 

 

官民のセクターが参加するということで

すが、国の中央政府の後押しは必要です。

廃棄物処理、投資関連についても、彼らは

力強い味方になってくれます。政治的・法

的・財政的サポートが得られます。お金を

出す、出さないにかかわらず、賛成してく

れる、支持してくれるというのが重要です。 

インドネシアや他の国では汚職というの

が自治体で問題になっていますが、官僚が

汚職気味である場合、そういうひとたちと

つきあうのは、大変です。こういうことが

問題になりますが、好む、好まないは別に

して、そういう賄賂が欲しい人たちをも取

り込んできちんと仕事をしなければなりま

せん。そのためには、かなり知恵を使わな

ければなりません。どんな政治体制であれ、

それがどういうタイプの人であれ、政治
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家・官僚・自治体の人とつきあっていかな

ければならないというのが ICM の現実世

界です。 

 

IV．＜ICMの維持と管理＞ 

 

１．＜ICMシステムの管理・運営＞ 

加えて、実施で重要なのは、管理・運営

すること、継続することを誰にやってもら

うか、ということです。運営できないもの

は ICMと言えません。きちんと役割・責任

を明確にした人たちに担当してもらわなけ

ればなりません。自治体の役割も最初から

はっきりしていないといけません。ICMの

運用面の要件がわかっている必要がありま

す。 

最初から完璧にできるということは望め

なくても、少なくとも基準以上を目指して

運営できる必要があります。また、仕事を

モニタリングし、評価し、報告を出してい

かなければなりません。運営するといって

もさまざまですが、この手腕も重要です。

昔はあまりここを強調していませんでした

が、今はここを強調しています。きちんと

運営・管理することで品質が保証されます。

スタートさせるのは簡単ですが、継続的マ

ネジメントは難しいものなのです。 

 

２．＜ICM実践の維持＞ 

ICMが長期的に持ちこたえられるように

するためには、どうしたらいいのでしょう

か。資金を２－３年分確保することが出来

たところまではいいが、そのあとずっと続

けていくためには、地元の自治体政府の財

政および経済の流れに合わせていくことが

重要です。人材の育成、能力強化が必要で

す。能力の強化がなぜ必要かということで

すが、能力を構築することによってはじめ

て、持続していける人材を確保し続けられ

るからです。たとえば、報告書を作って、

政府に上げて終わり、では困るのです。地

元の人の能力を構築して、概念、考え方そ

のものを地元において内部化していくこと

が欠かせません。地元の行政関係者にとっ

て、頭の中に内部化することによって、地

元のものになっていくのです。 

参加型プロセスの制度化と言う言葉を使

います。いろいろな参加者をただ集めて、

やりましょう、やりました、では駄目で、

何らかのシステムが必要です。官民等いろ

いろな当事者を集めてやっていくというシ

ステムが必要です。ネットワーク、あるい

はメカニズムという言い方をしてもいいで

しょう。また、適切な方向にきちんと進ん

でいるのかということを常に確認していく

ことが必要で、これを誰がやるか、という

と関係者全員、パートナー全員ということ

になります。その中でも、行政は大きな役

割を果たします。NGOも重要です。OPRF

もそういった例にあたります。例えば、こ

の場合、OPRF の役割は、育成する役割で

す。育て役と言うといいのではないか、と

思っています。 

 

V．＜ICMの手順の再現と拡大＞ 

 

アジアでの私の役割は、地域に ICMの概

念を広げるというだけではありません。私

の重大な関心事は、ICMが確実に広がって

いき、今後も続いていくためにはどうした

らいいか、ということです。その中で、自

治体の役割というのは重要です。ただ、進
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行中の ICMの管理をするだけでなく、長く

継続できるようにしていく必要があります。

市長の任期が終わったら終わる、というも

のではいけません。３年で市長が替わって

終わり、ではいけない。たとえば、市長や

トップが替わったあとも継続されるものに

することが非常に重要です。自分が替わっ

たら終わってしまう、というのでは、その

人の最大の失敗と言ってもいいと思います。

私が引退して PEMSEA が終わってしまっ

たら、それは私にとっての失敗であると言

えます。私がいなくなってもずっと続くよ

うにしておけるか、というのが私の仕事が

うまくいっているかどうかの試験紙です。 

自治体、中央政府両方に関わってくるこ

とですが、自治体というのはその行政区域

だけの役割を果たせばよい、というのに対

して、それを越えた大きな役割を果たすの

が県や国です。特に重要なのは、ICM法と

いう、法の整備です。インドネシア政府は

ICM 法を作って ICM が非常に活発になり

ました。現場で関係する各省庁の部局とい

うのは非常に重要です。ただ傍観者として

参加するのではなく、各省庁、各部門が主

体となって参加することが重要です。 

 

VI．＜第５章の重要メッセージ＞ 

 

１．ICMというのは、ひとり、とか一つの

部門でやれるものではありません。中核と

なる人々がチームでやるものです。 

２．統治、ガバナンスが必要です。ICMと

いうのはつまるところガバナンスのしくみ

に他なりません。従って、必ず関係省庁を

巻き込んで、政府、自治体がやらなければ

なりません。 

３．政府の役割は独自のものがあります。

科学者が入って、その代わりをすることは

できません。しかし、まわりの人々が参加

することで政府の役割がさらに充実して、

効果をあげることが出来ます。 

４．ICMを実施する、ということで、地元

で以前から続いていたものをなくしてしま

う、ということでは決してありません。昔

からそこの土地に続いてきたものを更に充

実させる、豊かにする、という役割が ICM

です。たとえば、里山がうまくいっていた

り、里海がうまくいっているなら、ICMの

もとで、里山事業と里海事業を一緒に統合

することができる、という考え方です。ICM

が傘になって、それらをつなぎ、統合し、

実践していく。昔から続いてきたものが、

ICMによって、さらに長続きするものにな

るということです。 

フィリピンでは、私が見てきたところで

は、初期において、自分たちで自主的なレ

ベルでいろいろ行ってきたものが途中で頓

挫するということがありました。行政の不

要な介入があったり、資金が続かなくなっ

たり、ということがありました。例えば、

いろいろな解放区の取り組みなどがありま

したが、それが頓挫する、ということがあ

りました。それが、そうならないように法

的な枠組みを作るような取り組みが必要な

のです。途中でバラバラになったり、頓挫

したりしないようにしていくという取り組

みが行われるようになり、昔からあったも

の、伝統的なものをなくし、とってかわる

のが ICMではなく、それらを包括的にして、

傘のような役割をするのが ICMなのです。 
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＜質疑応答＞ 

質問： 

インドネシアの ICM 法が非常に重要だ

ったということについてもう少し詳しく説

明していただけますか。 

回答(チュア博士)： 

インドネシアは多様な背景・文化を持つ

多くの島で構成されている大きな国です。

あの国の ICMのひとつの特徴は、導入時に

既に地方分権のための法が施行されていた

ということです。従って、地方政府が沿岸

管理の権限を既に与えられていました。分

権が既に進んでいたので、それを生かせた

ということです。天然資源に対する利用権

限も中央政府より地方政府に多くありまし

た。その中で、環境の深刻な劣化が進んで

いました。ICM 法が役割を果たしたのは、

より体系的にシステマチックに資源管理が

できるようにした点です。沿岸域において

だけではなく、離島においても同様です。

インドネシアの島と島の間の通行、通商は

難しく、自治体が「いろいろな資源管理能

力について詰めましょう」と、口で言うの

は簡単でも、具体的にどうやるかを決める

のは、非常に難しいものでした。自治体や

州政府の人々が移動するだけでも大変で、

それが大きな障害にもなっていました。ま

た、行政の壁などもありました。ICMはそ

れを簡素化し、合理化するのに役立ちまし

た。法律というのはあればよい、というの

ではなく、法律が出来たあと、実施すると

いうところが重要です。自治体の作業を出

来る限り容易にする、という役割があった

と思います。 

 

 

質問： 

ICMのプロジェクトに関わっている人数

は通常何人ぐらいですか？ 

回答(チュア博士)： 

事業の規模次第ですね。また関係者の能

力次第、関係省庁の能力次第でもあります。

どういうレベルでやりたいか、にもよりま

す。たとえば、ある自治体全体を巻き込ん

で実践する、となると準備段階から多くの

人数が必要です。しかし、ICMのコーディ

ネーティング・オフィスはあくまで、小規

模にしておく方がよいでしょう。そこはプ

ロジェクトオフィスとして長いこと続くわ

けなので。途中で沢山の人を巻き込んでい

くことになります。ある自治体で始めると

き、地元のコーディネーティングオフィス

は最初、３－５名ぐらいの規模で十分なは

ずです。そのほかにいろいろな技術的な側

面をもった委員会などをおくことになりま

す。プロジェクトマネージャーが有能なら、

２－３人の専門家を抱えて、一人は生態系

に詳しい、別の一人は経済に詳しい、他の

一人は計画立案、企画関連に詳しい、その

ぐらいであったら、非常にいいチームとし

てのコーディネーティング・オフィスが出

来ると思います。もちろん法整備も必要だ

が、そういうのは沢山専門家がいるので、

必要な時に入ってもらえばよいでしょう。

コーディネーティング・オフィスで必要な

能力は、コーディネーション。漁業の専門

家が必要になった時に、例えば漁業局に行

って、漁業の専門家に入ってもらうことが

できる能力があればいいわけです。 
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質問： 

ステークホルダーが沢山いる場合、全員

を関係者にいれるのが難しい場面もあると

思われますが、そういう場面において、多

くのステークホルダーの中からどういう人

たちをどんな形で選定し、関係者の意見を

収集するのが望ましいでしょうか。 

回答(チュア博士)： 

どういうステークホルダーを必要とする

か、吟味する必要があります。NGOだけで

はありませんし、民間といってもいろいろ

な人たちがいます。環境に影響をおよぼし

ているひとたちは誰か、ということをまず

考えます。経済界、工場関係者、産業関係

者、あるいは養殖関係者など。また、地元

の中で代表的な人たち。ある特定の資源の

保護を訴える人もいるかもしれません。誰

を選ぶか、と言うときは、直接的に対象と

なっている生態系に影響を及ぼすような

人々や団体、或いは、ICM関連の活動をす

ることによって影響を受け得るような人々

を選ぶことに必要になると思われます。 

 

質問： 

どのような形で一般に情報を提供するの

が望ましいでしょうか。 

回答(チュア博士)： 

フィリピンの場合は、メディアが関わっ

ていました。フィリピンのメディアはさま

ざまな役割を果たしています。各州政府、

調整オフィスがメディアに対し、毎週、発

表を行います。自分たちが何をしているか

などについて、ラジオを使って伝えます。

市民に対してラジオを通じて、或いは地元

新聞を通じていろいろな情報を提供してい

ます。そうした中で誰に参加してもらうか

は、注意深く選ぶ必要があります。 

 

質問： 

ICMプロセスを開始する前の準備段階に

おける準備は誰が行うのでしょうか。 

回答(チュア博士)： 

準備に関わる人々、イニシエーターがそ

の指導的役割を担います。日本の場合では、

ICMを開発して、新しいことを始めようと

しているところですが、その場合、ICMの

概念を中央政府の人々などに理解してもら

う役割を果たすのはOPRFになるでしょう。

説明をして理解をしてもらってスタートす

る。このような知識を最初に持っている人

が準備をして、それから開始して、動くこ

とになる。これが準備段階です。 

地方自治体が自分たちで ICM を行おう、

と自らが考えた場合、自らで作ったチーム

メンバーが主体となるでしょう。プロジェ

クトオフィスが出来るわけではなく、彼ら

自身で始めなければなりません。自分たち

で人選して、創るか、外部のイニシエータ

ーが来て、支援を行います。外部はどうい

った ICMの要件があるか、という説明を行

うなどの形で参加するわけですが、自治体

に対して強制することはありません。地方

自治体自身が誰に仕事をしてほしいかを選

びます。市長に重要な役割を果たしてもら

う、責任を持ってもらう、ということも必

要となります。必要な人たちを配置して、

必要な作業を行ってもらわなければなりま

せん。非常に早い段階で、市長に話をする、

ということは重要なことです。 
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第６章 

どのような管理上・技術上の専門性が

求められるか 

 

第 6 章では、どのような管理上および技

術上に関する専門性が必要か、ということ

を話します。どういった専門的知識が必要

で、何をもとに開発を行っていくかの判断

が必要になります。何が必要か、誰がこの

ような専門知識をこの分野に持ち込むか、

について話します。適応型の管理、アダプ

ティブマネジメントが鍵だと思っています。

ICMは常に地域の状況に合わせて適応させ

ていかなければなりません。100％同じもの

は存在しないし、今、私が話したことが日

本でそのままあてはめることは出来ないは

ずです。そうではなくて、これらの様々な

概念を、是非、皆様の中で内在化させてい

ただき、どの概念であれば、日本の状況に

あわせて実行可能かを考えて戴きたい。こ

れが鍵になると思います。 

次のステップのプレゼンテーションに入

る前に、ひとつ手短に紹介したいものがあ

ります。私の著書で、「ICM のダイナミッ

クス(The Dynamics of Integrated Coastal 

Management)」という本です。この本は

2006年に発表されたもので、中国語にも翻

訳されています。米国のいくつかの大学、

アジアでも教科書として使われています。

ここから情報を得ていただけると思います。

今申し上げた話もいくつか掲載されていま

す。もう一冊、手元にはないが、Securing 

the Oceanという本で、著者は私と Gunnar 

Kullenberg という IOC の元チーフディレ

クターと二人の共著です。さまざまな沿岸

管理の話が入っています。 

もうひとつ、マニラ湾の地図です。ここ

で、情報収集の方法について示したいと思

います。これまで皆さんも長年にわたり情

報収集をされてきたと思いますが、それを

そのまま保存して置いても意味がない。そ

れをどのようにこのように目に見える資料

にするか、は重要です。マネージャーや企

画をするプランナーは、こうした地図を見

れば、計画をつくることができます。文章

も５年ごとに改訂します。フィリピン政府

に対しても、いろいろな話をしても信じて

もらえないことが多いのですが、これを見

せると話が早い。中央政府の部長が来て、

「見せてほしい」と言われたので、「いや、

買ってください」と言いました。どういう

ことが行われているかを是非認識してほし

かったからです。多く情報があっても使わ

なければ、仕方がない。PEMSEAだけでな

く、すべての参加機関が作成に参加しまし

た。漁業関係、海運関係、いろいろなとこ

ろが情報を提供してくれて作られた、と言

う点が重要なのです。つまりいろいろな機

関、省庁から情報が集まることができれば、

文章は非常に早く作ることができるし、こ

のような本にしておけば、将来活用するこ

とができます。寺島さん所蔵の本です。 

 

このあと、まだ多くの章が残っているの

で、手短にお話したいと思います。今朝は、

アモイ市の事例研究にかなりの時間を割き

ましたが、事例を聞いていただくことによ

って、ICMの実際がどのような考え方で行

われているか、オペレーションの実際をわ

かっていただくよい機会だったと思います。 
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Ⅰ．＜管理に関する専門性＞ 

 

どういった管理と技術の専門性が必要か、

ということです。ICMプログラムを始める

時に重要なのは、単に漁業、輸送、環境の

問題だけではなく、非常に幅広いトピック

が重要になります。一人のひとがすべてを

知っていることはあり得ないので、これを

活用するために、どのような技術が必要か

ということです。つまり、ICMのプログラ

ムに必要なのは、どうやっていろいろな分

野の専門家に仕事をしてもらうか、という

ノウハウです。  

まず、管理（マネジメント）の専門知識

が必要となります。いろいろな分野の専門

家が必要だが、管理・マネジメントそのも

のの専門家、特に異なるセクターを管理出

来る人が必要です。それぞれの分野では専

門家が存在するが、ここで必要とされてい

るのは、統合化された概念をきちんと管理

出来る人で、それが出来る人の数は限られ

ています。なぜなら、大学のプログラム、

大学の講座として、このような専門知識を

教えているところは存在しないからです。 

 

１．＜沿岸・海洋環境、資源管理＞ 

沿岸管理そのものが新しいので、その教

育もまだ余り行われていません。専門知識

で必要なのは、沿岸・海洋環境、あるいは

資源管理、これが出来る人が必要です。こ

ういった知識は ICMに活用でき、重要です。 

 

２．＜沿岸・海洋ガバナンス、 

ローカルガバナンス＞ 

沿岸・海洋のガバナンス、ローカルなガ

バナンスの知識、沿岸の計画管理の知識、

といった専門の知識も必要とされています。 

 

３．＜沿岸域計画、沿岸域管理＞ 

大学では、専門的な分野の講座・知識が

教えられていますが、このように統合化さ

れた沿岸管理について教えているところは

ありません。ということで、現段階では、

ひとつの専門性としては管理の専門家、マ

ネージャーが必要となります。 

 

Ⅱ．＜個別の専門性＞ 

 

管理に関する専門性と共に、具体的な個

別の専門性も必要です。この両方が必要で

す。個別の専門性は、地域の必要性に応じ

てさまざまです。 

 

１．＜ガバナンス＞ 

オーシャンガバナンス、国際海洋法。国

際海洋法に則って、どのようにすればよい

かといった、海洋法の理解もガバナンスに

は重要です。国際法は私の専門ではない、

と研究職の方達は言うが、そういうことで

はない。今、海の仕事をしようとする場合

は、何の専門家であれ、別に国際海洋法の

プロになれ、とは言いませんが、海洋法の

知識は必要です。 

また、公共行政ということについての、

適切な理解が必要です。公共行政の中身を

知っていないといけません。 

 

２．＜自然科学＞ 

自然科学の専門知識が必要です。自然科

学の分野は重要で、海の生物生態系は必須

です。一般的な生態系だけでなく、現地の

生態系を知っている必要があります。現地
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の大学の研究者、それをやっているその地

域の生態系はどうなっているか、どう機能

していて、どこを保護すべきか、規制をど

うかけたらよいのか、ということを知る必

要があります。物理学・化学・海洋学、エ

コシステム、水産・漁業。CO2 の流れ、栄

養素の流れ、物質収支などを知っている必

要があります。沿岸管理にとっては、これ

らに詳しい研究者も含め、こういうところ

をきっちりと押さえておく必要があるでし

ょう。 

 

３．＜社会科学＞ 

社会科学も重要です。さらに必要になる

部分です。ICMにとって忘れられがちです

が社会科学のアプローチは非常に重要です。 

 

４．＜政治学＞ 

政治学についてもきちんと理解しなけれ

ばなりません。政治的な視点がなければい

けないし、マネージャーレベルの方は、政

治家ときちんと話ができないといけません。

政治家と交渉が出来ないと ICM のマネー

ジャーと言えないでしょう。相手を説得し

て、アイデアをきちんと説明し、理解させ、

説得する力が必要です。多忙な首相を、３

分で説得できるか。これは、非常に重要で

す。ICMマネージャーというのは、そうい

ったことも理解していなければなりません。 

 

５．＜コミュニケーションサイエンス＞ 

コミュニケーションサイエンスも重要で

す。我々も、パブリックコミュニケーショ

ン、情報の発信をどうしたらいいか、とい

うことを考えなければなりません。コミュ

ニケーション担当者、別のグループの情報

の担当者。最終的にはこれをすべてコーデ

ィネートする事が必要。これがマネージャ

ーの仕事となります。以前のコミュニケー

ションは、プレスにリリースを流しておけ

ば済んでいました。途上国の中には、記事

にお金を出さないと、印刷してもらえない、

報道されない、という実態もあります。マ

スコミをどのようにステークホルダーの一

員にするか、というのも考えておかなけれ

ばいけません。例えば、記者クラブをパー

トナーにしておいて、そこに順次情報を流

しておいて、出来事を報道してもらう、と

いう方法もあります。マスコミも意図を汲

んでくれれば、積極的に報道してくれます。

最初の総合ビジョンの中に、マスコミの報

道の役割も入っていなければいけません。 

 

６． ＜経済学＞ 

経済に関して、慎重なアプローチが必要

です。経済といった場合に、この開発プロ

セスの中でどういった経済の話をしている

のか。例えば、埋め立て・干拓をやめまし

ょう、マングローブを護りましょう、だけ

ではだめで、経済効果がどうか、というこ

とまで含めて、説得材料にしなければなり

ません。そこまで考えないといけない。環

境、資源、経済にまつわるさまざまな情報

をこちらが持っていないといけません。経

済的な側面から生態系サービスをどう評価

するか、エコシステムサービスをどのよう

に評価するか、も大切です。 

採取できるもの、例えば、魚介類・石油・

ガスなどはわかりやすいです。ただ、それ

を規制するサービスというのがどれだけコ

ストがかかるのか、たとえば、国土防衛、

炭素固定、食物連鎖を変えるのにどれだけ
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コストがかかるのか。それもコストのうち

です。 

我々はまた、指導者に話をする必要があ

ります。例えば、国レベルでは、これは、

GDP にどれくらい貢献するかということ

も話ができないといけません。過去には、

数字を出してくる、というのは余りなかっ

たかもしれないが、最近は日本やカナダで

も、GDPに対する海洋の寄与分がたとえば

４％である、とかいうような数字も必要で

す。ただ、沿岸の寄与分というのは出して

こなかったと思われます。沿岸域の貢献は

何なのか、どれくらいなのか、ということ

で、我々の生活で海へ依存している分の貢

献分はどれだけあるか、というのも考えな

いといけません。ただ、経済に関しては、

慎重にやらなければいけない。沿岸部の貢

献が GDPの３－４％でした、というように

言うことになるかも知れません。中国から

出てきた数字は心配です。GDPの貢献分は、

９－10％とも沿岸域を全部入れると 20－

30％とも言われます。 

沿岸域の意味を理解してもらうためには、

より広範なアプローチが必要です。数値化

もひとつの方法です。沿岸域に来る人々に

サービスを提供する、というだけでなく、

沿岸域を利用できるのも経済的貢献ではな

いでしょうか。こうしたことも含めて沿岸

域の意味を伝えます。無視できないという

気持ちになってもらわないと、政治は動き

ません。政治上層部に理解してもらうこと

が必要です。 

 

７．＜計画立案＞ 

沿岸域の計画立案については、都市部の

都市計画にはいるかもしれません。海域の

特別なプランを立てるということになるか

もしれません。沿岸域の計画立案について

は、どこでやるのか。どこでどのようにす

るのか。例えば、企画専門機関、大学研究

機関がそれに相当するかもしれません。 

 

８．＜マネジメント＞ 

また、セクター別マネジメントも大切で

す。港湾開発、港湾の安全・衛生、エコシ

ステム、公害・汚染管理などはセクター別

にやるのに適しています。こういうスキル

も必要です。 

 

９．＜沿岸土木＞ 

他にも必要なのは沿岸土木。ご存知のよ

うに、土木は重要な役割を持っています。

また、この役割を考え直す必要もあります。

土木工事さえすれば何とかなるわけではあ

りません。ハードだけをやればいいという

ものではありません。過去はハードだけで

解決しようとしてきました。日本では、土

木系・工学系のやり方で解決してきていま

した。中国・ロシア・ベトナムでもそうい

う方向にあります。国の最高レベルでは、

工学・エンジニアリングを重視する、とい

う方針ですが、国の環境問題対策はハード

だけで十分なのか、とこれを見直すことも

必要です。例えば、湿原の回復、干潟の回

復。以前は、埋め立てというものが沿岸域

では重要でした。しかし、海岸線が一度駄

目になると、元に戻すのは大変です。海岸

線に手をつける前に、真剣にその影響を考

えなければいけないし、復元しようとする

とどれくらい手間がかかるか、を考えて置

かなければなりません。 
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10．＜ツール＞ 

次に、ツールです。かなり多くのツール

があります。エキスパートシステム、EIA、

リスク・アセスメント、GIS、とツールは

様々あるが、それぞれは特定の目的に沿っ

ています。ICMはそれを統合的に利用する

ということです。 

 

Ⅲ．＜ICMの中心的役割を担う 

チーム＞ 

 

次に重要なのは、どのようにコアチーム

を作るか、です。コアチームは何人ぐらい

がいいか、という質問を受けましたが、人

数はそれほど重要ではありません。オーケ

ストラと同様、メンバーの構成が重要なの

です。ICMのコア・マネジャーは指揮者の

ようなもので、それぞれの楽器・プレイヤ

ーの良さをそれぞれから引き出し、ひとつ

の音楽にするのが役割です。ICMのコア・

マネジャーはすべての現場にある専門家・

専門知識を活用し、チームとしてまとめて、

ゴールを達成するのです。 

他のたとえで言えば、コンビニエンス・

ストアです。コンビニというのも総合的な

アプローチをとっている小売業で、このマ

ネージャーは、たとえば弁当の仕入れ量、

ビールの仕入れ量をきちんと計画管理して

います。どれくらい客が来て、売れ筋がど

うだから、どれだけの量を仕入れればよい、

ということがわかっています。ICM のコ

ア・マネジャーも同様で、さまざまな専門

家の意見や専門知識を集大成して、ICMの

プログラムとして運用していかなければな

りません。 

 

Ⅳ．＜ICMに必要な知識＞ 

 

ICMに必要な専門知識を持つ人、沿岸域

のプランナー、専門領域のプロも必要です

が、そういう人材を全部内部にかかえなけ

ればならないか、というとそうではありま

せん。現場の必要性に即して、日本では国

内調達できるような人材だと思います。ど

ういう知識が必要か、ということですが、

ICMプログラムをするのであれば、さまざ

まな知識を持った人を集めてこなければな

りません。実際、様々な異なった知識が必

要となります。多いからといって、心配す

る必要はありません。地元にはさまざまな

専門知識を持っている人たちがそれなりに

いるものです。０からの出発を考える必要

はありません。 

国際的な知識の必要性も再度強調したい

と思います。「持続可能な開発」の面で５つ

の点があります。自然災害の面では、「気候

変動枠組み条約」、「横浜戦略」、「カイロ原

則」で対応できます。自然生息地というこ

とであれば、「生物多様性条約」で対応でき

ます。水利用に関しては、「WSSD」に関係

します。漁業関連は、FAOの「責任ある漁

業のコード綱領」でカバーできます。汚染

の削減については、UNEPの「陸域起因汚

染」のプログラムがあります。 

自治体でやるからといって、国際条約と

無関係ではありません。実際、ICMという

のは、国際条約で約束したことを実施する

ことに他なりません。ここにあげた様々な

ICM実施に必要な知識についてですが、食

料の汚染ということになると、専門的知識

や情報がかなり必要となります。 
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Ⅴ．＜専門的サービスを 

確保する方法＞ 

 

コンサルタントを起用する、ということ

も方法としてありますが、これには慎重さ

が必要です。コンサルタントがすべて万能

というわけではありません。特に ICMでは

そうです。ICMで運転席にいる人はコンサ

ルタントであってはならないのです。政府、

市民や国民から何が必要かということを受

けて担当する行政府、地方自治体の行政府

が運転席にいるべきなのです。もちろん、

コンサルタントがいろいろなアドバイスを

することは出来ます。 

途上国でよくあることですが、コンサル

タントに企画書や報告書を書かせてそれを

真似してしまうことがあります。それだけ

だと政府はその中身に関して、結局説明も

出来ないし、責任も負えない、ということ

になってしまいます。地元のいろいろな専

門知識をいかに活用するか、地元・国内の

科学者の知識をいかに活用するか、という

ことが重要です。地元で調達できなかった

ら、国内、あるいは国際的に調達する、と

いうことが大切でしょう。しかし、なるべ

く地元、なるべく国内にある専門家、専門

性を生かすべきです。ただ単にコンサルタ

ントを雇い、まかせておけばよい、という

のでは、うまくいきません。 

 

Ⅵ．＜能力の開発＞ 

 

 能力を開発するということは、実践を通

じて学んで身につける、ということを忘れ

てはいけません。個人レベルの能力開発と、

制度としての能力開発の両方がある、とい

うことが重要です。 

まず、個人のレベルの能力を開発する、

そして次に組織的なレベルの能力を開発す

る。そして、ネットワークとして出来てい

くと、セクター・分野としての能力開発を

していく、ということになります。個人レ

ベルの能力開発はひとりひとりで行います。

自治体の中で何かをやる、というときは、

自治体全体の能力開発となるので、組織的

な能力が伸びていく、ということになりま

す。そして、組織的と言った場合には、あ

る産業分野、あるセクターといったところ

の能力、というものも必要になります。そ

うなるといろいろなことで変化を生み出す

能力がついてきます。Enabling（出来るよ

うになる）というか、いろいろなことが可

能になる環境ができてくるのです。いろい

ろな投資も必要だが、地元での実施を通じ

て、能力を育成すべきです。 

大学に役割がないわけではありません。

大学には縦の垂直型の知識の移転というこ

とがあります。しかし、現場で実践するこ

とによって、大学も学び、能力を獲得する

ことができます。地元の能力を活用して、

それをどんどん生かしていく、育成してい

く、ということの重要性を軽んじてはいけ

ません。こうすることによって、地元地元

によって、各地で専門性が蓄積され、育っ

ていきます。そして、同時に地元ベースで

やる、ということは、伝統的な慣行を生か

すこともできるのです。伝統的なやり方を

決してないがしろにすることが ICM では

ない、といった意味はここにあります。 
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Ⅶ． ＜第 6章の重要メッセージ＞ 

 

管理能力を育成するにあたっては、 

１．段階的に行うべきです。実施に向けて

の実際的・技術的専門性を育みます。 

２．人材収集に最も好ましいのは、参加型

アプローチです。様々なセクターから様々

な人材・能力を集めてきましょう。 

３．外部コンサルタントを雇うのは一時的

な手段です。あくまで地元のスキル育成を

すべきで、そのための投資はする必要があ

ります。 

４．地元で強力な個人・能力を育成・構築

する、これが ICMの成功を左右します。 

これらが揃うと、ICMが長続きするもの

になります。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

「管理」に関係する質問です。ICMをス

ケールアップしたときに、コアメンバーの

組織、再編成は必要になりますか？ 

回答（チュア博士）： 

スケールアップして、地理的な範囲を拡

充することになったときに、拡充した新し

いところをコントロールする人材がなかっ

たら、コアチームの再編は必要になると思

います。 

例えば、ある川全体を上流から下流まで

管理する、ということになった場合、皆に

受け入れられるような新しいチームが必要

となるでしょう。そういうことで、透明性

を維持する必要があります。今までは下流

だけの範囲でしたが、今後は上流も管理の

対象とする、となった場合、下流だけを担

当していた人たちが上流もやる、というの

は、上流の人から見たら、「下流しか知らな

いこの人が上流を管理できるのか、透明性

はあるのか」ということになるかもしれま

せん。そういうことが起きないために、コ

アチームの再編は必要かもしれない、とい

うことです。 

 

質問： 

その時に、もとにあった下流のチームの

組織というのは、縮小されて、今までチー

ムメンバーであった人たちはそのポジショ

ンがなくなる、というようなことになるの

でしょうか。 

回答（チュア博士）： 

そんなことはないと思います。ICMのス

ケールアップをするときに、基本的に行政

区間は変わりません。その市の中でやって

いるということを変えないで、同じ市の中

でやっている範囲が広がった、と。もし、

行政区を越えたところまでスケールアップ

する、ということになれば、新しい人は必

要かもしれないが、今までのメンバーが不

要になる、ということはないと思います。

今までの人たちが上流からのこともやらな

ければならない、となったとき、上流に関

してもコーディネートしなければならない、

という事実は変わらないと思います。それ

まで、例えば、今まであったものの多くが

不要になったので、ひとつのコアチームだ

けにするなど一時的に縮小するということ

もあるかもしれません。 

 

質問： 

質問の意図は、ICMの範囲をスケールア

ップしたときに、チームのメンバーの数は

増やした方がいいのでしょうか。或いは、
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もともと 10人のコアチームだったら、上流

からの方も入れるということになったとき、

さらに 10人増やすのか。それでは、大きす

ぎると言うことになってしまうか。それだ

ったら、もともとのメンバーを少し減らし

て、新しい人をいれたらよいのか。 

回答（チュア博士）： 

ICMをある地域でやっていて、同じ行政

区域の中で拡充したい、というような場合

を考えましょう。たとえば、ということで

志摩市を例にとります。英虞湾は志摩市の

一部です。英虞湾でスタートした ICMをス

ケールアップして志摩市全体で行うことに

なった場合、責任は増大します。だからと

いって範囲が拡大した分にあわせて人数を

増やすことはなく、必要に応じて増やせば

よいと考えます。 

それまでにコアチームの中で必要な能力

が蓄えられていること、それにコアチーム

の仕事はコーディネーションなので、範囲

が拡大されても対応できるかもしれません。

必要な仕事の分だけ増やせばいいでしょう。

例えば、拡大した分、更なる調査が必要な

ので、その方面の人々を増やす、とかです。

単に、地理的範囲が広がったので、それに

比例して人員を増やす必要はありません。

人員を増やしても、コストも増えないし、

影響がないならよいのですが、そうはいか

ないでしょう。また、コーディネーション

のメカニズムとしては、適切な規模で行う

のがいいと思います。もちろん、国によっ

ても異なるでしょう。人口の多いインドで

はインドらしいやり方があるでしょうし、

フィリピンでも多い方がいいかもしれませ

ん。シンガポールや日本では人が少なくて

もよい、というようにその国々の事情でも

左右されると思います。 

 

質問： 

コアチームのメンバーというのは、地方

行政の職員をイメージしておけばよいので

しょうか？これだけの専門性を持った人、

管理部門の人となると、地方の行政職員と

いうのが「いの一番」に思い浮かぶのです

が。あるいは、公募をして集める、という

ことも想定してもいいのでしょうか。 

回答（チュア博士）： 

コアチームのメンバーは、公的機関から

がよいか、民間からがよいか、というご質

問と捉えていいでしょうか？これも、個々

の社会の状況によって異なりますが、必ず

しもコアメンバーは政府から入らなければ

ならない、という固定した簡単なルールが

あるわけではありません。ただ、 

中国の事例では、政府から入っています。

フィリピンでもコアグループは政府の人間

です。タイの場合のコアメンバーは政府、

あるいは自治体＋１～２人の専門家です。

ほとんどの場合は政府あるいは地方自治体

の人々がその仕事をやることが多いです。

実際に継続して仕事をするのは、その人達

になるからです。 
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第 7章  

どのような財源が必要か、また、 

利用できるか 

 

Ⅰ．＜必要な資金＞ 

 

ICMの実施のためにはどのような資金が

必要か、資金源はどうするか、という話で

す。私自身は財務の人間ではないので、資

金を集めることは不得手です。私のことを

「請うて歩く人」と言う人もありますが、

PEMSEAの仕事をするために、私はいろい

ろと財源を求めて歩く必要がありました。

誰が何をするにも財源は必要です。 

ではお金はどこから来るのでしょうか。

重要なのは、ICMは政府のプログラムであ

る、ということです。ICMを国のアジェン

ダに組み込むことができれば、ICMが必要

となり、政府の予算がつきます。国のアジ

ェンダに組み込まれることが重要です。 

どれくらい費用がかかるのでしょうか。

まず、コーディネーティングオフィス、中

核となるコアチームを維持するための資金

は必要です。コアチームのメンバーが変わ

り続けると、費用は多くかかります。それ

だけ必要な能力を開発し続けなければなら

いからです。この財源をどのように手にい

れるかですが、ICMの多くのサイトは地方

自治体に頼っています。発展途上国であれ

ば、費用は少なくてすむかもしれませんが、

日本のように給料が高いところではかかる

費用も高くなるでしょう。 

情報収集、情報処理、報告となると特定

の人に任せられますが、そのためにはコン

トロールの費用がかかります。 

２番目には、ICMプログラムに一般のサ

ポートが得られることが重要です。一般の

人々、国民・市民のサポートが得られれば、

資金の流れも容易になります。ICMが、単

一の機関のプログラムとなってしまうと限

界が生じます。ICMのプログラムを作って、

承認を得るためには、国や民間のキャンペ

ーンを張って、共鳴を得ることが必要です。

共通の市民のビジョンが必要です。市民の

サポートを得ることが重要なのです。ICM

のプログラムを作るときには、市民の夢、

市民の意見と合致していないといけません。

そのためには、市民と対話をしていかなけ

ればなりません。地域の新しい夢は何です

か？何か変わって欲しいですか？という話

をしていかなければなりません。これがキ

ャンペーンになるわけです。 

ほとんどの ICM プロジェクトの場合、

我々の経験からいくと、よい方法論とよい目

的があれば、ICM はうまくいくようです。

インドネシアやフィリピンのような貧しい

国で 10 年、或いは 15 年以上継続して実践

してきた実績があります。他の財源に頼らず、

自立して動くようになったプログラムもあ

ります。活動を維持するためのお金も出てい

ます。多くの ICMプロジェクトは、持続的

に動くようになっています。たまにうまくい

かない場合もありますが、うまく行っている

場合が多くあります。たとえばバリは

PEMSEAのデモンストレーションサイトで

すが、バリでは観光の開発が進み、資金は不

足していません。確かに、ICM の管理のた

めには資金が必要です。地方自治体はそのこ

とを十分に認識して ICMプログラムに参加

しています。また知事が役割を果たしている

ところもあります。ICM がどのように地域

に貢献するかがわかっているからです。 

－ 96 －



97 
 

Ⅱ．＜必要な予算＞ 

 

次は、必要な予算についてです。アクシ

ョンプラン立ったら、予算を組み込まない

といけません。実施のための予算は別に取

ることです。このような予算は様々な分野、

いろいろなものをカバーすることになるわ

けですが、そこからラインの機関の予算に

組み込むことが出来ます。或いは、民間部

門とのコストの共有化もいいでしょう。こ

のようにして、ICMを実施するとことがで

きます。また、そうしないと出来ないとこ

ろもあります。 

バタンの場合の ICM プロジェクトの場

合、民間部門が半分、公共部門が半分とい

う、官民半々で分けていましたが、危険な

のは、民間に全部まかせてしまう、という

ことです。バタンの場合には、民間が全部

払ってもよい、と言ってくれましたが、私

はそれに反対しました。これは十分に考慮

する必要があります。民間が全部お金を払

うことになると、民間はすべてをコントロ

ールしたくなります。政府としても、公共

の側でも予算をきちんと払うことが重要な

のです。 

また、予算上の必要性については、みな

さま方の方がよくご存知かも知れませんが、

ICMのシステムを維持するため、オフィス

のためにもお金が要ります。さらに、さま

ざまな計画を実施するためもお金も必要で

す。実施のための費用は、資金があるかど

うかによって、異なります。では、もし、

地方自治体に余りお金がない場合、ICMは

実施できるのかできないのか。答えは「で

きる」です。ある程度のお金があれば、出

来ます。何が必要かというと、「これは、自

分のプロジェクトである」と自治体が捉え

ることです。自治体がやりたいのであれば、

自分たちのプログラムとして認識して、こ

れを予算に組みこむことです。どんなに規

模が小さくてもこれは必要なことなのです。 

この点は重要です。 

 

Ⅲ． ＜資金源＞ 

 

１．＜中央政府＞ 

ある事例をあげましょう。自治体で出て

くる資金は限られていましたが、少しお金

を投下して ICM のプログラムを立ち上げ

ると、その後はどんどんと中央政府からお

金が入ってきたという例です。ギマラス島

がいい例で、州政府がいろいろな所からお

金を集めることが出来ました。ICMの枠組

みを作ったことで、寄付をしたい、支援し

たい、という人がどんどん出てきたのです。

地方政府でよい枠組みができれば、こうい

うプロジェクトが必要で、資金も必要だ、

と周りに伝えることができます。過去には、

お金を払う側がこうしてほしい、というこ

とを言っていましたが、今はそうでもあり

ません。 

我々が中央政府のために何をするか、と

いうことですが、ICM活動の枠組みをつく

る手伝いをします。一旦枠組みが出来ると

拠出機関に、そのプログラムを持っていき、

拠出をお願いすることができます。日本も

同様だと思います。地方自治体の方で、よ

い枠組みができれば、中央政府なりそれ以

外の拠出してくれそうなところに、あらゆ

る機会を捉えて持っていくことが出来ます。

ここで重要なのは、計画をきちんと自分の

手の内に持つ、ということです。そうすれ
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ば、説得力のある説明をして、拠出を依頼

することができます。これが鍵になります。 

 フィリピンで、PEMSEAプロジェクト

として、我々が ICM を開発したときには、

２年目を継続することが出来るようなお金

が集まるかどうか、ということがありまし

た。私は常に予算サイクルにあわせて、プ

ロジェクトの話が持っていける準備をして

いました。これは重要です。そうすれば、

いつでも行って話をして、サポートを得る

ことができます。拠出を依頼することが出

来ます。これが鍵です。プロジェクトが終

わってから次を考えるのでは遅いのです。

これこそがプロジェクトマネジャーが非常

に重要になってくるところなのです。プロ

ジェクトマネジャーはプロジェクト管理の

方法を知っているだけでなく、どのように

資金を集めてプロジェクトを進めて行くか

も知っていなければなりません。誰かが意

味もなくお金を持って来てくれるようなこ

とはありません。きちんと自分がやってい

ることを正当化して説明できる準備を常に

しておかなければなりません。 

 

２．＜地方自治体＞ 

小さな自治体でも 5万～10万ドルが必要

になります。しかし先進国ともなれば、一

年間小さなチームを維持するためだけで

30万～40万ドルが必要となります。場合に

よっては、100 万ドル投入してもだめだ、

ということもありますが、どのような種類

の作業か、最初にどれくらいの金額が必要

かによって、この数字は変わってきます。

国によって条件が異なるので、今まで最初

に必要だった資金の数値は幅広い分布を示

しています。実施のためのコストは予算の

見積もりによって大きく変わってきますし、

政府の特別予算がどうなるか、また、様々

な機関から出てくる予算がどうなるか、に

よっても変わってきます。どれ程の数のア

クションプランを入れているかによっても

異なってきます。アクションプランを作り、

資金がどれだけいるかを判断します。しか

し、アクションプランの実行は必ずしもす

べてを同時にやらなくてもいいのです。 

 

３．＜官民パートナーシップ＞ 

資金源は中央政府、地方自治体、民間の

パートナーといろいろあります。民間につ

いてははますます重要性が増していってお

り、官民の間の関係に組み込んでいくこと

が必要です。資金源として、将来的には非

常に重要になります。さまざまなところか

ら資金を調達することで、必要な資金をま

かなっていくことが重要です。 

 

４．＜認可制度と使用料＞ 

国によって異なりますが、もうひとつ別

の資金源として考えられるのは、認可制度

による使用料です。アモイ市、フィリピン

の場合などでそういう例がありました。沖

のゾーニングを行うときは、許認可制度に

基づいて、関係省庁からの許可を受け、使

用料を徴収するということで資金が作れま

した。資金のうち一部は運用に使えます。

アモイの場合は、多くの使用料を制度的に

集めるということが出来て、資金が潤沢と

なり、これは非常に役に立ちました。これ

は、功罪両面あって、良い点は、組織が強

くなって、資金が集まる、ということです。 

真に必要な制度は、中核チームに常に持

続可能な資金が供給され続けられるような
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制度です。そして、その恩恵を他の機関が

共有できる、ということなのですが、通常、

こういったことは起きません。最大の懸念

は、一旦、こういうことに成功するとすべ

て自分たちでコントロールしたいと思うよ

うになる、ということです。これは人間の

性で致し方ないところです。 

例えばフィリピンの「使用料」は、珊瑚

などの自然環境は財源を得るのに利用でき

ます。地元自治体の財源に対するコミット

メントは重要です。ICMを地域でやろうと

しているのに、一銭も出す気がない場合は

やめた方がいい。他人の資金に頼っている

からです。どんなに貧しい地元自治体でも、

自分たちの資金を使う覚悟がないといけま

せん。自分たちでお金をださないとコミッ

トメントする気持ちに欠けるようになって

しまいます。お金の問題以前に、責任を持

とうとする気持ちが非常に重要です。 

 

Ⅴ．＜財政支援の確立＞  

 

１．＜国の海洋・沿岸政策と法律＞ 

ICMで重要なのは国の沿岸政策です。沿

岸域の立法をいかに味方につけるかです。

ICM法の立法化、これが自治体の努力への

支援になります。追い風となります。これ

こそが中央政府の支援です。ICMの歴史は

40年余り。なぜこんなに時間がかかったか。

以前は ICM に関する国の法律がなかった

からです。 

なぜ米国が成功したか。米国は ICM法が

整備されていたので、早くからできたので

す。他の国々は 15年ぐらい前からです。法

整備は必要です。東アジアの沿岸域で ICM

の法律があるのは、韓国、インドネシアで

す。国の政策、戦略に組み込まれているの

です。大統領令になっているのがフィリピ

ンとベトナム。ベトナムは ICMを、沿岸を

持つすべての州で実施することになりまし

た。法律ではなく奨励ということです。 

中国は海洋基本法、沿岸利用法を創ろう

としています。中国には絶対に必要です。

中国の沿岸はかなりの速度で開発されてお

り、法規制が必要です。日本も海洋基本法

があり、ICM についての条項があるので、

ICMはできますが、長期の運用を考えると

ICM法がある方が良く、ICM立法には力を

入れるべきでしょう。 

 

２．＜国際条約の実施＞ 

国の国際条約の実施に関しては、様々な

ところで実施されるようになりました。気

候変動に対応するプロジェクトの中でも

ICMがそのひとつの手段と考えられていま

す。 

 

３．＜正当化の理由＞ 

どのようなやり方をするにしても、きち

んと正当化できる理由をしっかり持って、

人々の生命、財産を護り、沿岸の開発、人

間の生活に貢献する、ということで予算を

つけてもらうことです。中国では、せっぱ

つまっています。沿岸の開発、エコツーリ

ズムを促すなど、新しい投資機会を招くこ

とによって、あっという間に沿岸域に人が

溢れてきていて、大変な状況です。沿岸域

の環境が悪化すると、おそらく国の経済の

大きな部分が駄目になるでしょう。日本の

方がまだ、おだやかです。そういった意味

で、世界的には沿岸域への人口増などのプ

レッシャーは高まっています。それを管理
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するための立法化が必要です。 

日本の最初の 30 年は経済開発をやって

きました。30年後の今は、そのころと同じ

ではありません。沿岸域を見る目は 30年前

と今とでは、異なっているように思います。

遠くを見透す、より長期的洞察力が必要に

なってきています。ICMはこうしたことを

再考するための適切なツールになるでしょ

う。 

 

４． ＜適切な報道＞ 

マスコミの時代、報道の時代です。報道

を味方につけなければなりません。報道す

る側によい情報を十分に流すことが重要で

す。マスコミが自分達の側についている、

というようにすることです。マスコミの支

持は必要です。 

 

Ⅵ．＜ICM実施に向けた資金と 

人的資源の工面＞ 

 

１． ＜ICMの枠組みを使い資金を工面＞ 

ICMフレームワークを使って、幅広い範

囲から資金集めをする必要があります。よ

り広く利用できる資金を導入するようにす

るのも重要です。例えば、様々な財政支援

を様々な省庁から取り付ける、ということ

が必要です。 

ICMプログラムで環境管理、持続可能な

養殖漁業、生物多様性の保全など、あらゆ

ることを自前でやろうとすると結局破綻し

てしまいます。 

関係省庁で予算の効率のよい使われ方が

されていないことがよくあります。予算を

効率的に使うような工夫も必要です。各省

庁がどのような予算をつけているかを知る

必要もあります。複数の省庁から環境モニ

タリング調査とか水質調査という名の下に

予算化され、類似した調査がおこなわれて

いたりします。全部まとめるとどれくらい

の予算が出ているのかについても知ってい

る方がいいでしょう。 

国際的アジェンダに乗っているプロジェ

クトであれば、予算が付きます。東南アジ

ア諸国では海洋計画については、力を入れ

ているので、資金提供は受けやすいのです。

日本ではどうかわかりませんが、官民パー

トナーシッププロジェクトもあり、投資と

して見てもらえます。プロジェクトによっ

ては、民間の資金をいれて、共同財源化す

ることもあります。 

 

Ⅶ．＜第 7章の重要メッセージ＞ 

 

１．ICMの全面的実施をするとなるとかな

りの資金が必要となります。ただし、可能

な資金源は多くあります。優秀な沿岸域マ

ネージャーであれば、いろいろなところか

らそれを取り付けてくることが出来るでし

ょう。但し、自治体の方々が担当者の場合

は、そんなに集めるのは大変、と思われる

かもしれません。 

２．資金調達はボトルネックになりません。

ボトルネックになるのは、政治的意志と能

力です。政治的意志と能力がなければ、ま

ずプロジェクトとしてたちゆきません。 

３．ICMの枠組みを使って、財政支援を内

外からとりつけよう、ということです。現

場がうまくいけば、そういうこともできま

す。PEMSEAの名前よりも、枠組みを使っ

て魅力あるものにして、人々に売り込むこ

とです。よいプロジェクトの枠組みであれ
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ば、資金は来ます。使える予算がでてくる

と、それが呼び水となって、様々なところ

からの資金提供があるものです。日本でも

これはあてはまります。皆さんの中から、

将来、途上国の手伝いをしてくださる方も

出てくるのではないでしょうか。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

アモイの予算の話が出てきましたが、ア

モイの場合の予算はどれぐらいだったので

しょうか？３つのフェーズに分かれていた

ので、それぞれのフェーズでどれ位かかっ

たかを知りたいと思います。 

回答（チュア博士）： 

全体の予算は覚えていません。沼湖のラ

グーンのクリーニングで 300 万ドル～400

万ドル。我々が出した部分は覚えています。

最初の５年間、毎年 20万ドルぐらいだった

と思います。あとは、自分達で自己調達を

なんとかしてもらわなければならなりませ

んでした。 

最初の ICMは 94年に始めました。最初

は参考にする先例はなかったので、とにか

くモデルを作りたいと思いました。それで

一年間 20万ドルを拠出する、ということに

しました。中国では、この額は重要でした。

これで支援してもらっている、という感触

を向こうに持ってもらえました。それによ

って、国のプロジェクトとして自分達でも

やろう、という気になってくれました。自

治体から見ると、相当に大きい額ですが、

自治体がどれだけ出したか、という数字は

今手元にありません。 

アモイの場合、私が覚えている唯一の数

字は 20万ドルで、これは、ほとんどトレー

ニング用だったと思います。国内および国

外からの ICM 参加者が訓練を受けるにあ

たって、アモイ市が使う額をカバーしまし

た。フェーズ 3 では、ほとんど我々が出す

必要はなくなっていました。 

額の多さはそれぞれの事業によります。

例えば、下水処理のためにお金を使う場合、

一日何トン処理できる設備にするかによっ

ても異なりますが、環境関連省庁からお金

が出る可能性がありました。また、養殖関

係の場合、たとえば、地元の漁業関係者に

養殖場を移ってもらうという場合、観光業

や漁業関係の予算枠からきました。水門を

開いて水の循環を変えるプロジェクトをす

る時の資金は、中央の政府から特別予算枠

で来ました。具体的な数字は今、持ってい

ないのでそれぐらいしかお話できません。 

 

質問： 

米国での ICM 法には財政支援制度があり

ます。そういう制度をもっている国は他に

もありますか。 

回答（チュア博士）： 

米国はこの点、当時連邦政府の資金が潤

沢だったということもあり、トップを走っ

ています。州政府に対しても、それを促し

ました。予算措置も数百万ドルという措置

がとられています。自治体に予算をつけて

きました。これが今も続いている。 

EUの場合でいうと、EUが予算措置を始

めたのは 90 年代に入ってからです。30 件

強に資金を出し、プロジェクトが始まりま

した。ただ、資金が出なくなると事業が終

わるという例がでました。ただし、今は、

状況は変わってきています。 
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アジアでは、中央から地方への ICMへの

予算措置に関しては、インドネシアでは

ICM 法ができ、海洋省が資金を出して、

ICMの立ち上がりができるようにコストを

補填するという義務があります。世界銀行、

アジア開発銀行などが支援したというのも

大きいです。90年代の初め、ドナーが殺到

して１億ドル以上が投じられました。お金

は来ましたが、融資であり、リターンとし

てはよくないということになりました。 ま

だ体制が十分に整っていないのに、お金だ

けが来た結果、そのようになりました。 

 

質問： 

予算の確保は重要です。ただし、ハード

にはお金がでても、モニタリングのように

ソフトに関する費用はなかなか出ないのが

現状です。モニタリングなどの費用をどう

出してもらえばよいでしょうか。 

回答（チュア先生）： 

確かに、ソフト面に対する資金は通常予

算ではなかなか難しいです。ハードなもの

は、予算が付きやすい。だからこそ、ICM

法が必要となるのです。法があれば、ソフ

トにも予算がとりやすくなります。 

ソフト面の価値の重要さを自治体が中央

政府にいかに示せるかも重要です。私も、

資金のないまま始めました。前例もないま

まやりました。「前例もないのですが、１億

ドル拠出してください」とは言えません。

わずかな資金でもあれば、小さなことでも

どのようにやれるかを見せる、示していく。

わずかな変化を見せて実証することです。

ソフト面でも結果を見せることができれば、

資金もついてきます。 

 

私が始めたとき、サポートしてくれるも

のはありませんでした。IMOも余り信じて

くれませんでした。何か実証できるものを

示すと徐々にですが、信じてもらえるよう

になります。熱意のある自治体が自分達の

予算を使ってまずやってみることです。動

きができるとサポーターが増えてきます。

利害関係者による支持も増え、予算の確保

もしやすくなるといういい回転になります。 
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第 8章  

沿岸域総合管理の効果は何か 

 

Ⅰ．＜ICM実施による便益＞ 

 

ICMの便益とは何かを示し、皆に知って

もらうことは重要です。まず、ICMを実施

することでどういうメリットがあるか、と

いうことを示しましょう。 

 

１．＜一般的なメリット＞ 

①エコロジカル/ 環境面での便益 

一般的な便益として、環境面、そして生

物学的・生態学的面でのメリットがありま

す。ICMを行うことで、環境的にはどうい

うメリットがあるかというと、まず、生物

学的・生態学的に重要なエリアがどこであ

るかを特定できます。重要なところ、維持

する必要のあるところ見つけ、特定するの

に ICMは役にたちます。保存すべき、保全

すべき地域を明らかにすることができます。 

ICM はまた、管理の手段を提供します。

これに基づいて、生息域の保護や再生を可

能にします。海洋保護区の設置・維持につ

いても有用です。MPAは世界の海の 1.5％

と非常に限定されたものです。これを増や

そうという機運があります。ICMを実施す

ることで、海の多様性の維持にもつながり、

これに寄与できます。 

ICM実施によって、地元の在来種を保護

することもできます。各自治体の生物学的

インデックスを確立し、維持し、充実させ

ることにも役立ちます。在来種の種を保護

する努力を行うための情報も確保でき、町

の誇りにもつながります。 

また、人の活動を規制することによって、

海洋生物の保護につながることもメリット

のひとつです。棲息地域、繁殖地域を広げ

ていかなければなりません。魚種の回復も

できます。 

次に必要なのは、生態系システムのサー

ビスをマネジメントプランの中で、明らか

にする、ということ。そして、存続可能な

種の存続を可能にするということ。ICMの

行動計画の中で、まず、どのような種類の

生態系サービスを提供するのか、何を保護

するのか、を明らかにする必要があります。

それができると非常に明確な形で ICM プ

ログラムが漁業にこれだけの貢献ができる

ということを示すことが出来るようになり

ます。 

また、何らかの数字を、規制機能につい

て提供することも可能になります。どのよ

うな成果が現れるか、輸送機能であるとか、

その他の機能の形で示すことができます。

いずれにせよ、生態系の機能について理解

してもらうということが何より重要です。 

 

②経済面の便益 

２番目に重要なのは、ICMプログラムに

よってどのような経済的メリットが得られ

るか、ということです。これも示すべき重

要項目です。ICMを行う時、明確にすべき

は、同じ開発エリア、特別計画で何が得ら

れるか、ということ。ICMのプログラムを

行う時には、空間計画を立てますが、そこ

では、さまざまな海洋利用の競合的な利用

を考えます。これを考えることによって、

紛争を減らします。その結果、紛争緩和に

係わるコストを押さえることが可能となり

ます。従って、かなり多くの費用を空間計

画により節約することができるのです。 
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環境へのダメージを減らすと同時に空間

計画を使って、生物保全のための場所や空

間を確保できる、というのは ICMが貢献で

きる点です。また、環境の質に影響を与え

る人間の多様な活動についても取り組めま

す。これにより、環境へのダメージを減ら

すことができますので、結果として公共の

費用を抑えることができます。こういった

ことはいずれも便益、メリットとなります。 

許認可制度に合理化、透明化を導入する、

ということも一つの大きな貢献になります。

合理化、透明化を行うことにより、ICMの

プログラムが許認可制度の中で誤用されな

いようにする、汚職が起きないようにする

ということも重要です。 

再生可能な医薬品や食物、生態系のサー

ビスからのアウトプットを護るというよう

な便益もまた、享受することができます。 

結果として、国の GDPに対する貢献度は

非常に高く、多くの場合 3%～10％が得ら

れます。つまり、ICMの便益は生態系に関

するものだけでなく、それ以外にもさまざ

まな経済的メリットも提供するということ

です。問題は、ここに数字をきちんと入れ

込んでいくということです。人々はよく、

「生態系のサービスとしてはいいが、具体

的な数字は出ません。」と言います。しかし、

数字は出さなければなりません。 

 

③社会的便益 

ICMのプロジェクトにより生態系サービ

スの社会的な便益を最適化することができ

ます。さまざまな問題に取り組むことによ

り、社会的なメリットを最大に得ることが

できるからです。洪水や嵐、自然災害に対

する適切な予防、多くの人々が自然災害の

悲劇を受けないようにすることにもつなが

ります。 

自然遺産、文化遺産の保護にも役立ちま

す。サイトのひとつ、ダナンはユネスコ登

録遺産ですが、それを ICMで保護していま

す。美観もそうです。美しさを護りたい、

自分の居住しているところはそのまま美し

く保ちたい、コンクリートの街にはしたく

ない、ということがあります。そういうと

きに ICMが役に立ちます。 

ICMはまた、よりよい生活、雇用の機会

増大に貢献します。ICMのプログラムは生

活の向上につながらないといけません。特

に発展途上国において鍵となるのは、人々

にすぐによい結果が出るということ。それ

は生活の向上に現れます。アモイ市もその

ひとつです。アモイ市ではもともと労働力

が不足していたので、100 万の人々が移住

してきてもまだ、人手不足でした。雇用の

機会はもともと大きかったのですが、その

他の地域、例えばインドネシアなどは ICM

を導入することによって、雇用機会の増大

を支援することができました。 

また、さまざまなステークホルダーが意

志決定に関与し、それによって沿岸、海洋

資源の仕様を決めていくということも ICM

の社会的便益を増大します。それによって、

紛争が減るというのが重要なことです。ス

テークホルダーの協力をえることが重要で

す。ステークホルダーが協力してくれれば、

紛争を減らし、ひいては対立を減らすこと

ができます。 

過去に深刻な紛争、対立が起きた例とし

て、既にアモイ市の例を上げました。養殖

の問題が解消されるまでは、船舶運行者と

養殖業者との間で対立が長いこと続いてい
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ました。当然、このような問題は是非とも

減らしたいと考える訳ですが、ICMにより

その解決ができました。これは ICM実施の

メリットです。 

 

２．＜ICM計画と実施の特徴的な便益＞ 

①すぐに得られる便益 

ICMのメリットが５年もかかるようだと、

人々は関心を持ってくれません。すぐに効

果が現れるプロジェクトをどのように組む

か、これは非常に難しいのですが想像力を

駆使して、何とかそういうプロジェクトを

うまく自分の戦略に組み込むことが重要で

す。 

例えばアモイ市の場合、台風が襲来する

のに備え、自治体がシェルターを作りまし

た。これは目に見えて分かるものです。ま

た、ベトナムのダナンの場合は防風林を作

りました。これも地域レベルで直ちに効果

を見ることができます。この点は重要です。

このようにマネジメントの観点からすぐに

効果があらわれるということが重要で、そ

のためには、基本的な政策の枠組みが必要

です。そうすることでさまざまな問題に取

り組むことが出来ます。マネジメントの観

点からいろいろな行動計画を立てる、それ

がすぐに貢献してくれるものであるという

ことです。 

次に、能力開発についての貢献ですが、

これは既に述べましたので割愛します。追

加しておきたいのは、市民に対する啓発活

動を行うことができる、そして、ステーク

ホルダー間の協力をより強固にすることが

できる、ということです。これらもすぐに

見て分かるような便益です。 

 

②長期的メリット 

長期的メリットも目で見てわかるような

変化であることが必要です。我々には幸い

なことに、非常によい事例がいくつもあり

ます。必ずしもすべての場所でこうした変

化があるわけではありませんが、結果が目

に見えるということは重要です。現実に起

きた例として、人々に説得できます。見て

分かる変化を作ることは、実際には簡単で

はないし、費用もかかりますが重要です。 

 次に、紛争解決が出来る、というのも長

期的メリットのひとつです。また、自然環

境の質の改善も長期的に取り組んでいるう

ちに目に見えてくるものです。更に、天然

資源の資源ベースの改善、これも長期的に

取り組んで行くことで達成できます。 

 

③セクター毎の便益 

短期的、長期的の便益の話をしましたが、

それ以外のセクター毎の便益にどのような

ものがあるかを見ていきたいと思います。

ICMはいろいろな分野にメリットとなるべ

きで、単に他の活動を抑制することによっ

て、結果を出してはいけません。 

漁業と養殖。水質が改善にかかわってき

ます。真の ICMプログラムがあれば、より

よい保全のために交渉することができます。

農地からの排水、廃棄物はきちんとコント

ロールされなければいけません。コントロ

ールすることによって、漁業はメリットを

受けます。 

海上輸送についても同様です。様々な海

事関係の条約もあり、これらも関連してき

ます。ICMのサイトでは、海事条約も実施

の中に含まれています。たとえば、

MARPOL 条約、CLC 条約、燃料油への課
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金制度である GHG FUND、 OPRC条約、 

ロンドン条約の外来生物法、など様々なも

のが ICM運用にあたって考慮されます。 

河川での輸送、港湾開発、特に安全性、

浚渫、港湾地域の他のセクターとの調和も

重要です。 

観光。エコツーリズムの振興があります。 

健康。ICMプログラムが実施できるもの

として、水の供給管理、衛生状態の管理、

固形廃棄物の処理、危険物質の軽減。これ

らが目に見える便益です。このように投資

の効果が見えるようにするためには、どこ

にこれらの変更を行うべきか、エリアを選

択する必要があります。適切な水資源管理

により効果が見られるのは、深刻な疾患を

減った場合です。マラリア、コレラ、デン

グ熱を減らすなどです。マラリアは最近ま

た戻ってきているし、かつては熱帯にしか

なかったデング熱が、今は亜熱帯にまで拡

がっています。日本に来ないことを祈りま

すが、気候変動により拡がっているので、

十分な注意が必要です。 

 環境。 

文化。沿岸の文化遺産保護の重要性と評

価が高まっています。おそらく日本におい

ては更に重要でしょう。どのようにして文

化遺産を ICM に組み込んで行くかが重要

になります。広島、瀬戸内海･･･非常に多く

の沿岸文化遺産が存在します。このような

地域は保護キャンペーンを始めるには、大

変によいところです。ICMプログラムとし

て、その一環から始めるというのも、イン

パクトがすぐにあらわれるということでい

いかもしれません。 

 沿岸地域の建設に関する便益としては、

包括的な計画作りを行う必要があります。

ハードウェア、ソフトウェアの両方の解決

策を盛り込む必要があります。ハードだけ

ではなく、無駄な建設を行わないようにし

て、問題の解決を考えることが大切です。

特にアジアの発展途上国の多くにおいては

こうした考えかたがあてはまります。 

 農業。これは、水の分配にまつわる紛争

を減らすことです。また、環境当局と協力

することによって、殺虫剤、肥料などの使

用を減らすということです。日本でのこれ

らによる汚染はそれほど大きな問題ではな

いかも知れませんが、中国では、大変に大

きな問題となっています。フィリピン、イ

ンドネシアでもそうです。非常に深刻な問

題となっています。肥料が川に流れ込む、

河川から沿岸域に流れてくる、それによっ

て富栄養化が起こり、沿岸の開発区域に大

きな問題を起こしています。 

法整備。法整備により、なぜ、ICMに参

加するといいのか、ということがよりよく

分かってもらえるようになり、ステークホ

ルダー間での利害の共有、ICMプロセスの

共有が行われやすくなります。立法化され

ていることの実施、ということで、コスト

効率等も増していきます。 

 

Ⅱ．＜費用対効果分析＞ 

 

Ⅲ． ＜ステークホルダー便益分析＞ 

これについては、アモイ市の例で話した

ので、省略します。 

 

Ⅳ．＜生態系サービス＞  

 

これに関しては、みなさんよくご存知だ

と思うので、短くお話します。 
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１．＜再生可能な財＞ 

生態系システムというのは、再生可能な

ものを提供してくれます。昔から私たちが

享受してきた魚介類等がこれにあたります。 

 

２．＜再生不可能な財＞ 

エネルギーに関していうと、石油・ガス

は再生不可能な財です。 

 

３．＜再生可能なサービス＞ 

みなさまご存知の項目を挙げていきます。

ICMが対象とするものの鍵となるリストで

す。生態系が提供するサービスを持続させ

るために保護すべき場所として、魚介類、

海藻、薬品の材料などが採れるところがあ

ります。再生可能なサービスが行われる場、

たとえば、産卵場、稚魚が成育するところ、

汽水域などにおいては、いろいろな形で規

制対象となるものがあります。規制すべき

ものは場所だけではありません。量も規制

しなければなりません。 

洪水や嵐から保護してくれたり、浸食の

制御もしてくれています。栄養素の循環等

も考慮する必要があります。一過的なサー

ビスを搾取する方向にいくと、今までまわ

っていたものがまわらなくなります。乱獲

状態が続くと、あるとき、バタッと採れな

くなるのと同じです。生態系は多くの調節

機能を提供しています。調節機能がダメー

ジを受けると、生態系が壊れるのは早いで

す。そうなると、採れるものも採れなくな

り、最後は大災害状態になります。 

生態系は廃棄物の処理もしてくれます。

船舶の航行ルートも提供してくれます。観

光、レジャー、リクリエーションに関する

サービス。文化的遺産、教育、研究、そし

て美的・景観的サービス。 

生態系によるこうしたサービスの見直し

が出来るようになること、価値をきちんと

認識するということは非常に重要です。 

 

Ⅴ．＜第８章の重要メッセージ＞ 

 

１．ICMは多くの多様な便益を提供します。

蓄積しながら、長期的な影響を与えますが、

測定が難しいものも多いのです。 

２．なかなか難しいことですが、ステーク

ホルダーの人たちにどのような便益がある

のか、実際に目に見える形で認識してもら

うようにしましょう。 

３．ICMを実施した方が、ステークホルダ

ーにとって、環境変化、気候変動に備える

ことが容易になります。生態系サービスと

いうのを出来るだけ広く捉えてほしいと思

います。ICMは端的に言うと、生態系から

提供されるサービスに対する新しいアプロ

ーチである、ということです。生態系管理

に対する新しい視点です。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

第８章のセクター便益のところで、環境

保護や土木的なもの、要はトレードオフの

関係にあるものもいくつか出ていると思い

ますが、その際、どちらをとるか、という

評価はどの時点で行うものなのでしょうか。 

回答（チュア博士）： 

トレードオフに関して申し上げると分析

結果から出てくるものです。計画立案する

ときにどれだけトレードオフするかという

ことではなく、状況分析の結果出て来るも

のです。最初に考えなければいけないトレ
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ードオフというのは、例えば、沿岸域のゾ

ーニングをする、区画を決める、というと

きに、過去においてここは水産用区域・海

域、ここは航路海域と区分けしていたとこ

ろを、計画を立てるときに、どれだけ保全

するのか、どこを、どれだけの面積で保全

するのか、ということを考えなければなり

ません。実際面では使わないで、残して置

かなければならないところが生じます。沿

岸計画を立てるときにそういうことを考え

ないといけません。従来多かったのは、特

定の動物種の棲息域保護だけを考えるとい

うようなものでしたが、今後は、どの範囲

で生態系保全区域を指定しておくか、など

も考えるようになっています。 

他の空間利用と競合するところがある場

合、これに関しても生態系の機能をどれだ

け大切に思って保全するかです。例えば珊

瑚礁があったとします。珊瑚礁は絶対に護

りたい、これは、絶対保護だ、と。この周

辺海域は保護する、と。そうすると交渉な

しで、絶対的に完全保全とする、といって

人々を説得します。これは、トレードオフ

にはならないかもしれません。珊瑚礁の生

態系と航路をトレードオフできるでしょう

か？珊瑚礁は動かせませんが、航路は動か

せる・・・という考え方。例えばインドネ

シアで、珊瑚を移植しようという話になり

ました。珊瑚に動いてもらおう、と。しか

し、これは余り実現可能性の高い話ではあ

りません。 

こういう話は他にもあります。例えばア

モイ市の場合は、養殖漁業の問題でした。

だから航路との軋轢があったときに、動か

すことが出来た。あればトレードオフと言

えるいい例だったと思う。水産・養殖と航

行をトレードオフしました。そういう組み

合わせの場合は交渉ができます。ただし、

これは分析をきちんとして、現状の把握を

してから決めることです。頭から決めるも

のではありません。 

 

質問： 

第８章の位置づけについてお伺いします。

費用と便益をどのように測り、政治家をど

のように説得し、どのようにして地域の関

係者を説得する、というようなお話になる

のかと思っていましたが、その話はここで

は触れられないのでしょうか。或いは、後

にお話いただけるのでしょうか？ 

回答（チュア博士）： 

費用対効果については、午前中の話でで

てきたので、割愛しました。ICMプログラ

ムがどれだけの費用がかかり、どれだけの

便益があるか、ということを見る、という

ことですが、実際に実施して、データが出

てこないと具体的にはわかりません。費用

対効果を把握するのは、政策担当者に、「や

はりこれはメリットがあるので、やりまし

ょう」と説得する時です。但し、生態系で

は定量化できないものがあります。かつ、

お金で価値が計れないことがあります。お

金で計測できないのであれば、費用対効果

だけでなく、生態系としての存在を扱うと

いうことになり、「生態系サービス」という

言い方になります。そこから得られるもの

とか、サービスをカウントすることになり

ます。過去においては、マングローブは伐

採して、湿地帯を海老養殖場にしてしまっ

たということがあります。それで、費用対

効果はどうなったか。当初、つまり 1970－

80年代は、マングローブ林というのは価値
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のない、ただの荒れ地だと思われていまし

た。マングローブ 1ha で 50 リンギット、

20ドルほどの金銭的価値でした。非常に安

かったのです。マングローブ林を海老養殖

場にしたら、相当な利益が得られました。

当初はそういうような尺度を持っていたま

した。つまり、当時の換算では、マングロ

ーブ林の価値がそれほど低かったからです。 

私自身も間違いを犯しました。私も「海

老養殖をやりましょう」と勧めていました。

あとで過ちだったと分かったのですが、マ

レーシア政府にそのようにアドバイスして

いました。皆でマングローブ林を伐採し海

老養殖場にしたのです。70年代はこれがポ

ピュラーでしたが、80年代に問題が出てき

ました。 

私自身、FAO（国連食糧農業機構）に出

向して、マングローブ伐採をやめ、海老養

殖はやめるようにしました。国際的な養殖

漁業に対する勧告が出てくるようになりま

した。間違いを犯したので、生態系がどん

なに大事だったか胸に浸みて分かるように

なりました。問題が起こってからようやく

分かった、という感じです。当時は、マン

グローブ林を伐採して、国益に貢献したつ

もりでした。気付いたときは、遅すぎまし

た。私はその時、重大な過ちを犯したので、

二度と過ちは犯したくないと思い、こうや

って話しています。生物だけではない、も

のだけではない、ということも分かってき

ました。生物も資源ですが、生態系そのも

のが資源なのです。今は価値として、お金

にならない、というものもあります。自然

科学者が価値をつけてくれると有り難いの

です。経済学者に任せても価値はつけてく

れないと思います。これは重要なので、譲

ることは出来ない話です。費用対効果につ

いて、現実的な面から捉えなければならな

いと考えたからです。 

 

質問： 

ICMの要は、生態系サービスの中の再生

可能なサービスのような気がします。この

再生可能なサービスで挙げられているのは、

今のマングローブの話もそうですが、防災

とか観光とか、こういうところが要のよう

な気がします。確認したいのですが、ICM

で言う、経済の部分と生態系サービスの比

率で考えて、どれくらいの割合が良いとさ

れるのでしょうか。また、費用対効果で、

１を越える、越えない、というような議論

はその中で実際になされるのでしょうか。 

回答（チュア博士）： 

費用対効果というのは、なぜ ICMが必要

なのかを示すための初期の段階で示すもの

です。いろいろな文献をみても、ICMの中

で、費用対効果の分析のやり方を詳しく書

いたものはないと思います。アモイ市で作

成しましたが、決して完璧なものではあり

ません。当時、政府がどれくらいのお金を

出して、どれくらいのメリットを得られる

かについて中央政府に対して説得する材料

として示したい、ということで行いました。 

計測できる効果もあり、計測できない効

果もあります。生態系の便益ということが

より指向されるようになりました。そこで

なんとか数値化する必要がありました。

我々の社会では、海岸線予防のためのマン

グローブ林の保護などというものは、どう

してもあとになってから見えてくるもので

す。例えば、マングローブの高潮に対する

便益については、2004年の津波の時にやっ
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とわかったということがあります。あの津

波で、マングローブのあったところが、一

番死者が少なく、マングローブがどんどん

伐採されたところで死者が多かったという

ことが分かったからです。それで、マング

ローブ林の重要性がようやく認識されまし

た。昔は、マングローブ林はただの荒れ地

とされていたが、今は保護すべきもの、と

いうように変わりました。変わるのに、20

－30年かかったということです。遅すぎま

した。マングローブ林の 2/3 が失われてか

らようやくわかったのです。そして、今で

も伐採が止まったわけではありません。い

ずれにしても、費用対効果というのは、ICM

を一番最初にやるときに、絶対値というわ

けではなく、とりあえず示す、ということ

が非常に有用だと思います。 

こういった数字をどうやって計算したの

か、ということを具体的に申しあげるつも

りはありません。しかし、経験から言うと、

例えば政府の説得材料として、兎に角数字

を出す、ということが重要なのです。 
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第 9章  

どれくらいの時間を要するか 

 

コーヒーブレイクの間、地方自治体の方

と面白い話をしました。「アモイ市の例で、

アモイでは非常に多くのことが変わったよ

うですが、その変えるための資金はどこか

ら出たのか」というのが質問でした。ここ

でお話しておきたいことは、非常に多くの

変化がありましたが、ICMはソフトアプロ

ーチでハードアプローチではないというこ

とです。PEMSEAが資金をすべて出すわけ

ではありません。水質改善、公害の問題に

対しても、PEMSEAはお手伝いをする役割

です。マインドセット、考え方を変えるた

めのお手伝いをするものなのです。効果的

に使えば、非常に強力です。もしかしたら、

地方自治体の方々は政府からお金を受け取

って、それで何かする、ということに慣れ

ているかもしれませんが、ここで重要なの

は、マインドセットを変えなければならな

い、ということです。そのためのソフトな

アプローチが ICMです。ハードではありま

せん。ICMのプログラムを実践するときに

は、資金も必要ですが、そのアプローチを

通して資金を集めていくことが重要になり

ます。 

この資金の問題は新しいものではないと

思われます。他の国々の例をみても、どこ

でも同じ問題に直面している。ICM実践に

は資金が必要で、資金がないと何も出来ま

せん。問題は、どのようにその枠組みを開

発して資金を惹きつけるのか、ということ

になります。 

 

 

Ⅰ．＜ICM サイクルを実施するには

長い期間を要する＞ 

 

１．＜時間をかけた継続的プロセス＞ 

ICMプログラムの開発には、結構長い時

間が必要です。非常に幅広いトピックをカ

バーするので、長くならざるを得ないので

す。しかし、ICMプロセスというのは、連

続的なプロセスであり、このサイクルは螺

旋型に続いていく、ということを理解しな

ければなりません。シンプルな問題から始

まって、更に洗練させていく、ということ

で、長い時間がかかるのです。中には、15

年もかかっているところもあります。この

プロセスを通っていく中で変化が起こりま

す。最初は外部のファシリテーターの支援

が必要ですが、システムが進行していくに

従い、自己改善が始まり、そのうち自分の

中で回り始めます。 

 

２．＜最初のサイクルの期間＞ 

最初のサイクルは何らかの結果が出るま

で 7～8年かかるということも多く、資金が

不足したためにこの期間では終了しなかっ

たこともあります。しかし、適切に行われ

ると 3～5年で行われるということから、わ

れわれの中では、3～5年を最初のサイクル

と想定しています。また、地方自治体の政

治家の任期は 3年から 5年が多く、それと

連動していると都合が良いということもあ

ります。 

必要とされるものは能力と経験。能力と

経験が蓄積されるに従って、ICMのプロジ

ェクト・サイクルが進み始めます。また、

中核チームがどれだけ進行の手順について

知っているかについても変わってきます。
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進行の手順に従っていくことで、前に進め

ます。さらに、人的資源、財源によっても

変わってくるし、政治的なサポートが得ら

れるかどうかでも変わってきます。こうし

た様々な要素がうまく集まれば、少なくと

も、最初のサイクルは比較的容易に実行で

きます。 

 

３．＜各段階の一般的な時間的枠組み＞ 

時間的な枠組みは地域の能力によって変

わることを念頭に置く必要はありますが、

４―８ヶ月、そのあと開発段階に 12―18

ヶ月。もちろん、何人ぐらい人がいるかに

よっても異なりますが、これが開発まで。

そのあとさらに、確実に固めるための期間

として２―４ヶ月。 

実施段階で、14～24ヶ月。必ずしもひと

つのことが終わってから次に動くわけでは

ありません。例えば、適応段階というのは、

プロジェクトが始まるところから、開始可

能です。例えば、政治力をつける、或いは

ステークホルダーの支援を取り付けていく、

というのは適応のために大変重要なプロセ

スです。これが、政府のプロセスになって

いる場合は、承認が早く降りる可能性もあ

ります。 

しかし、ICMプログラムが政府の枠組み

以外で実施されるということであれば、承

認にかかる時間が、これよりも長くかかり

ます。ICMがよいものだということを、政

府を説得する段階に時間がかかるかも知れ

ないからです。固めのステージ、これも組

み込まれていかないといけません。 

また、ICMプログラムの最初から、モニ

タリング・報告システムは入れておく必要

があります。そうすることによって、シス

テムそのものがまわり始めます。ICMプロ

グラムの最初は時間がかかりますが、やり

方が分かり、慣れるに従い、早くなります。

３－５人で始めたとしても、次第に責任を

他の人に譲渡し、任せることも重要になっ

てきます。 

 

４．＜活動の重複＞ 

必ずしも、一つの段階が終わってから、

次に進む、ということではありません。第

一段階、第二段階で重複があります。活動

は重複しても良く、これは是非やっていた

だきたきたいと思います。そうすることで、

時間的枠組みが楽になり、達成できること

も多くなります。 

 

５．＜時間の短縮＞ 

また、この時間的枠組みは、経験を積む

ことによってさらに短縮できます。情報が

あるかどうかで、進み方も変わってきます。

日本には良い情報が多くあります。よい情

報があれば、時間は短縮できます。地方自

治体の中に能力と財源がある場合も、早く

進みます。 

 

Ⅱ．＜ICMサイクルの継続を確保 

するために特に考慮すべき点＞ 

 

１．＜ICM法や海洋法＞ 

次のサイクルに移行するために特に考え

なければならない点は、ICM法の制定です。

或いは海洋政策があれば、これも促進の力

につながります。こういったものがない場

合は、強力なガバナンスやファンダメンタ

ルズを築いていくことが重要となります。

その地域の法律を考慮する必要もあります。
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これについては既に述べたとおりです。 

 

２．＜政治的機会の重要性＞ 

政治的機会の重要性についても既に述べ

ました。市長或いは知事など行政の長の支

持を得ることは不可欠です。市長が反対し

ていると ICMを組むことは出来ません。市

長には味方についてもらう必要があります。

ICMプログラムをその任期の中でどのよう

に作るかということも考えなければなりま

せん。だからこそ３年―５年という期間が

考慮されているのです。 

 

３．＜政治的指導者の交代＞ 

また、政治的指導者が替わった場合につ

いても、考えておかないといけません。と

は言え、そのようなことは我々がコントロ

ールできるものではないので、ファンダメ

ンタルズをシステムの中に組み込んでおく

ことが重要です。長がかわっても続けられ

るようにしておくことです。それでないと、

ICMのプログラムにとっては、大変によく

ない事態となってしまいます。 

 

Ⅲ．＜成果が早期に実証されれば 

信頼と継続が確保される＞ 

 

１．＜地域のリーダーの環境への思い＞ 

早い段階で成果を出すことも重要です。

そうすることが出来れば、信頼が生まれ、

継続が可能になります。各省庁が一緒にな

って話し合いをするということで問題が起

きると考えるかもしれませんが、これは、

役に立つものです。一緒に集まって共通の

問題を話す、ということ、これは共通した

部分がいろいろな省庁間にあるはずなので、

役に立つのです。 

地域の話で、地域の環境に強い気持ちを

持っている、これを共有することで協力し

てもらうことが可能になります。多くの

国々で、地方の自治体の担当者が同じ地域

の出身者の場合には、協力が早い、という

ことがあります。この場合には、早期から

結果を出すことができます。そうなると地

方のリーダーが地域の環境に向けて活動し

ようという意欲がでてきます。環境問題に

取り組もうという意識がでてくるのです。 

 

２．＜情報の視覚化＞ 

２番目に重要なのは、情報を視覚化する

ことです。目に見えるようにするというこ

とです。先ほど、マニラのマネジメント・

アトラスという地図帳をお見せしました。

地図帳だが、地方公共団体の為につくった

ものです。必要な情報をきちんと評価でき

る形で見せる必要があります。日本ではも

っと良いものができると思います。これを

作ったからと言って万全ではありませんが、

目に見えないが必要な情報を目に見える情

報にすることは重要です。「情報はそこにあ

るではないか」「勝手に見てもらえばよいで

はないか」という人もいますが、情報はあ

ればよいものではなく、見えない情報をち

ゃんと見える形にして、説得力を持たせる

必要があります。これは、我々の情報活動

に不可欠な、重要なポイントです。 

フィリピンでは、閣僚に対して何かを説

得しようとする時、例えば、気候変動によ

る洪水が起きた地域について話をするよう

な時、単に話したからといって、閣僚達は

説得できません。「どこでこういった問題が

起きる可能性がありますよ」ということを
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視覚化して示すことができ、「ですからこう

いう対策が必要ですよ」ということが具体

的に示せれば、説得できるのです。これは、

単純なことでもあります。しかし、単純な

ことでも、図で説明できなければ、長い時

間がかかります。「ここは、あなたの管轄下

ですよ。沈んでしまう可能性があります

よ。」ときちんと言えるための材料です。 

いろいろなことが出来るはずです。どの

ようにして事態を緩和するか、とか、人々

に対する規制を加える必要があるとか、こ

ういう説明をすることによって、迅速に対

策を立てることができます。そのために必

要なのは、何が起きているか、理解しても

らうこと。予防原則――これも説明すべき

重要な点です。さまざまな脅威の可能性が

ある、といくら言ってもきちんとした説得材

料がなければ、説得することは出来ません。 

 

３．＜共通ビジョン・戦略を共有する＞ 

最初に信頼感を得ることができるのは、

共通のビジョン或いは戦略を一緒に開発す

る、という作業を通してです。地方自治体

に共通のビジョンがあれば、それが推進力

になります。単純であっても、明確なもの

を打ち立てることです。 

例えば、フィリピンや中国で共通のビジ

ョンを考える際、政府は今後 20年のビジョ

ンの中でこういうことを達成したい、と言

います。この中で具体的な質問を聞いてい

くのです。アモイ市政府は何を求めている

のか、アモイ市の開発にあたって、25年の

先をどうしたいのか、どういう見通しがあ

るのか、です。例えば、「庭園都市にしたい」

という意見が出たり、或いは、「きれいな環

境がほしい」という人もいるでしょう。「港

湾の開発がしたい」など、いろいろな意見

が出てくるのを、最終的にはひとつのビジ

ョンにまとめていき、共通化します。それ

に合意をしてもらう、というのが一般的な

ガイドラインになります。 

マニラ湾については、湾をどのように使

っていきたいかについて、議論しました。

ご存知のようにフィリピンの人々はマニラ

湾の日の出を誇りにしています。この小さ

なことが、非常に多くの利害関係者の気持

ちをひとつにするのです。過去の素晴らし

いマニラ湾の状態に戻したいという気持ち

です。 

地元の人々は、マニラ湾を汚染したとい

うことで、フィリピン政府を相手どって訴

訟をしました。10年間の活動のあと、訴訟

に勝ったのです。重要なことは、なぜ、地

元の人々がマニラ湾のことで、フィリピン

政府を相手取って訴訟をしたか、というこ

とです。事件は最高裁まで行き、最高裁は

政府に対し、マニラ湾をきれいにする予算

を出すように、という判決を下しました。

このように、人々が意志を持って共に闘い

を挑み、結果を出したのです。最後に共通

の努力がまとまり、成果を見せることが出

来たのです。 

 

４．＜省庁間の協力による問題解決＞ 

縦割り行政の弊害の減らし、省庁間の協

力を増やす話をします。水産庁と交通省が

ぶつかるのではなく、省庁間が協力体制と

作れば、事態は改善できます。そういう形

を模索することです。運輸担当が航路のた

めに、養殖漁場を移動しなさい、というこ

とになると対立が起きます。動き方を変え

て、他の省庁と調整をするように、とすれ

－ 114 －



115 

 

ば自治体の働きが効力を発揮できるという

結果になります。 

 

Ⅳ．＜ICMイニシアティブの強化＞ 

 

１．＜リーダーの役割＞ 

次の重要項目です。ICMイニシアティブ

の強化、市町村、自治体の取り組みの強化

をする場合、ICMは国にとってもよいもの

だ、ということを納得して、理解してもら

う必要があります。自治体の長が、それを

推進する役割を担う、ということです。 

 

２．＜MSP（海洋空間計画）ゾーニング＞ 

ICMイニシアティブの強化のもうひとつ

のやり方として、沿岸における海岸利用、

海域利用のゾーニング計画があります。 

 

３．＜MPA（海洋保護区）の設置＞ 

MPA を設定して保全区域を設けるとい

うのもあります。一部の海域を次世代のた

めにそのまま残すという努力が必要です。 

 

４．＜地域開発と環境保護の融合＞ 

自治体に対して、環境保護のアジェンダに

取り組むよう支援するという形もあります。 

 

５．＜中央政府のサポート＞ 

ICMプロジェクトでは中央政府がサポー

トしてくれないとプログラムとして成立し

ません。中央政府のサポートが必要です。

自治体のイニシアティブができて、関係者

がみな、参加しているという状況をつくっ

たら、中央政府がこれに反対する理由はあ

りません。このように ICMプログラムの強

化というのは、いろいろなやり方で実現可

能なはずです。 

 

Ⅴ． ＜持続的な ICMサイクル＞ 

 

１．＜ICMはメリットがある＞ 

「最初の ICM サイクルを一巡したら資

金が尽きましたので、もう終わりです」と

いうこともあり得ます。しかし、ICMは一

過性のものとして作るべきではありません。

これは長期のものとして、考えるべきです。 

 

２．＜ステークホルダーからの支持＞ 

証拠を見せて、人々にとってメリットが

ある、いいものである、ということを納得

してもらう必要があります。 

 

３．＜地方自治体が継続したいと願う＞ 

サイクルの維持ということでいうと、自

治体自身が ICM は自分達にとってメリッ

トがある、と見てくれて、自治体の方から

「継続してやりたい」という気持ちになっ

てくれることが重要です。 

 

４．＜国の海洋政策、ICM法による支援＞ 

そして、中央政府がそれをサポートする、

というのが重要です。それによって、持続

可能な ICMプログラムが出来、地方でそれ

が維持されていく、これが理想的です。 

 

Ⅵ．＜第 9章の重要メッセージ＞ 

 

１．ICMは長いプロセスですが、自治体に

とって、魅力的なものです。懸念事項に対

する取り組みとなるからです。 

２．ICMの短期、長期の記録をきちっと残

して、それを広報宣伝のためにつかうべき
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です。どんなメリットがあったか、という

のは、最後まで待たずに、途中での発信が

重要です。こういう良いことがあったとい

うことはすぐに発信します。最後まで待た

ない、というのが重要です。いろいろな形

で、早め早めに報告が出てくるようにして、

それを知らせる、ということは重要です。

たとえば、報告書の表紙の写真を見るだけ

でも、「こんなに違うのか」と言ってもらえ

ることがあります。これだけでも大いなる

広報的効果となります。 

３．非常に重要なのは、ICMを自治体の行

政の中で政治的な意味も込めてやっていく

必要があるということです。地方行政、自

治体のトップの任期は非常に重要です。中

国は体制と制度が続いているので、トップ

が変わっても影響は大きくありませんが、

他の国では任期は重要です。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

政治家にわかりやすく ICM の必要性を

理解していただく、というところで、２点

ほど質問したいと思います。先ほど、マニ

ラ湾とかアモイ市とか、比較的大きな都市

での目標、10 年・20 年後の目標という話

は聞いたが、もう少し小さな規模のところ

ではどのような目標をもっているのでしょ

うか？というのが１点。それと、なるべく

ICMで行われたことをわかりやすく文書化

して説明することが重要だ、ということが

ありましたが、具体的にどんな形でされて

いるのか例があれば示して下さい。 

回答（チュア博士）： 

最初の質問に対しては、目標・狙いをつ

くる際に大きな都市の場合はわかったので、

もう少し小さな都市ではどうか、何か詳し

い例はないか、と言うことですね。ポルト

ガレラというフィリピンの町があります。

人口は３万人で、そこには、非常に大きな

珊瑚礁がありました。市全体が観光に依存

しており、特にエコ・ツーリズム、ダイビ

ング、浜辺を見に行く、というのが基幹産

業です。同時に自治体自身が明確な目標、

狙いをはっきりさせたかった。たとえば、

観光収入を上げるのか、産業開発をするの

か。ここでは、非常に考えがはっきりして

いました。エコ・ツーリズム、観光を持続

させたい。きれいな環境を保ちたい。３万

人の人口がよりよい生活水準を維持したい。

たとえば、ホテルの場合には、廃棄物が海

の中にいかないようにする、とか狙いがは

っきりしていました。とにかく環境を保護

したい、それが一番大きな関心事だった。

それに基づいて、具体的な行動、保全活動

をしましょう、という考えでした。 

ただ、政治や産業界からは様々な異論が

ありました。ホテル業界などもそれぞれ政

治力を背景にしていますから、異論が出る

わけです。３年ぐらいかけて、ようやく地

元での合意ができました。例えば、そのま

まのたれ流しにならないように下水処理場

をつくりましょう、とかです。 

やっと意見がまとまっても、自治体には

お金がありませんでした。官民パートナー

シップしかありませんでした。民間に投資

をしてもらう。そして、下水処理場を作る。

さらに、観光客から料金などをとる。その

徴収の役目は自治体が行います。例えば、

10年かけて、資金を回収して、保全をして

いくということです。ホテルが参加するこ

とによって、 ICM 管理委員会 (ICM 
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management board)というものが出来ま

したが、そこにはホテル業界からも参加し

てもらいました。WWF など国際組織の人

にも入ってもらいました。ここの自治体は

何がしたいのか、やりたいことははっきり

していました。 

また、バタンガスの湾の中にバンミニと

いう小さなダイビングのメッカできれいな

ところがあります。バタンガス湾の場合に

は、産業地帯もそこにあり、そこから湾へ

の影響もありました。バンミニには持続可

能な開発、持続可能な発展をしていきたい、

という強い思いがありました。そこで、地

元で操業している企業も、協力しましょう、

ということになり、全体のマネジメントに

ついても一緒にやりましょう、ということ

になりました。更に、きれいな環境維持に

努めましょう、汚染しないようにしましょ

う、油の流入にも気をつけましょう、とい

うことになりました。このように地元の関

与は非常に重要です。 

５平方キロしかないというタイの例もあ

ります。そこでも、明確な目標を立てまし

た。観光業、観光地のために非常にきれい

にしたい、と。特に外国人にきてもらいた

い。日本人など、外国人にきてもらって、

滞在してもらいたい。小さな自治体ですが

その結果、興味深いインパクトが生まれま

した。県にある自治体の全部と言っていい

ほどが ICM に参加したのです。50～70 ほ

どの自治体が入って、小さなグループが中

心となって組織化をしました。さまざまな

自治体でそれぞれのやり方があり、ケース

バイケースです。それぞれ自治体の役割は

異なるということがおわかり戴けると思い

ます。  

さて、質問２、ICMのインパクトをどう

発信していくかの答です。利害関係者の参

加が重要だと何度も言いましたが、コミュ

ニケーションプランをつくることも重要で

す。自治体の広報計画をつくり、どういう

問題があったか、どういう成果があがって

いるか、ということを住民に知らせること

は重要です。やり方は国によって異なるで

しょう。 

アモイ市の場合は、広報計画は２週間に

一度、地元の新聞に記事が載るようにしま

した。バタンガス、およびバターンでは、

初期の頃は毎日のようにラジオで広報する

ようにして、伝え、これが意識の啓発とな

りました。海岸の清掃活動、ゴミ拾いなど

の時にも広報活動を行いました。住民が参

加したときに、信じてもらい、知ってもら

うことが重要です。チョンブリーというと

ころでは、住民による海亀の放流ということ

もやりました。また、彼らは、蟹の保護をす

ることが重要だという認識に至り、かごの中

で飼育して大きくして、放して卵を産んでも

らい、卵をとって売るなどをしました。国に

よって異なると思いますが、こうしたことが、

住民の意識を変えるのに役立ちました。 

 

質問： 

国による自治体への支援のあり方につい

ていくつかの例を話して戴きましたが、具

体的な方法論として、国の自治体への支援

のやり方を話して戴けますか。例えば、米

国では法律を作っている、また、補助金を

提供する制度もある、という話を例として

あげて戴きました。その他に何か方法はあ

るかを知りたい。法律、補助金以外に何が

あるかを伺いたい。 
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回答（チュア博士）： 

直接の資金を出すだけでなく、フィリピ

ンの場合、ICMが既に政府の政策となって

いて、自治体が政府に ICMの計画を出すと

予算を出してもらえます。法律があるので、

自分達の自治体の中でも予算を組みやすい

のです。全く新しいことをやったわけでは

なく、昔からやっていたことを ICMという

新しい枠組みの中で行う。それによって、

予算も組みやすく、出しやすい、というこ

とがありました。国の方としても災害対策、

或いは気候変動対策という名前をつけると

予算が組みやすいということがあると思い

ます。そういうことは今までにもやってき

ました。それを ICMということで、更に新

たに組むことが出来るようになったのです。

また、生息域の再生という狙いがある場合、

ICMがあることによって、政治的な支持を

取り付けやすくなったということがありま

す。 

政府のやり方としては、ひとつのやり方

だけではなく、いろいろあると思いますが、

解決策は政府からではなく、自治体からで

てくるべきでしょう。国の役割は、それを

支援する、やりやすくする、ということで

す。いろいろな活動は既にありました。「そ

の実施にあたって、支援する」というのも

いい口実や理由になるのではないでしょう

か。多くの国で ICMの認知度が上がってき

ています。とはいえ、そう簡単なことでは

なく、複雑なプロセスではありますが、政

府としては、こういうことが重要なのだ、

と、また、こういうことで行くのだ、と、

重要性を示す、方向を示す、それが自治体

の方向と合っているということが非常に重

要だと思います。 

フィリピンの場合は、まず自治体のレベ

ルで、「持続可能な開発」ということがあり

ました。国のレベルでも「持続可能な開発

委員会」というのが既にあり、政府にたい

する諮問委員会としての役割を果たしてい

ました。政府としても予算を組んでいまし

た。そうした時に自治体が同じ事をやろう

としていたら、当然補助金を出そうではな

いか、ということになり、非常にやりやす

くなりました。ただ、計画性もなく、一方

的に前のめりになってしまう、ということ

が自治体の方にあると問題です。準備も出

来ていないのにやってしまう、という場合

がそれにあたります。お金がありますよ、

だからやりなさい、と国が言っても無理で、

自治体が、自分達でできる、という段階に

なっているということが重要だと思います。 
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第 10 章  

沿岸域総合管理の効果をどのように

測るか 

 

ICMは、どこでも同じように展開すると

いう訳ではありません。それでも、それぞ

れの経験を共有しあって、そしてまた持ち

帰って始めるという事が重要ですが、それ

ぞれに皆が試行錯誤しつつ実践しています。

海外での事例が役に立つかもしれないし、

役に立たないかもしれませんが、私自身は、

枠組み、プロセス、そして、色々なメカニ

ズムに関しては、実はそんなに違いがない

と思っています。 

基本的に共通点が結構あるのは、ICMが

人間の活動を調整したり、規制したりする

という点です。我々人間が環境を調整する、

規制するという事はできません。人間なの

で、国を超えても、例えば、開発に関する

我々の欲望というのは、同じです。より早

く開発したい、発展したいというのは、人

間の共通の課題であろうかと思います。 

日本でもそうですが、経済の高度化、工

業化、埋め立てなど、様々な国でこうした

ことが踏襲されてきた訳です。開発の度合

いによってもちろん違いがあり、それによ

って、考え方や、狙いが異なったりもしま

すが、様々な経験、歩み方や問題もどうし

ても共通となります。例えば、30 年、40

年高度経済成長が日本で続いてきたと、そ

して大変な成果を上げてきました。ただ、

それを牽引してきたこれまでの人達の考え

方と今の若い世代の考え方は、もちろん違

う所があり、そこは押さえておく必要があ

ると思います。 

それから、もう一つは文明というものは

「前進する」ものであるという事です。30

年前に抱負として持っていたもの、例えば

経済的な自立とか、それは当時、皆が獲得し

たいと思ったものですが、30 年経て若い人

達から見てどうありたいかということは、や

はり必ずしも同じものではないと思います。 

かつて、私は子ども達によく言っていま

した。昔はお米の香りというものがわかっ

たものだと、このお米の香りがとても良い

香りで、おいしいと思ったと。でも、若い

子ども達は全然そういう事がわからないと

言う。そのように、何がいいと思うのか、

何を感ずるかという事もやはり世代によっ

て、また時代が変われば異なります。 

ですから若い世代が何を求めているかと

いう事をやはり我々は忘れてはいけないと

思います。経済成長だけでなく、やはり自

然とのより良い調和を求めているというと

いうことも、今は増えているのではないで

しょうか。例えば、先進国の方がむしろ自

然を大事にする、発展途上国の方がやはり

発展、成長の方が大きな課題としてあるの

で、むしろ自然よりも、自然を壊しても、

あまり気にしないという所もあるように思

います。又、海や沿岸についても同様で、

政府の計画立案、そしてそれを実施する主

体、担い手としての我々は、物事をより大

きく広く考えて、そして姿勢を変えるとい

う事も時には必要ではないかと思います。 

ICMというのは、人間の行動を変えると

いうことを求めています。我々の行動が変

わらなかったら、意味がないと思います。

あと４章か 5 章も残っている中、今の段階

では少し時期尚早と言えるような内容もあ

りますが、それでも知っていただければ、

もちろん役に立つと思います。いろんな指
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標もあるので、それらを知って戴きたい。

それだけではなくて、今日は皆さんとの討

論の時間も大事にしたいと思っています。

もう、お互いの間の壁もとれたと思うので、

間違っているとか、そういう事は気にせずに、

率直にご意見をいただければと思います。 

 

Ⅰ．＜指標の役割＞ 

 

ICMの実施状況の評価、そしてその基準。

やはり何をするのでも、今は、評価が求め

られる時代になってきました。そこで指標

というのは、何をするものなのか、指標は

どういう役割を持つのか、から始めます。 

指標というのは、道具です。様々な過程、

プロセスをモニタリングしたり、評価した

りするためのツールです。評価が求められ

る、評価をしろと言っても、どうやって測

定したらいいのか。そういう時に、使えて、

役に立つのが指標です。指標はまた、人々

の意識を高めるためにも役立ちます。 

ICM関連の活動をしている中で、ためら

いというのが、どうしても出て来ます。自

分の事を測定しろと言われてもやりにくい

こともあると思います。でも、それが出来

なければ改善は望めません。そこで、役に

立つのが、指標です。指標を使って知識を

増やす事も出来ます。知識を高め、拡充す

る、そして振り返って、次の行動を促す、

その為にも指標は役に立つのです。 

ICM は 40 年間、これまで世界各地で進

められて来ましたが、いろいろな論文など

を見ても、やはり何をやっているかという

内容はあっても、振り返って色々反省点な

ども込めたような報告、論文などは実は非

常に少ない。振り返る、反省する為にも指

標は役に立ちます。それから合意形成をす

る時、意志決定をする時、そして次のサイ

クルに向けて進む時など、各プロセスで指

標は役に立ちます。次のサイクルに移る前

に評価をすることが重要です。そして、そ

こにおいて、いろんな指標を作り、それを

計測する事が役に立ちます。 

 

Ⅱ．＜評価指標が必要である理由＞ 

 

次に、ICM評価指標が、なぜ必要なのか、

という事を考えていきます。 

１． ＜効果を検証するため＞ 

第１の理由としては、効果があったかど

うかという、その尺度を実証してみるため

です。この指標を使う事によって何かを達

成したかどうかが本当に計れるのかという

事です。ICMのシステムやそのさまざまな

構成要素、それが本当にうまく働いたのか

どうかという事を確認する必要があります。

すべてではなくて２つだけしか出来ないか

もしれませんが・・・。こうした振り返り

は様々な ICMとしての政策、実際にとった

行動、管理手法が適切だったのかどうかを

判断するにも重要です。 

例えば、区画区分をする、ゾーニングを

するといった場合を例にとります。機能別

に空間計画を作ったり、ゾーニングをした

時にもそれが本当に有用だったのか、役に

立っているのかを見る事が重要です。どん

な活動をするにも決定したゾーニングに従

ってやる、という決意はあるかもしれませ

んが、自然条件によっては、うまく行かな

いこともあります。ですから、うまくいっ

ているかどうかを知るためにも、この指標

は必要なのです。 
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２． ＜環境変化をモニタリングするため＞ 

環境の状況がどう変わったのか、モニタ

リングする為にも指標は必要です。どれだ

けの変化が環境において生じたのか、それ

を測り、まとめたのが「State of Coast (沿

岸域の現状報告)」というこの報告書です。

沿岸域の現状に関する調査報告書で、世界

各地で行われています。プロファイリング、

現状把握を行い、そして毎年どれだけ変わ

ったのかを決まった報告体制で追っていき

ます。 

最初にプロジェクトを開始する時には、

まずその現状を把握する所から始めます。

まだ ICM をやってない段階からやるとい

う事です。例えば法令上問題があるとか、

利用に関して対立があるとか、漁業に関し

て対立があるとか、色々あると思います。

そして、次の年にどれだけそれらの状況が

変わったのかということを報告します。 

他の条件は変わらないけど、ここがこう

変わったということが分かってきます。毎

年これをやって行くと、同じ情報、同じ項

目がずっと追跡調査されていくので、その

蓄積が、非常に適切に変化状況がわかる報

告書になっていきます。例えば、５年 10年

で様々な点でどう変わったか、という事が

把握できるものになります。こういう事を

やった、その結果こういう事が変わったと

いうことが見えてきます。 

市長も次の選挙に出る時にはこういう事

を是非言いたいだろうと思います。かつて

はこうだった、当選して５年後、こういう

風に変わったという事を言って再び立候補

したいだろうと思います。市長と話をする

時にこういった事ができますよと、言う説

明が出来ればサポートしてくれるでしょう。

市長としても、できるだけ多くの事をやり

たいと思うので、その場合はこのような政

治的影響力と自分達の技術的な要件とを組

み合わせていくことになります。 

 

３．＜沿岸域での社会経済的な圧力の 

状況を評価するため＞ 

さて、次に検討すべき事は、社会経済的

な圧力、これが沿岸域でどのようになって

いるかを評価するということです。State of 

Coast のレポートの中にはこの内容が含ま

れます。その上で ICMによる取り組みの効

果を評価します。これもまた、我々として

知りたいことです。ICMでいったいどのよ

うな貢献が出来たのか、ということです。 

４．＜ICM実施の効果を評価をするため＞ 

デモンストレーションサイト、アモイ市

の場合は ICM導入後、様々な変化が起きま

した。「全部 ICM でやったのか」という質

問をうけましたが、答えは「No」です。ICM

が全ての事を実施するわけではありません。

ICM によって、そういう事をやるきっかけ

ができる、ということはあるかもしれません。 

我々には、お金はあまりなくても、物が

なくても、脳はある、頭がある、枠組もあ

ります。この枠組の導入により変化を引き

起こすという事です。従って我々が正しい

枠組、或いは正しいアプローチ、正しい考

え方を導入することが大切で、そうするこ

とによって、その後はおのずと色々な変化

が生まれていくのです。我々がアモイ市で

行った事の全てに対するお金を投下するの

であれば、どれだけお金があっても足りま

せん。しかもアモイ市は我々が手がけてい

る ICMプロジェクト・サイトの一都市に過

ぎません。 
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他の国でも ICM を行う時にアモイ市で

行ったほど、大きな事が必ず起きるわけで

はありません。変化により長い時間がかか

る場合もあるからです。私自身かつて横浜

でプレゼンテーションした事があります。

二都物語ということで、ICMのサイトとし

て開発した２つの例をあげました。一つが

アモイ市、もう一つがバタンガス湾です。

その 15年後、両方のサイト共、前に進んで

います。しかし、片方はうさぎのように非

常に早く行き、もう一方は亀で、のろのろ

と歩いています。しかし何が同じ点かとい

うと、どちらも同じ方向に進んでいるとい

うこと。 

これが ICM のあるべき形です。ICM が物

事を一夜にして変えるような事を考えては

いけません。我々が考えるべき大切なこと

は、どのように知識を活用して、正しい方

向で物事を動かして行くかと、いう事です。 

 

Ⅲ． ＜ICM実施状況の 

評価にあたっての課題＞ 

 

さて ICM 実施状況の評価にあたっては

様々な課題があります。ICMの場合、その

評価尺度は簡単には導入できません。行動

を起こしても、その後きちんと計測する事

が必ずしも行われていないからです。特に

ICMによりこういった変化がおきたのだと

いうことを証明する、帰属性を証明するの

は難しい。ICMのおかげで変わったのだと

言っても、それをなかなか証明できません。

なぜかというと ICM によって変化が起き

たとしても、その他にも様々な要因があっ

て変化が起きるからです。従って、変化が

起きたから ICM のおかげだという事はな

かなか言えません。そのような因果関係が

あるのだとか、費用対効果の分析を行う事

はなかなか困難です。 

 

１． ＜ICMプロジェクトによる 

現場での変化を評価する難しさ＞ 

評価尺度をきちんと開発しなければ、変

化を測定する事はできません。ICMが介入

した事で、こういった変化が起きたのだと

いう事を見る為の尺度が必要です。統合管

理、総合管理の概念というのは、色々なも

のをつなぎ合わせるという事です。

coordinating committee（協議会）を組む

という事も、ICMの要件として行われます。

これらは指標として測定できます。しかし

あくまでもプロセスの指標であって、成果

を測るものではありません。プロセス指標

はあります。それに従っていく事はできま

す。そして ICMのプロセス指標を使う事で

色々な物事を成功に持ち込む事はできます

が、成果が出るまでには時間がかります。 

 

２．  ＜ICMプログラムの長期的・計画的

アプローチを評価することの難しさ＞ 

二つ目の課題としては、ICMプログラム

の長期的・計画的アプローチの成果に対す

る証明が難しいという事です。ICMの採用

するアプローチはプロジェクトではなく、

プログラムとしてのアプローチです。この

二つの違いをここで強調しておきたいと思

います。ICMの「プロジェクト的アプロー

チ」というのは、一つの事を達成するとい

う意味で、それが終わればプロジェクトは

終わります。 

「プログラム的アプローチ」というのは、

プログラム全体について長期的な目標を設
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定して取り組んで行くという事です。その

中には沢山のプロジェクトがあって、次々

と開始されていきます、これをプログラム

的なアプローチといいます。ICMにはまず

プログラムがあり、その中に 10、20 のプ

ロジェクトが入っている場合があります。

これらのプルジェクト一つ一つに、費用が

かかる場合がありますし、かからない場合

もあります。要する時間もそれぞれに異な

るという事がありますので、一つの大きな

プログラムについて、それを成果とどのよ

うに関連しているかを証明していくのは非

常に難しいのです。ICMの課題の一つです。 

ICMでは、常に長期的な目標が話題にな

ります。様々なアプローチ、メカニズムの

枠組み、プロセスを使って取り組んでいく

のですが、この推進力を使って非常に多く

の ICM のプログラムを運用していくわけ

なので、この枠組みのおかげでこの結果が

出た、このプロセスでこういう結果がでた、

ということはなかなか言えません。 

しかし ICM の為には適切な基準あるい

は指標を開発して、この ICMによりどのよ

うな変化が蓄積していったかを計らなけれ

ばなりません。これが ICMの「沿岸域の現

状（State of Coast）報告書」になります。

成功する為にはそこで報告を積み重ねてい

く、そうする事でそのプロジェクトはどん

どんと経年変化の情報が蓄積されていきま

す。協議会を作りましたというのもその一

つになります。今年はそれをやった、と。

そして、協議会は何をしているのか、どの

ような結果をだしたか、どのような決定を

下したか、どのようなプロセスに貢献した

か、こういった事を逐次、記録していきます。 

非常におもしろいシップマンのコメント

があるので、それを引用します。彼が言っ

たのは「効果的な ICMでは、実践的・具体

的な成果が短期的に示されなければなりま

せん。しかしながら長期的には、効果的な

管理の為の条件を作り出していかなければ

なりません。」と。これが何を意味するのか

というと、まずこの協議会を設置します。

この設置というのは、ただちに目に見える

具体的な成果です。委員会の仕事は、どの

ようにして管理レジームを作っていくかと

いう事であり、どのように管理システムを

適用していくかという事です。協議会の実

践的で長期的な成果は、どのように ICMの

プロセスを作り、実際に ICMを実践に持ち

込んだかという事であり、それが目に見え

るには時間がかかります。 

 

３．＜様々な政策・管理による介入のアク

ションの結果と実際の生態学的変化との時

期を合わせることの難しさ＞ 

３番目の課題は、様々な政策・管理によ

る介入のアクションの結果と、実際の生態

学的な変化との時期を合わせるという事で

す。ガバナンスのサイクルと生態系のサイ

クルのギャップを埋める事ができないよう

な状況でこれが発生します。なぜかという

とガバナンスのサイクルは行政の決定、こ

れを政策の形にし、あるいは制度的な取り

決めにし、法制化していくという事があり

ますが、あくまでもこれはガバナンスの部

分として介入するものです。 

しかしながら、環境での変化あるいは生

態系での変化というのはこれと平行して起

きるものではありません。生態系の変化は

もっと長い時間がかかりますし、又、変化

が目に見える為には、かなり大きな変化が
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なければなりません。たとえば、ある動物

の生息地を回復しようとしている場合であ

れば、色々な政策、管理によって干渉は出

来ますが、実際に回復を達成するためには、

非常に長い時間がかかります、つまりこの

両者の間に時期を合わせることはできない

という事です。従って、最終的には広い範

囲で対応していかなくてはならなくなりま

す。そうやって、影響のインパクトを蓄積

していく事ができるのです。 

 

４．＜多すぎる指標＞ 

最後に掲げている課題としては、評価に

関して、今ではあまりに多くの指標が出来

ており、非常に複雑になってしまっている

という事です。たとえば、ユネスコの政府

間海洋学委員会（IOC）の文書を見ると、

指標だけで冊子が幾冊もあるような状況で

す。そうなってしまうと、いろいろな物事

を指標に合わせるだけで、時間がかかって

しまいます。ここで申し上げたいのは、あ

まり指標を増やしてしまってはいけない、

ということです。実践的にはその中からい

くつか選び、それをガイダンスとして、自

分の仕事の善し悪しを評価する事が何にも

増して重要だということです。 

 

Ⅳ．＜実施状況の評価指標＞ 

 

これから述べる指標は非常に簡単に開発

できるもので、これまでに GEF（地球環境

ファシリティ）が業績評価に使って来たも

のです。 

 

１． ＜プロセスの指標＞ 

最初にご紹介する尺度はプロセスを測る

ためのものです。例えば、進捗状況を図り、

アウトプット・インプットの記録を取り、

成果を見る、あるいは社会経済的、生態学

的なインパクトを測る尺度となるのがプロ

セス指標です。プロセス指標により ICMプ

ロセスのステップをどのくらいきちんと踏

んでいるかを測る事ができます。ICMプロ

グラムの策定、採用、実施、向上、強化な

どすべてプロセス指標で測る事ができます。 

 

２．＜圧力の指標＞ 

圧力の指標では、どれ程のレベルの圧力

が生態系にかかっているか、人的活動によ

る生態系への圧力を測ります。測定は容易

に行えます。基本的には現状を測るのです

が、方法の一つとしてリスク評価を行う事

でこれを達成できます。どのようなリスク

が存在するのかを評価するのです。 

たとえば、リスク評価を行って水俣病が

あるという事がわかったとします。調査を

実施して、リスク評価を行い、その結果と

して水俣病を公衆衛生のリスクとして位置

づける事が可能になれば、病気がおきる可

能性というのが生態系への圧力となります。 

 

３．＜現状の指標＞ 

これは、現状を測定するための指標です。

環境あるいは社会経済的な現状を測り、そ

れをもとにストレスのレベルを明らかにし

ます。沿岸域のプロファイリングを行うと

きには、まず現状を判定する事が重要です。

都市部に行き、この都市においては下水処

理施設が一つしかないとわかったとします。

そして、９割の人々は下水処理施設を持っ

ていないという事がわかる･･･これが現状

把握です。つまり、現状では、適切な下水
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処理設備がないという事を把握します。 

もちろん日本ではそんな問題はない、と

お考えでしょうが、他の国では大きな問題

になっています。バングラデッシュに行っ

てみると、まず考えなければならないのは、

きれいな水が供給されているかどうかとい

う事。これが現実です。日本に来れば、自

信を持って、水道水を飲んでも大丈夫だと

思いますが、インドとか中国とかバングラ

デッシュに行った時は、決して水道水は飲

みません。 

 

４．＜対応の指標＞ 

測定は容易に行えます。たとえば、下水

処理施設がなければ下水処理施設を作る、

建設するのだという事が対応になるし、対

応の指標となります。これはインパクト（影

響）ではなく、あくまでも対応の指標であ

り、どう対応したかということにすぎませ

ん。その影響は入りません。 

日本の場合には、自治体あるいは都市は

沿岸海域に対して、権限を持っていません

が、中央政府がやり方を変えて沿岸海域を

市町村に任せるという事になった場合には、

それは対応の指標に加わります。ここが変

わるということです。結果の善し悪しや影

響の指標ではないので、混同しないことで

す。 

 

５．＜持続可能性の指標＞ 

例えば、様々な介入をしたとします。そ

して状況は改善したか、それが、持続して

いるか、もしくは改善しているのか、新た

に悪化して崩壊しているのか･･･。改善が持

続しており、ある基準を満たしていれば、

成功しているという事になります。 

もう一つ、測れるものとして、ICMプロ

グラム自体が持続可能なプログラムである

かどうか、というのがあります。もし ICM

プログラムが自治体が行うべきことになっ

ている、つまり、職員を常時配置して予算

がついているのであれば、持続可能性は高

くなります。これを持続可能性の指標とし

て測ることができます。アモイ市の場合は、

自治体が既に主体として入っているので、

「持続可能性の高いプログラムである」と

言えます。 

 

６．＜影響度の指標＞ 

最後に難しい指標をご紹介します。影響

度の指標、つまり影響度を測るものです。

ICMの実践によって、生態系、社会経済的

な影響がもたらされたかどうかを測ります。

これに関しては、最初にベースラインリサ

ーチ、すなわち、ICMを始める時点での沿

岸域の状況を把握するための調査をしてお

く必要があります。例えば、アモイ市で ICM

をスタートさせたとき、かなりの人たちが

貧困レベルの生活をしていました。従って、

所得レベルも中国の中でも相当低い位置に

ありました。ICMをやって全体的な開発が

進み、非常に効果的に貧困から脱出するこ

とできました。これは社会経済的な影響と

いえます。 

また ICM スタート当時、人口の 30％し

か下水設備を持っていませんでした。これ

が、ベースラインでした。今でも下水設備

の普及率は 100％にはなっていませんが、

80％までに改善されています。しかも、毎

年これは増えている、という事です。とい

うことで、下水設備の普及率も影響度の指

標となり、影響度評価ができます。 
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さらに、生態系の改善ですが、こちらの

方は測るにしても長い時間がかかります。

例えば、下水処理と言ったら、施設・設備

を作ればいいので、5 年くらいでわかりま

すが、生態系影響度というのはそんなに簡

単ではなく、時間がかかります。 

先ほど干潟を紹介しましたが、以前は、

あちこちに干潟、沼湖があったのですが、

ICMを始めた頃は、汚染されて、魚は棲ま

ない、生物はいないという大変な状況にな

っていました。市民は非常に心配していま

した。白鷺が市の鳥だったのですが、これ

が飛来してこないという状況でした。白鷺

が消えてしまったことを、市民の皆さんは

非常に寂しく思っていました。 

ところが、雲南のあちこちの干潟を整備

し始めて何年か経ったら、白鷺が戻って来

ました。白鷺が戻って来た、というのは、

非常に大きいインパクトがありました。こ

の結果が市に対して与えた衝撃は大きいも

のでした。やれば「変われる」、そして「変

われたんだ」ということです。あの白鷺が

再び飛来した、という事は生態系の影響度

の指標になりました。 

皆さんも全部の指標を揃えるというより、

どのような指標を持ち、尺度として測って

いくのかを考えておいてほしいと思います。

マーケティングのマインドもなければいけ

ません。自分たちの仕事を売り込む、プロ

グラム、プロジェクトを売り込むというこ

とも必要なのです。従って、デスクワーク

をしているだけではだめで、こういう成功

があった、このように測れた、こういう結

果が見えますよ、という事を売り込むこと

も重要です。 

 

Ⅴ． ＜評価（指標）の枠組み＞ 

 

１．＜スタート段階＞ 

それでは、シンプルな指標の枠組みをご

紹介します。ICM Program Policy Cycleに

あるもので、指標に関しては、「圧力指標」、

「現状指標」に大きく分かれています。こ

れは、今では、国際プロジェクトでよく使

われているもので、PEMSEAでも使ってい

ます。測定するプログラムの段階評価が簡

単にできます。 

何を、どの段階ですればよいかです。「圧

力指標」で、現在のリスクは何か、どうい

う環境圧力がかかっているかを把握します。

「現状指標」で、現状の把握、プロファイ

リングをします。ベースラインを測ってお

く等がこれに含まれます。今どうなってい

るか、今どういう状態か、と。 

報告書でも現状はこう、スタート時点は

こうだったと、実情を書かなければなりま

せん。それを測る尺度を最初から設定して

おく事が重要です。 

 

２．＜計画段階＞ 

次に、プログラム開発で「プログラム」

を策定します。そして「プロセスの指標」

を複数つくり、「新しい方針」を策定します。

出来れば、新しい「法律、条例」も作りま

す。新しい「行動計画」も作ります。 

更に、「プロセスの指標」で、様々なこと

を測定していきます。プログラム策定時に

作ったステップ毎に何を実現したいか、ど

ういうアクションをとるか、です。将来、

これらの実施の段階が終わり、成功した時

に、「何々をきちんと成功裏に終了した。こ

れが、その一部である」と言えるためには、
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きちんと最初から指標を持っていて、元の

状態を測っておき、それと比較できなれば

ならないという事です。 

 

３．＜承認段階＞ 

「プログラム実施」の状態になった時に

は、次のようなことがあります。例えば「こ

のようなプログラムを策定しましたが、政

治レベルでの承認が下りませんでした。こ

れが下りていたら、成功したかもしれませ

ん。」或いは、「プロジェクトの承認に成功

した。次は実施となるので、最初の山は超

えたと言えます。これから、次の実施ステ

ージに入れることになりました。承認がと

れたというのは大きな成功です。」というよ

うなことです。 

 

４．＜実施段階＞ 

承認がとれれば、次の段階である計画か

ら「実施(action)の段階」に入れます。ここ

はかなりの仕事量があります。啓蒙キャン

ペーン、アクションプラン、災害管理、環

境劣化の復旧とか色々な作業があります。

このプロセスに関してもそれぞれ何をもっ

て、「出来た」か「出来なかった」とみなす

か、というプロジェクトの指標を開発して

おく必要があります。 

例えば、志摩市が英虞湾で真珠貝の生産

量が減ったという問題をかかえている、と

します。そこで、真珠貝の収穫が減ること

に歯止めをかけたい、という事であれば、

複数の活動を考えます。 

ここで進捗状況を測る時に使い始めるの

が「反応の指標」です。ある行動に対して

どういう反応がでるか、それに対して、ど

ういう対応をすると、或いはどういう行動

をとると、どうなる･･･という事です。プロ

グラム自体で、この「反応の指標」を使い

ます。 

このプロセスではプロセス自体が反応の

過程でもあります。何かを実施すると、反

応が出て来るという事です。ですから、ど

のような反応があったかという事を測定し、

指標を使ってプロセス自体も評価すること

ができます。 

そして、更にこうした実施を進めていき

ながら、持続可能性を評価できるようにな

ります。例えば、「ICM プログラムが、よ

うやく受け入れられた。自治体の政策項目

に載った。」というようにです。これは持続

可能性の評価の一つになります。 

また、環境が継続的に連続して改善して

いっている場合、これも一つの反応（レス

ポンス）です。そして、レスポンスの一つ

として、ストレス指標が下がったとなれば、

環境に対するストレスが下がったという事

ですので、「ストレス逓減指標（Stress 

Reduction Indicator）」というものを使えま

す。環境負荷、生態系負荷がどんどん下が

っていったら、生態系は改善するわけです。

改善していくにつれ、環境負荷というかス

トレスがなくなってくるのが見えてきます。

これを「ストレス逓減指標」を用いて確認

するということです。 

このように ICM プロセスが進むにつれ、

さらなる変化が観察できるようになるはず

です。これは、ICMのプログラムを総合的

にアップグレードしていく、さらに良くし

ていくことにつながっていきます。最初の

サイクルを一巡させたら、さらに、改善の

為に何ができるかを考えます。ここの部分

はできた、ここの部分はできていない、そ
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れでもいい、等々。そして、指標できちん

と成績を確認していきます。サイクルを一

巡して、アップグレードする前はこうだっ

たが、ここから次のサイクルに上がるとこ

ろで、インパクト評価、影響評価というも

のをやっておこう、とか、生態系の状態の

確認、また、影響の評価という事で、いろ

んなアクションをしたが、この結果何が起

こったかという事を指標で測っていきます。

つまり、指標を使って、成績表が少しずつ

出て来る感じです。 

 

Ⅵ． ＜どの枠組みを使うべきか？＞ 

 

IOC（政府間海洋学委員会）の指標は長

くて大きいので、それのシンプルバージョ

ンである PEMSEA の指標の方が簡便に使

って戴けると思います。簡素化されている

からといって「易しい」という意味ではあ

りません。ただし ICMの早期の段階でこれ

全部を測っていくのは難しいとは思います

が、こういう風なやり方をするのだという

事は覚えておいてください。 

もっと複雑なものも作れるし、複雑バージ

ョンというものもあります。例えば三層にな

った指標というものもありますが、これは将

来あらためて紹介しましょう。最初はシンプ

ルなものでわかっていただいた方がいいと

思います。ただ、複雑化する事が出来るとい

う点だけは覚えておいてください。 

どの枠組みを使うべき、というのは言い

ませんが、一般的枠組み、というのがいい

と思います。他にも EPSアウトカムフレー

ムワーク、ICMポリシーサイクル等、様々

ありますが、最初から全部説明しても混乱

するだけなので、今回は割愛します。 

VII． ＜第 10章の重要メッセージ＞ 

 

１．ICMの評価基準、シンプルな評価指標

を使って、様々な事を実現・達成できると

いう事ですが、どの指標を採用するにして

も、適切なモニタリングを各段階でタイム

リーにやって戴きたいということをお伝え

したいと思います。これは、プログラム開

発時から実施の各段階でやって下さい。各

段階で測定するという事が重要なのです。

２．パフォーマンス指標で、プロセス、プ

レッシャー、現在の状態、反応、持続可能

性、影響を測ります。ただ、多すぎるほど

の指標を設定しないことも重要です。 

３．ステークホルダーが一番の指標かもし

れません。彼らによる考査値を見ればプロ

グラムがどうなっているかがわかるでしょ

う。 

また、ICMの成功を測る指標というのは、

「継続できているかどうか」いうことです。

従って、直近の予算がついているかどうか

だけでなく、継続してやっていけるかどう

かという事が重要です。自治体、政府との

経済アジェンダに取り上げられるという事

は、これは継続したいという熱意が残った

という事で、成功の一つだと言えます。 

なぜこれを受け入れてくれるのか、例え

ば、「実際に採用された」「採用されるべき

理由がある」「かつうまく動いている」「指

標的にも何かいい業績が出て来た」「パーフ

ェクトではないかもしれないが、仕事はし

ている、結果・成果は出せている」という

事が評価されているということでしょう。 

４．最後に、皆さんにもう一つ考えていた

だくヒントとして申し上げたいことがあり

ます。Peter SengeがMITモデルで言って
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いることですが、メンタルモデル、つまり

意識のモデルが情報の組織化を形作って行

くということです。どんな情報を今持って

いるかという事ではなく、「メンタルモデル

を使うと、情報から何を抽出するかという

事がわかって来る」という事を言っている

のです。つまり我々は、指標でもって情報

を集める訳ですが、指標で得られた情報の

何を使い、そこから何を読み取るかという

事が重要だというのです。指標で情報を得

るだけではだめで、その結果をどう使うか

が重要だということです。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

「過程の指標（Process Indicator）」につい

てもう少し詳しく伺いたい。 

回答（チュア博士）： 

プロセスインディケーターというのは何

なのか、「過程の指標」で、何を測るのか、

ですね。たとえば、ICM委員会が作られて、

それが適切にこの状況を追っているかどう

かという事を見るような指標なのか、それ

とも、目的、ゴールを測る指標なのか、プ

ロセスインディケーターとは何かという事

ですね。 

「過程の指標」は三段階のシステムに整

理することができます。最初の段階から、

高度の段階まで進んだ段階まで含めてです。

サイトプロファイリング、つまり、その現

場のプロフィールの状況把握をして実施す

るとか、また、問題を明らかにして優先順

位をつけるとか、管理の範囲を決めるとか、

いくつか役割別の指標があります。 

例えば企画・計画の段階では計画・企画

の段階のプロセスの指標というものがあり

ます。例えば、対象地点としてここで本当

にいいのかという事を見る、というような

ことが入っています。最初はその対象地域

を簡単でもいいので評価します。また、ど

ういう人が賛成で、どういう人が反対して

いるのか、どういういろんな機会や可能性

があるのか、自治体がどういう所に関心を

持っているか、というような事を、現場に

行って、そんなに詳しくなくていいので、

住民や利害関係者に聞くなどして決める、

評価をするということです。 

そういう事がわかってくると、他に例え

ば、問題やリスクがこの現場にあるのかど

うか、これが問題だという事が、どうやっ

たらわかるのか、この沿岸地域の評価プロ

セスを再び評価します。そしてリスク１、

リスク２、リスク３というふうに順番とか

番号をつけて行きます。こういうのが「過

程の指標」という事です。 

もちろんそれですべて完了するというも

のではありませんが、ICMの中にはとにか

く過程、プロセスにあたるものが何段階も、

また、いくつもあります。ひとつひとつみ

んな完了させていかなければいけません。

そういうものが沢山あるのです。参加型の

プロセスについても、追って行かなければ

ならないプロセスが沢山あります。利害関

係者に訴えかけて、そしてその人たちを巻

き込んでいくに際しても様々なプロセスが

あります。利害関係者をとにかく集めて来

て、そして話をすればいいというようなこ

とではありません。参加をしてもらう前に

まずこちらの準備が必要です。目的が何な

のかという事をはっきりしておかなければ

なりません。 

また、コミュニケーションは重要です。
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色々な意思疎通、広報をする為の計画を作

っておかなければいけません。そして「期

待される結果はこれだ」という事も明確に

しておきます。全体の協議をするにしても、

そういう準備の段階から始めなければなり

ません。 

そして、具体的にコンサルテーションの

ために協議会に集まってもらう際には、そ

の利害関係者に対して事前のいろいろな訴

えかけなどもしておく必要があります。そ

ういうものが一つ一つのプロセスの中に

色々入っている訳です。 

例えばこのワークショップ、これも一つ

の訓練、トレーニングと言ってもいいと思

いますが、OPRF がこの建物を使って、そ

してただ「来てください」と、皆さんに訴

えかけたというようなものではありません。

その前にずっと準備の段階があって、誰を

講師として、誰を参加者として呼ぼうかと、

そういう一連のプロセスがあったわけです。

この集中講義だけでもこういうことが必要

なわけです。そういう事がなければ、３日

間やっても、いい成果が期待できないとい

う事になります。従って、プロセスは非常

に重要です。講師も準備し、参加者も準備

しておかなければならない。参加者がここ

に来て、何か成果が上げられるような状況

になっていなければなりません。通訳の準

備も必要です。この集中講義という一連の

プロセスだけでも、このように沢山ステッ

プ、沢山の要素があり、その一つ一つを考

えなければいけないということです。 

 

質問： 

ICMを行う主体については、どのような

指標を使って、評価するのでしょうか？と

いうのも行政をやっていると、どうしても

やっぱり結果を出さないといけないので、

自分でその指標を選ぶ場合、やはり、「結構

進んだよ」とアピールできるような指標を

選びがちではないかと思うからです。ICM

の場合はいろんなステークホルダーが参加

しているから、それ自体が評価すれば問題

ないという考えがあって、外部からの評価

というものは考えられていないのでしょう

か。 

回答（チュア博士）： 

PEMSEAの指標は、実際に ICMプロジ

ェクトをやっている人が使うことを想定し

たものです。例えば志摩市が ICMをやると

いう時に、志摩市の皆さんが自分を評価す

る為、自分がどれだけ達成したかを知る為

に使うものです。国とか県が皆さんを評価

する為に使うという話ではありません。 

皆さんの場合には、例えば、今まで出来

てきたものを、どれだけ活かせたかという

ような事、きっとそういう視点が大きくな

るのではないかと思います。実際には、こ

のプロジェクトがまだ最初の段階なので、

このプログラム開発、策定という予想され

るプロセスをきちんと踏んで来たかという

事もあるでしょう。ICMにとって重要な事

というのが 10項目あり、それは次の章で話

します。そこで、評価すべき事が出て来ま

す。 

例えばコーディネーションのメカニズム

をきちんと作ったかと言うような事も重要

です。やはり ICMにはどうしてもそれが必

要だからです。ICMをきちんとやろうと思

ったら、この調整の為のメカニズムが必要

です。 

そして ICM のきちんとした枠組みを作
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ってそれを維持しているかどうかというの

も、一つの評価ポイントになります。こう

いう指標というものはいくつでも沢山作ろ

うと思えば作れますが、その中でも特に重

要なものというのが、いくつかあります。

初期の段階なので、とにかく後々影響を及

ぼすような非常に重要な「過程の指標」は

何か、ということです。そういうのは必ず

あると思います。 

例えば、問題があったとき、それが本当

に解決できたのかというような事を知るた

めの指標というのもあります。いくつ位の

指標を作るかというのはその事業の規模に

もよります。  

 

 

 

 

 

－ 131 －



132 

 

第 11章  

沿岸域総合管理の実施手法とは 

 

この章では、10 項目からなる行動綱領、

実践綱領の話をします。ICM実施において

守るべき重要なことはいろいろありますが、

特に 10点を挙げるとしたら何だろうか、と

いうものです。これは、一夜にして出てき

たものではなく、私が永年の実施の経験か

ら抽出した「ICMの十戒」、ICM実施の担

い手にとっての重要事項です。 

 

Ⅰ．＜ICM システムのアプローチや

枠組み、プロセスやメカニズムを採用

し、適用し、維持すること＞ 

 

まず第一に、ICMにかかわるアプローチ

や枠組み、そのやり方のプロセス、メカニ

ズムを、採用し、適用し、管理し、維持す

る、ということが必要です。ずっとこれを

続けて、システムとして管理していきます。

これがまず重要なことです。それによって、

生態系の生産的な機能を保護し、回復し、

高めていく。そしてその成果物を維持し、

それを持続可能な沿岸開発に繋げていくと

いうことになります。沿岸域を護る、沿岸

域がもたらす生産性機能を維持する、とい

うのが究極的な目標です。「ICM の十戒」

の最初の項目として取り組むものと考えて

良いでしょう。 

例えば、中央政府が ICMのプログラムを

実施しているかどうかを判断するにあたり、

最終的には ICMの構造・枠組みが存在しな

ければ、プロジェクトの存在は認められな

いかもしれません。しかし、これらが行わ

れていれば、ICMを導入し、実施したとい

うことになり、最初の成功の評価になりま

す。もちろん、それですぐに成果が出た、

ということではないし、問題の解決が図れ

たということでもないにしても、少なくと

も「始めた」ということになります。 

従って、まず最初の段階、予備的な成果

を得るということは重要です。三段階があ

りますが、最初は「始めた」という段階で

す。二番目は「進捗状況」、三番目は「最終

的な成果」という 3 段階です。この三段階

が終わるには 5 年も 10 年、或いは 100 年

かかるかもしれません。どのぐらい早く、

効果的に仕事が出来るかによって、様々な

課題に対する答えを出す期間が決まってく

るのです。また、どのシステムを使うかに

よっても変わってきます。 

 

Ⅱ． 

<沿岸域のガバナンスとリスク対策を

連携させた行動計画の開発と実施＞ 

 

調整のとれた沿岸ガバナンスとリスク対

策を基盤とした行動計画の開発と実施など、

ガバナンスの制度を設置することが重要で

す。沿岸域のガバナンスでは、陸と海を併

せて考えます。日本における重要な課題は、

市町村は海洋域の権限を持っていないとい

うことです。しかし、このようなプログラ

ムは、海も陸も両方が係わるものです。ど

うすればよいかは、問題です。 

例えば日本の市町村に「ICMをやりまし

た」と言われても、最初の課題がここにあ

るはずです。市町村にとっての課題はシス

テム全体になります。日本にとって、この

ような行政管轄権の再検証を沿岸域、海域

について行い、市町村が管轄できるように
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なるということが必要と思われます。この

ような分権アプローチを実現するためには、

中央政府が相当な役割を果たさなければな

りません。 

マレーシア、フィリピン、インドネシア、

中国、ベトナムなどの国においては、中央

政府が果たせる役割があります。日本での

問題は、昔ながらの行政制度がまだ実施さ

れている、ということです。最初はよかっ

たのかもしれないが、今では陸と海を一体

化したガバナンスが重要になっているので、

政策の変化が非常に大きな変化をもたらす

ことになるのではないかと思います。 

このような沿岸域のガバナンスで陸と海

が一体化出来なければ、ガバナンスの半分

しか実行できていないことになります。と

いうのは、「沿岸域」といっても、陸域だけ

になってしまうからです。ここは非常には

っきりしています。だからといって、志摩

市が ICM のプログラムを開発しようとし

て、これがうまくいかないだろう、という

ことではありません。ただ、ここに制約が

あるので、県や国に対して、権限を委譲し

て開発できるように認めてもらうことが重

要になります。 

もうひとつは、リスクベースの行動計画

が必要だということです。何をするにして

も、リスクの高い問題に取り組む、或いは

リスクの可能性のある問題に対して取り組

むことが重要です。例えば、今、日本の人

たちが海をリクリエーションに使いたい、

と言った場合、それはリスクになるのでし

ょうか。これはリスクとして分類するべき

ものではないと思いますが、こういった考

え方が変化することはあります。これがリ

スクになる「可能性」はあります。余りに

制約されてしまうと、どこにも行けなくな

る･･･これもまたリスクになります。このよ

うな文化的なリスクが最終的に発生して、

住民のフラストレーションが溜まる可能性

もあります。 

シンガポールに行くと、秩序があってい

いが、そこに住みたくない、という声が多

く上がります。美しい国だが、余りに管理

が厳しいので住みたいとは思わない、と私

はシンガポールの人によく言います。ガム

を噛んだだけで逮捕される･･･もちろんル

ールに反対する気はありませんが、新しい

世代の人々はもう少し異なった感触を求め

ています。生態学的なリスク、エコロジー

のリスクがまだ多く存在しています。日本

もまだ、完全に環境リスク、生態系リスク

を排除したわけではありません。問題はど

のようにして、これらのリスクを特定する

かです。エコ・ツーリズムの開発はリスク

の多いマネジメントになるのでしょうか。

そうではなく、むしろ、リスクを低減させ

るための解決策になります。文化的なリス

ク、資源利用のリスク、生態系に対する圧

力となるリスク。これらに取り組む必要が

あります。 

調整のとれた沿岸域ガバナンスのシステ

ムとリスクベースの行動計画、これは人の

行動を規制するためのものです。それによ

って、自然或いは人為的な災害、生態系や

生息地の破壊、天然資源の乱獲、淡水・海

水の劣化、不適切な衛生状態や水供給、人

の健康への脅威、食糧安全保障への脅威、

沿岸域からの人の急速な移動、これらにか

かわる事柄などについて適切な対応ができ

るようになる必要があります。非常に大き

な人の移動があり、都市部に流入していく
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とリスクが発生する可能性があり、こうし

たリスクの緩和も必要です。 

 

Ⅲ． ＜省庁間、セクター間の 

連携メカニズムの確立と運用＞ 

 

行政組織間のマルチセクターの調整メカ

ニズムを確立し、運用するというのもすべ

ての ICMに必要なことです。様々なセクタ

ーから代表が入っているような、きちんと

した調整メカニズムが必要です。かつては、

政府による介入があり、トップダウンで物

事が進んできた。しかし、今では様々な人

に関与してもらわないといけません。これ

が以前と異なるところであり、こうした変

化こそ我々が推奨しようとしていることな

のです。ステークホルダーに声を上げても

らって、意志決定に繋げようということで

す。これは、調整機関、調整メカニズムを

導入することによって、可能になることで

す。人々が参加して、人々から政府に対し

て何を求めているかを伝える機会にもなり

ますし、また共通のビジョンを作るために

も重要です。共通の理解、ビジョンが必要

です。従って、ICMのプログラムを実施で

きたかどうかを測る時に、まず、この都市

にはビジョンが有るか否かで判断します。

ビジョンの有無は、国が ICMプログラムに

ついて測定を行う時のひとつの測定可能な

項目といえます。国の考えと一致している

かどうか、或いは住民の考えと一致してい

るかどうか、という観点から測ることがで

きます。 

 

 

 

Ⅳ．＜ステークホルダーの 

参加メカニズムの確立＞ 

 

次は、ステークホルダーが参加出来るよ

うなメカニズムの確立です。委員会でもよ

いし、協議会という形でもよい。或いは住

民参加でもよいのですが、何らかの参加メ

カニズムが必要です。それによって、ステ

ークホルダーが参加できるようになります。

過去においては、市民の参加は余り重要視

されていませんでしたし、義務化もされて

いませんでした。しかし、今では、住民参

加の重要性は増大しています。中国のよう

なトップダウンの国であっても、住民参加

は行動計画の重要な一項目として入ってい

ます。ベトナムでも同様で、住民参加はひと

つの重要な政策として位置づけられていま

す。このようにステークホルダーの参加を促

すことによって、行動様式が変わってきます。

これらの達成は難しいことではありません。 

 

Ⅴ．  

＜ICM プログラムの開発と実施促進

のための科学技術のツールの適用＞ 

 

ICMプログラムの開発と実施については、

科学的･技術的ツールを利用して進めてい

きます。ただし、すべての ICMプログラム

をサイエンスベースで行いたいということ

については、判断を要します。サイエンス

では、全ての答えは出ないからです。サイ

エンスからは答えがでなかったり、解釈が

出来なかったりする場合があり、その時に

は人としての判断が必要になるのです。政

治家、或いは行政の判断が必要になります。 

判断の根拠になるのは「智恵」です。我々
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が提唱しているのは、ICMのプログラム実

施のプロセスを経ていく時には、リスク評

価を行う必要があり、政治的な問題の分析

を行い、法的な問題を分析し、管理の複雑

さを分析し、適切な科学的根拠を提供する

ことが必要になります。それらをすべて行

った上で、意志決定が少し容易になるとい

うことです。 

このような様々な科学的・技術的情報の

多くについて、我々は気をつけて見なけれ

ばなりません。どのような情報を科学者が

提供してくれ、どれが信頼出来るものなの

かを判断する必要があります。多くの場合、

科学的な一体性、健全性は注意深く検討さ

れなければなりません。つまり、誰もが高

い倫理観で物事を進めているわけではない、

という問題があります。ですから、システ

ムを作って、科学者がそれをきちんとうま

く進められるようにしていくことが必要に

なります。ICM実践の上でこれは重要な点

です。科学者に参加してもらうことは必要

ですが、科学者たちには出来る限り最善の

答えを出してもらうようにしないといけま

せん。それが出来ない場合は、重要な政策

的判断が必要となります。また、様々な環

境問題が、喫緊の課題であることが多いの

で、科学者の答えを待っていては問題を解

決できないことがあります。「待てない」と

いうことが起こります。そのような場合に

は、予めシステムで決めた条件を満たして

判断していくことが必要となります。 

 

Ⅵ．＜持続的財政メカニズムの確立＞ 

 

持続可能な財政基盤の確立も必要です。

ICMプログラム自体は財源確保には貢献で

きません。政府のプログラムの中に組み込

まれれば予算が付きます。或いは何らかの

メカニズムがあって、コストを他のステー

クホルダーと共有することができれば、そ

れでも良いのですが、何らかの財政基盤は

必要となります。これは ICM成功の要件の

ひとつです。 

 

Ⅶ．＜標準化・統合された情報収集、

管理、報告制度の確立＞ 

 

統一されたデータ収集・解析・分析・評

価・報告の制度を確立し、実践を促進する

ということも重要です。さまざまな参加行

政機関およびパートナーからの情報収集が

これにあてはまるわけですが、ICMプログ

ラムを始める時には、非常に多くの情報が

既に存在していることが多いので、その情

報をどのように収集して、制度の中に入れ

て共有化するか、ということが非常に重要

です。この作業を適切にされることをお勧

めします。このアプローチについてはいろ

いろ使えるソフトウェアも出ています。そ

れらを使うなどして、推進していくことが

必要です。良質な情報を多く集めれば集め

るほど沿岸域の管理をより強力に推進する

ことが出来るようになります。 

 

Ⅷ．＜ICM プログラム開発と実施の

記録、登録、モニタリング、監査、 

評価、および報告＞ 

 

記録、モニタリング、評価、報告など、

それぞれのサイクルにあったフォーマット

が必要不可欠です。そうすることによって、

比較可能な情報をインプット・アウトプッ
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トについて行うことが出来、また、レポー

トについて地方レベル・国レベルで統一さ

れた現状報告を行うことができます。デー

タベースの共有によって、結果的に、ICM

実践促進に貢献することができます。 

 

Ⅸ．＜ICMプログラムの地域経済 

および環境計画への導入＞ 

 

ICMプログラムを自治体、環境アジェン

ダの主流とする、メインストリーム化する、

ということです。持続可能な財政体質を作

るというのは、財政だけではなく、官民パ

ートナーシップ、持続可能な投資も呼び込

むものとなります。 

 

Ⅹ．＜地理的および機能的拡大を 

通じた管理規模の拡大＞ 

 

管理対象のスケールを機能的にも、地理

的にも拡大していくというものです。巨大

プログラムをつくって、縮小するというよ

りは、小さいスケールで始めて、地理的対

象域を拡大する方が望ましいということで

す。例えば、ICMプログラムをひとつの湾

で始め、それから次第に同じ自治体の次の

湾にも、ということで拡げていくという形

で自治体全域を ICMの対象にする、という

ことが考えられます。 

ところが、広大な地域、例えば瀬戸内海

全体を対象にしようとするようなこと･･･

これも別の尺度で行うならそれも可能だが、

瀬戸内海全域をやると初めから言ってしま

ったら、相当な課題となります。当事者が

多すぎるし、誰がコーディネートするか、

ということになります。 

複数の自治体が都道府県で入っている場

合、ある県の知事とか市長がコーディネー

ションをするのは難しいでしょう。そうい

う場合は、中央政府の誰かにお願いしてコ

ーディネーターの役割を果たしていただく

必要があります。これは、可能だと思いま

す。ただ、瀬戸内海全体の管理となると、

ICMだけでは出来ないと思います。ICMは

瀬戸内海くらいの規模になると、その全体

プロジェクトのうちの要素のひとつ、とい

うことになるでしょう。 

つまり、瀬戸内海規模になると地域海域

のガバナンスということになり、巨大な生

態系を対象としたプログラムになります。

これに統合的アプローチをすることは可能

ですが、かなり巨大な生態系を対象とする

ということを意識しないといけません。

ICMと巨大な海洋生態系を対象とした地域

海域のガバナンスとの違いは少しおわかり

戴けたかと思います。 

GEF(地球環境ファシリティ)が ICMプロ

グラムの第 5 フェーズに入っています。沿

岸域において ICMアプローチを使って、沿

岸域の問題を解決していきつつ、大規模な

海洋生態系モデルを使って、国境を越えた

地域海域海洋の管理、ガバナンスをすると

いうことになり、構想はどんどん大型化し

ています。しかし、ICMはそういった枠組

みの中でも引き続き大きな役割を果たすと

思います。 

ICM のプログラムはこの 10 項目のすべ

て、或いは多くを満たすべきだと思います。

一度に全部とは言えないが、出来る限りカ

バーできるようにしてください。最初のい

くつかは簡単にカバーできるので、是非や

ってみてください。 
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ここで私の「ICMの十戒」をざっとおさ

らいしましょう。 

１．ICM システムのアプローチや枠組み、

プロセスやメカニズムを採用し、適用し、

維持すること  

２．沿岸域のガバナンスとリスク対策を連

携させた行動計画の開発と実施。これは、 

リスクベースの行動計画のガバナンスです。  

３．省庁間、セクター間の連携メカニズム

の確立と運用。この連携メカニズムは作っ

ておかないといけません。  

４．ステークホルダーの参加メカニズムの

確立。これは出来ると思います  

５．ICMプログラムの開発と実施促進のた

めの科学技術のツールの適用。環境技術を

使うわけですが、これは既にやっておられ

ると思うので出来ると思います  

６．持続的財政メカニズムの確立。財政基

盤･･･ここから難しくなる。ただ、出来ない

ということではありません。失敗例の多く

はどこが弱いかというと、まず、持続的・

継続的に財政基盤を獲得する、ということ

ができないと失敗につながりやすいです。 

７．標準化・統合された情報収集、管理、

報告制度の確立。これは簡単なので、出来

ると思います。 

８．ICMプログラム開発と実施の記録、登

録、モニタリング、監査、評価、および報

告。記録をきちんと取り、状況報告をする

ということですから、これも出来るでしょ

う。 

９．ICMプログラムの地域経済および環境

計画への導入。ICMプログラムのメインス

トリーム化ということですが、これも成功

するのは難しいことではないと思います。 

10. 地理的および機能的拡大を通じた管理

規模の拡大も難しくはありません。 

 

XI． ＜第 11章の重要ポイント＞ 

 

ICM をきちんと行うための 10 の要点は

決して難しくはないと思います。この章を

終えるにあたり、要点を述べます。 

１．ベーシック・ルールに基づいた長期に

運営できる実践体制でないといけません。 

２．専門家のガイダンスを仰ぎながら運用

することが重要です。 

３．効率的 ICMプログラムは、申し上げ

た 10の要点をすべて満たすことができる

ようなプログラムです。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

10項目の中で、３、４、５にあたると思

いますが、ステークホルダーが集まって、

協議会を構成した場合に、構成員が中に入

ってから自分の要求や思惑を通してきた場

合にはどうしたらよいでしょうか。その上

で科学者がアドバイスをしていただけると

よいのだが、これも自分の立場でしか物を

言わず、アドバイザーとしての役割でなく

単に自分の意見を言っているだけという場

合がよくあるのですが、その場合はどうし

たらよいでしょうか？ 

回答（チュア博士）： 

ステークホルダーは全員ぞれぞれの関心

事を持っているものです。従って、ステー

クホルダーで参加するにあたり、自分の為

になるから参加してくることはよくあるこ

とです。ただし、彼らをまとめる手段はあ

ります。それは「共通のビジョン」です。  

まず皆で「共通のビジョン」を作ります。
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それを皆に賛同してもらえば、同じゴール

を達成しようということになります。但し、

これにはプロセスが必要です。個々のステ

ークホルダーの利害が衝突することはあり

ます。 

目標はそれぞれ異なる場合、例えば牡蠣

養殖の人々がステークホルダーとして参加

したとすると、もちろん彼らは牡蠣養殖の

為に闘います。別のステークホルダーは観

光を推進したい、ということで、観光振興

のために参加した場合、当然、求める要件

は異なってきます。ただし、ここで、ステ

ークホルダー同士の協議、話し合いが必要

なのです。それで共通の合意が出来ないと

いけません。 

これはプロセスがないと出来ません。協

議、話し合いというプロセスがあって、初

めて達成できることです。ここで、重要な

のは、ステークホルダーの選択です。どの

ように選ぶか。まず主要なステークホルダ

ーが入っていること。独立的なのは、研究

者・科学者だと思います。ただ、彼らは情

報提供してくれます。科学者のアドバイス

は非常に役に立ちます。種々の要件、また

他のセクターの関心事を調整するのにも役

に立ちます。 

例えば、牡蠣養殖業の人々が「我々が望

んでいるのは、牡蠣生産量の増加である、

何％増加したい」と言う時、例えば科学者

が「その湾で耐えうる能力、キャパという

のは、これだけですよ。そんなに伸ばすの

は無理ですよ。」と言う。こういう科学者の

アドバイスを聞くことは、非常に重要です。

彼らの役割は非常に重要です。 

常識的な考え方が出来る人々がそれぞれ

の利害関係を持って集まって、共通の目標

を設定することは可能です。一致団結させ

ることは可能です。ギブ＆テイクの関係を、

プロセスを経ながら消化していくことだと

思います。つまり、全員良い人でも、問題

を起こさないステークホルダーの集合体と

いうのは、あり得ないわけで、それぞれに

主張があり、言い分があります。 

但し、ここでの挑戦的すぎる課題という

のは、沿岸域の管理者、マネージャーとい

う人たちが間に挟まってしまう、板挟みに

なるような状況です。従って、まず最初に

人選ありきです。但し、いろいろな利害団

体を反映している人選でないといけません。 

人選が 100％成功する、というのもあり

ません。皆さん、人間なので。例えば、自

治体の長、市長の関心事というのもありま

す。地域のため、という気持ちももちろん

ありますが、再選というのも本人の心づも

りの中に入っているでしょう。海運、産業

界、実業界、それぞれに自分たちの事業が

継続できること、というのは頭に入ってい

ます。しかしながら、そういう期待にある

程度の制限はかけられてもやむを得ない、

それは OK だと言うことになっていかない

といけません。協議というものを経ると、

ステークホルダーも納得してくれることに

なります。但し、全てを解決できるという

ことではありません。 

さて、適切な科学者・アドバイザーを選

ぶ、という点です。どのようにして、科学

者や運用に携わってくれる人を選ぶかです

が、優秀な科学者・研究者はいると思いま

す。つまり何かを利害関係の足しにしよう

と思っている訳ではないと思います。研究

者という方で、地元の仕事をしている研究

者・科学者の方はやはり生態系を護りたい
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という意図があると思います。 

ただし、きちんとした評判の方々を選ぶ

ということは重要だと思います。つまり目

標に関心を持ってくれる人であって、自分

の研究の予算を取りたいために参加する人

では困る、ということです。科学者の選択

にあたり、研究者だけでなくてよいと思い

ます。技術的な人材としてはいいと思いま

すが、科学者として、その研究だけをやっ

ている方が適任か、というとそうでもあり

ません。科学者的な視点はいいと思います

が、さらにより大きな視点はどうでしょう

か？研究だけやっている方ではなく、科学

者として、オープンマインドで、大きな視

点を持って事を捉えてくれる方が望ましい

と思います。 

民間の人選も同様です。それぞれの立場

からの利害関係があるわけで、それをバラ

ンスよく調整していくというのがプログラ

ムとしての課題です。人選について簡単そ

うに話してしまいましたが、これは難しい

仕事です。 

 

質問： 

ICMの実施において守るべき 1つ目の点

の「総合的管理システムのアプローチ、枠

組み」というところで、先生が話された「日

本では行政の昔ながらの制度が邪魔してい

るのではないか」ということについて、私

も県として、国の例えば農林水産省がある

が、県では林業は環境のセクションに入っ

ていて、その縦割りの弊害がかなりあるよ

うに思います。それを県の方では総合行政

とかマトリックス的に事業を統合して環境

面でその施策を打ったりするのですが、そ

のあたりが ICMで日本が実施すべき、やっ

ていかなければいけない点ではないか、と

思うのですが、いかがでしょうか。アドバ

イスがあればお願いしたいと思います。 

回答（チュア博士）： 

中央政府と地方政府で構造的な違いがあ

り問題になる、という状況はよくある話で

す。部分的にどう解決するか、ということ

ですが、中国に詳しいので、中国について

話します。例えば 90 年代に入る前の中国。

中央政府では、水産部門は農務部にあり、

海洋部は別の省庁にありました。環境担当

も別の省庁、という縦割り行政でした。日

本とそっくりです。 

縦割り行政なので、弊害があってもお互

い絶対に妥協しない、譲らない、という状

態でした。それが地方自治体レベルでは、

海運・港湾・水産は一緒で、関係者は共通

していたのですが、一緒の席について協議

をすることはできませんでした。それが、

中国では省レベルにおいては一緒の部局に

なり、統合が出来ました。総合的水産と海

洋部門が一緒に出来ることになったのです。

これは、地方政府としては成功でした。 

上層部についてはどうしたかというと、

海洋部と農務部の２つの部門がありました

が、両方に報告を上げればよい、という形

にしました。こうした仕組みが中国全体に

広まり、省のレベルでは、そういう形で関

係者が一緒にひとつの部門でやれるように

なりました。 

地方分権で省の中にも多くの部局があり、

その下の自治体の長、自治体の議会の長は

地元に近い公共団体なので非常に重要です。

中央政府の意向を自分達なりに反映しなけ

ればなりません。地方では、関係者は横の

水平で話が出来ますが、中央だと縦割りで
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垂直なのでお互いに全く話をしていない、

ということになります。これが問題になる

のですが、実践面でどうするか。地方の方

は行動的に、地方発の変化を起こす必要が

あります。 

中国では確か２～３年前だったと思いま

すが、中央政府から「環境担当大臣は海洋

担当大臣と会合を持つように」と非常には

っきりとした指令が出ました。例えば、先

週は話し合いをして協力体制に関する書類

に調印をしました。トップダウンであれば、

縦割り行政の弊害というのは非常に深刻に

なる場合もありますが、変化を起こすこと

は出来ます。 

私も何年もアジアの地域を見てきて、そ

ういう変化の実例も見てきています。最初

は政府部門の人に言っても、「駄目だよ」と

一蹴されるのですが、事態は動くものなの

です。変化するものなのです。変化を信じ

ましょう。 

地方分権が起こりそうにもなかったイン

ドネシアでは、権限委譲によって、地方自

治体の権限が非常に大きくなってしまいま

した。その結果、天然資源を管理する能力

がなかったスマトラ島などは、中央の統制

が効かずに森林伐採がどんどん進んでしま

い、木材が大量に輸出されるということに

なってしまいました。毎年山火事が続いて

おり、その煙がシンガポールからインドま

で拡がるようなことになっています。これ

は、中央の権限が突如として地方に与えら

れてしまったがために起こった問題です。 
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第 12章  

沿岸域総合管理の実践から 

何を学ぶか 

 

第 12 章はこれまでの実践から得られた

教訓のような話が多くなるので、参考にな

ると思います。ICMが非情に幅広い枠組み

であることを念頭に置いて、総合的管理が

いかに重要か、ということをご理解いただ

きたい。実際に現場でやるときは、「総合的」

というのを忘れないでほしい。そうするこ

とによって、より幅広い視点を維持するこ

とができます。 

たとえば、先ほど、指標という話をしま

したが、数字の話はあえて入れませんでし

た。皆さんの現場では、どちらかというと、

数字よりは定性的な情報が非常に多いと思

われます。実際にやるときは、いろいろな

数字がもちろん出てくるわけですが、その

点に関しては、いろいろな国際会議なども

開かれていて、こうやった方がいい、とか

いろいろな見方があります。そこで IOCも

議論をしたりしています。ということで、

重要な指標だけを申し上げておけばいいと

思い、先ほどは、多くは述べませんでした。 

国が地方を支援するときに、何を基準に

したらいいのか、というときには、もちろ

ん自治体だけが考えるものとは異なったも

のが出来てくると思いますが、ともかく詳

細に、これをやってください、あれをやっ

てください、と私が言うのは、本末転倒に

なるのではないか、と思います。実際に何

をやらなければならないかは現場の実情に

合わせて皆様に決めて戴くことになります。

ICMがどのように日本の状況に合うように

できるか、ということを話したいと思いま

す。ただ、日本のことを知っているのは、

私ではなく、皆さんですので、この章は皆

さんと共に議論したい。何が日本ではうま

くいきそうか、うまくいかなそうか、とい

うような議論をした方が皆さんの役に立つ

と思います。また、各国の状況でうまく行

ったからといって、それをそのまま日本に

適用できるとも思っていません。私の本の

中に書いてあることと、それに付加したい

こと、実際の運用を理解するための教訓の

話をしたいと思います。今まで、長年に亘

る各地での実践の例があるので、役に立つ

教訓もあると思うからです。 

 

Ⅰ．＜ICMの概念、アプローチ、 

及び機能＞ 

 

まず、最初の教訓として申し上げたいの

は、ICM の機能と概念に関するものです。

ICMとは実際に何をするものなのか。リス

トアップする形で項目をあげています。皆

さんの経験から、これは当たっている、こ

れは当たっていない、というのもあるかも

しれません。それぞれでお考え戴ければい

いと思います。 

 

＜保全と経済開発のバランス＞ 

環境保全と経済開発のバランスをとりま

す。ICMというのはツールであり、アプロ

ーチです。それを使って保全と経済性のバ

ランスをとっていかなければなりません。

ICMは単に経済開発のためだけにあるので

はく、むしろ環境保護、生物多様性の保全

ということにより力点がいきます。そうす

ることによって、生態系ザービスを提供し

てくれる海洋生態系が破壊されない、とい
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うことを担保します。もちろん、経済開発

ということをその意図の中に入れてもいい

のですが、それだけでは足りません。生態

系を維持して、現世代だけでなく将来の世

代のためにも確保して、維持する。維持さ

れなければ、元も子もありません。ICMの

役割は、生態系のもたらす機能を将来のた

めにも維持するというところに、そもそも

の根本的な狙いがあります。責任の方が大

きいのです。 

 

＜複数の利用にかかわる衝突に対応する＞ 

利用といってもいろいろあります。それ

に対して対応します。ただ単に対応するの

ではなく、共通の目標、法令、利害関係者

の参加を通じて、あまり大きな争いになら

ないように、いかに効率的に葛藤を解決し

ていくか、ということです。ICMはそのあ

たりをうまく、巧みにやろう、ということ

が目的でもあります。 

 

＜適応型管理＞ 

適応型管理はどんなことにも実践できる

ものですが、これは、ICMプロセス全体を

通じて行い得るものです。ですから、常に

ICM をやるときには、「適応する」という

こと、いろいろ調整しながら、その場に合

わせていろいろ応用していく、ということ

を考えるべきだと思います。適応型管理と

いうのは ICM のこの時だけでやればよい、

というような、そういうものではありませ

ん。常に関係するものです。 

ICMの実践にあたって、いつでも計画か

ら実施まで深いレベルで適応しながら学習

するということが起こっているわけです。

例えば私も、毎日毎日、その状況に合わせ

て学んでいます。例えば、話す相手によっ

て、とか、日本という国の状況にあわせて、

自分の考え方を調節しています。そして、

学んでいます。これはまさに適応型学習で

す。 

ICM でも同じです。「これが枠組みだか

ら、絶対これでいく」というようなもので

はなく、現場の生きている状況に応じつつ

当てはめていく。ICMは堅苦しい、こちこ

ちのものと見るのではなく、常に柔軟性を

持ってやっていく、ということです。たと

えば、車を運転するとき、新車だったら、

非常に堅くなって、慎重になるかもしれま

せんが、慣れてくると自由に、悪路にも入

っていくことになるでしょう。最初は道筋

をそれないように行きますが、次第に慣れ

てくると、その場その場に合わせていける

ようになります。ICMの実践にもそういう

精神が必要だと思います。 

 

＜地元におけるガバナンス＞ 

地元、地元でのガバナンスということで

す。ICMをやることによって、市町村の地

元レベルのガバナンスが強化されていくべ

きです。ローカルなガバナンスというとき、

だいたい世界的に見ても陸域に関する管理

において行われる例が非常に多く、海域に

関してはあまり実例がなく、限られている

と思います。 

我々は国レベルであっても、県や市町村

レベルであっても、陸地と海を切り離して

考えたくはないのです。ICMにとって、陸

地の管理が既に行われているところに、海

の管理をどう統合させていくか。これが、

ICMの今の課題だと思います。日本もそう

ではないでしょうか。海を管理する時に、
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海と陸の管理を統合的にやっていくこと、

これが大きな課題ではないかと思います。 

これまでの成功例をみた経験で言うと、

賢い人は、地元に旗振り役をうまくみつけ

ている、ということがわかります。ICMと

いうのは、目標に合いさえすれば、日和見

的といわれるかもしれませんが、このひと

が旗振り役になってくれればいいな、と思

える人が見つかれば、その人にお願いする

ということです。市長でもよいし、そうで

なくてもよいのです。 

ICMはそれぞれの地元の行政システムに

合わせて実践することが重要です。日本で

はどうなのかよくわかりませんが、他の国

では、地元でも腐敗した自治体や行政官な

どもいます。ひとつの例ですが、ある市長

に会ったことがあります。私は、非常に率

直に言いました。「あなたは腐敗している、

とみんな言っていますよ」と言ったのです。

そうしたら、この市長さんは非常に丁寧に

主張されて、次のように言われました。「僕

の給料、どれくらいかわかっているかね？」

「わかりませんが、きっと少ないのでしょ

うね。」「２万ペソ＝500ドル以下なんだよ。

それでも市長をしていると、毎日のように

結婚式の招待がくる。葬式も多い。500 ド

ルでは生活できない。」と。まあ、そういう

意味で市長さんの大変さもいろいろわかっ

てきます。そんな市長はいやだ、そんな市

長とはやりたくない、と言ってしまえば、

それで終わりですが、これが現実なら、地

元の現実をある程度受け入れることを覚悟

してやるということでしょう。もちろん、

ICM のプロジェクトをすることによって、

この市長がメリットを得る、ということも

あり得ます。そういった場合は、その市長

も積極的に関わってくれるでしょう。たと

えば、その市の税収が上がるとか、所得が

あがるとか、ということならば･･･。でもそ

こだけに私の関心があるわけではありませ

ん。腐敗した人にも、いい人と悪い人がい

る、ということを私は感じています。 

 

＜ステークホルダーの参加を維持する＞ 

ステークホルダーの参加を維持する、と

いうことですが、先ほどご質問にもあった

ように、ステークホルダーをどうしていく

か、ということもまた、プロセスであるこ

とを忘れてはなりません。学習のプロセス

であり、共通の理解を得る、共通のビジョ

ンを持つというプロセスでもあります。 

ステークホルダーの中には自分の意見に

賛成してくれない人もあるでしょう。彼ら

が意見を言ってくれ、また自分達も意見を

言っていく、ということが重要です。ステ

ークホルダーと一緒に仕事をする中では、

うまくいくときと問題がおこるときがあり

ます。悪いステークホルダーのグループ、

うまくコーディネートされていないと、む

しろ有害にもなるので、ステークホルダー

の参加を促すときには、注意深く対応する

必要があります。 

 

＜能力開発＞ 

能力開発。ICMのプロセス全体が能力開

発のプロセスであり、常に我々は学習をし

ています。政治家であれ、研究者であれ、

プロセスを通して学習していくわけです。   

よい例は、ICMプロジェクトに科学者が

入って来た時には、科学者はマネージメン

トの問題に直面します。それは、科学者に

とってもいいことです。マネージメントの
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問題を理解しするからです。 

科学者をグループに入れることでマネジ

ャーもまた、科学者の考え方を理解するよ

うになります。そうすることで、お互いの

感じ方、やり方を学んで、両者が理解でき

る考え方を実現できるようになるのだと思

います。 

 

＜パートナーシップ＞ 

今では誰でもが、パートナーシップとい

う言葉を使うようになりました。パートナ

ーシップについて申し上げたいことがあり

ます。意志決定はトップダウンのアプロー

チの方が早いのが常です。しかし、一方で、

ステークホルダーと強力なパートナーシッ

プを組むことで、強力な住民参加が可能に

なり、協力が可能になる、ということです

から、トップダウン方式とパートナー方式

の間のバランスをはかることが必要です。

パートナーシップはどのような意味をもつ

のでしょうか。ステークホルダーと強力な

パートナーシップを組むことができれば、

共通のビジョンを持つことが出来、変化に

対する抵抗を減らすことができます。しか

も同時に、ステークホルダー間の協力関係

を補完し、強化することも可能になります。 

ICMにおけるパートナーシップとは何か。

私の意見では、ギブ＆テイクの関係だと思

っています。一方的に得るだけで与えるこ

とがない関係はパートナーシップではあり

ません。両方が受け入れられるような一定

の取り決めの中で、合意をする必要があり

ます。妻と夫というのが一番よいパートナ

ーシップではないでしょうか。配偶者が

100％、自分と同じ考えを持ってくれると考

えてはいけないのです。それでは、どれく

らいギブしてどれぐらいテイクするのか。

まさにこれがパートナーシップで、この考

え方を実際のパートナーシップのオペレー

ションに当てはめてみるのがいいでしょう。

社会全体も同様です。科学者がパートナー

としてやってくる。彼らも何か得たいと思

っている。民間の組織でもそうです。誰も

が何かを得られるようにしておかないとい

けません。問題はどのように共有化するの

か。このように様々な人が参加することに

よって、より多くを与えられるようにする

のがパートナーシップのあるべき姿だと思

います。 

私は 94年に PEMSEAの ICMの活動の

中に、パートナーシップという考え方を取

り入れました。当時、世界ではまだパート

ナーシップという概念をそれほど強力に取

り込んでいませんでした。最初、パートナ

ーシップということで、人々は何をするの

か、と懐疑的でした。現在の PEMSEA の

オペレーションでは、パートナーの果たす

役割は非常に重要です。それぞれが貢献を

し、同じ目標を達成しようと努力していま

す。人々は参加しようとしてくれています。

人々は貢献するためにも、また、同時に何

かを得るためにも参加します。パートナー

シップは何かを達成するために誰もが貢献

することができ、或いは得ることができる

「市場」であると考えてよいと思います。

これがパートナーシップについての基本的

な考え方です。 

 

＜時間的枠組み＞ 

「時間的枠組み」についてですが、これ

は既にお話したので、繰り返しませんが、

一つだけ申し上げます。成長の最初の段階、
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つまり「揺籃期が非常に重要である」とい

うことです。プロジェクトが始まってから

実を結ぶまでの間でも、様々な得られる限

りのサポートを得る揺籃期というのは、非

常に重要だということです。 

 

＜一般の人に対する啓発・啓蒙＞ 

一般の方々の意識を高める、というのは

非常に重要です。一般の方々に、十分な情

報を得て戴き、ものごとをよく知り、よく

理解している住民になって戴くということ

が最終的な目標です。 

 

＜NGOの役割＞ 

NGOをうまく選ぶことも重要です。どの

ように参加してもらうのがいいか、という

話は既にしました。NGOによっては、関心

を持っている場所も、経験も、やってきた

ことも異なりますが、重要なのは、信頼で

きる NGO をパートナーに選ぶということ

です。その NGO をどのように選ぶのか、

誰が信頼できるか、できないのか、どのよ

うに判断するのか。まさにここに判断が必

要となります。この地域で果たす NGO の

果たす役割を十分に認識しておく必要があ

ります。 

忘れてはならないのは、国際的な NGO

で、地元のことには特に関心がない、利害

関係がない、というのは間違っています。

ただ、彼らの関心事や利害が、ICMの目標

の利害とどのように関連するかを十分に理

解しておく必要があります。 

 

＜地域コミュニティに根ざした管理と

ICM＞ 

ICMのプログラムを始めるときに、地域

ベースのマネージメントや管理を行うのか

どうかです。それを排除するのか、他と置

き換えるべきなのか･･･答えは No です。

ICM プログラムというのは、あくまでも、

コミュニティベースの管理を強化するもの

に他なりません。ですから、里山・里海を

展開しようと考えているのであれば、ICM

の大きな枠組みのもと、傘の下におくとよ

り強力になります。なぜならば、ICMは法

的枠組みを提供するからです。 

なぜ、この話をしているかというと、フ

ィリピンでは何百もの MPA がそれぞれの

島の周辺にあります。ただ、ほとんどの場

合、長続きしません。しかし、それらを ICM

の枠組みの中に入れれば法的な枠組みとし

て、護ることができるようになります。そ

うすれば MPA は持続可能になり、より強

力になります。MPAのネットワークとして

も大変強力になります。 

日本の場合を考える時、いくつかのイニ

シャティブをコミュニティが始めていたと

します。研究者など、その共通の目標を持

っている人たちが活動を始めているような

場合です。これらの活動をより大きな市町

村の枠組みや県の枠組みのもとで統合する

ことができます。ICMとしては、その新し

い枠組みの中で最大限の支援をすることが

できます。 

 

＜エコシステムに根ざした管理と ICM＞ 

「エコシステムベースのマネージメント

（EBM）」。よく EBM と ICM は異なる、

と考えてしまわれがちですが、EBMという

のは、あくまでも ICMと補完的な立場にあ

るものです。地元レベル、たとえば沿岸域

で、或いは海岸線で、または、その行政機
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関の管轄下で行われれば、ICMは効果的な

役割を果たせます。しかし、生態系がより

幅広くなっていく場合、たとえば、海の方

に拡がっていく場合、たとえば、日本海、

瀬戸内海という海域になってエリアがひろ

がる場合、地方が果たせる役割もあるが、

海そのものの管理となると、地域の海洋ガ

バナンスの話になります。そうなると、

EBM が非常に強力なツールになります。

EBM で生態系をより大きなレベルで捉え

ることができるようになります。 

それでも、ICMを枠組みとして使い続け

ていくことによって、この２つが非常に明

確に統合化されます。河川から海まで、こ

れも、エコシステムベースで管理すべきも

のではありますが、それらを ICMでつなぎ

あわせていくことが必要です。そうするこ

とで、EBMと ICMは相反するものにはな

らずに、むしろ補完的な存在になるのです。 

 

Ⅱ．＜ICMプログラムの開発と 

そのプロセス＞ 

 

＜ICMマネジャーの役割＞ 

ICMのマネジャーの役割は非常に重要で

す。経験が重要です。リーダーシップ、コ

ーディネーション、そしてプラニングも取

り仕切ってやっていくのですから、これは、

まるでオーケストラの指揮者です。この人

が広い視野を持って臨まないといけません。

高所に立ったものの見方ができないといけ

ません。非常に俯瞰的、鳥瞰図的なものの

見方が出来れば、いろいろな人の持ってい

るスキルを生かすことが出来ます。そのよ

うな能力がない人で、自分のスキルの足り

ないところを、誰に聞いていいかわからな

い、聞くべき人を特定できない、というこ

とではいけません。人を見る目がある人、

人の持っている能力を見る目がある人をマ

ネジャーに選ぶのがいいでしょう。また、

自分で抱え込む人もだめです。全部自分で

やります、という人はだめです。科学者・

技術者としては優秀かもしれませんが、マ

ネジャー級の仕事には向いていません。 

 

＜国・地方政府のサポート確保＞ 

もうひとつ、私たちが経験を積んできた

ことを話します。どのようにして、国や地

方政府のサポートを得るのか、ということ

です。 

国・中央政府のサポートを得るための努

力は、プログラムの出来るだけ早い段階か

ら、行わなければなりません。つまり、国・

中央政府のサポートは実施の早い段階から

得るべきです。プログラムが出来上がって

から支援を求めるのではありません。中央

政府に対して、或いは県に対して、地方政

府に対して、それまで自分が何をしている

かを伝えておくことは少なくとも必要です。

そして、パートナーとして共に参加しても

らうことです。この点は非常に重要です。 

たとえ、現時点では拒否されていたとして

も、きちんと伝えるべきです。政府からサポ

ートはしない、と言われても、それはかまわ

ないのです。自分たちが進めたいのだ、とい

うことをきちんと伝えておく。アプローチが

正しければ、来てくれるでしょう。 

ICMプログラムで、もし地方政府が主導

的な役割や責任を負って実施してくれない

場合は、それを前に進めるべきではありま

せん。ICMプログラムが出来上がって、法

的な力を持っていれば、地方政府は参加せ
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ざるを得なくなります。我々自身の経験で

いきますと、NGOのみと共に ICMを行っ

ても、あまりオペレーションはうまくすす

めることはできません。 

 

＜迅速な評価＞ 

迅速な評価を行う、という点ですが、ICM

は頻繁にこの”Rapid Appraisal” を行って

いて、ここから問題が明らかになります。

素早く問題を特定するのです。ICMのサイ

トの選択を行うときに、課題になるのは、

どのようにして、どこを選ぶという決定を

下すのか。一年もかけるわけにいかないの

で、 

たとえば、一週間ひとつの地域に行って

みて、そこで ICMのサイトにするかどうか

を決めるような評価を行う必要があります。

ここで迅速評価プロセスを開発し、開始す

べきです。これらは、二次情報を元におこ

なわれることが多いのですが、かなりの部

分はそこに行く人の経験をもとに評価が行

われます。 

 

＜プログラムの規模＞ 

プログラムの規模を決めることについて

ですが、プログラムの開始時期はどれくら

いの規模から行うべきなのか、ということ

に関わってきます。ICMプログラムを開始

する時には最初にプログラムの規模を決め

ておくことを勧めます。人的資源、財源、

またはローカルなサポートがどの程度か、

どれくらいの枠組みが許されていて、期待

される成果は何か、に基づいて、プログラ

ムの規模が決められます。つまり、ある街

にいって、これ全部買いましょう、という

のは正しくないということです。すべては

達成できないかもしれないからです。現実

的であるべきで、まずどれくらいの時間が

あり、どれだけの資源があるのか、これら

をもとに判断していきます。地域のサポー

トは得られるのか、時間的には十分なのか、

ステークホルダーに参加する用意があるの

か、こういったことに基づいて規模を決め

ていきます。 

さて、このオペレーションの境界、ICM

管理プログラムの管理の境界線というのは、

プログラムが始まった時に決めるべきです

が、多くのプロジェクトで過去に失敗があ

りました。まず、ICMプログラムを始める、

と。しかしその時に、境界線をどこにする

か決めておかなかった、という事がありま

した。つまり、どれくらいまで、自分達が

やったらいいのかわからないままに話が進

んでしまうのです。研究者がいろいろ研究

を行っても、どのぐらいまで、海の方、或

いは陸域の方もどれくらいまで、規模をひ

ろげていいかわからないという場合があり

ましたので、これは決めておかなければな

りません。また、これは、常に生態系の境

界と必ずしも一致していなくてもいいので

す。少なくとも初期段階では、その必要は

ありません。ただ、拡大していって、結果

として、生態系の境界と同じになることも

あり得ます。 

 

＜資源の活用＞  

次は資源の活用・動員から考えてみまし

ょう。ひとつ重要な ICM の要素はやはり、

既存の人的・財政的資源を使いましょう、

ということです。ですから、ICMをスター

トするとき、複数の関係省庁とどうやるか、

ということよりもまず、どれくらいの資源
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を確保できるかを、まとめておきましょう。

ICMの担当者が、それを推定しておく必要

があります。これは使える、この人には頼

める、と、地元で手当てできるものを割り

出しておく必要があります。民間が多数参

加してくれるなら、それは重要なので大歓

迎でしょう。 

例えば、ホテル業界がある地域、エコツ

ーリズムの推進をやりましょう、というこ

とであれば、ホテル業界の人々を動員する

ことも非常に重要です。彼らを活用すると

いうことは非常に重要です。 

 

＜利害関係者パートナー選択＞ 

次に、協力するステークホルダーとして

のパートナーの選択。これは非常に重要で

す。最初に、慎重にいいパートナーを選ぶ、

パートナー選びは大変重要です。どういう

意味かというと、結婚と同じで正しい相手

を選びましょう、ということです。途中で

離婚しなくていいように、頭を使い、智恵

を使って、いい配偶者を選んでください。 

たとえば、一時的な利益で、今だけサポ

ートしてくれようとしているのか、どうい

う関心を持って集まってきてくれているの

か、彼らにどういうことを期待していいの

か、等を考えてください。また、ICMによ

って、彼らが何を得ることができるのか、

も重要です。彼らに与えてもらうことだけ

ではなく、彼らに得てもらう部分も考えて

おく必要があります。 

 

＜調査＞ 

リサーチですが、ICMを始める時点で行

う調査であるベースラインリサーチを長期

にやる、ということでは ICMプログラムの

実践に結びつきません。リサーチが５年も

かかるようなものでは、ICMで使えるベー

スラインリサーチとは言えない。リサーチ

はやるべきだが、はっきり目標を定めて、

ベースラインのリサーチをやるということ。

５年も壮大な費用をかけて、研究だけやっ

て、崩壊、というのが結構あるのです。す

ばらしい報告書ができました。そこに ICM

報告書、と書いてあるのですが、実践がな

かった、そこで終わった、というのが結構

あります。ですから、リサーチを超長期に

設定しないということは重要です。 

 

＜コミュニケーション＞ 

コミュニケーションに関しては、いろい

ろ話しをしたので、詳細はここでは省きま

す。コミュニケーションのプロセス、とい

うのが重要です。コミュニケーションを活

用するのであれば、はっきりと目的を定め

てください。「この分析を利用して、ステー

クホルダーの悩みを解決したい」、或いは、

ステークホルダーのグループの人たちにこ

れを使ってどういうふうにコミュニーショ

ンをするか、何を達成したいのか、何を説

得したいのか、ということで、コミュニケ

ーションスキルを磨くことに繋がります。 

問題がある、例えば、複数の政治家が反

対している、いうことがあって、時間をか

けて、なんとか説得しなければならない、

というようなこと、また、コミュニケーシ

ョン戦略というものをつくって、長期的に

政治家の方達を説得し、納得してもらう、

というようなことも必要となってきます。 

 

＜地元の能力を高める ＞ 

地元の専門能力を高める、専門家、地元
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の機関、組織を活用する、などです。適格

者を考える必要があります。地元の研究者

が中央機関にいる専門家よりレベルが低い

というようなことを言う人がたまにありま

すが、一流の人でなくても、基本的な研究

や仕事をしてもらえるということであり、

彼らの手に余るようだったら、中央や上の

機関から助けを借りるということもできる

ので、そのようにやればいいと思います。 

 

＜沿岸開発戦略と活動計画＞ 

これを作るのに 10 年もかけてはいけな

い。十分な範囲があり、十分に戦略とビジ

ョンがあることが重要です。まず、戦略と

しては短期のものを作り、活動計画で、時

間枠の中で実現できるものにします。初年

度はそれほど沢山のものは出来ません。そ

れも見積もって考えておく必要があります。

これは ICMサイクルの第一歩です。 

そして、少なくとも１つか２つのトピッ

クスを選んで成果が出るようにして、こう

いう変化が起きました、実現しました、と

人に説得できるようなものを残せるような

形で作っていきます。最初に志摩市に行っ

た時、市長が ICMに興味を持ってくれるか、

これを採用してくれるか、私には分かりま

せんでした。しかし、今では大変熱心です。

市長さんたちが集まる会合で他の市長に会

う機会などでも、非常に自信を持って、「こ

ういう活動を広めよう」と言ってくださっ

ています。ということではっきりとしたリ

ーダーシップのレベルで変わってくださっ

た、ということがわかります。重みが変わ

り、ご本人がサポートしてくださる、ここ

まで買ってくださる、押してくださる、と

いうことでどんどん進歩します。これは決

して小さな変化ではありません。非常に大

きな変化だと思っています。この市長さん

は非常に頭のいい方で、「日本で自治体とし

て一番最初に ICMを手がけたのは私だ」と

言える、という政治的な感覚をお持ちの方

なのです。政治家もシステムと共に成長で

きるし、どう活用していくか学んでいただ

けると思います。 

 

＜海域利用ゾーニング＞ 

これはまだやっていないところもありま

す。中国ではスタートし、ヨーロッパでも

始めるそうです。これは、海洋特別計画と

いう名前がついているようですが、これに

ついても考えていきたいと思います。日本

は能力的にも非常に高く、十分実践できる

国だと思います。ただ、ここで問題になる

のは法的インフラとしての沿岸ゾーニング

の法整備です。これがクリアできれば、都

道府県レベルで動けると思います。 

 

＜コーディネーションのメカニズム＞ 

理想的にはコーディネーションの制度

的・組織的なメカニズムが出来るといいの

ですが、効果・便益をいかに共有できるか

にかかっています。コーディネーションの

メカニズムというのは構成要員を決めると

ころが重要です。ICMをやる、と言ったと

き、準備段階でパートナーと呼べる当事者

というのは誰なのか、ということをきちん

と特定しておく必要があります。コーディ

ネーション・メカニズムが機能しないと、

「内輪もめ」ばかりでまとまらない、とい

うことも起こり得ます。また、コーディネ

ーションのメカニズムを作る、という場合

に省庁のように縦割りに沿って作るのであ
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れば、関係省庁の参加もいいのですが、き

ちんと理解してくれていないと、どこかが

音頭取りをしようとしたり、残ったりする

形になりかねません。それによって、コー

ディネーションが崩れて、メカニズムとし

て効かなくなってしまうということになり

ます。 

我々の出来るひとつのやり方としては、

そういうことが起こったときに、なんとか

元にもどすお手伝いをするようにしていま

す。たとえば、アモイ市の場合、10年ほど

ICMを運営していましたが、コーディネー

ション・メカニズムがあまりうまく機能し

なくなり、環境担当は蚊帳の外という形で

残ってしまう、というような状況になりま

した。そこで私たちが行って立て直しをす

るときに、市長さんと直接話をしました。

「現状はこうなってしまいました。多大な

影響があると思います。」とはっきり言いま

した。そして、元にもどしました。  

ICMのプロセスは、山あり谷ありなので

す。どんなシステムも完璧ではないし、運

営によって変わってきます。難関も時々あ

ります。人の集まりですから、それも込み

です。 

 

＜視点を変える＞ 

ここで鍵となるのは、見方が変わる、視

点が変わる、ということです。このことは

非常に重要で、たとえば ICMプログラムを

する時に簡単に成功を測る尺度として、

人々の見方が変わったか、ということがあ

ります。志摩市の市長さんは本当に見方、

視点を大きく変えられました。関係者に話

して戴くときの内容も変わりました。 

見方を変えるのに、非常に有効な方法は、

デモンストレーションです。たとえば、ア

モイ市を ICM実証地として、見学者を受け

入れています。大臣級、副大臣級のレベル

の方々も受け入れています。80％の人が納

得され、視察のあと地元に戻られて、説得

してくださいます。地方自治体、中央政府

の方々も、「やりましょう」という話になり

ます。実際にやっているところを見ていた

だく、というのは、非常によい効果があり

ます。「百聞は一見にしかず」ということで、

見方が変わります。見方が変わるというの

は、非常に大事です。 

 

Ⅲ． ＜ICMの実施について＞ 

 

１．＜政治的支援の取り付け＞ 

実施にあたっては、政治的支援を取り付

けることも必要です。我々が経験から学ん

だことは政治的チャンスを掴め、というこ

とです。これはずっと強調していることで

すが、政治的転機を見いだせなければ、チ

ャンスを逃してしまう、ということです。

ICMでは、これが大変重要です。実施して

体験してみるとわかるのですが、これは実

に重要です。いろいろな価値観があります

が、日和見的というのはいけません。「機会

を見る」というのは正しい人と正しい場を

見極めて、正しいタイミングで取り組む、

ということです。 

 

２．＜政府の官僚主義＞ 

気を悪くしないでいただきたいのですが、

どのような政府体制・組織であっても、プロ

の官僚というのは問題になる場合がありま

す。彼らも中央政府と地元とに挟まれて、サ

ンドイッチ状態、板挟みの立場にあります。 
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基本的に、上に直訴して、アクションを

とってもらうのを嫌がるという傾向があり

ます。ただしこれは、ブレークスルーで、

突破しなければならないことでもあります。

すなわち、我々は彼らを説得し、彼らにア

クションを取ってもらい、また、指示して

もらうということが必要なのです。 

ただし、これは必ずしも政府官僚に対す

る批判ではありません。彼らが悪いのでは

なく、何らかのアクションをとった場合で、

トップの気にいらなければ、首になる可能

性もあるからです。そういうことも考慮し

なければなりません。 

 

３． ＜効果とスケールアップ＞ 

 ICMは効果があるのか、スケールアップ

が可能なのかについて話します。経験から

言うと、ICMを実施するということで、必

ずしも問題がすべて解決するわけではあり

ません。１つの問題を解決しても、新しい

問題が出てくるものです。ですから、ICM

はあくまで、継続的に行う、というもので

す。 

国としても、ICMをスケールアップする

ためには、政府として、何らかの法律や政

策が国全体のものとしてあると非常に役立

ちます。ですから、海洋・沿岸政策がある

と、国としてスケールアップが非常にやり

やすくなります。ICMが成功すると、海洋・

沿岸政策が促進され、法整備も進みます。

ICMの事業が、実践のテストの場になるの

です。 

たとえば、ベトナムがいい例です。ダナ

ンというひとつの場所で始まって、いい効

果がでて、やがてそれが元になって、中央

政府で政策が採用されるようになり、そし

て、大統領令ができ、「沿岸地域すべてで

ICMを行うように」という命令が出たので

す。もう一つの例は、フィリピンです。ト

ップから始まって ICM になったのではな

く、自治体の ICMから始まって、それが政

府の政策になっていきました。 

 中国の海域使用管理法というのも、アモ

イの機能的海洋ゾーニングがうまくいった

から出来たものです。地元で ICMが出来て、

いい効果が生まれると、国レベルにいい影

響が及ぶ、という非常にいい例です。 

 もう一つ言えるのは、ICMが地元の経済

開発プログラムと一体化すると非常にいい

ものになる、ということです。必ずしも地

元で作って、政府に持って行って、「はい、

これやってください。」「はい、これ統合し

てください。」というわけではありませんが、

何か計画を立てる時、既に計画段階から統

合的に考えていく、ということが重要です。

ICMの主管庁が自治体の次期の経済計画を

立て、予算案をつくるところ、地元自治体

の経済企画部門であったりすることがよく

あります。その段階から経済計画に ICMを

取り込んで、一体型としてやっていく、と

いうことはとても役に立ちます。フィリピ

ンやアモイ市でどんどん立ち上がった理由

はまさに、そこにあります。 

また、最初の段階から、法務関連の部署

がメンバーとして入りました。おかげで、

条例の起草や条例が承認されるプロセスが

非常に順調にいきました。実際、法律関係

の人たちを巻き込んでやっていくと、予想

以上にものごとが動きます。法務関係の人

たちがものを動かすことにとても関心を持

っている人たちだということがわかりまし

た。というわけで、経済企画関連の人たち
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だけでなく、法務関係の人たちも巻き込む

ことが重要です。経済企画だけでなく、法

律条例整備も最初からやっていく、という

ことが ICM の加速化にも発展にも非常に

役立ちます。 

 前にも申し上げましたが、ICMによって、

国際的条約、海洋関連の条約を実施するた

めのよい枠組みができます。たとえば、原

油流出事故、これは国の問題でもあります

が、被災地となったところにとっても当然

大きな問題ですから、地元の対応が必要と

なります。そうなると、船舶による大規模

な油流出に関する条約であるOPRC条約が

どのようなものか、ということを知らなけ

ればいけない、ということにもなります。

また、汚染状況に対応する人たちもこれを

知らなければいけません。補償は誰が払う

のか、についても知らなければなりません。 

そうなると、国の関係者だけでなく、地

元自治体であっても、OPRC 条約のことを

知らなければいけないということになりま

す。いくら請求すべきか、ということも出

てきます。自治体には細かい統計なんかは

ないかもしれませんが、自分の自治体には

どれだけ漁民がいるのか、どういう自治体

の基礎的データがあるのか、とか、そうい

うことがわかっていると、請求額が 5 割増

しになるというようなことがあるかもしれ

ません。 

アジアで、たとえば、マレーシアなどで

も、これまで請求できる額の 20％ぐらいし

か請求できていませんでした。自治体が能

力をつけることによって、80％ほど請求で

きるようになったということがあります。

つまり、ICMを実施することによって、こ

のようなメリットがあった、ということです。 

また、下水処理施設を整備する、という

ことは、UNEPの陸域起因汚染の対応のた

めの国際的な行動計画を実施するというこ

とに他ならないのですが、これもまさに国

際条約の履行ということになります。 

もうひとつ言えることは、省庁間協力を

して、利害関係者が入ってくることによっ

て、投資のためのいい環境を生むことにな

るという点です。ドナーからの支援も得や

すくなります。これは ICMのメリットのひ

とつです。中国では特に重要なことです。

ICMを実施することによって、事業の枠組

みができます。そうなると、いろいろな当

事者が入ってきやすくなり、ドナーも資金

供出しましょう、ということを言いやすく

なる環境がそこにできるということです。 

ICMのダイナミックス、力学を理解する

ことが、事業の成功、また事業の持続性に

つながります。ダイナミックス、力学とい

うのは、ICMに関するいろいろな要素をよ

く理解するということです。これは、後ほ

ど詳しく話します。実は ICMの実施にあた

って、これが一番上のレベルででてくるこ

とです。目標達成のためにとても重要なこ

となのです。 

統合的ガバナンスのシステムがやはり必

要です。それは、ICM であろうが、EBM

という名前をつけようが、どういうアプロ

ーチを取ろうが、そういうシステムは必要

なのです。この場合、統合的なシステムと

いうのは、いろいろなセクターが入ってこ

られるようなシステム、ということです。 

これまでの試行錯誤のプロセスから学ん

だこととして、「二歩進んで一歩さがる」と

いうことが言えるのではないかと思います。

私の ICMの 40年を振り返ってみて言える
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ことです。二歩進んで一歩さがるのだ、と

いう感じで、前進はしているのだが、ゆっ

くりであり、時には後退もあり得るという

ことを知っておく必要があります。 

以上が非常に基本的なところですが、教

訓としてこれまでの経験から言えることで

す。また、私の「ICMのダイナミックス」

という本の中でこのあたりはもっと詳しく

書いていますが、重要なところは、今回の

講義で何回も繰り返したと思います。 

 

IV． ＜第 12章の重要ポイント＞ 

 

１．以上のことは、長い経験から言えるこ

とで、実際にやってみて、ようやくわかっ

たことです。実証の結果の教訓です。 

２．もちろん、地元の場とか資源、当事者

の能力によって、この教訓の内容は変わり

ますから、あくまで参考にしていただけれ

ば、ということです。 

３．ICMというのは、システムへと進化さ

せていますが、まだ、必要とされる境界条

件は確定していません。これを定めること

が出来ると、モデルづくりにも役立つので

すが、今の段階で ICMモデルとして固まっ

た条件はまだない、ということです。境界

条件は何かということはまだ固まっていま

せん。状況によって異なります。これがモ

デルである、と言えるまでには至っていま

せん。 

アメリカやカナダでそういうモデル作り

の試みはありますが、うまくいっていませ

ん。今の段階で、意志決定をしているのは

あくまで人である、ということです。科学

的な側面にひたすら頼ろうとすると、どう

してもうまくいきません。すなわち、数学

的なモデルを作る、そして、こういったイ

ンプットがあれば、こういったアウトプッ

トとなる、と言おうとする試みは米・加両

国でいろいろやられていますが、うまくい

っていないのが現状です。具体的なプロセ

スなどは各サイトの状況によって異なるの

で、境界条件などはそれぞれに定める必要

があるのでしょう。 

 

＜質疑応答＞ 

質問： 

ステークホルダーやパートナー選びが重

要とおっしゃっていましたが、先生の経験

の中で、ステークホルダーやパートナー選

びで、利害の調整がうまくいかずに衝突し

たり、失敗してしまったことはありました

か？もし、失敗したことがあるなら、どう

いうところが、問題だったのか経験をお教

えください。 

回答（チュア博士）： 

いいご質問を戴きました。私もステーク

ホルダー選びがうまくいくように、と常に

試みていますが、お答えとしては、「現実は

大変難しい」ということです。ひとつの難

しさは、利害関係者を何人か選んでも、そ

の人たちが政治的なグループにとても影響

を受けていたりするときがあります。そう

すると、何を言っても、お互いに反対して、

全然一致しない、ということになります。

タイでもマレーシアでもそういうことがあ

りました。 

そういうときにどうしたらよいのでしょ

うか。私がよくやったのは、まず「引く」

ことです。どんなプロジェクトでもそうで

すが、一回引く、というか一回止める、と

いうことをして、ある一定時間経ってから、
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もう一度、やる、試みる、ということ。こ

の人たちはどういう人たちか、ということ

をもう一度検討するのです。 

例えば、フィリピンで埋め立てをしよう

としました。反対デモもあり、たくさん協

議をしました。自治体に全くお金はありま

せんでしたが、埋め立てをやろう、という

ことで、まず、埋め立ての場所、受け入れ

る自治体を決めようとしました。 

自治体が OK と言っても、住民たちは反

対でした。そういう場合のステークホルダ

ーは埋め立てが行われることによって、自

分たちは損をする、と思っているわけです。

そこで、埋め立てをしても悪臭はでません、

問題も起こりません、ということを説得し

て、また何かのインセンティブも与えられ

ることができたらよい、ということになり

ました。 

さらに、そこにまた、別の反対派が現れ

ました。「反対派」という別のステークホル

ダーです。ある政治家がバックにいたので

す。その人達は旗を振ってデモをやりまし

た。非常に事態が悪化してしまいました。

そこで我々は一歩引きました。何故こんな

ことになってしまったかを考え直しました。 

準備や説明が不十分だったのかもしれない、

と考えました。マニラから固形廃棄物が来

ないようにしないといけない、マニラのス

モーキーマウンテンにあるようなゴミがみ

んなここに来るのではないか、と人々は心

配していたのです。 

やはり、コミュニケーションがよくなか

ったかもしれない、ということに気付きま

した。きちんと伝えられていなかったこと

を反省しました。こうして、一歩引いた後、

少し経ってから再び試みました。それは、

政治的にいいチャンスが出てきたから、と

いうこともあります。利害関係者というの

は入れ替わりもあるのです。立場も変わっ

たりします。こちらも様子を見ながら状況

への対応を変えていく。時には、一歩引い

たりすることも必要だ、と思います。 

ステークホルダー側の用意が整っている

ときもあれば、そうでないときもあります。

余り協力的でない状況が発生したときは、

一旦引いて、まず自分にどういう問題があ

ったのか、きちんと正しいことを伝えてい

たのか、を考え直すのです。 

私があるプログラムの責任者だったとき、

私自身がそれをやっていたのではなかった

のですが、苦しんでいる人たちに対して、

どのようにするかを伝える立場にいました。

きちんとうまく伝えられなければ、対立に

なってしまう。これがうまくいかなければ、

話は終わってしまう。そのステークホルダ

ーにどう伝えられるかどうか、は自分側の

準備がどれくらい整っているかということ

による、というのがその時得た教訓でした。 

反対意見が出てきた時には、注意深く、

何故反対しているのかを分析する必要があ

ります。住民は、予算があるならいい、と

いうものではありません。我々が直面して

いる課題は、地域の住民に納得していただ

ける適切なメカニズムは、どのようなもの

か、ということです。ICMというのはとに

かく問題山積のものですから、「簡単に解決

できますよ」という答えはできないわけで

す。いつも、バラ色のいいお話ができれば

いいのですが、そんなことはあり得ません。 
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第 13章  

沿岸域総合管理の発展とは何か 

  

昨日、本を二冊紹介しました。一冊は

「ICM のダイナミックス」。これからその

話をします。もう一冊は「アトラスマップ」。

どのように地元政府と共に地図・アトラス

マップをつくるか、という具体例です。そ

れまで永年かかって、地方の行政機関が集

めてきた様々な情報をアトラスにして、地

元レベルで使う例を示すものです。この本

をお見せした理由は、様々な行政機関が力

を合わせれば、非常に大きな成果を生み出

すことができる、コスト的にも効率よく出

来る、ということを知っていただきたかっ

たからです。 

今日は、「Securing the Ocean」という本

をご紹介します。資金は日本財団が出して

くださり、PEMSEAが出版しました。地域

の海洋のガバナンスについて書いたもので、

バルト海、地中海他の様々な地域海のアプ

ローチについて触れたものです。ICMの本

を読むと沿岸域管理の方法がわかりますが、

この本は更に大きく海の管理について書い

てあります。 

25人の研究者が書いたもので、I OC（ユ

ネスコ政府間海洋学委員会）の元Executive 

Director である Kullenberg 博士がまとめ

て、出版されました。みなさんがそれぞれ

の地域の海の管理について何か知りたいと

思われた時のためによい本だと思います。

地域のいろいろな海で働いているキーパー

ソンの経験談も入っているので、お役に立

つと思います。 

このあと、２つのテーマについてお話し

ます。最初に手短にご紹介したいと考えて

いるのは、ICMでダイナミックスをどのよ

うに活用していくのか、ということです。 

そのあと、最後の章として、日本でのさ

まざまな課題、或いは機会は何か、という

ことについてお話します。私自身、日本の

状況について専門家というわけではないの

で、私の方からこういうテーマがあります、

ということに触れて、フロアの皆様に出来

るだけ議論をしていただきたい、と思いま

す。皆さんがどう感じられているか、とい

う話をしていただく、そうすることで皆さ

んからの最大のインプットを得ることが出

来ると期待しています。三日間、ずっと私

の話を聞いていただくばかりでしたので、

ここでは皆さんがどう感じておられるか、

どうすればうまくいきそうか、という話を

伺いたいと思います。 

この章の「ICMのダイナミックス」とい

うタイトルは私の本のタイトルでもありま

す。「ICMの紹介」という言葉ではなく「ダ

イナミックス」という言葉を使ったのは、

最終的に沿岸域総合管理を実施する際に、

或いは地域海プログラムを実施する際に、

そこから非常に多くの要素を使ってダイナ

ミックに変化を推進させていかなければな

らないからです。その段階で、単純な方程

式にあてはめて考えることも言われていま

すが本当にそうなるでしょうか。その多く

が経験、管理、制度、意志決定の制度など

によって異なります。それでは、さまざま

な問題について説明していきます。皆様の

意見と私の意見が異なっているかもしれま

せんが、それも含めて、共有したいと思い

ます。 
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Ⅰ．＜管理は文理融合で＞ 

 

１．＜H.ポアンカレ：「科学と直観力」＞ 

 ここで、有名な哲学者ヘンリ・ポアンカ

レの言葉を引用したいと思います。曰く、

「我々は科学を通して証明を行う。しかし、

我々が発見するのは直観を通してである。」

サイエンスというのは興味深いものですが、

これらを内在化し、思考を行い、さまざま

な情報を消化することで、直観的に判断を

下せるようになっていきます。決して科学

は重要ではない、という意味ではなく、人

の判断力、直観力が大きな役割を果たして

きた、ということです。現在では多くの問

題がありますが、その多くが十分な知識が

ないことによるもの、そして、適切な人の

判断が下されなかったもの、ということで

すから、科学的な側面と同時に人の直観的

判断も合わせる必要があります。しかし、

まだ、この両者の間には距離があります。

正しい判断を下すためには、人の能力をも

っと向上させていかなければなりません。

問題は人の脳を使ってどのように正しい決

断を下すかです。意志決定のプロセスをき

ちんと考えることが必要となります。 

 

２．＜ICMは行動科学の方向へ＞ 

 二番目に申し上げたいのは、ICMは人間

行動科学を根拠としたマネジメントの方向

に動いている、ということです。沿岸域総

合管理の初期段階においては、あまり科学

に依存することはありませんでした。現在

では科学への依存度は増してきています。

科学により、どのような管理の尺度を使う

ことができるかを、より正確に判断できる

ようになってきました。しかし、ここで忘

れてはならないことは、科学では、人にか

かわる、また人の活動に関わる問題を解決

することはできない、ということです。科

学は大切だが、問題解決はそれだけではで

きません。様々な規制、法律、管理方法、

尺度、こういったものがあってはじめて、

ひとの行動を律し、変えることが可能にな

るのです。 

 

３．＜政治・社会・経済は同等に重要＞ 

 三番目は政治・社会・経済的側面は同等

に重要である、ということです。どうも我々

は、一つの分野ばかりを強調して、他を見

落としてしまいがちです。政治のみならず、

社会・経済的側面も重要です。現在、海洋

管理に関するさまざまな問題がありますが、

生態系を護って、経済開発は忘れるべきか、

社会的側面だけを考えて、他の２つは忘れ

るべきか、という極論になっていますが、

重要なのは、この３つの要素のバランスを

計ることで、この３つ全体を合わせて考え

なければなりません。 

たとえば、発展途上国においては、社会・

経済的な開発は非常に重要なものです。飢

餓を抱えている人の割合が多い国で、経済

の問題を考えるな、ということは言えませ

ん。生態系を護ることを考えると同時に、

最終的には、生態系を護ることによって、

よいサービスを提供し、貧しい人々もそこ

から恩恵を受けられるようになっていかな

ければなりません。さまざまな地域や国レ

ベルの政治家はこの点を見落としてしまい

がちです。経済ばかりに目を向けて、環境

の回復を後回しにしようということがあり

ますが、しかし、生態系を破壊することに

よって、実際には基本的な貧しい人々のニ
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ーズを切り落としてしまうことにもなって

いる、ということを忘れてはなりません。

このことは十分な検討が必要です。 

 

４．＜人の行動を変える＞ 

 四番目のポイントとしては、効果的な沿

岸域のガバナンスというのは単純に人の行

動を管理する、というものなのです。複雑

に考えてはいけません。ICMは人の行動を

制御するものです。実は、ここが一番難し

いところなのです。人の行動というものは

なかなか制御できません。従って、科学の

知識とガバナンスのスキルの両方が必要で

す。科学的情報とガバナンスのスキルの両

方を使って、人の行動を変えることが可能

になるのです。 

 

Ⅱ．＜効果的な沿岸域のガバナンス＞ 

 

 次に強調しておきたいのは、ICM実践に

は、効果的な沿岸域のガバナンス能力が必

要だということです。この問題もまた、ICM

のダイナミックスの話において、重要な点

です。ここで大きな障害になるのは、人間

の行動様式です。持続的な開発およびガバ

ナンスの主たる障害は基本的には人の行動

様式であって、これが効果的な沿岸域の戦

略計画の実施に影響を与えるものなのです。 

十分に沿岸管理に関わる複雑さに対応す

るためには、社会的な相互依存のダイナミ

ックスを特に考慮しなければなりません。

又、ステークホルダーの様々な価値観や懸

念事項に対して対応する必要があります。

ガバナンスがうまくいかない理由は、多く

の場合、理解不足が原因です。社会的な相

互間の関連が見えていないことが原因です。

たとえば、エコシステムのユーザーを考え

ると、物理的にも自然と人間、或いは人間

同志の社会的な相互間の関係があります。

エコベースのマネジメントを考える時、人

と生態系が常にお互いに関わりあっている、

ということを決して忘れてはなりません。 

 

Ⅲ．＜ ICMのダイナミックス＞ 

 

  更に、新しいマネジメントパラダイムと

いうのを考えます。すなわち見方・考え方・

視点を変えていく。これが ICMのアプロー

チです。ICMは常識的な考え方に基づいて

います。ものやサービスを生態系が提供す

る全体を捉まえるものに変えていきます。

社会が進化していくのにあわせた新しい管

理のパラダイムが必要で、それを達成出来

る方法が、総合的アプローチ、ということ

になります。視点を変える、物に対する姿

勢・考え方を変える必要があります。 

地元政治家がリーダーになって、持続可

能な開発の旗頭になってもらいたい。その

ためには、どうやればいいのかを伝えなく

てはいけないと思います。リーダーに期待

するのは、文字通り、お題目だけ唱えてく

れる、というのではなく、中身を理解して、

視点を変えて、わかってくれて、自分のも

のにして、後押ししてくれるようになって

いただくことです。全体的なポリシーを理

解してもらう必要があります。つまり、人

というものの行動がわかることが重要です。 

 

１．＜ICM実践の不可欠要素＞ 

「ICMのダイナミックス」には、いくつ

かの要素があります。カテゴリーとしては、

まず、プロセス、過程です。複数の過程が
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あり、その枠組みの下にも複数の要素があ

ります。もうひとつのカテゴリーとして、

メカニズムがあり、そして、更に、アプロ

ーチがあります。 

構成要素というものは沢山あって、これ

が変化を促し、変化を醸成します。チェス

の駒のようなもので、ひとつ動かすたびに、

機能が変わります。いい手を打てば勝つが、

悪手を打てば負けるのです。それを見なが

ら駒を動かしていかなければなりません。 

基本的な要素は駆動力（driving force）。

一つでも役に立つ場合もあれば、組み合わ

せで役に立つ場合もあります。多くの場合、

「組み合わせ」というのが常道で、組み合

わせることで、より強力にもなります。 

パートナーシップが非常に重要です。パ

ートナーシップというのは非常にシンプル

な言葉で、「あなたと私がパートナー」とい

う言い方もあるし、仲間内で飲み会をする、

というのもパートナーのうちでしょう。 

これをうまく活用すると、協力体制が生

まれて、共通の目標が見えてきます。パー

トナーシップから共通の目的・目標を作っ

ていきます。その目的・目標ために活動し

ていきます。そうすると目標は設定できた、

そのために資源・リソースをとってきまし

ょう、ということになります。パートナー

同士が持っている物を出し合い、リソース

を共用して、目標を達成していきます。 

一緒にやろうとする意志を持つことです。

たとえば、私には私なりの関心事があり、

あなたにもあなたなりの関心事があるわけ

です。ところが、利害の葛藤があった場合、

それでも一緒にやっていけるか、食い違い

があっても、同じ目標に向かってやってい

けるか。ここがダイナミックかどうかです。

だから、パートナーシップと言って群れて

いればいいのではありません。一緒になっ

ていればパートナーシップだということで

もありません。パートナーシップというの

は、共通の活動を起こすことです。だから、

私はこれをドライブ（機動力、原動力）と

呼んでいるのです。パートナーシップが原

動力となって物事が動いていく。ICMには

沢山の原動力があって、それで前に進んで

いく。沿岸域管理のマネジャーの技能・ス

キルというのは、それぞれの原動力をうま

く生かしていけるか、ということだと思い

ます。 

 

２．＜３段階の行動変化＞ 

 さて、行動の変化、これを見てみましょ

う。これには、３段階あります。すなわち、

ある人が「変化する」と言う場合、まず、

変化の「移行期(transition)」、そして「変

革期(transformation)」、更にこれを維持す

るための「継続期(sustainability)」という

３段階です。 

全体でポリシーを作り、管理体制を生か

して目標を達成していきます。ですから、

行動変化をそれぞれに経験するわけです。

志摩市では、市長さんが素早く行動を変え

られました。どういう理由で変えられたか、

というのは重要ではありません。とにかく

変えられた、ということが重要です。実際

にあった例としてみてみましょう。行動変

化がおきると、我々にとっても変化がおき

ます。 

まず、「移行期」というのは、導入部です。

話を聞く、理解し始める、自分にとってそ

れは何なのか、市にとってそれは何なのか、

を考えます。 
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話を聞いてくれた、ということは、「変革

期」にさしかかっているということです。

そして、他の国の ICM活動の例に触れたり、

見たりします。なるほど、これはいいもの

だ、正しいやり方なのだ、という確信を再

び持ちます。まだ「移行期」ですが、彼自

身は「変革期」に入り始めている訳です。 

「これをやるんだ、やりたい」と言った

場合には、もう行動変化が次の「変革期」

段階にきています。そして、活動を実施し

てくれます。実行してくれます。ひょっと

したら、失敗するかもしれません。そうす

ると行動変化は止まってしまって、後戻り

します。その場合、もっと悪くなることも

あり得ます。しかし、プログラムが成功裡

に実施できた場合は、次の継続期の段階に

進むことになります。ですから、３段階を

経て、人間の行動が変わっていきます。個

人の場合も、組織のレベルでも同じです。

組織のレベルでどういうことを想定すれば

いいか、ということで、アモイ市の例をあ

げます。 

＜アモイ市の例＞ 

まず、最初にスタートした時には、集団

での行動変化を目標としたわけですが、集

団行動の変化というのは、人を巻き込んで

いかないといけません。人が参加しないと

いけません。最初の行動変化というのは、

反対者が減ってくることです。ですから、

「どちらかよくわからないな」という人や、

反対の人が、ICM が進むにつれて、「そう

かもしれない」、そして「そうに違いない」

と信じてくれるようになります。これが、

最初の段階、移行期(transition)です。「そ

うだ、それが正しい。賛成しよう」という

ことです。 

一緒にやろうと言ったときに、本当にでき

るのか、本当に機能してくれるのか、という

ことで、次の変革期の段階に入り始めます。

そうすると段々パワーが入って来ます。ここ

は努力も必要だし、資金も必要で、個人の努

力が集積して団体での行動となります。この

段階が終わった時に何らかの成果が見えて

きます。成果が気に入れば、次のフェーズも

やろう、と。今はお金がないが、何とかして

工面してやろう、と。そして、第３期の継続

期(sustainability)になります。そして、アモ

イ市はその段階に入っていきました。ですか

ら、ICM をやることで、いろいろな形で開

発、発展が続いてきたのです。 

時には失敗もあるでしょう。移行が成功

しない、というときもあるかもしれません。

途中で挫折というのは、出来る限り避けた

いものです。ですからその時には、全体を

前に進めていくように、行動を変化させ、

皆の持てる能力を集め、総力を使います。 

 

３．＜ICMの実施者が活用する駆動力＞ 

 ICMを実践させていく人たちにとって重

要なのは、ICMによって、どういうレベル

の影響を与え、どういうレベルの結果が出

てくるか、ということです。結果がどうな

るか、ということです。 

ICMを実践する人たちの側に注目して話

をすすめます。システムが自ら自動的に廻

っていく、と思いがちですが、放っておい

ては、まわりません。そこまで自動的に廻

るようになれば、高次元のレベルに達して

いる、ということですが、最初はそうはい

きません。駆動力を活用する鍵は何か？鍵

となる重要な要素のうち、主要なものをあ

げて説明していきます。 
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①適応学習 

適応しながら学んでいくということです。

前にも話しましたが、ICMにとって適応学

習は非常に重要です。どういうことかとい

いますと、ICMの実施段階に入ると、どん

どんと変わって行かなければなりません。

最初に決めたことも手直しして変えていく

必要があります。継続改善も必要です。こ

れが適応学習です。 

一旦決まったものでも、手直しすること

が重要です。継続的に改善する、適応を続

けていく、重ねていく。ICMのプロセスは

常に改善を重ねていきながら、成熟してい

くものなのです。ICMの揺籃期、概念がや

っと実行に移し始められたというところか

ら、これを回していって、成熟に向けてい

きます。 

次に、マネジメントとしての技術、スキ

ル(management skill)が必要です。社会文

化的な技術が必要なのです。すべて完璧に

そろっている、という ICMマネジャーはい

ません。ICMマネジャーになっても、政治、

文化、経済、すべてのことを知っていると

いう人はいません。これまでの能力を身に

つけるためには、マネジャーが男であれ、

女であれ、時間が必要です。マネジャーと

して育っていく時間が必要です。 

適応学習をしていく、ということで、今

までおこったこと、今までの行動、従来の

行動を新しい枠組みの中で「分析する」と

いうことが必要になります。そうすると、

成功であれ、失敗であれ、経験を活かして

いくことができます。新しいアプローチを

使ってみてどうだったか、ということを学

習していきます。 

更に、知識を管理するという knowledge 

managementができるようになり、ICMプ

ロセスを進化させていくことができるよう

になります。ステークホルダーの持てる能

力を活かしていくことができるようになり

ます。このプロセス全体で、実力がつき、

自信をつけていくわけです。これが適応型

能力開発というものです。 

だから、皆さんが ICMを日本で適用した

らどうなるか、と考えられていると思うが、

たとえば、来年までに、すべて完璧に出来

るようになるとか、すべてルール通りにや

れば実現して、維持できるようになる、と

いうようなものではありません。というの

も、人間の活動、或いは人間そのものを相

手にするものだからです。 

 

②ビジョン 

ICM を実践していく時、「人が集まり、

前に進んでいく原動力を持った」といって

も、基本となるのは、ビジョンです。最初

に正しいビジョンを作っておかなければな

りません。共有できる目標というものがな

ければなりません。目標というものは、必

ずしも、物理的に何々ができること、とレ

ベルではなく、熱意のレベルでもあるかも

しれません。 

また、「人々にとって共通のビジョン」と

言っても 30 年前、40 年前の人たちが持っ

ていた共通のビジョンとは異なるかも知れ

ません。昔の沿岸域のビジョンとは違って

きているかもしれない、ということです。

ビジョンをきちんと持つというのは重要で

すが、その前に、食べていけるような経済、

給料、賃金も必要です。昔は、「食べていけ

る」ということが目標でした。今も食べて

いけることは必要ですが、それ以上のこと
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を目指しているように思います。次世代の

ことを考えています。 

共通のビジョンを作っていく自治体にと

って、これは非常に重要なことです。なぜ

かというと、地元のレベルで、住民たちは

同じ環境を分かち合っています。心の絆が

地元にある、ということで、熱意はありま

す。共有できるものがあれば、より大きな

集団になって動いていくことができると考

えられます。ビジョンを適切に活用出来れ

ば、葛藤を減らすことが容易になります。

自分勝手な利益を主張して葛藤になる、と

いうことが減るはずです。もちろん、人に

よって、関心領域や利害は異なりますが、

これがみんなの共通のビジョンなのだ、と

いうところで、おさめていけるとことがあ

る、と思います。共通のビジョンは、小さ

い地域で使うことによって、多くの活動を

達成することができるのです。 

 

③共に協力する「場」づくり 

いろいろな人たちが作業し、協力するた

めの土台、場を作ります。それによって、

共通の目標にみんなで向かっていけるよう

にします。これは、ICMの中でも非常に重

要なところです。みんなで協議する場が出

来る、ということになります。いろいろな

立場、いろいろな利害を持つ人たちが集まり、

意見を交換、分かち合う機会が生まれます。 

ここで重要なのは、ひとつの共通の指針

に基づいてやっていける場でないといけな

いということです。ただ、いろいろな意見

を持ったひとたちが、一カ所に集まる、と

いうだけでは駄目です。それがまさに「原

動力」を生み出すものになる場。これがダ

イナミックスです。 

④意識を高める 

原動力、推進力を高めるために意識を高

めることが必要です。情報を与えられるこ

とによって、人は動けます。必要なことを

全て伝えることによって、共有できる目標

が、皆の心の中に生まれてくるのです。そ

うなれば、皆で協力していくことが容易に

なります。誤解を招く可能性も少なくなり

ます。情報をきちんと受けた意識の高い人

たちの中で、信頼感が高まります。秘密主

義がなくなり、意志決定、支援、予算を得

ることがやりやすくなります。 

中国では、石油化学プラントをアモイ市

に建設することに反対する運動がありまし

た。きちんと情報を受けた人たちが結束し

て反対して、最終的に建設撤回につながり

ました。 

フィリピンでは、マニラ湾を浄化しよう

としない政府に対する抗議運動がありまし

た。やはり、情報をきちんと受けた一般住

民が立ち上がり、政府を訴えようというと

ころまで人々を動かしました。結局、10年

かかり、最高裁までいき、住民が勝訴しま

した。フィリピン政府は予算の見通しをた

て毎年予算を組み、マニラ湾を浄化する義

務を負うべし、という判決がでました。大

統領というトップが政策を創っただけでは

駄目だ、というひとつの例です。拘束力の

ある法的判断、つまり判決が必要でした。 

インドでも、最高裁まで行って、住民が

勝訴した例が多くあります。このように、

住民がきちんとした情報を受けて、意識を

高めると非常に強力な力になります。この

ように意識を高めることは非常に重要です。 

ICMにおいて、意識を高めることによっ

て、一種の触媒的な効果が生まれ、ステー
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クホルダーの間でより適切な行動が生まれ

ます。目標の設定もうまくいき、戦略もき

ちんとできます。秘密主義を押さえること

につながり、透明性が高まり、人々からの

信頼感も高まります。また、意志決定への

参加意識も高まります。予算という意味で

も、政治的な意味でも、支援をとりつける

ことが非常に容易になります。期待される

成果を得るためには、意識を高めることが

非常に重要です。 

 

⑤プロセス・過程 

プロセスといってもいろいろあります。

ある過程をたどっていくことによって、行

動に変化を生じさせることができます。と

いう意味で、プロセスだけでも、駆動力に

なります。ICMにはいくつものプロセスが

伴います。企画の段階のプロセス、適応の

プロセス、モニタリングのプロセス。これ

らを辿ることによって、複数の目標を達成

できます。持続可能な沿岸の開発という戦

略的な目標に達することができるわけです。

どのようにこのプロセスを使うか、という

のも重要です。 

 

⑥コーディネーション 

これにも同じことが言えます。ICMの組

織の中で、コーディネーションは駆動力と

なります。すなわちいろいろな省庁にまた

がることで、いろいろな省庁が協力し、共

に行うという目標を達成します。縦割りの

葛藤や不要な対立を押さえ、学際的協力も

得ることができます。ICMのプロジェクト

には、いろいろな分野の人たちが参加しま

す。自然科学、社会科学の人たちが共に参

加します。この人たちに協力してもらうこ

とは非常に重要で、コーディネーションの

メカニズムによって、それが可能になり、

目標達成に向けた原動力となります。 

 

⑦インテグレーション、統合 

いろいろなセクター、省庁にまたがる政

策に横串を通して一本化し、複雑性をなく

し、簡素化に繋げます。環境問題を経済開

発の中でメインストリームにしていく、と

いうことにもつながっていきます。統合に

よって、法整備を促すこともできます。先

ほど述べたように、ICMに法律関係の人材

を巻き込むことによって、これが可能にな

ります。 

 

⑧パートナーシップ 

パートナーシップについては、何度も話

をしたが、これも非常に重要な原動力で、

これを活かすべきです。 

 

⑨範囲 

これも考慮すべき重要なことです。小さ

く始めて大きく拡げるべきだと言いました

が、拡大する、ということは範囲を拡げる、

ということであり、もたらす影響がそれだ

け大きくなるということです。これは、自

分たちの管理能力を考えた上で、範囲を拡

げるべきでしょう。これによって、より高

い目標達成ができるわけで、これも、重要

な原動力になります。 

 

⑩柔軟性 

科学者は「柔軟性」というようなあいま

いな言葉を嫌うことがあります。規則、ル

ールがない、ということではないか、とい

う人もいます。しかし、管理・マネジメン
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トにおいては、柔軟性は重要で、これは原

動力となります。というのも、不確実性が

大きいので、何でも決めておく、というこ

とは出来ません。柔軟である、ということ

によって、時間枠や地理的な範囲にも対応

することが出来ます。 

例えば、知事がやってきて、突然「止め

ろ」と言ったとします。「そんなことは出来

ませんよ」とすぐに反対するようなことは

したくありませんね。少し時間をかけて、

柔軟に、「では、少し変えてみましょうか」

ということも必要です。 

先ほど言ったように、まさに「2 歩進ん

で 1 歩後退」ということもあります。2 歩

進んだら、政治家に「反対」と言われるか

もしれません。その時は 1歩引くわけです。

で、また、今ならうまくいきそうだな、と

チャンスが見えたら 1 歩踏み出す、という

ことです。最終的にこちらの意志が通るよ

うに考えます。でも、もちろん時間がかか

る、ということになります。それも含めて、

柔軟性が必要、ということです。 

 この柔軟性を持つことによって、具体的

な目標を多少変えたりする、ということも

できます。すなわち、人材、予算、地元の

能力、環境上の圧力、政治的なコミットメ

ントがどれだけあるか、ということによっ

て、柔軟に対応することが出来ます。柔軟

性を持つことによって、もしかしたら、も

う少し時間をかけた方がいいのかな、もう

少し長期化しようかな、というわけです。

能力が出来るまで、もう少し待とうかな、

というような具合です。こういう対応を可

能にするのも柔軟性があってこそです。柔

軟に対応することによって、全体の枠組み

を維持することが出来ます。同時に、必要

なものは譲らずに維持する、ということも

できます。タイミングを少しずらすことに

よって、必要なプロセスは全部譲らずにち

ゃんと維持する、というようなことも柔軟

性があれば、可能になります。 

 

⑪ 回復力 

「回復力」は、プレッシャーを吸収する

能力と言えます。いろいろな介入があるか

もしれなません。それに耐える、そしては

ね返す。そして再び元に戻る能力、という

ことでもあります。 

例えば、赤潮が発生した、或いはアオコ

が発生した、という時、それに対して、準

備は出来ているでしょうか。このような不

確実性に対応するためにも、回復力は重要

です。或いは、突然台風が来たとします。

最近、中国でもありましたが、100 人以上

が亡くなるような地滑りが起こった、など

の予想しない事態に備える、ということも

そうです。ICMをするときには、不測時に

対応して、一時的にへこんだとしても、ま

た元の力を取り戻す、という回復力が必要

です。 

以上、重要な原動力の源になる要素を紹

介しました。 

 

Ⅳ． ＜駆動力を利用した ICM実践＞  

 

さて、ビジョンがあり、プロセスがあり、

こういった要因が全て揃ったとします。こ

れらをどうやって活かせば、変化が実際に

生まれるのでしょうか。つまり、「ICM の

ダイナミックス」で説明したように持続可

能性に持って行くためにはどうすればよい

のでしょうか。 
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 地元の懸案事項に対応し、ICMの枠組み

をうまくつくることができて、うまくビジ

ョンや場を活かすことができれば、一連の

ガバナンス（統治機構）を実現できます。

ICMをいろいろなところで再現し、拡大し

ていくと、いずれクリティカル・マス（臨

界量）に達します。量が臨界に達すると、

閾値を超えて急に大きく延びていく可能性

が生まれ、そこに持続可能性が生まれます。

人々の行動、インパクトに規模が生まれる

と、質的変化が生じ、持続性が生まれると

いうわけです。 

 これをメカニズムの方の視点からみると、

プロセス、コーディネーション、統合、パ

ートナーシップのメカニズムによって、ガ

バナンスが改善されることになります。機

能的，政策的な統合をはかることも出来る

ようになります。 

また、天然資源についてステークホルダ

ーが計画・管理を行うことが出来るように

すること、科学的サポートで意志決定を行

うこと、環境への投資を促進すること、ス

テークホルダー間のコミュニケーションを

改善すること、モニタリングを行うことな

ど、これらを全てつなげて実現していくこ

とで、スケールアップ、参加者の関与、国

や地方のアジェンダ内でのメインストリー

ミング化、ネットワーキングが可能になり、

いわゆる「臨界出量」に達することができ

るわけです。そこまでいけば、ここから先

は、持続的に生活水準の改善ができ、環境

的健全性の保護ができ、必要な法律の改善

ができ、経済成長を図ることができ、認識

の変化が起きるというわけです。このよう

なステップを踏むことによって、ダイナミ

ックスの応用が可能になります。こうした

概念や、各要素がどう機能するか、という

知識を内在化しなければなりません。これ

らが、ICMの中で、変化を起こすキーワー

ドで、これらをどのように効果的に使うこ

とができるのかが課題です。 

 

Ⅴ．＜ICMダイナミックスの適用＞ 

 

 ICMダイナミックスを適用することによ

って、最終的に、どのような貢献ができる

のか、ということについて述べます。 

１． ICM プログラムの初期的目的設定の

ためや、政策、戦略、計画、行動への駆動

力としての共通ビジョンを創ります。 

２． ICM の政策と管理の枠組みとプロセ

スを使い、優先的な課題についての政策や

管理の方向性を決定します。 

３． 調整メカニズムを、行政機関およびス

テークホルダー間の協力やパートナーシッ

プを促進するものに変えていきます。 

４．分断されがちな政策や機能を統合化、

一本化することを可能にすることで、衝突

を減らし、協力を増やします 

５．地域のステークホルダーが計画作りや

管理を行って自らの天然資源を管理するな

どオーナーシップを確保し、目標を達成す

る機会を高めます。 

６．政策決定における政治的影響力やセク

ショナリズムを減らす一方で、科学的サポ

ートを意志決定に組み入れ、効果的な管理

行動を増やしていきます。 

７．環境管理や投資についてパートナーシ

ップを構築します。特に民間部門からのス

テークホルダーの貢献を増やし、人的資源、

財源を募ります。 
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８．ステークホルダー間における機能的コ

ミュニケーション・ネットワークを構築し

ます。これにより充実した情報提供を受け

たステークホルダーたちは ICM を成功に

導く支援者となります。住民のサポートは

非常に重要です。 

９．環境変化のモニタリングを行い、政策

や管理の手法や影響の効果を評価・確認す

ることが非常に重要です。 

このようなレベルで ICM のダイナミッ

クスがどのように機能するか、適用される

かを見ることができるのです。基本的には、

ダイナミックスの内容それぞれについて一

冊の本が書けるぐらいの多くの内容が盛り

込まれていますが、いくつかポイントを上

げましたので、共有していただければと思

います。 

 

Ⅵ． ＜第 13章の重要ポイント＞  

 

さて、重要ポイントについては、既にお

話した通りです。「科学によって証明し、直

観力によって発見する」というアンリ・ポ

アンカレの言葉をそのまま引用します。

ICMについて考える時は、こうした鍵とな

る要素をどのように活用して変化を生みだ

すか、ということです。科学的分野と社会

学的分野をどのようにうまく管理し、沿岸

域の地域における環境の管理を行っていく

か、ということにつながります。 

このダイナミックスについての第 13 章

は、内在化していただくために、時間をか

ける必要があります。このプロセスを経て

いくことによって、皆さんには真の意味で

全体像を知って戴くことになると思います。 

まず、最初に ICMの話を聞いた時は、当

然の混乱は起こります。事例研究の話に入

ったところで、少し具体的に現実に起きて

いることが見えてきます。その後、また、

ICMの概念をどのように使うことができる

か、過程をどのように使うかを考えるとま

た複雑になってきます。これは当然のこと

で、「これは複雑だな」と思われたなら、ICM

開発の最初の段階に到達したと思って下さ

い。皆さんが、動き始められた、というこ

とです。 

ICMはやればやるほど、いろいろな問題

点が出てくることを認識されるでしょう。

私自身、20年、30年ずっと続けていますが、

まだ毎日が学習で、毎日新しいことを学ん

でいます。これは確信が持てない、分から

ないということが何かあれば、それはまだ

まだ、内に取り込み、内在化していく必要

がある、ということです。時間をかけてい

かなければなりません。 

しかし、現段階では、基本的な概念とし

ての方法が分かれば、そして、どのように

してオペレーションをするかの枠組みが分

かれば、それで十分と思います。３日間、

座って話しを聞いただけで ICM が出来る

ようになる、などということはあり得ませ

ん。私たちが 25年かけてきたことをたった

３日間で皆さんが出来るのであれば、不公

平だと思いませんか。今回、皆さんが聞か

れたことは、非常に基本的なことで、これ

をどのように応用するかは、皆さんにかか

っています。私は方程式をここで提示する

ことはできません。これをやれば、間違い

なく結果がでる、と言うことはできません。

だからこそダイナミックスという言葉を使

ったのです。全ては、皆さんの能力で、そ

れぞれの意味をどのようにして、内に取り
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込み、内在化して、効率よく取り組むこと

ができるかです。国によって異なる状況も

あるでしょう。２つの国で全く同じ、とい

うことはあり得ませんし、日本の中でも２

つの地域の状況が全く同じということはあ

り得ません。科学的なことは助けにはなり

ますが、実際は、進める人々の信念によっ

てこそ、初めて動くものであると思います。 
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第 14章  

日本における沿岸域総合管理 

 

この章で、日本で何ができるかできない

か、を話すつもりはありませんが、４つの

質問形式で、議論したいと思います。まず、

日本で ICM に挑戦すべき課題とチャンス

があるのか、ということから。日本で ICM

を実施することにしたとします。実施する、

と決めたからといって、すべて、今までの

話した通りにやらなければならないという

ことはありません。概念、枠組みは、同じ

でも、運営上の進め方は全く異なる可能性

があります。 

 

Ⅰ．＜日本に ICMの必要性はあるか？＞ 

 

その中で、皆さんが最初に考えなければ

ならないことは何か。日本に本当に ICMが

必要かどうか、ということです。日本は ICM

を必要としているのか、と質問したら、こ

れは２つの可能性があって、ひとつのグル

ープは No というかもしれないし、もうひ

とつのグループは Yes というかもしれませ

ん。この段階でみなさんの感触を伺うのが

正しいのかどうかわかりませんが、Noとい

う気持ちの強い方、コメントをいただけま

すか？是非、Noと思われる方のご意見を聞

きたいと思います。日本以外の場所での事

例を聞いていただいたが、何かここから、

出来ることがあれば、それを検討していき

たい、と思います。いくつか、可能性のあ

る答えをみていきたいと思います。正しい

答えということではないが、可能性として、

議論のたたき台のために考えていきたいと

思います。日本に ICMは必要ない、つまり、

No の場合はどういう議論になるでしょうか。 

１．＜日本の沿岸域に特に問題はない？＞ 

日本には、今、認識可能な問題が存在し

ないので、ICMは必要ない。これは正しい

でしょうか？「必要ない」ということであ

れば、ICMに対する需要はない、というこ

とになります。需要がなければやる必要は

ありません。そう思いますか？それとも違

う、と思いますか？考えてみてください。 

 現在認識できる問題が存在しない、とい

うのであれば、問題がないことを説明して

正当化する必要があります。「問題は無い」

という人もいれば、「問題はある」という人

もいます。人によって違う場合、どう考え

るべきか、この判断を皆さんに下していた

だきたいと思います。 

 

２．＜各省庁がよい仕事をしているので、  

ICMは必要ない？＞ 

そして、Noという 2つめの可能性は、各

省庁が非常によい仕事をしており、必要な

ら互いに話ができるので、省庁間や、関係

者間の特別な委員会は必要ない、というも

のです。だから ICMは必要ない、というこ

とが考えられます。 

また、抵抗勢力がある場合、変化への抵

抗勢力がある、ということもあります。こ

のようなことどもはどこでも起こりうるこ

とで、議論のたたき台として、是非検討さ

れるべきだと思います。 

 

３．＜地方の能力が弱すぎて出来ない？＞ 

この可能性もあります。能力がなくて出

来ないのであれば、地方での ICMは必要が

なく、国のレベルから始めて、トップダウ

ンで物事をすすめていけばよいでしょう。 
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４．＜予算がない＞ 

ICMの予算がない、また、予算の配分で

問題がある場合。これは、一番、多くある

理由で、ほとんどどの国でも、世界中どこ

を見ても、「予算がないので、できません。」

という答えは返ってきます。これも ICMを

やらない、という言い訳になります。 

 

５．＜政策の要請がない＞ 

もうひとつの理由として考えられるのは、

現在、ICMについての政策要請は、あまり

明確なものもなく、指令もないという場合、

「待とう」ということはあるでしょう。反

対もしていないが、上からの指令が出てい

ないから「待とう」。これもまた、ICM を

やらない理由になり得ます。 

 

６．＜担当部署がない＞ 

これも No という理由としていいかもし

れません。ICMをやろうと思っても、担当

の部門、部局がないから、やりようがない、

という言い訳ができます。どこがやったら

よいか、という責任官庁が見あたらない、

ということもあります。もし、そうだとす

ると、変化は絶対にありえません。現状に

固執する、ということになります。それで

も、管轄権がダブってきて、利用者が増え

てくると葛藤が生じてきて、何か、交通整

理の必要がでてきているかもしれません。 

 

７．＜複数利用による利害の葛藤＞ 

複数利用の利害の葛藤、資源の割り当て

とか、利用者の利害葛藤、漁業権とか地権

とかその他の権利の葛藤が生じています。

これが懸念事項になってきたという場合、

対策が必要です、という状況がでてくるか

もしれません。さらに法的な意味合い、政

治的に敏感な問題、漁業権の問題、こうい

ったものが付随してくるので、こういう問

題がある場合は、沿岸域の問題として、手

を打っていかなければなりません。この一

世紀の間に漁業権というものが確立されて

きましたが、このままでいいのでしょうか。

それとも変更が必要でしょうか。漁業資源

の活用と沿岸管理というのは、いまのまま

でいいのでしょうか、ということも考える

必要があります。 

 

８．＜現在の管理手段は 

根本的な変化を必要とする＞ 

これに関して、付随する理由としては、

新しい取り組み、管理に取り組む必要があ

ります。例えば、国境を越えた問題が出て

きたり、海洋管理における費用対効果を考

え直さなければいけない場合、総合的な計

画立案が必要となります。特に沿岸海域の

利用に関しては、もっと有効に使っていか

なければなりません。これが利用のゾーニ

ングがないとさらに話が複雑になります。 

同時に重要なのは、地方分権の機運が高

まっているということです。世界的にも分

権化の方向にあり、日本でも同様だと思い

ます。地方自治体の方が中央政府からの地

方分権の強化ということを希望していると

思います。特に沿岸の資源の利用というも

のを自らの管轄の範疇にしたいということ

があると思います。これがもし、分権の方

向に向かっていくということであれば、自

治体が管理していくという必要性と責任が

高まってくることになります。 
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９．＜資源の活用効率、 

政策・管理の有効性＞ 

資源の活用の効率、政策・管理の有効性

に関しては、沿岸域・海域のガバナンスが

きちんとしている必要があります。また、

ステークホルダーのコーディネーション、

参加などが必要となります。適切なコーデ

ィネーションが欠かせません。沿岸・海域

の資源の開発の問題を考える場合、次のこ

とを考える必要があります。資源はあるセ

クター、あるいはひとつのコミュニティだ

けに帰属しているのでしょうか？公的機関

との関係はどうなっているのでしょうか？

住民の人々がもっと力を持って、これを管

理していくことができるのでしょうか？更

に効果的に活用するにはどうすればいいの

でしょうか。 

また、公共の資源の割り当て、例えば、

沿岸水域。これは、公共のものということ

になりますが、そこに帰属する資源はどの

ように分けたらよいのでしょうか。中国の

場合に関しては、所有権は問題になりませ

ん。すべて国有ということでいいわけです。

ところが、日本の場合は、国有・官有・民

有といった問題がでてきます。その場合の

資源割り当てはどのようにすればいいので

しょうか。こういったことを考える必要が

あるということです。 

 

10．＜生態系の保護と 

エコシステムサービスの持続可能な維持＞ 

生態系からサービスを受けるということ

ですが、教育・文化と生態系・資源との関

係ということで、様々な専門分野から全体

的に考えないといけません。総合的なアプ

ローチとは、生態系のもたらすサービスと

いうものをどのようにしてみんなで分かち

合っていくか、ということです。これも従

来のやり方、スタイルを変えていかなけれ

ばなりません。 

 

11．＜沿岸域の都市化と気候変動＞ 

気候変動に対しては、必要な計画立案を

しないといけません。また、日本ではどう

かわかりませんが、世界的な傾向として、

従来以上に沿岸域の住民が増えて来ていま

す。そうすると、都市計画をどうしたらよ

いのか。特に沿岸域と気候変動の影響をプ

ラスとして受けているのか、マイナスとし

て受けているのか。カナダはプラスという

話があります。日本はマイナスでしょう

か？100%プラスというところもなければ、

100%マイナス、というところもないと思い

ます。これに対して政府はどう対応してい

ったらいいのでしょうか。 

 

12．＜強力な政策と 

ファンダメンタルズ管理＞ 

不確実性に備えた体力を付けていく必要

があります。ポリシーとして、より適応で

きるような、体力づくりが可能なようなも

のがあるでしょうか。資源の有効活用がで

きるようなものとか、経済開発がさらにで

きるようなものになっているかどうか。不

確実性の時代に気候変動がもたらす影響に

対応していかなければなりません。日本も

沿岸経済というのは非常に大きいと思いま

す。沿岸経済ということで、海ベースの

GDP の貢献度を増やすということであれ

ば、沿岸域の資源を有効活用できていない

といけません。例えば、中国などは非常に

アグレッシブで沿岸資源の活用を熱心に行
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っています。日本は手をこまねいて見てい

るのでしょうか。何もしないのでしょう

か？・・・という話があります。 

 

13．＜効率的・効果的な国際条約の 

総合的な実践＞ 

日本が COP10 の誘致に何故熱心だった

のでしょうか。日本が何かを達成したいか

らでしょう。生物多様性条約（CBD）はチ

ャンスでもあります。海洋・陸上の生物多

様性の保護に役立つはずです。 

 

14．＜地方分権傾向の加速＞ 

みなさんも直面しなければならないこと

として、分権傾向のスピードが高まるとい

うことがあるでしょう。そうすると他の自

治体も沿岸管理に対応しつつあるのだと思

います。 

 

15．＜日本が地域の海洋管理の 

指導的存在となる礎として＞ 

日本での ICMの実施に関して、国、地域

の沿岸のガバナンスを考えなければならな

りません。日本は海洋基本法がある国であ

り、国としては、海洋国家のリーダーとな

っていくのではないでしょうか。皆さんが

お手本になって、リーダーとしてこのよう

にした方がいいですよ、と言える立場にい

なければなりません。 

日本は政府開発援助 ODA ということで

途上国支援、特に沿岸を持った国に資金を

費やしているはずですが、日本国内での問

題管理体制がない、ということになるので

しょうか。これで問題を解決しなさい、と

いって拠出しているのに、当のドナー国が

それを解決する手段を持たないのはいかが

なものか、と思います。 

ここ 30 年～40 年、日本は経済的にも成

功してきました。今、新たな沿岸国として

のビジョンをもつべきときではないでしょ

うか？かつ、日本のような先進国でも沿岸

域をどう活用していくか、ということを考

えなければならないという圧力が高まって

きています。こういった問題提起をしたの

で、今私が言ったいくつかの議論の中で、

これは日本にはあてはまらない、というも

のがあったら、あとで教えてほしいと思い

ます。 

 

Ⅱ．＜日本における 

既存の阻害要因は何か？＞ 

 

これから日本について列挙することは私

が想像で考えていることです。ますは、他

の国ではこうでした、ということを含めて

述べます。 

１．＜コンセプトが弱い＞ 

総合管理というのがよく理解されていな

い、というのが ICMの実施に一番の障害と

なるのではないでしょうか。ICMとはどう

いうものなのか、どういうダイナミックス

があるのか、ということが分からないとい

うことがあります。 

沿岸管理では I型アプローチと T型アプ

ローチがあります。I型アプローチとは、垂

直方向のアプローチで、縦割りの I です。

管轄官庁が能力的に高く、うまくやれる場

合は、ストレートに I型となります。 

途上国では縦割りといっても I の足が短

いので、そこに横串をさして T型にするの

は、比較的簡単です。ところが、先進国で

は縦割りが発達しており、横串を刺すのは
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非常に困難です。従って、I 型から T 型マ

ネジメントにするには、時間がかかります。

構造の持つ問題を理解することが必要です。 

 

２．＜お互いに縦割りを尊重する伝統＞ 

第二は、長い間の縦割り行政の歴史でお

互いを尊重する伝統があったので、人の領

分に意見を挟まない、ということが習慣に

なっているのではないでしょうか。農業と

漁業の担当官庁が分かれていたら、お互い

に口出しをしない。他の担当官庁に関して

も、外から口出しをしない。縦割りの長い

歴史のなかで、縄張り、保護意識というの

が、あるかもしれません。今、横串を刺す

必要があるのではないでしょうか。統合し

よう、総合的にやろう、といったことで既

に横串アプローチの時代に入ってきている

わけです。 

 

３．＜自治体の中に、組織的に総合的な管

理をするような機構がない＞ 

 

４．＜経験不足＞  

複雑な沿岸管理、海洋管理をするような

経験、能力が足りないのではないか、とい

うことです。 

 

５．＜トップダウンアプローチが 

いまだに主流＞ 

トップダウンアプローチがいまだにガバ

ナンスの主流です。日本は従来ずっと、ボ

トムアップではなく、トップダウンの国と

してやってきました。これは、今でもそう

なのでしょうか？それとも変わりつつある

のでしょうか？ 

 

６．＜中央官庁と自治体の仕事の分担がは

っきりしていない＞ 

特に相互信頼のなさ、官僚主義というも

のが、幾重にも重なっていて、自治体が何

かをしたい、と県に掛け合うと、「それはウ

チの役割ではありません」ということにな

ります。「ウチは担当していないから、ちょ

っと待ってください」と言われ、官僚主義

による門前払いということがあるのではな

いでしょうか。相互信頼がないというのは、

お互いに共通のゴールがないからです。 

 

７．＜予防原則の慎重すぎる適用＞ 

最初はやろう、と言っても、「予防原則に

そぐわない」、ということが出てきます。日

本は予防原則を非常に重視していると思い

ます。それに沿って慎重にやりすぎると何

でも意志決定が遅くなるということにもな

りかねません。 

 

８．＜変化に対する抵抗＞ 

変化をためらい、嫌う傾向が日本にある

のでしょうか？これが日本にあるのかどう

かはよくわかりません。たとえば、下記の

ような場合です。 

①近視眼的状況把握 

差し迫った問題がないということ、例え

ば、漁業権が今なくなるというような差し

迫った状況はない、ということがあるかも

しれません。しかし、状況は、いつどうな

るかわかりません。将来、例えば、国内自

給率が下がっているのに、輸入食物が非常

に汚染されている、というような問題が起

きる可能性もあるのです。 
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②抵抗 

よくあるのが、変化を嫌い抵抗するという

ことです。変化を嫌う人たちは常にいます。 

①(強力は省庁の存在)：例えばどこかの省庁

が非常に強力な場合です。故に変化を嫌う。

たとえば、土地利用とか、土木に関わると

ころは、得てして変化を嫌いがちです。 

②(不明確な責任の所在)：責任の所在がはっ

きりしていない、ということもあるかもし

れません。或いは省庁の権限が重なってい

る、新しいイニシアティブを関係省庁が嫌

う、ということもあるかもしれません。 

③(考え方)：ものの考え方、枠組みというこ

とです。例えば、まだ ICMを実施するため

の標準とかスタンダード、方法論がない、

ICMについてのデータが十分にない、とい

うようなことを口実に挙げ、だから ICMは

出来ませんというモノの考え方をいいます。

思考の枠組み上の問題、という意味です。

日本にこういう問題がないことを祈ってい

ます。 

④(政治的基盤)：たとえば、あるセクターが

政治的に強力なために変化が難しいことな

どです。例えば、日本では漁業界が非常に

強力です。漁協が非常に強い政治力を持っ

ているので、変化しにくい、などというこ

とがもしかしたらあるかもしれません。 或

いは、全国的なセクターのバックがあると

か、セクターごとや問題別の法令になりす

ぎていると、横串を刺したような変化は難

しくなります。 

⑤(法的拘束力)：政府の関係者はどうしても

法律に定められた責任というものにこだわ

ります。法的な制約もあるかもしれません

し、省庁別の法令になっているので、どう

してもそこに制約があったりします。いろ

いろなことが縦割りで、法律上も縦割りに

なっていて身動きがとりにくくなっていま

す。 

例えば、国立公園法、環境保護法、沿岸

保護法、漁業法、自然再生法などいろいろ

な法律があるので、なかなかそれを横断的

に適用出来ない、ということもあるかもし

れません。そういう場合は、法律の見直し

が必要となるかもしれません。 

 

９.＜コンサルタント・学者に頼りすぎる＞ 

モニタリングでも何でもコンサルタント

に頼んでしまうということです。現場の行

政官が現場の管理の問題をあまりにも知ら

ないので、或いは、そういう機会がなかっ

たということで、どうしてもコンサルタン

トや学者に頼ってしまう。日本でどれだけ

あるかわからないが、外国ではよくある問

題です。 

 

このあたりがいろいろな阻害要因という

ことで、これらを明らかにする必要があり

ます。 

次に、何をしたらよいかについて話します。 

 

Ⅲ．＜ICMによい機会を捉える＞ 

 

ICMをやろうとする場合、相当に強い根

拠が必要となります。 

 

１．＜法令＞ 

まず一つは、法令に関する問題というの

があります。海洋基本法を作ることによっ

て、日本は、新しいフロンティアを開きま

した。日本は重要な海洋国です。今、この

法律が出来たことによって、日本は海洋立
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国に向けて、非常に強い基盤が出来たこと

になります。沿岸管理もよりやりやすくな

ったはずです。地域協力、地域イニシアテ

ィブを日本がとることが可能になったと思

います。国内でこの法律が出来たことで、

非常に大きく動いたと思います。 

また、日本は海洋国なので、海を通じて

外との関係が緊密です。多くのことで、日

本が手本、リーダーとなることが重要です。

その他にもいろいろな法律、寺島さんが挙

げられた沿岸域保護に関する法律であると

か、沿岸域だけでなく沿岸線を護るという

法律もあります。つまり、津波や台風から

の線的な防護です。堤防を高くする、とい

うようなことです。必要だったからこのよ

うな法律が作られたのだろうと思われます。

自然による防護体制がなくなったから、こ

ういうものを作る必要がでてきたのでしょ

う。しかし、例えば、今でも自然の持つ防護

能力を強化するためにしなければならない

ことがあるのではないでしょうか。自然と人

工物を調和させたような形で防御力を高め

るような措置が必要ではないでしょうか。そ

ういうことが可能ではないでしょうか？ 

 また、今の法律で、ICMが出来ないこと

があるのかどうか。ICMが今の法律で出来

ないとなれば、出来るために、今の沿岸の

防護にかかわる法律を見直すことによって、

付加価値を加えることも出来ます。自然を

再生するための法律ですが、これも自治体

の活動の幅を拡げることになるかもしれま

せん。うまく全体を合わせることによって、

ICM関連の法整備をパッケージとして整備

していくために、非常によい機会となるか

も知れません。そうすれば、海洋基本法を

更に強化するものになるかもしれません。

このあたりも検討される余地があるかもし

れません。実際、他の国では、ICM法を作

る機会に、今申し上げたようなことをやっ

たりしています。 

 

２．＜漁業関連＞ 

水産業に新しい役割を見出す、という観点

から漁業を見直すというのも一つの機会で

はないでしょうか。漁協というのは、強い

政治力を持っていると思いますが、今、状

況を見直すチャンスではないでしょうか。

例えば、生態系に基づいた養殖を推進する

好機ともなります。例えば、岡山の海洋牧

場での取り組みが一つのよい例だと思いま

す。ICMの実践は、それを日本の各地で展

開する好機でもあります。 

 

３．＜水質、水資源＞ 

水質や水資源について見直す必要、法律

を見直す必要はないのでしょうか。これは、

漁業関連に関係する分野でもあります。総

合的管理という観点から見直すことは可能

だと思います。 

 

４．＜変化への必要性、需要＞ 

地方の自治体がもっと大きな役割を担う

べきだという声、また、地元の資源をもっ

と護るべきだという声が地元の人たちから

挙がっているかも知れません。地元民をも

っと関与させるように、という声もあるか

もしれません。日本はどうかわかりません

が、世界的には、地域住民レベルから変化

への声が高まっているということが言えま

す。 
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５．＜海と沿岸を総合的に管理する 

ことに対する需要の高まり＞ 

背景として、沿岸の都市化、気候変動へ

の対応としてこうした要望が高まっていま

す。日本の場合、農村・漁村の過疎化、高

齢化も背景のひとつとしてあります。過疎

化・高齢化というのはチャンスなのか、そ

れとも単なる不利な条件に過ぎないのか、

これを見直すことも必要です。 

EEZの管理。これも各国が力を入れてい

ることです。日本はどうでしょうか。海洋

基本法によって、EEZの管理に力を入れよ

うとしていると思われますが、経済活動と

いうことから考えても EEZ はとても重要

で、中でも沿岸は非常に重要です。EEZ管

理を見直せば、必然的に沿岸を見直すこと

になるでしょう。 

 

６．＜科学技術の強化＞ 

科学技術の強化を動機として ICM をや

る、ということは、他の国々ではよくある

ケースです。他国より科学的技術力、知見

がある日本としても、これは大きいのでは

ないでしょうか。 

 

７．＜伝統的な資源・生態系管理のあり方、

里海、里山＞ 

これがどれだけ広がっているかをみると、

地元にどれだけ関心があるか、ということ

を知る手立てにもなります。それがある、

ということは地元の人たちの関心の高さを

示しますが、これを見直すという必要性は

本当にないのでしょうか。ICM のもとで、

より大きな枠組み、視点をもって、従来型

のコミュニティの関与をさらに高めるチャ

ンスはないのか、ということで見直すこと

は有用かもしれません。ICMに法律的、制

度的な骨組みを与えて、日本でこれまで実

践されてきた里山・里海の取り組みを更に

強化する、ということもひとつのチャンス

として、考えられないでしょうか。 

 

８．＜途上国の ICMの為に 

ODAを効果的に使う＞ 

ICMは ODAのチャンスにもなります。 

 

９．＜海洋政策研究財団(OPRF)の役割＞ 

OPRF が民間の財団として非常に重要な

役割を果たしています。このような非政府

機関の力を決して侮るべきではありません。

きわめて重要だということです。実際に促

進役、ファシリテータ役を果たせるという

ことです。非常に必要とされています。 

米国では、ピュー財団がこの点で、大変

明確な方向性を持って動いています。米国

の連邦機関やいろいろな機関がピュー財団

を頼っています。OPRF が日本ではファシ

リテータとなって、人や資金の面でそのよ

うな重要な役割を果たせるでしょう。この

ように地元各地にある非政府機関が大きな

役割を最初の段階から果たしていって、政

府に働きかける、ということは非常に重要

なことだと思います。 

さらに、OPRFはビジョナリー（先見役）

としての役割を果たすことができると思い

ます。現在の利益だけでなく、先を見通す

ことが出来る能力、先見の明を持って取り

組むことが出来ます。私自身の意見として

も、OPRF の役割は非常に重要だと思って

います。今回、こちらに来ているのは、寺

島さんが私をご招待下さったからですが、

非常に重要な役割が果たせると思っていま
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す。プロの NGO がこういうやり方をする

ことによる恩恵は大きいと考えます。 

他の国々においても、全てが正式に政府

とやりとりをしなくていいのではないかと

思います。政府との話が始まったとたんに、

ことは政治的になってしまいます。しかし、

NGOではあるが、政府との繋がりが強い機

関や組織と一緒であれば、もっと早く物事

を進めることが出来ます。OPRF はこのよ

うな役割を認識すべきです。このような機

会を組んでくださったこと、ここに自治体

の政府の方々が来てくださったということ

は、素晴らしい機会の提供だと思います。 

 

Ⅳ．＜今、何をすべきか？＞ 

 

いくつか検討していただきたいポイント

を挙げます。 

 

１．＜統合管理の概念のプロモーション＞ 

①地方・中央自治体の方々に概念を広める 

まず、ICM概念のプロモーションをして

いただきたいと思います。どうすればこの

概念をよく広く知っていただけるようにな

るか、ということです。簡単な話ではあり

ません。多くの機会がありますが、自治体

などに何が必要か、という話を最初に行い

ます。 

地方自治体、国の方々に話をして、参加し

てもらうことがまず必要です。国や県にい

ろいろな話をします。もしかしたら、ICM

をやりたくても上から承認がおりていない

ので、「やりたい」とすぐには言えないかも

しれません。しかし少なくとも非公式には

何らかの答えがでてくるでしょう。Yes で

も No よいが、こういう参加や意志を段々

と築きあげていくことだと思います。ICM

はデメリットと思われていたことをメリッ

トと捉えていってもらうことでもあります。 

 

２．＜Ｉ型からＴ型管理への移行＞ 

I 型から T 型管理への移行――これは、シ

ンプルな言葉ですが、多くの意味を含みま

す。縦割りから統合化の管理へと移行して

いくということで、その中で協力関係を築

いていきます。信頼感とお互いへの信用を

構築していくこと。そして沿岸及び海洋の

問題を国の優先課題にする、ということ。

沿岸域の問題というのは、ただ単に海岸線

の話ではありません。沿岸域というのは

人々が住んでいるところであり、生態系が

あり、そこからの恩恵が得られるところで

す。 

しかし、一般に沿岸（coast）というと海

岸線のことばかり考えられてしまいますが、

これは間違いです。なぜなら、沿岸域から

何が得られるかを十分に評価されないから

です。沿岸域を人々にとってよりよいもの

にするには、何ができるか、という観点か

ら物事を見始めるべきでしょう。遅きに失

する前に、海岸線が失われる前に、こうい

うことをやっておかなければなりません。

これを我々はできるだろう、と考える行動

の一部です。 

 

３．＜統合的能力の開発＞ 

二番目には統合された能力を開発する、

ということです。これは重要です。世界に

ある大きな問題のひとつ、何故、ICMが前

に進まないか、とか、実践的にやってもら

えないか、というと、実際、能力がないか

ら、ということも大きいのです。 
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フィリピンとインドネシアでは、ICM法

が作られましたが、更に能力開発の問題は

深刻になっています。理由は、国の政策と

して ICM をやろうということになりまし

たが、地元に能力がないからです。その場

合には、この問題は非常に深刻になります。

インドネシアやフィリピン、タイなど ICM

のイニシアティブは行われ、資金は出たの

ですが、ICMがすすみません。 

こういうことが日本で起きないようにし

ていかなければなりません。従って、投資

を行う際には、ICMの能力開発にも使うべ

きです。トレーニングを行う、或いは大学

での教育の中に盛り込むことが必要となり

ます。短期的なトレーニングも必要です。

東アジア海の地域においては、PEMSEAが

既にカリキュラムを組みました。 

また、東アジア海の地域における大学の

ネットワークを組み始めました。これらの

大学はひとつのカリキュラムを組み、これ

を共有化しようということに合意してくれ

ました。重要なのは複数の大学が集まって、

同じカリキュラムを組むということです。

それぞれの国の人々が教えるが、生徒はい

ろいろなところに移動することが出来ます。

お互いから学び合うことが出来るようにな

ります。単位はお互いに認め合う。これに

向かっての努力を現在継続中です。これか

ら１年のうちには導入できると期待してい

ます。日本も積極的にこのような動きに参

加して戴けることを期待しています。 

 

４．＜国の関連法を統合し効果を高める＞ 

ICM法を導入することによって、これは

かなり改善できると思います。 

 

５．＜海洋基本法を支援する ICM法を 

制定する＞ 

これは、既に米国、韓国、インドネシア

では行われています。ここに、カナダでは、

かなり広範に ICMが実施されています。た

だ、海洋法はありますが ICM法はまだあり

ません。 

 

６．＜パイロットサイトで作業モデルを 

開発する＞ 

初期の段階で、開発したいということで

あれば、まず小さく始めることです。２～

３カ所で、小さく始めて、それを段々と拡

大してデモ用のパイロットプロジェクトに

拡げていく。このやり方は、これまでに行

ったどの国でも効果的でした。 

ここで国の支援が必要となります。必ず

しも金銭的なサポートでなくとも、精神的

なサポート、地方政府の実施を支援する、

という形で国が関与してくれることがとて

も重要です。フィリピン、インドネシア、

中国でもこのような支援は非常に効果的で

した。ベトナムでデモプロジェクトを行っ

た時には、国の政府の支援がありました。

彼らはサイトを訪ねて来てくれて、このよ

うな見解をサポートしますよ、ここで試し

てみたいのですよ、という話をしてくれま

した。 

また、これが可能になるようなあらゆる

機会を提供してくれました。成果が出たと

きには、中央政府が継承して、責任を持っ

てこのような業績を他の場所にも伝えてく

れました。従って、大変に重要なことは、

パイロットプログラムを開発するときには

県或いは国がきちんと支援してくれるよう

にしなければならなりません。県や国が反
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対しているような場合には、パイロットサ

イトは設定しない方がいいと思います。非

常に困難になるからです。大切なのは、こ

の段階には少なくとも中央政府と県との間

に合意があって、サイトを支援する気があ

る、そういう気持ちを持ってもらっている

ことが大切です。 

 

７．＜里山・里海のためのガバナンスの 

枠組みの提供＞ 

日本には里山・里海があります。この多

数のプロジェクトを ICM の枠組みの中に

入れることが良いのではないかと思います。 

 

８．＜NGOと自治体の強化＞ 

これも非常に重要なプロセスです。気付

かれたと思いますが、非常に多くの場合、

自治体の人々は訓練を受ける機会がありま

せん。問題は日本で起きているだけでなく、

非常に多くの国々で同じようなことが起き

ています。PEMSEAが ICMのトレーニン

グプログラムを始めた時には、どのように

して地方自治体にチャンスを与えるか、と

いうことでした。国からは PEMSEA の

ICMトレーニングに人材が送られて来るの

ですが、地方自治体の人々が訓練を受ける

機会はほとんどありませんでした。地方自

治体の人々が訓練を受ける権利が認められ

て、地方政府の人々が、国や国際的な能力

開発プログラムに参加することができるよ

うになれば、必ず効果的にその知識を使っ

てくれることになります。このように言う

理由は、私自身、非常に多くの国際的トレ

ーニングを実施してきた実績があるからで

す。カンボジアで、あるトレーニングプロ

グラムを組んでいた時、同じ省庁から同じ

人が８回来たことがあります。その国の閣

僚からの指名なので誰も拒否できません。

拒否すれば閣僚の怒りを買うからです。こ

のような状況が続いてしまったのです。 

そこで、私は極端なことをして、出席を

止めました。閣僚にこの人を怒らないでく

ださい、と御願いし、彼が８回も来ている

こと、何故止めてもらわなければならない

かの理由を詳しく説明しました。その閣僚

とは、その後、非常に親しい友人になりま

した。このような行動も時には重要です。

トレーニングの機会を自治体の人々に持っ

ていただかないといけません。今もここに

自治体の方々が来られているので、一般的

な意味で、このような能力開発が必要、と

いうことを申し上げました。 

地方自治体と NGO の強化というのは、

ICMを推進する上で、非常に重要です。地

方のステークホルダーにプロセスに参加し

てもらわないといけないからです。 

 

９．＜ICM専門家のコアグループ作り＞ 

また、ICMの専門家のコアグループを作

ることも必要不可欠です。私が受けた印象

では、ICMを日本で展開する場合、要件の

一つは強力な ICMコアグループを作る、と

いうことではないかと思います。ICMに関

して、調査し、検討し、実践するとなれば、

日本にもそういった仕事を経験したグルー

プができます。この人の数が臨界出量に達

して、ICMの活動について十分に認識をす

るようになると、揺籃期を超えて、ICM実

施の時期に入ることができるようになりま

す。 

個人的な意見としては、日本では最初は

ゆっくりかもしれません。ICMを開発する
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ための揺籃期には時間がかかるかもしれま

せんが、一旦開発されてしまうと他の国よ

りも速く進むのではないか、と思っていま

す。一旦確信できれば、そして、試してみ

れば、皆さんが進めるスピードは他よりず

っと速いだろうと思います。将来的には皆

さんにリーダーシップを取っていただいて、

ICMの開発の中心になっていただくべきだ

と思います。出来ればその時には、専門家

や研究者が新しい ICM レジームを構築す

ることが出来るようになっているでしょう。

状況は改善されるでしょう。ICMというの

は固定されたものではありません。ICMは

ダイナミックなプロセスであり、ダイナミ

ックなメカニズムであり、段々と改善され

ていくものなのです。 

 

10．＜ODAプログラムへの組み入れ＞ 

既に申し上げたように、ODAプログラム

の組み入れを試みるべきだと思います。た

だ単に、環境プロジェクトを何でもサポー

トするということではなく、きちんと長期

的な持続可能性につながるようなサポート

が必要。 

ICM に対し、現在、ODA からは余り多

くのお金は出ていませんが、一部は出てい

ます。ODAプログラムへの組み入れのため

には非常に大きな変化が必要ですが、うま

くいくだろうと思います。ODAが地方政府

と自治体と一緒に仕事をするようになると、

その地域へのインパクトは非常に大きくな

ります。 

 

それでは、何をすべきかということにつ

いては、私の方からは十分にお話したと思

うので、次は皆さんの番。皆さんに ICMに

ついての意見をお聞かせ戴きたいと思う。

オープンな形のフリーディスカッションに

したい。どういうようにすれば、日本でう

まくいくだろうか、とか、日本なりの ICM

はどんなものか、とか何でも結構です。日

本は特殊なので、日本用の ICMを開発しな

ければ、ということではありません。手本

やたたき台があれば、それに手を入れて、

日本なりのものをつくるということは出来

ると思います。リーダーシップを発揮して、

それを実践していただければ、と思います。 
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参加者による感想 

市岡卓 政策研究グループ長：３日間に亘

り、チュア先生から ICMの考え方について、

また、アジアにおける具体的な実施の状況、

そこから得られた教訓など参考になる話を

沢山聞かせていただきました。日本で、こ

ういう考え方はまだ浸透していませんし、

海と陸の問題を一体に捉えて地域全体が共

にビジョンを作って実施していく、という

のはまだ出来ていない、ということですが、

どういう仕組みを作っていった方がいいの

か、実行する場合の進め方など是非、議論

して戴きたいと思います。 

OPRFとしては、ICMの取り組みに関し

ては、地方公共団体の皆さんが主体となっ

て取り組んでいただき、それを国がサポー

トし、市町村の場合は県がサポートする、

或いは私どものようなシンクタンクや関係

する団体が出来ることをお手伝いしていく、

というようにして進めていくのではないか

と思っています。 

そういう意味で、今回の講義も地方の方

をターゲットに開かせていただきました。

従って、ここにいらっしゃるいろいろな関

係者の方に議論に参加していただきたいと

思います。まず、それぞれの地方公共団体

の方々から感想めいたことでもいいので、

日本でこういう ICM をすすめていくにあ

たり、どのようにすればよいかを順にご発

言いただきたいと思います。 

 

岩手県沿岸広域振興局保健福祉環境部  

主任主査 黒田 農氏 

まず、３日間いろいろな情報、知識を教

えて戴き、有り難うございました。先生の

話を聞きながら、岩手県の中で関係してい

るような、海と直接ということではなく、

あり方として、似ているような事例をいく

つか思いついたので、それをご紹介しなが

ら話をしたいと思います。 

ひとつは、今日のレクチャーの最中に寺

島常務の方から事例的なもの、ということ

でご発言があったものに近いのですが、岩

手県から宮城県に流れる非常に長い 250k

ｍ近い北上川という川がある。もともとこ

の川の上流に硫黄の鉱山があって、国策と

いうことで、戦前からずっと掘っていたの

ですが、硫黄の処理廃液をそのまま小さい

赤川という支流に流していて、それが赤川

の名前の由来どおり、真っ赤な強酸性の川

となっていました。これが北上川の源流に

入って、強酸性を保つので魚が棲めない川

となって、海まで流れていた、という事例

があります。これを宮城県サイドから何と

かしてほしい、ということがあって、1975

年頃から岩手県、宮城県が政府の方に強く

訴えかけて、５省庁会議といって、当時の

建設省など政府の方で集まりを持って戴き、

抜本的な解決に向けて動き出したという事

例があります。 

現在は、酸性の廃液が未だに毎分 3 トン

ぐらい流出していますが、この強酸性の液

を中和する施設を作り、中和した後に川に

放流する形になって、以降、北上川の赤い

色がとれて、魚も戻り、鮭が遡上する川に

戻ってきています。それも 10数年かかって、

そこまで来ました。現在はその状態が保た

れていますが、その維持のために、年間６

億円以上が使われていて、今後それをどう

していくのか、岩手県における負の遺産と

いうことで、問題になっています。 

 もう一点、地域との連携ということにお
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いて、10年ぐらい前の岩手県の公共工事の

際に天然記念物の蝶々の卵が棲息する樹を

誤って切り倒してしまったという事例があ

り、それ以降公共工事をする際には、とに

かくそういう稀少野生動植物に留意をする、

と。そのために、地域でそういったことに

詳しい方、それと大学等の専門の先生方を

集めた委員会を個別に設けてその委員会の

中で公共事業の運営について議論する場が

生まれるようになりました。これも今では

当たり前のようにやるようになっていて、

チュア先生の講義の中で、ローカルの中で、

いわゆるステークホルダーたちが一緒にな

って、利害関係者が集まりながらも、そう

いった話をしながら公共事業をいかにうま

く進めて行くか、というような話がありま

したが、そのところをやっています。地域

の専門家にすると道路をつけてほしくない、

とかダムはいらないという話などが出るわ

けですが、その中で、いかに合意形成して

事業として進めていくか、ということにお

いては、ひとつの例になるのかな、と思っ

て聞いていました。だから、そういったも

のを踏まえて岩手県の場合は、海洋での取

り組みというものにうまく繋げていくため

の種のようなものがあるのかな、というよ

うに思いながら聞いた次第です。 

 

沖縄県竹富町企画財政課  

主事 小濵 啓由氏 

チュア先生、３日間どうもありがとうご

ざいました。チュア先生の話を聞いて、学

ぶことが多く頭がパンクしそうです。今回

学んだことを整理しながら持ち帰って実践

していきたいと思います。チュア先生の話

の中で、ICMは各地域に合わせて小さい範

囲からどんどん大きくしていく、というの

がありました。現在、私どもの町では、独

自の海洋基本計画の策定に取り組んでいる

のですが、その中で、私たちが手掛けて、

周辺の市町村を巻き込み一緒に取り組んで

行きたいと思っています。充実した内容の

講義に参加できて本当によかったと思いま

す。ありがとうございました。 

 

三重県志摩市 産業振興部水産課水産資源

係長 浦中 秀人氏 

今回の研修を受けさせていただき、私が

現場で問題だと思っていたことが、チュア

先生からあげて戴いた問題の中にすべて含

まれていたので、少し安心しました。こう

いう問題をひとつずつ解決していくことが

必要だと思いますが、まだ沿岸域の総合的

管理という概念がポピュラーになっていな

い中で、人の行動を変えていくことが必要

だと思いました。従って、どれだけ関係者

の方に理解してもらえるか、というところ

が、これから活用していく中で、一番大切

な部分なのだろうな、と思うのですが、こ

れにはかなりの時間がかかると思います。

そういうところをこれからどういうシステ

ムで変えていくのか、関係者がビジョンの

共有をして、どう役割分担していくのか、

というあたりを、どう解決すればよいのだ

ろうかと漠然と思っています。皆さんとそ

のあたりを共有できたら、と思います。 

 

三重県水産研究所 水圏環境研究課  

地域 COE 閉鎖性海域環境研究所  

主任研究員 畑 直亜氏  

今回、地方公共団体の中で、唯一研究機

関からということで参加させていただきま
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した。地方公共団体の中の研究機関という

ことで、普段から研究成果を行政施策に反

映させたいという思いで仕事をしています

が、実際のところ、環境の仕事というのは、

一つの事柄に対してでも答えを出すのにす

ごく時間がかかります。また、それを行政

に反映させる、実際に行政を動かす力にす

る、というのは、さらに難しいと普段から

感じ、微力さを感じながら仕事をしています。 

そうした中で、研究では簡単に答えが出

ないもの、実際にそれをやってもすぐに環

境が変わらないとか、結果がでない、とい

うものもたくさんあると思いますが、地域

の皆さんが納得して取り組めるものは、行

政面から取り組んでいくことが大事なので

はないかと思っておりました。研究の立場

から、普段そういうことを考えながら仕事

をしておりました。 

そういう中で、今回のチュア先生の話は、

そういった研究では直ぐには答えの出ない

部分を、PDCA サイクルに乗せて上手く進

めていく．．．。それと研究を両輪にして実際

の原動力にしていく．．．。ICM というのは

そういうことなのかな、と思いました。そ

れを、出来る限り失敗無くやっていくには、

どうしたらよいか、ということを今回詳し

く講義戴いたのかな、と思います。有り難

うございました。 

 

広島県 環境県民局環境政策課  

環境評価・瀬戸内海グループ 

主任 沖本真朗氏 

チュア先生、３日間どうも有り難うござ

いました。ICM という言葉さえ知らずに、

講義に出ましたが、ICMの素晴らしさを教

えて戴き、課題の解決に当たっては、ICM

の手法を取り入れた方がいい成果がうまれ

るんだなと感じました。私もできる範囲で、

業務に取り入れたいと思います。 

 今回、御紹介はできませんでしたが、広

島県では「瀬戸内 海の道構想」の策定に

取り組んでいます。昨年 11月に就任した湯

﨑知事の選挙時のマニフェストの一つでも

あったのですが、瀬戸内海には、島々の美

しい景観であるとか、牡蠣などの美味しい

水産物、蜜柑など素晴らしい資源がたくさ

んあるのに十分活用されていない。それら

の資源を磨き上げ、エリア全体の魅力アッ

プに取り組む必要があるということで、施

策展開の方向性などの検討に取り掛かって

いるところです。その際にも、何かしら ICM

の手法が取り入れられ、よりよいものがで

きていくのだろうなと思いました。 

 また、今後も、海洋政策研究財団の方々

にいろいろ相談させて戴ければと思います。

ありがとうございました。 

 

三重県政策部地域づくり支援室 

宮川流域ルネッサンスグループ  

副室長 髙部 典幸氏 

三重県宮川の事業の取組みをずっと継続

していますが、川をきれいにするためには、

川だけではなく、上流の森、そこから水が

川に、海に、流れてくるので、総合的にや

っていかなければいけないと、今回の研修

を受けさせていただいて、改めて考えさせ

られました。ICM の概念というのを伺い、

何か宮川ルネッサンス協議会というところ

でやっている事業は、そのミニ版というか、

同じようなしくみのような気がしました。

私が知事であれば、三重県としてすぐに採

用するでしょうが、県だけが主体的にやっ

－ 181 －



185 

 

ていても駄目なので、このミニ版を流域の

市町村にもと思います。実は今回の市長選

で伊勢市長が、ルネッサンス協議会を推進

しており、下流域に事務局を置き、県から

市へ移行していこう、ということで進んで

いたのですが、選挙で負けてしまい、新し

い市長になったら、コロッと 180度変わっ

てしまって、「もっと県がやっていかなけれ

ばならない」というような考えの市長にな

って、今は過渡期で苦しい時です。地域で

継続的にやっていく持続可能な事業にして

いこうと思い、地域が主体になってやって

いく、ということで話をしています。ルネ

サンス事業としては、継続していこう、と

いうところまでにはなっています。今回、

研修を受けて、ICMの概念をみんなにわか

ってもらい、広めていきたいと思います。

ガバナンス、法律の制定などは流域で条例

を作るのは難しいので、色々なところで話

し合いをしながらこれからも進めて行き、

そして今後ともこれを参考にしていきたい

と思います。 

 

三重県志摩市 産業振興部  

水産課長 濱口 邦夫氏 

チュア先生から市長が非常に乗り気だと

いう紹介を何度もしていただいたが、市長

から里海という形でなんとか取り組みをし

なさい、と命令を受け、今年度は、市役所

内で人員を集めて、プロジェクトチームを

作ったところです。私も勉強不足で、市役

所のメンバーもまだ全然勉強もしていない

ので、今回のチュア先生の講義で、狭い範

囲の中でやれるところからやっていけばい

いよ、といわれたので、気が楽になった気

がしています。有り難うございました。 

内閣官房総合海洋政策本部事務局  

事務局長 井手 憲文氏 

自分自身がよくわかっていなかったこと

なので、チュア先生から話を伺って、０か

ら始めると進歩も早く、３日間でかなり吸

収できたと思います。公式なコメントとい

うより、個人として、生徒として３日間、

勉強して感じたもので、議論の材料となれ

ばいいかと思い、感想めいたことを申し上

げます。第 14 章、日本での ICM。正直言

って、自分自身の個人的評価としては、環

境問題を中心とした沿岸問題に対する日本

の取り組みは、他のいろいろな国に比べて、

内容面では進んでいるだろう、と思ってい

ます。海洋の汚染の問題にしても、1960年

代から日本は相当に取り組んでいるので、

環境面の取り組み対策は内容面において、

総じてレベルが高いと思っています。だか

らといって問題がないわけではありません。

地方自治体によっては、今日も北上川の事

例も出たが、地域によっては、acute（緊急）

な問題があるというところも現にあると思

います。従って、個々の問題というのは、

地域によってかなり千差万別で、目の前に

まだ解決できていない大きな問題がある地

域は当然アクションを取っていかなければ

なりません。 

一方で、日本の海岸全体をみたところで

は、内容面では日本での対策は他の国に比

べれば進んでいます。ただ、一方で、進ん

でいる対策というのは、言ってみればそれ

ぞれパーシャルに取り組まれてきた問題で

す。例えば、海洋汚染対策という意味で取

り組まれてきています。或いはエリアとし

て、例えば、瀬戸内海というエリアとして、

或いは伊勢湾というエリアとしてという形
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で、地域的にも、項目的にも、セクター的

にも、パーシャルな取り組み。それらが結

果として、失敗ではなく、成功している部

分が多いと思います。 

ただ、そういいながら、ICMの必要性を

否定しているわけではなく、正直言って日

本に ICM がないこと自体は、恥ずかしい、

と今回感じたわけで、ICM については、

ICMという計画を作るということについて、

残念ながら、日本は後進的である、という

ことを感じました。 

これはおそらく日本の国民性にも影響さ

れている部分があると思いますが、

comprehensive（包括的）なもの、総合的

なものを器として創っていく、というのは、

も と も と 不 得 手 。 そ う い っ た

comprehensive なコンテナはなくて、中に

入れるものを創るのは大変上手、という特

性があるのかもしれません。ICMは、ある

意味で、環境の面において、日本の国民性

とか、カルチャーを変えるひとつのきっか

けにもなるのかもしれない、と感じました。

この中に、地方公共団体の能力が不十分と

いう項目がありましたが、実は中央政府の

キャパも弱いので、一生懸命頑張って、勉

強して、少なくとも今日お集まりの先進的

自治体のレベルに少なくとも早く達したい

と思います。取り組みの遅れている自治体

に対して、何らかの支援やアドバイスを出

来るレベルに速く達しなければいけない、

と感じました。 

２番目のポイントは、＜お互いに縦割り

を尊重する伝統＞ということとか、＜トッ

プダウンアプローチがいまだに主流＞等々

がありますが、実は、地方自治体のガバナ

ンスを考えた時に、知事さんや市長さんは

クロスセクトラルな総理大臣より力がある

かもしれません。クロスボーダーガバナン

スは日本のトップにはありません。世界で

もおそらく一番ない組織かもしれません。

それにくらべると県知事、市長には、もと

もと権力が集中していて、クロスボーダー

な仕事が国よりも出来やすい。ずっと出来

る立場にあります。従って、先ほども首長

さんが変わったら・・・という話がありま

したが、そういう意味で、トップがこの問

題にどういう意識をもっているか、という

ことは大変大きくなっていて、それによっ

て、相当に物事が変わってきます。少なく

とも市長、県知事が ICMをやるぞ、と決め

たらその県なり市町村は本当に動くのだろ

うと思います。 

逆に、先ほど言いましたように、全てが

市町村長さん或いは県知事さんまかせ、と

いうことではなく、また、地方政府のトッ

プが動かないと何も出来ない、ということ

を言っているのではなく、逆にもう一方で、

里海、里山という伝統に根ざした地域レベ

ルの、政治的団体ではない実際の草の根の

動き、地域に根ざした実際の諸々の動き、

しかも、実際に海を前にしている人々達の

意識も、この ICMには大変重要なのだろう

と思います。それなしには、うまくいきま

せん。言ってみれば、変な言い方だが、市

役所なり、県庁の役人が紙に計画を書いて

終わってしまう、ということになりかねま

せん。本当に実のある、内容のある、機能

する計画にするためには、そういった草の

根の実際の大事な取り組みが政治的リーダ

ーシップ以上に大事ではないかというよう

に感じました。 

最後に OPRF initiative。OPRFはこの分

－ 183 －



187 

 

野では日本で一番進んでいる組織なので、

今後も OPRF がこういったセミナーなど、

日本全体の ICM の底上げにご努力いただ

けることを是非お願いしたいと思います。 

 

海洋政策研究財団  

常務理事 寺島 紘士 

私どもが考えていることを申し上げてお

いた方がいいかなと思い、発言させていた

だきます。チュアさんが講義の中で「私の

世代ともっと若い人の世代」ということを

言われましたが、私は 1941年、ちょうど太

平洋戦争が始まった年に生まれました。貧

しい時代から高度成長へ、そしてバブルの

はじけるのも経験した世代です。その経験

から言うと、日本は確かに経済的には成長

したが、その後半には、経済成長に伴うひ

ずみ、環境問題、公害問題などいろいろで

てきました。もうひとつ、非常に気になる

のは、日本列島は細長い国で、島もいっぱ

いあるし、半島という形で交通の不便なと

ころも多くあります。都市は確かに発展し

ましたが、地方が寂れました。しかも世代

交代が徐々に進み、いつの間にか集落がひ

とつなくなり、ふたつなくなり、という形

で寂れていきました。わが国は、それに対

して何をやってきたのだろうかと考えてみ

ると、その様な事態をくい止める政策が欠

けていたのではないでしょうか。ちょうど

私どもがまだ若い頃は「日本列島改造論」

が掲げられ、日本列島全体が、交通の便が

よくなれば、全体として非常に発展してい

くのだという夢を持っていましたが、あれ

から何十年か経ってみると、むしろストロ

ー効果などが起こって、そのようにはなら

ず地方が寂れました。 

その様な中で、1994年に国連海洋法条約

が発効して、沿岸国が 200海里の水域まで

管理する時代になりました。日本は、世界

で６番目に大きい領海・排他的経済水域か

らなる 200海里水域を持つようになりまし

た。海域を管理するということは、資源に

関する主権的権利ばかりでなく、環境もき

ちんと責任を持って護らなければいけませ

ん。そのように沿岸国が広大な海域を管理

するようになると、そこに権益が発生し、

それはそれできちんと使わせてもらわなけ

ればいけない、ということになると、今ま

でとは状況が異なってきます。沿岸域から

200海里を測るし、離島から 200 海里を測

ります。そうなると 20海里の基点となる沿

岸域や離島をきちんと管理していかなけれ

ばならず、そのためには、基本的にはやは

りそこに人が住んで周囲の海とその資源を

護っていく、ということが必要な時代にな

ってきました。果たして地方が寂れたまま

でいいのか、ということです。皆さんは、

海洋基本法はどちらかというと 200海里と

いう沖合の方を管理する法律、というよう

にお考えになっているかもしれませんが、

実はそれだけではありません。沿岸域もや

はりきちんと管理する。しかも沿岸域には

人が沢山住んでいるわけですから、そこの

「利用の調整」、「開発と環境との調和」と

いうことが求められます。もっと端的に言

うと、「陸と海の調和･調整」があります。

今までの管理は、基本的には陸を中心に管

理の体系ができていまして、目の前の海が、

管理区分でいくと、市町村の区域に入って

いなかったりします。そういった状況をも

う一度見直す必要があります。管理という

ときつく聞こえますが、「面倒をみて、いい
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状態にしていく」「手当をする」「ケアをす

る」と言う意味でもあります。英語ではそ

の面を強調して、stewardship、care とい

う言葉が使われています。沿岸域を自分達

の「場」として、ずっと持続可能な形で使

えるようにしていくという観点が、非常に

必要になってきているのではないでしょう

か。沿岸域総合管理の究極のねらいは、そ

れを通じて、沿岸域の地域社会に元気をだ

してもらうことです。活性化する、元気が

出るような政策を創っていただく。沿岸域

政策というものをここで一度見直して、日

本が元気が出るような政策にする。一番の

ポイントは「元気が出る」ということと、

「海域と陸域を一体的に考える」というこ

とです。 

黒田さんから、北上川、赤川の話が出ま

したが、沿岸域というのは、距離ではっき

り決まっているわけではありませんが、陸

域は沿岸から 100ｋｍぐらいまでは沿岸域

に入ると国際的にも言われているくらいで

す。日本では森・川・海が非常に近く、日

本全体がほとんど沿岸域であると思っても

いい位です。そこに行政区画が入るので、

県でカバーできる範囲、市町村でカバーで

きる範囲というのがそれぞれあると思いま

す。 

もうひとつのポイントは、沿岸域管理の

取り組み方です。高度経済成長期に起こっ

た日本の環境や沿岸域の問題は、環境に対

する破壊とか、公害という捉え方だったの

で、これまでどちらかというと市町村が最

初から中心になって積極的に取組むという

方向ではありませんでした。一部住民や

NPO などが中心となり、初期には、「当局

を糾弾する」というようなこともあり、市

町村の噛み方が中途半端でした。しかし、

私どもは、「沿岸域の総合的管理」には、県

と市町村という地方公共団体が真ん中に入

った形での沿岸域管理、それに住民・事業

者が参加するというしくみが出来ないか、

それをすることによって地域が活性化して

いくというしくみが出来ないか、という発

想でこの問題に取り組んでいます。そうい

う発想の下に、チュアさんの言葉に便乗す

るわけではありませんが、走りながら考え

る、或いは地域の皆さんの取り組みを伺い

ながら一緒に考える、という方法論でこの

調査研究を始めたわけです。今年は、沿岸

域の問題に対して地域が主体的に自分達の

問題として取り組んでいるところと協力し

て、沿岸域総合管理のモデル的な取り組み

の調査研究をしようということでスタート

し、それに取り組むにあたって、ある程度

の沿岸域総合管理に関する知識がないとい

けないので、キャパシティビルディングの

ためにこの集中講座を企画させていただき

ました。そういう意味で、「日本は沿岸域管

理をやる必要があるのか、 YesかNoか？」

とチュアさんから問いかけられましたが、

私は是非、これに「Yes」と言いたい。しか

も、Yesという中身を作っていくのは、我々

ではないか、というように思っています。 

 

三菱商事・ユービーエス・リアルティ(株)

顧問 安井 誠人氏 

私は、伊勢湾の奥に位置する名古屋市の

旧河川漁港のエリアの出身のものです。運

輸省で港湾の計画を担当していた時に、こ

のような沿岸域計画的な要素も加味したも

のを試みました。また、沿岸域管理計画は

我が国では当初国土庁で検討が進められて
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いましたが、その初期段階でタッチしてい

ました。公共投資論で言いますと、「防災」

と「環境」に対する投資は、経済発展優先

の時代にあっては優先されることは難しい

ものです。昔経済企画庁があった時代では、

公共投資論においてこの二つの分野、後世

に伝えるべき大事な社会資本の重要性をど

のような形で位置付けるかに悩んだことも

あります。一方では、大災害が起きた直後

には「防災」投資のみが注目されて「環境」

投資が抑えられてしまうという事態になり

ます。阪神淡路大震災の時がそうでした。

今回のチェア先生のエネルギッシュな講演

をお聴きして、防災機能を持った環境投資

だって考えられるんだと主張していくつか

の仕掛けをしたことも懐かしく思い出され

ました。私の頭の中で沈殿していたものも

大分整理することができたと思います。有

難うございました。「環境」投資は「防災」

にも役立つし、「エコシステムサービス」に

も役立つものなんですね。 

 次に私が申し上げたいのは、「地方」の視

点です。道州制とか地域分権・主権が提唱

される中で、基礎自治体である市町村の役

割は確実に変わってきます。今までは、国

がルールを決めて、それに従って都道府県

がそれぞれプランを作り、それをまた国が

オーソライズするという世界でしたが、こ

れからは地方の住民の皆さんの「この地域

をこういう形で良くしたうえで後世に残し

たい・・」という気持ちを市町村がいかに

汲み上げるかという風に変わっていかなけ

ればならないと思います。これは、市町村

という自治体の方でないとできません。そ

の新しい仕組みと運動の仕掛けを考えてみ

ますと、ICMの合意形成・実践システムの

適用をいろんなところでやってみる価値は

大きいと思います。 

 チェア先生への質問となりますが、各国

の ICM を実践されているエリアに関して

ですが、いままで多様な利用がなされてき

たところに更に新しい開発インパクトが加

えられるというケースが多いのでしょう

か？あるいは、一つの割と狭いエコシステ

ムゾーンの中で、さほど多様でない利用と

の調整を進めるケースが多いのでしょう

か？お話を聞いていると後者のような気が

しています。日本の場合は、それぞれの沿

岸域で、過去から長い年月をかけて何世代

にもわたって、いろんな政策を導入しつつ

利用調整をしてきたと理解しています。そ

の仕組みが縦割りの法律の中にしっかりで

きていて、それがネックとなって逆に調整

が進まないのが現状ではないでしょうか。

ただ、そうは言っても、何かを解決しなけ

ればならない時には、弊害の多い縦割りの

中からでも、「私はこういうことをやりた

い」という明確な意思と政策を打ち出すと

ころ（省庁）が、横に手を伸ばして、各省

連携を働き掛けてそれなりの方針や成果を

出す仕組み・・これは昔から審議会制度と

言っているものですが、それなりにやる方

法はありました。しかし、これは大臣なり

自治体の首長の諮問機関ですから、この制

度ではなかなか一般の住民の人がその中に

入れないようになっているので、そのあた

りをどう解決するかも日本での課題となる

と思います。 

 チェア先生と同じ問題意識は持っている

ものの、日本でどう適用するかという応用

問題をどのように解いていくかという点に

ついては、非常に興味があります。日本の
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法体系の中で、例えば港の計画で言えば、

非常に大きなゾーンを扱うので、ひとつひ

とつのエコシステムのエリアは無視してい

るのかもしれません。この大きなゾーンを

エコシステムが認識できるレベルにまでう

まく分解して、これを積み上げることによ

って新しい計画を作る手法も考えられます

ので、いろいろ考えてみたいと思います。 

今はフィナンシャルプランナーの面から

もまちづくりのアドバイスをお節介でやっ

ていますが、まちそのもの、地域そのもの

をプロセスプログラミングというのでしょ

うか、地域の皆さんの緩やかな合意として

あるビジョンを打ち出し、とりあえず当面

これだけのことをやりましょう、というこ

とで取り組んだ上で一つの結論を出し、次

のプロセスに進む、あるいは、その過程の

中で次に取り組むプロセスのアウトプット

を打ち出していく・・そういう地域づくり

の手法を提唱しています。世界各地でも新

しい計画理論として出てきているようなの

で、海の中でも計画論としての ICMをそう

いうように位置付けても面白いかな、と思

います。それにより陸と海をうまくつなげ

る形になるかもしれないと思っています。 

 

内閣官房総合海洋政策本部事務局  

内閣参事官 早川 修氏 

私は長崎県出身で、現在内閣官房総合海

洋政策本部事務局に所属しております。先

ほど井手事務局長が発言されていましたが、

若干、私の個人的な意見も含めて補足した

いと思います。２点あって、ひとつは先ほ

どチュア先生が東アジアのいろいろな取り

組みの事例を紹介されましたが、今年の５

月、パリに出張した機会に EU の行政機構

である欧州委員会の担当部局と意見交換し

ましたが、彼らの一番の関心事項は spacial 

planning、空間管理、あるいは沿岸域総合

管理であるということでした。具体的には

「これまで環境が切り口で、海洋にアプロ

ーチしてきたが、これだけ経済情勢が悪く

なると、雇用対策を重視しないと、EU 加

盟国の市民になかなか海洋政策を売り込ん

でいけない。具体的には沿岸域の法的な規

制が非常に不透明で、投資が阻害されてい

る。そうした法的不透明性を出来るだけ除

去することは、海洋政策の重要な関心事項

である。」という説明がありました。こうい

う視点は、日本にとって、非常に参考にな

ると思いました。 

もう一点は、５月に OPRFの皆さんの誘

いもあって、（パリで開かれた）Global 

Oceans Conferenceという会議に出ました

が、そこでよく聞いた議論としては、この

ICMが気候変動対策としても非常に重要で

ある、という意見です。チュア先生のプレ

ゼンテーションで気候変動への適応に ICM

が必要である、という指摘がありましたが、

気候変動の緩和という観点からは、海洋の

風力発電のサイトを決める上ではゾーニン

グが非常に重要になってきます。気候変動

の緩和の観点からも ICM の取り組みとい

うのは非常に重要になってきていると思い

ます。 

 

チュア・ティア・エング博士 

皆さん、３日間もの座学を眠らないで聞

いてくださって、有り難うございました。

私もずっと立ってやり遂げることができま

した。お互いに生き延びましたね。そうい

う意味で今日は、家内に今日も大丈夫だっ
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たよ、と報告できます。いろいろな感想を

いただき、大変喜んでいます。みなさん、

もっと総合的な管理体制が必要である、と

いう共通のニーズの認識に至っていると思

われます。従来のしくみも役立っていたは

ずですが、だからそのままでいいのだ、と

言えなくなってきています。 

気候変動という問題が出てきました。

人々の流出によって過疎化が進みました。

新しい課題も出てきました。新しいビジョ

ンも出てきました。前に進んで行かなけれ

ばなりません。井出さんが中央政府の方か

らいらっしゃって、個人のご意見というこ

とで色々出来ること、可能性についてお聞

かせ下さった。いろいろなイニシアティブ

が各自治体から始まっています。こうした

イニシアティブに、例えば国や都道府県か

ら更に強力な支援が得られれば、相当パワ

フルな活動内容になると思われます。ここ

の部屋に集まられた方々にお願いしたいの

は、更に前進して戴きたい、ということで

す。私の内容に合意されようが反対されよ

うが、沿岸域総合管理をしっかり今後も進

めていただきたいと思います。沿岸域には、

海岸線だけでなく海も含まれるということ

を認識していただきたい。また、沿岸域は

次世代のものでもあるということです。

我々の働きに次世代が受け取るものがかか

っています。我々が得られた恵みを残した

い、ということです。 

２点目は、我々、かつては、経済的なメ

リットは国内のみんなに分け与えることが

出来ると思っていました。ところが世界で

の現実というのは、経済開発はひとつのセ

クターに限られたり、開発を行っても全然

メリットを得られない人々が残ってしまっ

た、ということです。将来はどのように取

り組んでいったらいいか。もっと自然から

の恵みを共有できる、みんなに行き渡る形

を考えなくてはいけません。 

 さて、生態系というのは単純な言葉では

ありません。海から得られるものすべてが

生態系の一部です、といっても過言ではあ

りません。酸素も水も海の賜です。地球と

いう惑星だけが持つ資源で、これを皆で寄

ってたかって破壊してしまったら、皆が敗

者となります。人類自身の、我々の次世代

の生存がかかっています。渡すものを残せ

るようにしていかなければいけない。それ

がこの活動のすべてです。例えば汚染、水

俣病、公害、そこから拡がった被害は非常

に大規模なものでした。科学が非常に発達

してきたので、技術的にこれを押さえ込む

ことが出来るようになりました。災害対策

も出来るようになりましたが、完全に押さ

え込むことはできません。つまりもっと何

かをやっていかなければならない、という

ことです。 

皆様から、非常にいい点を沢山挙げてい

ただきました。縦割りだったらお互いに棲

み分けをして任せよう、ということがあり

ましたが、今ではそういうものではなく、

お互いに交流しましょう、というようにな

っている、と。見解を交換するとか、都道

府県の果たす役割、自治体の役割は大きく

なってきています。自治体はパワーを持っ

て活動するようになってきました。非常に

いいことです。人々の願いをどのように反

映していくことが出来るか、というのが課

題です。ICMプログラムを実施するときに

は、我々はリアリストでなければなりませ

ん。政府の意向も理解し、政府の役割も尊
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重しなければなりません。いろいろ挙げて

戴いた井出さんの発言内容に関して、やは

り前進するということ、地方からのイニシ

アティブ、里山運動、里海運動、どういう

名前がついていても、こういったものをも

っと強化していくべきだと思います。そし

て、関係者が集まる機会を増やすべきだと

思います。草の根の活動が拡がるように仕

向けるべきだと思います。 

 また、自治体の代表の方々から、ご発言

いただき、非常にいい事例がありました。

岩手県の事例、流域の条例、など、管理対

象域を効果的に拡げていくという話でした。

これは持続可能な形で拡げていかなければ

いけません。常に人々が得る便益はなにか、

ということを考えていく必要があります。

ステークホルダーに行き渡る便益というの

が見いだせなければいけません。ステーク

ホルダーの方に環流していく、戻っていか

なければ持続可能にはなりません。人々は

いろいろ考えていますが、私も一生懸命や

っているのに、何にも為になっていない、

ということではいけません。皆さんも、政

治家も誰であってもメリットを享受できる

形でないといけません。お互いに win-win

でメリットがあるような形にしないといけ

ません。 

ひとつの自治体から他の地域に拡がって

いく拡大の事例はありますか、というご質

問がありましたが、各国にも小さな漁村で

始めた例があります。例えばフィリピンに

も島が沢山あって、島の数は日本より多い

と思うが、島自体がひとつのコミュニティ

です。珊瑚礁、漁業で生活しています。島

同士の行き来が少ないのでコミュニケーシ

ョンの問題があります。みなで総合する、

統合すると言ったときにチャンスがないと

なかなかやりにくいものです。共有する、

というのが重要です。さらに、上位のスケ

ールというのがあります。 

タイの例ですが、ある市町村の小さい地

区で、スタートしました。あとで、ここが

育ったということで、県全体のコーディネ

ーションをしてくれるようになりました。

皆で集まっては、そこまで行って、交流を

する、というようにして拡がっていきまし

た。自治体でも共有していくということは

出来ます。PEMSEAで拡がった概念ですが、

誰かがファシリテーターとなって、経験を

共有できるようなしくみを自治体同志で作

っていきました。これもスキルが必要だが、

出来ないことではありません。皆、少なか

らずその方向に向かっています。傾向とし

ては、竹富から始まって、石垣市が前向き

に進むと拡がるかもしれない、というのは

大変結構なことだと思います。 

 志摩市の方から、「どれだけ関係者の方に

理解してもらえるか、というところが、こ

れから活用していく中で、一番大切な部分

で、これにはかなりの時間がかかると思う。

そういうところをこれからどういうシステ

ムで変えていけばよいか、関係者のビジョ

ンの共有をして、どう役割分担していけば

よいかについて知りたい」ということでし

たが、これはかなり時間をかけなければい

けないプロセスです。見方を変えようとす

る努力は常になされているわけですが、私

がアドバイスを出来るとしたら、これは続

けるしかない、正しいやり方で続けるしか

ない、そうすれば賛同した人たちが参加し

てくれる、ということです。マネジメント

の問題というのは、デメリットを見てしま

－ 189 －



193 

 

うとなかなか参加できなくなります。メリ

ットをきちんと見せることが重要です。そ

うやって、皆さんをまとめていく、という

ことが重要だと思います。 

 自治体の能力という話についてですが、

自治体には普通のガバナンスは日常として

出来るわけですが、沿岸管理というのは新

しい分野かも知れません。海が管轄域とな

っていないという制限もあります。そこが

認められると、今までの困難な点は早く克

服できると思います。地方分権がなされる

前のインドネシア、フィリピンでも、自治

体は責任を負いませんでした。ところが分

権が法制度化されたら、ずいぶん早く取り

組みが始まりました。早すぎて失敗したと

ころもあったぐらいです。 

井出さんのご指摘にもあったように、

OPRF は大きな役割を果たすことができる

と思います。プロの集まった NGO という

のはそれなりの役割があると思います。触

媒となるという役割です。これがうまく働

くと今まで政府がやってなかった領域で仕

事を成し遂げることができます。現代社会

において NGO はある段階にまで達してい

ます。非常に効果的な仕事ができるように

なってきています。よいチャンスだと思う。 

多くの国もこのあたりをもっともっと開

発していくべきだと思います。私も他の国

に勧めていますが、こういった活動ができ

る民間セクターも重要です。このような総

合的アプローチが役に立つことが望ましい。

たとえば、港湾関係の人であれば、最大の

効果を得るために港湾管理をどのようにや

るのだ、ということですが、まず安全性、

そして環境対策、環境の持続可能性、とい

う問題があります。近代港湾ではこういっ

たものが総合的な懸念材料として存在して

いるわけです。 

ICM プログラムをやることでまず

ISO14000 を取りましょう、港湾のガバナ

ンスで ISO9001を取りましょう、衛生とい

うことで ISO18001 を取りましょう、とい

うことを言っています。認証システムが始

まって、システマチックに取ろうというこ

とで、取るところが増えています。 

中国でも新しい港湾開発があります。こ

れまで、経済オンリーで開発されてきまし

たが、どうなるのでしょう。相当な資金を

つぎ込んでいるのに、３～４年経つとそろ

そろ凋落してくる、ということがあります。

ですから、空間計画というのが非常に重要

であると思っています。すべての自治体、

地方も中央も、協力体制があって管理体制

が最大限の効果を発揮することを心から希

望します。 

沿岸管理はメリットを出すものです。人

の便益を横取りするようなものではありま

せん。便益の強化だというように思ってい

ます。私は、皆さんが日本の新しい ICMを

始められること、それにイニシアティブを

発揮されることを期待しています。そして、

国際社会でもその面で活躍して下さること、

このアプローチを広めてくださることを希

望します。 

アジア全域でこういったものが広まる、

それによって、情報共有をする、体験、実

例共有をする、ということができます。日

本がその中でもリーダーシップの役割を果

たすことを期待しています。何故日本に来

て ICMを促進したいと思っているか、とい

うことですが、やはり、最終的には複数の

国が、皆で責任を持ち合って、前に進もう
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ということです。だから自分のところで

内々にやっていて、とどまっていてはいけ

ません。ICMを始める動機ですが、他の国

は開発をやっていて、経済的ニーズで ICM

を始めています。日本の動機は違いますね。

その貢献は偉大だと思います。有り難うご

ざいました。 

 

市岡卓 政策研究グループ長 

地方公共団体 10 名の方々に参加していた

だきました。修了証書を差し上げたいと思

います。 

 

チュア・ティア・エング博士 

 私からはあらためてお礼を申し上げたい。

非常に貴重な時を共に過ごさせて戴き、

ICMのアプローチの話しをさせていただい

て、私としては是非とも皆様方がパイオニ

アとなって、日本で新しく進めていただき

たいと思う。達成できると思う。様々なプ

レゼンテーションを伺ったが、既に大変素

晴らしい要素があって、総合的アプローチ

に向けてすすむ状況がある、と思った。以

前より、更なる自信をもって、早い時期に

ダイナミックな方向性に進めると確信して

いる。皆様には、３日間耐え抜かれたこと、

非常に多くの努力をしてくださったことに

お礼とお祝いを申し上げたい。また、OPRF

の皆様方には、この機会をくださったこと

に感謝申し上げたい。 

 

海洋政策研究財団  

常務理事 寺島 紘士 

皆さん、３日間の集中講義で朝９時から

夕方６時まで講義をしっかり聴いていただ

き、ありがとうございました。これが皆さ

んの沿岸域管理、或いは海洋・沿岸域管理

の取り組みにお役に立てば幸いです。是非

ともお役にたてていただきたいと思います。 

 チュアさんに再度御礼申し上げたい。チ

ュアさんは私よりちょっと年上で、永年の

おつきあいになりますが、沿岸域総合管理

に懸けておられて、私もチュアさんに引っ

張り込まれてこの沿岸域総合管理の取組み

に深くコミットしてきたようなところがあ

ります。講義を始める前は３日間ずっと講

義を続けるのに体力がもつかなあ、とおっ

しゃっていましたが、さらに３日間続けて

も大丈夫そうな感じですね。チュアさんは、

「東アジアの海洋環境管理パートナーシッ

プ PEMSEA」の事務局長を 1993 年から

2007年までやってこられた後、事務局長を

後進に譲られました。そこで、少し暇が出

来たのではないかと思い、私どもの客員研

究員に来ていただきたいとお願いをしたと

ころ、「とんでもない、おれも結構忙しい」

ということで、１年通しては無理だが、隔

年３ヶ月ずつで３年間なら来てもいいよ、

ということになり、その条件で客員研究員

をお願いをしました。ちょうど今年が３年

目なので、当初の約束としては、今年が区

切りの年になります。非常に力を入れて沿

岸域総合管理の講義をして下さり、本当に

有り難いと思っています。皆さんとご一緒

に拍手でチュアさんにもう一度御礼を申し

あげたい。（拍手） 

 そういうことで、チュアさんも日本の沿

岸域総合管理に非常に深い関心をお持ちな

ので、また、チュアさんを日本にお迎えし

て日本の沿岸域総合管理を見守っていって

いただきたいと思っています。 

 海洋基本法を作ったとき、自民・民主・
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公明の超党派の海洋政策に関心の深い政治

家の先生方にご協力をいただきましたが、

引き続き、その先生方と有識者の皆さんが

2010年 6月 16日に８項目にわたる『「新た

な海洋立国の実現」に向けた提言』（海洋基

本法フォローアップ研究会）を出していま

す。その提言のひとつとして沿岸域総合管

理の提言もあります。その中に皆さんが関

心のあることも入っています。これについ

ては、海洋政策研究財団のブログおよび私

のブログにも載っているので、後ほどみて

いただければ、と思います。やはり、井手

さんもおっしゃっていたように、器が大事

です。市長や知事が替わってもぐらつかな

いようにするには、沿岸域管理法とか沿岸

域の制度とか、国が認めた制度があって初

めて安定的に動くと思うので、ひとつの中

期的な目標としては、沿岸域管理法を制定

して、国が指針を示し、地方公共団体が中

心になって取り組み、それに国が技術的・

財政的に支援をする、というような仕組み

をつくる必要があるのだと思います。これ

は、私どもからも提言していきますが、是

非、皆様からもそういうものが必要だとい

う声をあげていただくのが大事だと思いま

す。チュアさんも言っていたように、沿岸

域管理を推進するコアグループが必要であ

る、ということで、是非みなさんにもその

コアグループの一員になっていただきたい。

それを最後にお願いして、終了のご挨拶と

致します。          
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参加した地方公共団体における課題

や取組状況についての発表 

 

岡山県農林水産部水産課  

主任 鳥井 正也氏 

私は岡山県庁の水産課に机をおいて仕事

をしています。本来事務所にずっといるべ

き役割ですが、私は水産の技術屋なので、

現場に行き、海の中を潜って、自分の目で

海の中がどう変わっていっているかを見る

のが、非常に好きというか、そういうやり

方しか出来ないという事で、ほとんど毎日

のように現場に出ていますので、事務所に

はほとんどいません。自分がやった仕事は、

人任せにするわけではなくて、自分の目で

見ていきたい、というような事で時間ばか

りかかるのですが、そういう仕事のやり方

をしています。 

今日の話は、漁業者を主体としたという

話となります。今日のチュア先生からお話

があった ICM とは少し趣旨がずれるかも

しれませんが、最近、行政による海岸の管

理とか漁港港湾の管理とかに限界を感じて

いるところで、一番利用する人達が管理す

る事を本気で考える時代になってきたと感

じ、あえてこういうテーマを持って来まし

た。実際、現場をかかえていますので、多

くの悩みを持っており、良い案があれば教

えていただきたいと思います。 

岡山県の紹介を少しさせていただきます。

岡山県の海――ある所で講演をしたところ、

岡山県に海があったのですか、という質問

があって、非常にびっくりしました。あま

り認識されていないかもしれませんが、岡

山県にも海はあります。ただし、非常に狭

い海で、瀬戸内海の３％くらいしか岡山県

の海の面積はないと言われています。ただ、

水深が非常に浅く、大きな川が３つ流れ込

んでいるために、非常に浅くて豊かな海で

あるというように言われています。その浅

くて豊かな海、川の恵みがあるという事も

あり、かなりかつてから沿岸開発の危機に

さらされてきています。数千ヘクタールが

干拓・埋め立てで陸地化されています。こ

れも当然浅い所を狙って干拓するわけなの

で、非常に広大で豊かな干潟だったところ、

私たちが今一生懸命回復させようとしてい

る藻場など、そういう所が狙われて陸地化

されてきました。それ以外にも 1970年代に

は、水銀汚染とか、チュア先生の話にあり

ました水質の汚濁という事が多くありまし

た。1974年には三菱石油の重油流出事故が

あり、これで海洋の生態系が非常に崩れた、

という事が言われています。現在も陸地化

がどんどん進んでおり、水島沖では人工島

の開発というのが、今の時点でも行われて

いるというような状況です。特に高梁川の

河口の水島という所は、工業地帯になって

いて約 1,800haの藻場があったと言われて

いる所が、すべて陸地化されてしまいまし

た。これだけいじめられ尽くされた岡山の

海ですが、現在でもおよそ 2 千数百人の漁

業者が漁業で生計をたてていくことができ

ているのは、海の偉大さというか、ここま

でいじめられてもまだ生きているという事

を実感し、本当に海はすごいなと思います。 

沿岸開発が進んで来て、漁業生産は年々

減少している訳ですが、私どもはそれを回

復しようとして、いくつかの対策を講じて

います。最近実感しているのが、各地で小

さい事をチョコチョコやっても、なかなか

海の環境は変わらないと感じています。や
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るのであれば、お金も人も集中してみんな

が一箇所に力を尽くしてやる、そういうの

が大切だろうと思っており、私たちはその

一つとして「海洋牧場」というものを進め

ています。海洋牧場という言い方が、非常

にナンセンスだと言われることもあるが、

私たちの海洋牧場の考え方というのは、生

まれたばかりの稚魚から大きな成魚、それ

から産卵をするような親までが、一生通じ

て生息できるような場所作り、これを目指

すのが海洋牧場だと思っています。それと

魚を増やすためにはまずその魚が食べる餌

を増やしてあげるべきだろう、という事で

餌を増やす事で水産資源のかさ上げをする

という事を目指してやっています。 

県下で東の端と西の端の２箇所で海洋牧

場を造成しています。西側の笠岡地区はす

でに完成しており、後ほど説明するが、利

用が進んでいます。東側の東備地区、日生

という所は現在整備中です。笠岡地区の海

洋牧場だが、県の西部、広島との県境にあ

る笠岡諸島、白石島という所で整備をして

います。８年程かけて完成したが、元々非

常に水深が深い場所があったり、藻場があ

ったり、干潟があったり、非常に恵まれた

海域であった訳だが、沿岸開発の影響もあ

り、どんどん規模が小さくなり、魚が減っ

てしまったと言う事で、約 21億円をかけて

海洋牧場の整備をやって来ました。浅い所

には稚魚が育つような構造物を設置し、深

い所には親が産卵できるような場所を作っ

てやるというふうに整備を進めてきました。

浅い所で稚魚が発生して、深い所に成長に

応じて移動していく訳だが、こういった深

みにも親が住める様な生息場所があり、そ

こは保護区にしてあげるというような海域

設定をして整備をしました。効果としては

漁獲量の統計数字を書いているが、岡山県

全体の漁獲量は、横ばい、もしくは右下が

りになっている中にあって、この海洋牧場

を整備した笠岡地区では魚類、それから増

やす対象とした魚種が７魚種ほどあるが、

その漁獲量というのは段々上がって来てい

る状況です。 

それに伴って、今日の悩みの話だが、漁

業者が取る漁獲量が増えるというのはいい

話ではあるのですが、魚が増えた事によっ

て、いわゆる遊漁者の方々が、非常に増え、

土日では毎日百数十隻のプレジャーボート

が集まるという大変な事態になっています。

実際遊漁者の方々がどれくらい魚を取って

いるかというのを、４年前程に１年かけて、

現地で聞き取り調査をしました。その結果、

釣りの主な対象になるメバルとカサゴに至

っては、漁業者の獲る漁獲量の３割に相当

する量を遊漁者が捕獲しているという事が

わかりました。これらは統計に上がってこ

ない数字であり、実際にはもっと捕獲され

ていると考えられました。それで実際に新

聞記事にもなったのですが、海洋牧場を作

って効果が非常に出ました。そこまでは良

かったが、海洋牧場をどのように利用して

管理していくかという事の議論がしっかり

とされてなかったので、今は無法状態にな

ってしまっており、漁業者と遊漁者のトラ

ブルにまで発展しかねないよう状況になっ

ています。私どもはそれを目の当たりにし

ており、現在東備（日生）地区で整備中の

海洋牧場ではこういった失敗を２度と起こ

さないようにしなければいけないという事

で今非常に悩みながら、どうやって利用し

ていこうかと考えているところです。 
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東備地区の日生を紹介します。ここで海

洋牧場を作っていますが、ここの主眼とな

っているのが、「アマモ場の回復」です。昭

和 20 年代には 590ha 程のアマモ場があっ

たと言われていますが、その後の水質悪化

等の影響を受け、昭和 60年には 12ヘクタ

ール位まで減ってきています。それを回復

しようと、昭和 60年から地元の漁師さんが

アマモの種まきをするなど、それぞれ自主

的に取り組みを進めてきました。これは、

全国では非常に珍しい例で、県なり自治体

が補助金を出しているわけではなく、自分

たちの責任だろうという事で、手弁当でや

っているという事、それを 25年以上も続け

ているという事は、全国でも非常に珍しい

例だと言われています。一時全県下で 550

ヘクタール位までアマモ場が減ったのに対

し、そういった取り組みが功を奏して、最

近は 1200 ヘクタール以上にまで回復して

います。そのアマモ場の再生をきっかけと

して、先程申しました生活史全体を網羅で

きるような漁場の整備をしなければいけな

いという事で、これをイメージとしてこう

いったアマモ場の再生を中心とした海洋牧

場作りをやっています。 

悩みの部分をもうちょっとお話します。

沿岸域管理、今日の話と密接に関連するの

だが、海洋牧場を現在一生懸命作っている

が、それが、出来上がる前に、出来上がっ

た後にはどのように使って行くのかという

事、遊漁者の方とどのように共存していく

かについて考えておく必要があるのではな

いか、海洋牧場のあり方というものを今の

うちから検討しておかなければいけないの

ではないかと思っています。それで平成 18

年８月、３～４年前になるが、漁協の組合

員を中心に「海洋牧場適正利用協議会」と

いうものを作りました。この協議会には地

元の市、我々県、研究者らが入っており、

それぞれの構成メンバーが、それぞれの課

題の検討に着手している所です。 

最終的にどういうようなものを目指すか

という事ですが、利用のタイプの一例とし

て一番厳しい措置としては漁業者、遊漁者

ともに規制をかけ、禁漁区（MPA）などを

設ける、という方法。二番目に厳しい措置

として、遊漁者には遠慮してもらう場所、

漁業者だけが使える場所をつくる、これは

棲み分けと私どもは言っていますが、区域

を制限したり、採捕量を制限したり、そう

いった条件を設定するというものです。最

も厳しくない措置としては、原則自由とい

うことです。しかし、自由に使っていただ

くと言っても、使う人達には海洋牧場の管

理に協力してもらうという事で、協力金な

りをいただいて漁協が運営していく、こう

いった方法もあるのではないかと思ってい

ます。この中で最初から様々な人達を集め

て協議会で議論していくのもいいのですが、

まず一番に、利用する地元の漁業者がまず

この海域をどうしたいのかをはっきりさせ

た上で様々な人達に入っていただき、議論

を深めていくのがいいのかなと思っていま

す。本当に先進的な事例がなくて、どうす

ればよいのか私ども担当者は非常に悩んで

いるところです。いいアドバイスがあれば、

教えていただきたい。 

 

三重県志摩市 産業振興部水産課 

水産資源係長 浦中 秀人氏 

三重県英虞湾の取り組みについて少し説

明させていただきます。 
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まず、志摩市は三重県の志摩半島の先端

にある人口 58,000 の小さな市です。平成

16年の 10月に志摩郡の 5つの町が合併し

て志摩市になりました。この志摩市の現状

ですが、人口の動態について見ると、1985

年の国勢調査で 64,000人ほどでしたが、そ

れ以降どんどん減少する傾向にあり、前回

58,000、今年(2010)の国勢調査では 55,000

を切ってしまわないかというような状態に

なってしまった。65 歳以上の高齢化が進ん

でおり、これも今年度の調査では 30％を越

えてしまうのではないかというような状態

で、急速に高齢化が進んでいます。 

次に産業についてですが、志摩市の場合、

漁業を中心に一部農業もあるが、8,000 人

ほどあった一次産業の従事者が激減してお

り、前回 3,420 人、今年の調査ではおそら

く 3,000 人を切るだろうと思われます。二

次産業、三次産業についても 90年頃をピー

クに下がっています。三次産業の方は 95年

に 19,000人とややピークがあるが、これは

志摩スペイン村というテーマパークの開場

に伴って一時的に増えたものだと思います。  

一次産業から三次産業までの総生産額を

市民１人当たりに割り戻すと 220万ほどの

金額になるが、これは三重県内 29市町のう

ち 26番目で非常に低い。又、納税者１人当

たりの所得を税務資料で見ると、１人あた

り 240 万円と、これは三重県内 29 市町の

うち 28番目で、実は 2009年に他の町でう

ちより下がってしまった所があり、ここに

助けられてブービーになった状態で、その

前４年はずっと 29 番目というような非常

に貧乏な街です。 

主要産業が水産業と観光業となるわけで

すが、水揚げ資料統計を見てみると、海面

漁業の生産額は量については、ほとんど右

肩下がりで、26,000トン～27,000トンもあ

った数字が、現在は 15,000トン、それから

真珠養殖については、ピーク時 18,000キロ

ありましたが、これが 2005年に 6,000キロ

になり、今は 4,000 キロそこそこです。真

珠については、生産量で言いますと 1/3〜

1/4だが、非常に景気が悪くなって価格が暴

落しており、生産金額で言うと 1/10以下に

下がっています。観光面では入込客数とい

う形では、95年のスペイン村開業の時に一

旦増えましたが、その後又激減しており、

85 年以前の入り込み客数まで減ってしま

っています。 

志摩市として、この現状をどう打開する

のかという事を考えた時に、伊勢志摩国立

公園に全域が指定されているので、陸上で

大きな開発は不可能な訳です。そうなると、

どうやって飯を食うかという話になり、や

はり、地域の自然に根ざした水産業、それ

から観光業をどの様に振興して行くかとい

う事を考えなければなりません。という事

で、今は、海の資源をどう持続的に活用し

て、地域の生き残りに懸けるかに注目しよ

うと考えています。この英虞湾については、

長い間真珠養殖場として使われて来たとい

う歴史もあり、環境の統計で調査資料がよ

く揃っていますので、英虞湾をモデルとし

て持続的にここの資源を上手く活用出来る

仕組み作りをしようではないか、という事

を考えています。 

英虞湾というのは、志摩市は奈良時代か

ら、御食つ国（みけつくに）と呼ばれ、日

本の中でも朝廷に水産物を献上する若狭、

淡路と並んで、非常に有名な所でした。古

くから沿岸では潮干狩りが行われていたし、
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小さな漁船を使ってコノシロやイワシをと

る雑漁業が盛んに行われて来ました。又、

真珠養殖は御木本幸吉を初めとする研究者

によって養殖技術が開発され、以来、志摩

市に非常に大きな経済効果をもたらして来

ました。又、英虞湾の中にはいくつかの有

人の離島もあり、今の様に道路整備が進む

前には非常に重要な海上交通の場所となっ

ていました。今でも離島航路の巡航船が運

行されています。また、海上でのリクレー

ション、海水浴とか遊漁、そして一時は真

珠養殖筏を活用した海上キャンプ村とかこ

ういったリクレーションにも活用されてい

て、最近ではシーカヤックが非常に好評を

得ています。 

周辺の陸上に目を向けてみると、伊勢志

摩国立公園に指定されているという事があ

り、大規模な開発というのは、そう多いわ

けではありませんが、実をいうと英虞湾の

集水域には３つのゴルフ場、それから大量

にホテルが建っており、海外のお客さんが

来られると、これのどこが国立公園なのか

というご批判をよくいただきます。ただ全

域の大半が緑の広葉樹林に覆われており、

リアス式海岸の各所に住宅地が点在してい

るという状態です。また、尾根、谷筋に若

干の水田が広がっています。英虞湾の面積

が 26平方キロに対して、集水面積が 68平

方キロなので、チュア先生のおっしゃる「管

理をするエリア」としては、おそらくこの

エリアを設定するのが望ましいのだろうと

考えています。 

これからこの英虞湾をどのように管理し

ていくのかという事ですが、今非常に問題

になっているのは、英虞湾の海底にはたく

さんの有機物が堆積しているという事です。

これが原因で夏になると、貧酸素水塊が発

生し、赤潮の発生もみられます。この結果、

真珠養殖の生産性はどんどん低下していま

す。また、底生生物が大量に斃死するとい

う事もしばしばおこります。なぜ英虞湾の

環境がこのようになってしまったかを考え

ますと、英虞湾には環境悪化の２つのフェ

イズがあります。まず一つは真珠養殖が戦

後急激に増加した事、密殖が行われ、キャ

パシティを越えた養殖が行われた事で、海

底にたくさんアコヤガイの糞とか付着生物

が落下した事、それから２番目には 1940

年代以降の水道の普及等があり、生活排水

が大量に海に直接流れ込むようになったと

いう事があげられます。量の変化が起こっ

たという事です。また、同時期に現在、水

産業と並んで基幹産業となっている観光産

業が近鉄特急の乗り入れやインフラ整備に

伴って、昭和 40年代から増え、更に量的な

負荷が増えたということも原因ではないか

と考えています。 

英虞湾は入り口が狭く、閉鎖性が高いの

で、流入する汚れが非常にたまりやすく、

負荷が増えれば汚れるのは当たり前だとい

うように、今まで考えてきました。この為

合併以前から生活排水、産業廃水対策を中

心に進めて来ました。その他に浚渫事業は

現在も行われており、いっそ湾口を拡げて

しまったらどうか、外海からポンプで海水

をいれれば、きれいになるのではないか、

というような検討も行われて来ました。英

虞湾の中からいかに物の量を減らすかとい

う対策を考えてきました。この考え方を転

換するきっかけとなったのが2003年から5

年間行われた英虞湾再生プロジェクトとい

う事業で、この事業の中で実際に英虞湾の
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中の物質収支をしっかり検証しなおしてみ

よう、それから干潟とか藻場での物質循環

能力がどのくらいのものなのかしっかり検

証してみよう、という試みが 5年間行われ、

この事業の成果として、「きれいな海」では

なくてやはり生き物を育てる「豊かな海」

を皆で作っていく必要があるだろうという

方向性が示されました。今日お配りした「英

虞湾」という小冊子がありますが、その小

冊子の 55ページ、研究者の皆さんから、こ

ういう事を進めたらどうかという 5 つの提

言を戴いています。 

その一つは生活排水対策です。依然とし

て英虞湾に入ってくる負荷はおそらく多い

ので、今はこれを減らした方がいいだろう、

それから戦後、真珠養殖が物質循環のシス

テム上、海底に有機物をため込むという構

図になっているので、これも量を減らす。

真珠養殖の量を減らすと言う事ではなくて、

極力海底に負荷をかけない真珠養殖に切り

替えるということです。また、英虞湾は今

でも非常に複雑な形をしていますが、遡っ

てみると江戸時代には小規模な干潟が英虞

湾内にたくさんあったものをみんな埋めて

農地に変えて来ました。その量が英虞湾全

体の干潟であったところの７割を占めてお

り、英虞湾の干潟の７割が既に埋められて

いたという事がわかってきて、このあたり

を再生することで物質循環能力を上げる事

ができます。更に、英虞湾では真珠養殖を

中心に行われていますが、その他にもヒト

エグサの養殖とか若干の漁業があります。

この漁業を振興する事で物質循環の活性化

を図る事が必要です。 

また、そういった海の大切さについても

っと市民を啓発する必要があります。もち

ろん、知識としてという事ではなくて、実

際に海で遊ぶ事、海を楽しむ事で海の大切

さを知ってもらうという事、こういう取り

組みが必要なのではないかという提言をい

ただきました。これを受け、志摩市では、

活発な漁業生産、生物の生産性を高める、

色々な生き物がいて、遊んで、見て、学ん

で楽しい場所というエコツーリズムや環境

学習の場として使える海に英虞湾を戻して

行きたい、それを新しい里海、今の時代に

マッチした新しい里海を作るのだというコ

ンセプトで今後の英虞湾の管理に取り組ん

でいきたいと考えています。現在の処、小

冊子の「英虞湾」をテキスト代わりに使い、

市民の皆さんと英虞湾の現状がどのように

なっているのか、今後どのようなことをす

るべきかという認識の共有を図ろうと、「英

虞湾自然再生協議会」という協議会を立ち

上げ、勉強会を進めています。 

また、「豊かな海」というのは、水質とか

底質とかで数値的に判断できる、どうなれ

ば豊かなのかという判断する基準がなかな

か難しいという事で、現在海洋政策研究財

団と一緒に、「海の健康診断」の事業で英虞

湾の健康度、どれくらい豊かなのかという

のを診断する基準、豊かな海にして行く為

にどうすればいいのか、という方針をきち

んと作りましょうという作業を進めていま

す。同時に市民が直接海に出て、英虞湾に

どんな生き物がどのくらいいるのだろうか

と、いう事をしっかり調べる仕組みを作ろ

うと環境省の里海創生支援モデル事業など

を活用させていただき、市民による生物デ

ータ収集取組みなどを行っています。 

３番目として、干潟の再生にはまだまだ

技術的な課題も残されており、より安く、
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より有効な形で干潟を造成する為の調査研

究を市民も参画して進めるというやり方で

今、英虞湾の中で進めていただいています。

これについては後ほど、三重県水産研究所

の方から詳しい説明あると思います。 

こういう活動を地域の取り組みとしてし

っかり進めて行く為に、市がしっかりと政

策に据えて行かないといけないだろうとい

う事で、昨年はフィリピンで行われた EAS 

(東アジア海)会議だとか PNLG (PEMSEA

自治体ネットワーク)の会議に、これを志摩

市の政策にするという事で、市長を連れて

行ったのですが、先方で皆さんに非常に大

歓迎を受け、これは寺島常務やチュア先生

に計られたなと言う感じもあるのですが、

市長が完全にその気になってしまい、「これ

をやるから、お前進めろ」という事で、今

合併してちょうど 5 年経つので、総合計画

の後期の計画作りを進めています。その中

で志摩市として総合的沿岸域管理を進めて、

新しい里海作りを進めるという事をしっか

り政策の中に明記して、その為の計画作り

を進めるという事で今準備を進めている処

ですが、これがなかなか難しいなと、今日

の先生の講義も半分も多分頭に入ってない

なという事で、今後また、財団の皆さんの

お力も借りながら、おいおい作業を、とい

いながらおいおいという訳にも行かないの

で、しっかり進めて行きたいと考えていま

す。こういう作業をしながら、これは市長

のフレーズなのですが、「稼げる、学べる、

遊べる」という形で産業振興、地域の振興

を図るために、ICM の取り組みを進めて、

なんとか地域の持続を図って行きたい、と

いうのが、志摩市の現状です。ご静聴有り

難うございました。 

＜質疑応答＞ 

質問： 

真珠養殖の貝掃除等の話がありましたが、

引き上げられた廃棄物はどのように処理さ

れているのでしょうか。 

回答（浦中氏）： 

この掃除方法は現在の掃除方法で、戦後

間もない頃は手作業で、ナイフで付着生物

をとっていましたが、それはほとんど海に

投棄されていたというのが現状です。その

あと高圧水を吹き付ける、という方法に変

わりましたが、これも完全に破砕されて水

と一緒に海域に流れているので、それがか

なり負荷をかけているという指摘をしてき

ました。現在は、目の細かいネットをかけ

て大きな残骸に関しては回収する、という

ことですが、英虞湾の真珠の作業場が沿岸

域にあるので、その近くの畑とかで処理を

されているというのが現状です。畑で肥料

の材料に使ったりしています。塩分は濃い

が、しばらく雨ざらしにしたり、塩分に強

い作物に使ったりしています。 

 

質問： 

畑などに使うとどうしても塩害が出やす

い。岩手県でも干拓して塩害で使っていな

い場所も結構あります。そういったあたり

で、戻すというのは素晴らしいひとつのこ

とだと思うのですが、逆に干拓しているの

であれば、そこを有効活用して、海と畑、

漁業と農業を、今はいいアイデアが出ない

が、いいアイデアがあれば、遊休地、耕作

放棄地の再生利用にも視点が向けば、いろ

いろ可能性も増えてくるのでは、という印

象を受けました。 
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三重県水産研究所 水圏環境研究課  

地域 COE 閉鎖性海域環境研究所  

工学博士 研究員 国分 秀樹氏 

志摩市浦中氏から発表のあった志摩市の

取り組みのひとつとして、英虞湾における

干潟再生の取り組みを進めています。県に

入って 10 年、初年度から英虞湾に関係し、

研究者として干潟の研究を進めてきました

が、入った時から英虞湾の湾奥各地で拡が

る沿岸の遊休地を干潟再生などに有効利用

が出来ないかと思っていました。少しずつ

事業化していくことができました。この問

題は、英虞湾だけではなく、全国的な課題

であると考えています。全国には同様な沿

岸遊休地が約 60,000ha もあると言われて

います。英虞湾をひとつの前例として全国

に出していきたいと思っています。 

 浦中さんから説明があったように、英虞

湾では５つのことをやっていくという提言

がありましたが、水産研究所では、中でも

干潟・藻場の再生による物質循環能力の再

生を担当してやっています。英虞湾の環境

悪化の原因としては、今までは真珠養殖や

生活排水からの負荷ということだけに注目

されてきましたが、実はそれだけではなく、

干拓による干潟の減少という自然浄化能力

の減少もひとつの大きな原因だということ

が、これまでの研究の成果としてわかって

きました。沿岸域を見ると、英虞湾の干潟

域の減少は、緑色で示した約 0.84平方キロ

メートルという現存する干潟に対して、

1.85平方キロメートルというところが昔は

干潟であったが現在は埋め立てられてなく

なってしまっているところになります。湾

奥部の至る所で干拓が進んでいるというこ

とが見受けられます。食糧増産を背景とし

た水田干拓が原因ですが、現在は社会情勢

も変わってきており、干拓地の約 85％以上

が休耕地として放置され、使われていない

という現状があります。 

英虞湾における干拓と潮受け堤防建設の

歴史について説明をします。一番初めは江

戸時代の元禄時代頃に潮止め工法による新

田開発ということで、一般の農家、個人の

方によって、湾奥がことごとく埋め立てら

れました。明治時代～戦前・昭和初期にか

けて徐々に堤防が建設され、干拓がすすみ

ました。昭和 34 年、35 年にチリ津波と伊

勢湾台風があり、その際にそれらの農地が

塩害で大被害を受けました。それを護るた

めにコンクリート製の堤防が建設され、そ

れ以降、強固に後背地と沿岸域との分断が

進んでいきました。 

このエリアを再生していったらどのよう

な結果がでるだろうか、ということを水産

研究所で数値シミュレーションを用いた方

法などで研究を進めましたところ、もし、

将来的にすべての干潟が再生されたら、今

問題となっている赤潮や貧酸素が軽減され

るだろう、という科学的な結果が出ていま

す。 

なかなか堤防に手を加えるということが

出来なかったので、小規模な実証実験も行

ってきました。堤防の上にポンプを置いて、

潮汐と連動させて海水を後背地に出し入れ

することにより、後背地を干潟に再生した

ら、ということで調査を行ってきましたと

ころ、３年間で前面の干潟と同じぐらいの

生き物が増えてきました。後背地でもアサ

リなどの生き物が増えて来て、もとの干潟

と同じように生き物が戻ってくるという研

究成果も出てきています。 
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ここまでの科学的知見があるにもかかわ

らず、なかなか進まない理由があります。

それは沿岸の休耕地を取り巻く様々な状況

で、大きく３つに分けられます。堤防は公

共事業により農地を塩害から護る目的で建

設されているため、行政による堤防管理が

あります。適化法や農地法など法律的な制

約があります。後背地には田圃があるので、

所有者の権利が発生します。もうひとつは

津波などの災害事の防災のことを考えない

といけない。ということで、干潟再生のシ

ーズはあっても、研究所単独ではなかなか

すすまない理由はそのあたりにあります。 

ひとつずつ追って説明します。沿岸域の

管理状況ですが、陸域は国立公園なので、

管轄する環境省の許認可が要ります。水田

と堤防は、農業の部局の管轄。堤防から前

の一般の海岸になると建設部局、漁業権が

設定されているような海域では水産部局、

というように非常に多岐に亘る行政の管轄

範囲というのがあって、こういうところに

横串を入れるというか、一緒の場で話をし

ていかないとなかなかこの問題は解決して

いかないと考えます。 

湾内約 500カ所の遊休地がありますが、

堤防の後背地には多くの所有者がいて、一

例を言うと、ひとつの堤防後背地に数十人

いる場合もあり、所有者の合意が不可欠で

あるので、すすめていくのはなかなか難し

い。用地交渉も必要になるかもしれません。

干潟の再生の効果はなかなか可視化できず、

一般の人々の理解も得づらいため、今後は

実際にその効果というのを実感してもらう

ことが必要ではないかと考えています。 

防災については、大雨、津波、高潮が考

えられますが、津波や高潮時は後背地へ海

水が浸入することもあります。しかし、実

際に後背地を調べてみると、人が住んでい

るような場所は全体の約２割程度です。堤

防の周辺には、このように様々な問題があ

ります。 

時期を同じくして、英虞湾の自然再生協

議会という多様な主体が集まる協議会が設

立されるという機会もありました。しかし、

参加している皆さんも干潟再生に対する理

解がなかなか進んでおらず、これからもう

少し進めていかないと理解が浸透していか

ない、というのが現状です。そこで、今私

たちが持っているシーズと、協議会や住民

の方々の持っているニーズをうまく融合さ

せることで、ひとつのモデル海域を設定し、

そこで干潟再生活動をすることによって、

この活動が湾内の他の沿岸遊休地に拡がっ

ていかないか、というのが今やっている事

業の狙いです。この事業は研究所の方で

JST（科学技術振興機構）のファンドを受

けてやっている事業ですが、実際には代表

的な沿岸の休耕地で沿岸の干潟再生を展開

することによって、多様な地域住民・行政・

研究機関が連携した活動によって、再生効

果を発揮するというモデル海域で行ってい

きたいと考えています。それを通じて地元

住民の方に干潟再生の理解と意識を醸成し

ていただき、最終的には協議会の中で自立

的に活動できるような基盤を作っていきた

いと考えています。 

今進んでいる組織の概要としては、協議

会と連携していくということです。主体と

しては我々の水産研究所というのがあるが、

実際は協議会の中で協力しあいながら、デ

ータを提供し、干潟再生活動を共同で行う

というように連携しながらすすめていって
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います。並行して、干潟再生の事業という

のは、県の事業に繋がっていかなければい

けないので、行政の担当部局とも干潟再生

の検討会というのも行っています。湾内の

湾奥の石淵という 2haほどの場所をひとつ

モデル海域として使い、干潟再生を行って

います。始まったのは 2010 年 4 月で、ま

だ始まって３ヶ月弱。堤防の前にある水門

を開いて水を出し入れすることによって干

潟に戻すということで海水交換を行ってい

ます。 

活動の概要ですが、モデル海域において

環境学習、再生活動として藻場の造成等を

通じて自立的な活動の基盤を再生協議会の

中に作っていこうとしています。これは先

月の 5 月に環境学習や再生活動をやりまし

たが、観測会ということで、地元の国立公

園のビジターセンターと連携してやりまし

た。生物の観察会や、実際に子供達に海藻

を植えていただき、名札をつけてもらい、

日を追って成長していく姿が見える藻場と

いうことで追跡してもらえるようにしまし

た。自然再生協議会における最終的な活動

基盤のイメージとしては、協議会の中では

生活排水に対するもの、真珠養殖を適正に

するもの、というように部会を作っていっ

て、その中の自然再生、干潟再生というよ

うな部会をひとつ協議会の中につくり、最

終的には自律的に動いていけるようなイメ

ージを考えています。 

事業化を進めるにあたり、干潟全域のす

べて調査をして、実際にどれくらいの面積

があるのか、所有者は誰か、堤防はどのよ

うな形になっているのか、再生候補地のよ

うなものを絞りこむ作業がいつでもできる

ようなデータベース化を行っています。 

この問題は英虞湾だけでないと考えてお

り、英虞湾は農地の有効利用ということだ

が、他の海域を見てみると、沿岸の低利用

地、未利用地が非常にたくさんあります。

港湾区域で埋め立てをしたが、遊休地とな

っているところもあるので、そういうとこ

ろの有効利用のブレークスルーのひとつに

なるような事業として英虞湾ですすめてい

ければ、と考えています。 

 

三重県政策部地域づくり支援室 

宮川流域ルネッサンスグループ  

副室長 髙部 典幸氏 

「宮川流域ルネッサンス事業」 

お手元に「宮川流域エコミュージアム」

というパンフレットを配布しましたが、日

本の中でも多くの川が、宮川という名前を

つけています。 

三重県が日本のどこにあるか知らない人

もいるのが現状という中で、10年前にこの

事業を始めるにあたり、北川正恭知事がオ

ンリーワンを目指せ、ということを言われ

ました。日本一になるより、まずオンリー

ワンをめざせ、ということで、宮川を日本

一の清流として守ろうという包括的な目的

をメインに上げましたが、伊勢神宮、鈴鹿

サーキットは知っていても、宮川は知られ

ていませんでした。 

宮川の流域を簡単に説明します。流域面

積は 920平方キロメートル、延長は 90.7キ

ロメートル。三重県では最大の河川です。

流域は伊勢市と玉城町、度会町、多気町、

明和町、大台町、大紀町という７市町村。

「宮川流域ルネッサンス協議会」の組織と

しては、平成 12年６月に宮川流域の 14市

町（当時）と三重県、国交省、林野庁、農
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林水産省東海農政局と一緒に、宮川と共に

生きるため、住民・企業・行政が共同して

地域の豊かな自然･歴史・文化を保全・再生

しながら地域の活性を図る「宮川ルネッサ

ンス事業」というのを推進して魅力ある地

域を築くことを目的として協議会が設置さ

れました。また、平成 18年４月から住民の

代表も協議会の委員に加わりました。 

様々な取り組みを行っています。ルネッ

サンス事業に置いては、総合行政、流域圏

づくりのモデル事業ということで、平成 9

年にスタートしました。基本理念と 21世紀

の後半を念頭においた未来の宮川流域圏を

示した宮川流域ルネッサンスビジョンを平

成 10 年２月に策定。同年 10 月に平成 22

年度を目標においた県事業を中心とした流

域市町や国関係機関の関連事業も含む長期

計画ということで、宮川ルネッサンスの基

本計画を策定しました。その中で、今年度

が基本計画の最終年度ということです。第

三次実施計画が平成 19年から 22年度の４

年間で行われ、今年が流域の再生の一里塚

ということです。 

それに伴い、協議会では流域の市町が中

心となって、「宮川流域政策研究会」を立ち

上げ、目標年度の事業、組織のあり方を検

討しています。三重県の方も、計画を構成

する一員ということで、今までの各事業の

評価・検証をしており、流域の市町を初め

とした流域関係者の意見も踏まえてその後

計画終了後のポスト・ルネッサンスの考え

方を整理して、今後の取り組みに繋げてい

こうと考えています。三重県では、平成 21

年度から、人と人のつながりや文化力を活

かし、持続可能な地域作りを目的に「美
うま

し

国おこし・三重」という取組を始めていま

すが、それに先駆けた活動がルネッサンス

事業の取り組みである、と考えています。 

それでは、パワ－ポイントで説明します。

まず「流域とは何か」という定義ですが、

流域全体を一枚の葉として捉え、川の流れ

に沿った両岸の地域にある川が降水を集め

ている範囲として位置づけています。まず、

流域を対象とする理由を述べます。流域と

は、水環境、つまり水の循環するところ、

物質の移動＝水を介して土砂などが移動す

るところ、生態系＝水に住む生き物が生き

るところ、水を必要とする動物・植物・森

林・草木・人々が生きるところです。まず、

流域宣言ということで、21世紀の後半を念

頭に置いた未来の宮川流域を示した「宮川

流域ルネッサンスビジョン」ということで、

策定している理念で目標を上げています。

「人と自然の共生」「上下流の交流連携」「住

民企業行政のパートナーシップの協働」を

定めています。４つの基本理念を定めてお

り、１つ目は、「清流・森林・渓谷・干潟な

ど豊かな自然の保全再生」高度経済成長と

共に失われていった自然を取り戻すととも

に宮川流域に残された豊かな自然を保全再

生し、後世に継承していきます。２つ目は

「豊かで清らかな川の流れを甦らせる健全

な水循環の構築。」ということで、流域の

人々の記憶に残る川の流れの再生に向けて

自然環境を育み、持続可能な地域社会を支

える望ましい水環境のしくみを構築してい

きます。３つ目の基本理念は、「川と共に育

まれてきた歴史・文化の継承・発展」とい

うことで、流域に存在する歴史文化や、人々

の生活文化を川と共に関わりにおいて捉え

直し、流域の貴重な資源として再評価し、

継承・発展させていきます。４つ目は、自
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然環境と調和した魅力ある流域圏づくりと

いうことで、宮川流域をこれからの時代に

ふさわしい循環型社会の人と自然の共生の

モデル地域として打ち出し、その魅力を内

外にＰＲしていきます。ということで、こ

の４つの理念を定めています。 

これら理念と目指すべき宮川流域像とい

うのをあげ、８つの項目を定めています。

１．山椒魚が住みモリアオガエルが産卵し、

鮎が遡上する宮川流域。 

２．ブナ・トウヒの原生林、スギ・ヒノキ

の美林が里山の雑木林、川辺の竹藪・草木、

さらには海中林まで緑の帯が続く宮川流域。 

３．川底に魚影の見える、水の澄んだ、そ

して川辺が緑で包まれた宮川流域。 

４．田畑を潤し、産業を潤すと共に、こど

もの水遊びや釣り、カヌーなど人々の生活

に安らぎをもたらす川のある宮川流域。 

５．渡し跡の整備など「神を運んできた川」

の歴史を彷彿とさせ、川の形態変化にあっ

た川辺の環境が整う宮川流域。 

６．水の恵み、森林のはたらきで匠を育て、

思索を深め、こころに安らぎを与えている

宮川流域。 

７．自然体験の旅の拠点として、フィール

ド・ミュージアムとして、清流を育む自然

環境の豊かさが内外の人々の心を動かして

いる宮川流域。 

８．ゼロ・エミッションの考え方に則った

産業と「清流」を守る生活が基本となって

いる宮川流域。 

この８つを目指すべき流域像として整備

し、宮川流域ルネッサンス事業ということ

で、平成 22年度を基本計画の目標年度とし

て、施策の方向性などを策定しており、第

一次実施計画、第二次実施計画、第三次実

施計画と進んで来て、現在は第三次実施計

画の最終年度です。 

その中で、住民主体の多彩な取り組みが

行われているので、紹介します。「宮川流域

子ども川サミット」ということで、協議会

が行う事業ですが、代表的な取り組みを説

明すると、宮川流域の小学校５～６年生を

対象に年一回8月に約60名が１泊２日で宮

川の流域の川サミットを開催しています。

非常に人気のあるプログラムで、毎年参加

者を抽選するような状況です。川遊び、木

工、ストーンペインティング、釣り、クラ

イミングなど「宮川流域案内人」という方々

を中心に企画して実施しています。もうひ

とつは、「宮川流域エコミュージアム」で、

宮川流域案内人という形で「インタープリ

テーション」ということで歴史文化を伝え

るそういう方々を「語り部」とし、年間 100

回以上にわたり、流域の魅力ある伝統文化

や行事を伝える事業を実施しています。拠

点としては「宮川流域交流館たいき」と「宮

川流域交流館度会
わたらい

」があり、協議会とエコ

メイトさんとともに、住民主体で多様な取

り組みをすすめています。現在流域では

290 人の宮川流域案内人が登録されていて、

宮川エコミュージアムを推進しています。 

もうひとつの取り組みとしては「いっせ

いチェックワークショップ」ということで、

宮川の本流・支流で流域の子供から大人ま

で約 80人で宮川の 50地点で水質と景観の

移り変わりを毎月ボランティアでチェック

して、その結果をホームページに掲載して

います。検査項目ということで、PH、COD、

アンモニア、リン酸、亜硝酸の５種類を簡

易検査の項目としています。クリーン小作

戦ということで、河川の清掃もやっていた
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り、みなさんとワークショップで集まり、

宮川が日本一の清流である、ということを

維持できるよう、話し合いを行っています。 

50ポイントの調査の状況ですが、まず第

三次実施計画の方向性ということで、日本

一の清流をめざし、継続をしていく予定で

す。 

流量回復、水質保全、森林保全、地域振

興、生態系保全の５つです。また、「新しい

時代の公」と「文化力」を柱に事業を仕組

んでいます。第三次実施計画の方向性は「想

いをかたちにプロジェクト」ということで、

PDCA サイクルで宮川のさまざまな取り組

みをやっている団体の活動、本年度は 98の

活動を集めた活動集が出来上がる予定にな

っています。また、「宮川プロジェクト

2010」ということで、計画を作成していま

す。年間を通じて実行していただき、それ

が検証・改善ということで、活動の報告会

とも併せて年間を通じて行っています。こ

の中で、「想いをかたちにプロジェクト」も

行われています。 

エコミュージアムの取組では、案内人の

方々がエコミュージアムと観光の両立させ

たエコミュージアムのイベントを行ってい

ます。一般住民・企業の方々が参加して語

り合える円卓会議も年間３～４回開催して

います。過去には宮川に水を戻す流量回復

という希望が圧倒的に多かったので、それ

についての意見交換をしてきました。この

ように県が主体となって、10年余にわたり

５つのテーマに取り組んできましたが、

年々予算が限られてきて、縮小傾向にあり

ます。22年以降は流域の市町が中心となり、

県がそれに参画するという形で、現在、地

域の取り組み事業計画策定に向けての作業

を行っています。以上、宮川流域ルネッサ

ンス事業の概要、取組についての説明を終

わります。有り難うございました。 

 

広島県 環境県民局環境政策課  

環境評価・瀬戸内海グループ 

主任 沖本真朗氏 

「瀬戸内海の環境保全」 

私は広島県の環境保全課におり、大気汚

染、水質汚濁の防止といった公害行政に携

わっています。今日はそのひとつである瀬

戸内海環境保全特別措置法（以下瀬戸法）

に基づく広島県の取り組みについてご紹介

したいと思います。 

まず、瀬戸内海の定義ですが、瀬戸法で

の瀬戸内海は、東側は紀伊水道、西北は響

灘、南は豊後水道、この間の範囲が瀬戸内

海となっています。なお、広島湾、安芸灘、

燧（ひうち）灘、が広島県の海域になりま

す。また、瀬戸内海には 600～700 の島が

あります。 

 次に、日本の主な閉鎖性海域の比較で言い

ますと、瀬戸内海は日本で一番大きな閉鎖性

海域で、関係する府県市も多くあります。 

 それから、広島県の海の幸と言えば、カ

キです。ただ、カキは冬の名物で、夏にお

いしいのはカタクチイワシです。鮮度がい

いので、刺身で食されることが多いかと思

います。 

広島県内における漁業種類別生産量は

年々減っていますが、2006年は 13万トン

です。瀬戸内海全体では約 60万トンなので、

広島県の生産量は２～３割です。なお、カ

キは全国一です。 

 さて、本日お話する瀬戸内海の環境保全

に関する広島県計画における取り組みにつ
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いてですが、基本的には、瀬戸法の枠内で

の計画になります。まず、第３条に基づい

て、国が基本計画を作り、第４条により、

国の計画に基づいて関係府県が府県計画を

作っています。国の計画に基づいて、とあ

るように、環境大臣の同意が必要なため、

ため自主性は出しにくく、主体性を持って

計画を策定し、その計画に基づき取り組みを

行っているという実感はあまりありません。 

 体系としては、まず、環境基本法があり、

そのうち、水質汚濁防止の関係から瀬戸法

の基本計画があり、さらに県の計画があり

ます。これには、水質総量規制も関係して

きます。県計画は昭和 56年に策定され、直

近の見直しは平成 20 年の６月に行われて

います。その時点での状況の整理です。水

質は改善されてきていますが、項目によっ

てはまだ横ばいのものもあります。埋立等

の開発によって、藻場干潟・自然海岸等の

貴重な自然環境が失われつつあります。失

われた良好な環境や健全な水循環を回復さ

せるための施策転換が必要です。県民等幅

広い主体の参加と連携により地域の特性に

応じた施策を推進する必要があります。こ

ういったことを踏まえて、藻場干潟の保全

および再生、景観形成の推進、海ゴミ対策、

森林の保護育成などを新たに計画に記載し

ています。 

 そして、環境の保全、環境修復、総合事

業の推進、健全な水循環機能の維持回復、

住民参加の促進、技術開発、モニタリング

調査の推進、広域連携の推進、こういった

取り組みを行い、優れた環境を次世代に継

承していく、という計画になっています。

この中からいくつか紹介します。 

 まず、水質汚濁の状況ですが、環境基準

の達成率では、リンは 10割達成、窒素は 7

～８割、CODは低い位置で横ばいとなって

います。主な取り組みは法に基づく排水規

制になります。また、今年度からは、COD

排出負荷量の削減のための新たな技術の検

討として、主にパルプ工場から出る排水を

対象とした排水処理の新技術実用化プロジ

ェクトの実証試験なども行っています。他

に、排水処理施設の整備の推進などがあり

ます。 

 瀬戸内海の景観というと、海だけでなく

森林も景観を形成していますので、森林も

保全する必要があります。本県では、平成

19年に森づくり県民税を導入し、個人から

は毎年 500 円、法人からは 1000 円から８

万円ほどを出していただき、それを森林の

保全の財源として使っています。海の近く

では、呉市や尾道市などの沿岸部や、島嶼

部でも森づくりをやっています。 

 海ゴミ対策については、広島県もメンバ

ーとして参加していますが、平成 18年～19

年に、環境省の中国環境事務所が行った瀬

戸内海海ゴミ対策研究会において、ゴミの

試算を行っています。漂着ゴミは 2,700 ト

ンから４万トンとだいぶ幅がありますが、

これは回収されたゴミの量からの推計によ

るためです。海底ゴミは 13,000 トン以上、

漂流ゴミは瀬戸内海全体に換算すると１万

立米と試算されています。瀬戸内海の場合

は、基本的にはゴミは外から入って来たも

のではなく、沿岸に住む人から捨てられた

ものであるとか、河川から流れ込んだもの

なので、なんとかしないといけないところ

です。 

取り組みとしては、住民団体などが行う

ボランティア活動に対し支援をしています。
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海浜で清掃活動を行う団体を、県が「せと

うち海援隊」として認定し、活動に係る保

険への加入等の支援をしています。今のと

ころ 33団体があります。なお、河川に関し

ては、ラブリバー制度というのがあり、現

在 140団体が認定されています。海底ゴミ

対策として、平成 21年度は、漁業生産者が

集めた海底ゴミを処理する市町に対し、支

援を行っています。 

 景観形成の推進では、平成 3 年に策定し

た条例により、県が指定した地域において

大規模な工事を行ったり、屋外広告物を設

置する際には届け出をしていただき、審査

して基準に合致しない場合は、色彩や形状

をかえてもらったりするような指導をして

います。瀬戸内海に面する部分では、西側

に宮島・大野景観指定地域、中ほどに安芸

灘架橋景観指定地域、東側に西瀬戸自動車

道景観指定地域を指定しています。ただ現

在は、平成 16年にできた景観法により、景

観行政は、都道府県ではなく、一番住民に

近い市町が担うべきということになりまし

たので、県内においても市町に条例を作っ

ていただくようお願いしているところです。 

中でも、尾道市は、瀬戸内海の多島美を

代表するような景観を楽しむことができる

場所ですが、地域でもそれを大切にしてお

られ、景観を損なわないような取り組みを

されています。具体的には、千光寺という

観光名所がありますが、この山から島を見

ますと、向かい側に向島、その間が海が見

えます。千光寺から見て、島がちゃんと見

えるという時には、島から山を見た時、千

光寺の展望台が見えるはずである、という

ことで、見る・見られる関係を壊すような

標高 40 メートル以上の建築物は規制がか

かります。具体的には、沿岸域を 4 段階に

分け、15 メートルから 27 メートルの高さ

制限を設けています。１フロアが約３メー

トルなので、５階建てから９階建てまでの

制限となっています。 

 藻場・干潟については、減少していると

いうことで、広島港、五日市地区で人工干

潟の整備等を行っています。 

 先ほどもお話した「せとうち海援隊」制

度ですが、ボランティア団体からは海浜清

掃などの活動実績を報告してもらっていま

す。県では、活動時の保険に係る費用など

を支援したり、活動状況を県のホームペー

ジで PR したりしています。あとは拾った

ゴミの処分などの支援を市町と連携して行

っています。県内にまんべんなく活動団体

がおられます。 

 また、専門的知識がなくても、誰でも海

に親しむことができるツールの開発という

ことで、広島県海岸干潟生物調査マニュア

ルというものを平成 15 年に作成していま

す。これは、海岸にいる指標生物の種類を

数えてもらって、確認できた生物によって、

海のきれいさを４段階で判定する、という

マニュアルになっています。昨年度は、定

量的な評価取り入れた応用編も作っていま

す。このマニュアルを作るための生物調査

などについて、せとうち海援隊にも協力を

いただいています。 

 広域連携では、国土交通省中国地方整備

局が中心となっている広島湾再生会議、瀬

戸内海沿岸の 33 の府県市からなる瀬戸内

海環境保全知事市長会議、社団法人瀬戸内

海環境保全協会などに参画しています。広

島湾再生会議では、広島湾に３つのアピー

ルエリアを設定し、エリア毎に目的を持っ
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てアピールをしていくアプローチをしてい

ます。例えば、宮島周辺は自然景観・歴史

文化の保全活動で観光客へ広島の魅力を PR、

真ん中の太田川河口区は水辺の拠点整備と

いうことでリバークルージングなどを行っ

ています。 

広島の方ではマスコミでも大きく取り上

げられたものですが、沿岸域総合管理と大

きく関係しそうな話題として瀬戸内海国立

公園の大久野島についてご紹介します。大

久野島は、旧日本軍の毒ガス工場があった

ところですが、今は国民宿舎があり、島自

体は国立公園で環境省が管理しています。

最近、環境省が、本土から島へ海底送水管

を敷設するにあたり、付近の海底を調査し

たところ、毒ガス弾らしきものが発見され

ましたという発表がありました。今回の集

中講義で ICMを学ぶにあたり、こういった

住民の方が不安になるような事態が生じた

場合、どこが責任をもって対応するか、と

いうことも考えておかないといけないと思

った次第です。 

 最後ですが、環境部局では、水質汚染事

故に対する連絡体制を整備しています。こ

れは、高速道路でタンクローリが横転し、

塩化第二鉄が川へ流れ出て赤くなっている

写真です。タンカーが座礁して油が漏れた

といった場合は海上保安部からの連絡、自

動車事故で河川に油が漏れているといった

場合は住民の方の通報など、水質を汚染す

るような事故があった場合は、環境保全課

で情報を集約し、関係機関に連絡するとい

った連絡網を整備して水質汚染事故に備え

ています。 

 以上で広島県の取り組みについての発表

を終わります。有り難うございました。 

広島県廿日市市 環境産業部観光課  

松尾 和政氏 

「広島県廿日市市 宮島の玄関口」 

普段は観光課という立場で、県内外、外

国から沢山のお客様に来て戴くために廿日

市市の観光 PR をしていますが、本日は、

宮島の玄関口である宮島口の現状と課題に

ついてご説明をさせていただきたいと思い

ます。 

廿日市市では平成 21 年度～27 年度まで

を計画期間とした第 5 次廿日市市総合計画

を策定しています。「世界遺産を未来につな

ぎ、多彩な暮らしと文化を育む都市・はつ

かいち」を都市像に掲げ、まちづくりを推

進しています。 

 計画では、市域を土地利用や機能の配置

状況に応じて４つの区域に区分しています。

それぞれの性格と役割に応じた整備をすす

めることとし、宮島地域および宮島口周辺

を国際的観光交流、歴史文化・自然環境保

全の場として位置づけ、国際観光交流ゾー

ンとしています。特に嚴島神社周辺と対岸

の宮島口周辺については、国際的な観光交

流、情報発信の拠点として歴史文化発信拠

点と位置づけ、宮島ブランドのブラッシュ

アップと演出、宮島口の総合的環境の整備、

港湾・景観・交通バリアフリーなどを推進

することとしています。 

  

それでは、宮島口の現状と課題について

お話します。JR広島駅から JR宮島口駅ま

では約 25分、広島電鉄という路面電車を利

用すると、広島駅から約１時間かかります。

広島平和記念公園と宮島を結ぶ世界遺産航

路という船も出ています。宮島への来島者

数の 97％については、宮島口から出ている
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JR 西日本宮島フェリーと宮島松大汽船を

利用されています。JR西日本宮島フェリー

は１日 53便、宮島松大汽船は１日 50便運

航しており、ターミナル前にそれぞれ民有

の桟橋が並んでいる、という状況です。 

それでは宮島口周辺の１つめの視点、港

湾についてご説明したいと思います。観光

生活航路の維持について、具体的な問題と

して、１）旅客施設の維持管理、２）護岸

の老朽化、３）液状化、ということが挙げ

られます。具体的には旅客施設の維持管理

につきましては、桟橋、ターミナルは JR

西日本宮島フェリーと宮島松大汽船が集中

していて、維持管理もそれぞれ行っている

という状況にあります。また、市が管理し

ている護岸は老朽化していて、平成 13年の

芸予地震被災による修理も応急的な対応に

とどまっており、高潮対策も出来ていない

状況にあります。廿日市市から西隣の大竹

市にまたがる広島沿岸のうちこの護岸のみ

について廿日市市の管理となっており、他

は全て県が管理しているという状況になっ

ています。宮島口周辺の民地においては、

平成 13 年の芸予地震による液状化現象も

生じているという状況です。 

観光・生活航路の利便性の向上について

ですが、旅客サービスの利便性、係留施設

の２つの点が挙げられます。２つのフェリ

ー会社の時刻表を見ると、最終は 22時とい

う少し早い時間になっています。補足です

が、JR西日本宮島フェリーの５時台、６時

台、および 21 時台、22 時台については、

廿日市市が負担金を支払い、便を確保して

いる、という状況です。また、JR西日本宮

島フェリーと、宮島松大汽船は切符売り場

が別々になっているという状況です。 

次に係留施設は民間所有の桟橋であるた

め、ビジター船などの係留施設がない状況

です。 

港湾の現状と課題の３つ目は旅客ターミ

ナルの機能充実についてですが、その１）

複数の民間の運営が利用者にとってわかり

にくい、２）は人の動線と車の動線が交錯

している。観光案内所がわかりにくい、３）

繁忙期のトイレが不足している、４）広場

待合所の不足、５）インフォメーション不

足、６）ターミナルの賑わい不足、という

ところになっています。 

複数の民間の運営によって旅客ターミナ

ルがあって、利用者にとってわかりにくい、

となっています。それぞれの時刻表につい

ても、それぞれのところにあるため、どち

らの船に乗った方が早いか、というのも、

それぞれを見ないといけない、という状況

にあります。また、桟橋から旅客ターミナ

ル間は旅客船の乗降時において人と車が交

錯している状況になっています。観光案内

所は正面から見えないため、わかりにくい

状態になっています。また、トイレについ

ても繁忙期に不足しているという状況にあ

ります。 

更に旅客ターミナルにおきましては、タ

ーミナル広場や待合スペースが狭く、島内

散策案内や広域観光情報などターミナルで

のインフォメーションが不足しており、タ

ーミナルの賑わいが不足しています。 

続きまして、宮島口の現状と課題の２つ

めの視点、景観の状況についてご説明致し

ます。まず、宮島の玄関口としてふさわし

い景観形成についてですが、宮島口には商

業サインとして広告・看板が無秩序に配置

されているという状況です。各事業者がそ
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れぞれ広告や看板を設置しているため、統

一感のない感じになっています。宮島口で

は屋上広告物や壁面広告物の形状や色彩に

配慮が必要であるという状況になっていま

す。このことについては、廿日市市景観計

画を作成し、整備する予定になっています。 

次に海辺の散策道路、憩いの場の提供に

ついてです。本来宮島が広く見えるはずの

ところが、看板や建物によって遮られ、海

が開けた地域空間ではありません。また、

臨海部にオープンスペースがないため、宮

島の景観を望み休息できるスポットがあり

ません。宮島に渡る際の旅への期待度やわ

くわく感がちょっと失われるような状況に

なっています。 

 

課題の提示だけの説明になってしまいま

したが、以上をもちまして、宮島口周辺の

現状と課題のご説明とさせていただきます。

宮島の玄関口としての整備が必要不可欠だ

と問題点だけを話ましたが、宮島は素晴ら

しいところです。観光課の職員としては、

宮島の良さを楽しみに是非来て下さい、と

申し上げて、話を終わります。有り難うご

ざいました。 

 

沖縄県竹富町企画財政課  

主事 小濵 啓由氏 

沖縄は先週、梅雨が明け真夏に突入しま

した。ハイビスカスは夏を連想させる植物

ですが、沖縄では年中咲いています。これ

から、竹富町における沿岸域管理の取り組

み課題等をご紹介したいと思います。 

まず、竹富町の概要を紹介します。竹富

町の位置は、沖縄本島、宮古島、台湾に囲

まれた位置にあります。東京から那覇まで

約 1,550km、那覇から更に南西に 450km

の位置にあります。東京から約 2,000km。

那覇より台湾が近く、北回帰線までは約

65kmです。竹富町を中心に 2,000kmの円

を描くと、９つの国と地域が入って来ます。

場所的にも、いろいろな可能性を秘めてい

る地域であると言えます。 

 次に竹富町の行政区ですが、役場は石垣

島にあります。昔から石垣島を中心に各島

に船が出ていて、行政的に利便性が図られ

るとのことから、昭和 13年に当時の竹富島

から石垣島に移りました。竹富島、小浜島、

黒島。上地島と下地島からなる新城（あら

ぐすく）島、通称パナリと呼ばれています。

鳩間島、波照間島、沖縄本島に次ぐ面積の

大きい西表島、国の特別天然記念物のイリ

オモテヤマネコが棲息する場所としても有

名です。西表島では猫を飼うとき、予防接

種、去勢が義務づけされています。竹富町

は「猫飼養条例」を国内で初めて制定しま

した。野良猫が引き起こす猫エイズから、

イリオモテヤマネコを護る取り組みの一環

で、環境省と調整しながらこの条例を作り

ました。 

 次に竹富町の四季です。平均気温が 23度

～24度で１月に寒緋桜が咲きます。沖縄の

場合は、本島北部の地域から桜が咲きます。

４月に入ると初夏を思わせる季節となりま

すが、３月の後半から暑くなり、日中は半

袖で過ごせます。先日、梅雨明けしたので、

朝の出勤時には蝉の鳴声が聞こえます。11

月頃までは夏日が続きます。 

 次に人口です。1950 年頃が一番多く、

9,000 名ほどいました。その頃、大型台風

と大干ばつがあり、都会へ移住する世帯が

多く、急激に人口が減りました。5 年前の
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国勢調査では 18％の増加で、全国第 4位の

人口増加率となりました。男性が 2,089名、

女性が1,924名。計4,013名の小さな町です。 

 次は西表石垣国立公園です。平成 19年ま

では「西表国立公園」という名称でした。

平成 19 年８月に隣接する石垣島が編入さ

れ、今は「西表石垣国立公園」となってい

ます。中心に位置する海域は「石西礁湖」

という世界的にも有名な珊瑚礁が広がって

います。現在、鳩間島、波照間島も含めて、

国立公園の普通地域に編入する動きがあり

ます。９つの有人島のそれぞれで、年のは

じめから終わりまで、伝統行事が執り行わ

れます。竹富島の「種子取際」、西表島（祖

納・干立）の「節祭」、小浜島の「結願祭」

の 3 行事に関しては、国の重要無形文化財

に指定されています。 

 それでは本題に入りたいと思います。本町

の海洋施策について、次の４つの項目につい

てお話しさせていただきたいと思います。 

１）海岸漂着ゴミ対策  

２）油化プラントの実証実験  

３）生活保全航路の改善 

４）竹富町海洋基本計画の策定 

 

１）海岸漂着ゴミ対策 

毎年、海岸漂着ゴミなどが西表島を中心

に多く流れてきます。地域住民や NPO に

よる清掃活動が実施されています。トラッ

ク何十台分ものゴミがでます。今のところ

一般財源で対応していますが、今後それが

続くと財政的に厳しいことから、補助制度

を活用して取り組むようにしています。去

った平成 19 年６月には「24 時間テレビ」

を誘致して清掃活動を行いました。 

西表島のマングローブ林にも漂着ゴミが

侵入してきて、船のロープなどがマングロ

ーブ林の根に絡まります。町としては、侵入

防止ネットを設置するなどして、マングロー

ブ林にゴミが侵入するのを防いでいます。 

２）油化プラントの実証実験 

本町最北端に位置する鳩間島で行われて

いる活動を紹介します。現在、活動に関し

ては、行政は一切ノータッチですが、町有

地の一部を無償貸付するなどして協力体制

を築いています。鳩間島の NPO「南の島々

（ふるさと）守り隊」が立ち上がり、自分

達で漂着ゴミを何か活用できる方法はない

かとのことから、海岸に流れてくる発泡ス

チロールをスチレン油に変える装置を導入

しました。 

日本財団の助成を受け、日本海難防止協

会と地域の NPO が一緒になって実施しま

した。海岸で集めた発泡スチロールを粉々

に破砕し、油化にして使用します。島内で

はボイラーなどに使用して、生活費を抑え

ています。ゴミがそのような形で利用され

てきているという事例が台湾でも知られる

ようになり、これまで何回かの問い合わせ

があったと聞いています。このようなリサ

イクル技術が世界に広がっていけばいいと

思います。 

 

３）生活保全航路の改善 

竹富町内の島々は、石垣島を中心に船が

発着し、人や物が移動しています。西表島

や他の島々には、大きなスーパーなどはあ

りません。買い物をするときも石垣島に出

てきます。石西礁湖は干潮になると浅瀬で

船が座礁したりする問題が起きています。

航路も狭いので船同士の接触事故が起きます。 

課題を整理すると、①航路付近に点在す
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る浅場での船舶の接触事故が多発。②航路

の位置する海域では、浅場が点在するため、

目視航行が行えず、GPSを活用。朝夕、夜

間の航行が行えず、急患搬送等の対応が困

難。運航時間帯の制限から通勤・通学等で

不都合が発生しています。 

また、竹富町内には大きな介護施設がな

いので、利用者が石垣で長期間滞在する場

合は宿泊しなければなりません。こうした

不都合があります。昼間しか運航できない、

ちょっとでも日が暮れてくると危険です。 

夜間の急病人の搬送はヘリに頼っていま

す。西表島で急患が発生すると関係者に緊

急連絡で情報進達され、ヘリが飛ぶまで１

時間少々かかります。その間、患者さんは

苦しがっています。急患が発生したら、す

ぐに石垣島まで運べる体制の構築に向けて

取り組みはじめました。 

特に石西礁湖内でも浅場が多いのは小浜

島のところで、住民の生活物資を積んだフ

ェリーが航行できないことがあります。住

民の生活に支障をきたしていますので、こ

れまで国に強く訴えてきました。船舶の便

数は石垣島を中心に 250便。つい最近まで

は一日あたり 300便通っていました。最近

では、昨年全国的に猛威を振るったインフ

ルエンザの影響、燃料の高騰で船会社が便

数を減らしましたが、それでも多い方だと

思います。 

毎日その便数の船が行き来するので、そ

のあたりで漁をしている海人さんは危険な

思いをしています。また、石垣の方からダ

イビング船もやってきます。船が航行する

側でダイビングをしている状況も多々ある

ので危険です。その辺のルール作りに取り

組んでいます。 

石西礁湖内の海難状況は船が高速化する

につれ、事故の発生も増加しています。事

故の内容は、浅場への乗り上げが一番多く、

次に転覆。漁師さんの船は大きくないので、

高速船が通っていって、その引き潮で転覆

します。海難事故は年々増加傾向にありま

す。10 年間で 52 件。乗り上げ、接触が最

も多く占めます。 

 生活保全航路の改善について住民アンケ

ートを実施しました。ほとんどの住民が賛

成だが、「運航時間帯の拡大」についてどう

思うかという質問をしてみました。賛成が

78％（約８割）と最も多い結果となりまし

た。理由のひとつとして「用事の為に石垣

島で前後宿泊する必要がなくなる」という

のが挙げられています。 

２番目は「人が病気やけがの時、容易に

搬送できる」ということ。理由の３は「早

朝・夜間の急用時に便利」ということ。反

対理由もあって「現在の便で不自由を感じ

ていない」というのもありました。 

早朝便・夜間便が運航された場合に、「家

族や知人が島に戻る可能性があるか」との

問いに 60％の人が「そう思う」と回答され

ています。 

竹富町の姿勢を整理しますと、まず、課

題は石垣での用事等に時間の制約があるこ

とです。早朝、夜間の急用、病気やけがで

の病院への搬送などの対応が困難であるこ

と。離島各島と空港へのアクセス、飛行機

の最終便と船の乗り継ぎに制限があること

などがあげられます。 

方向性としては生活保全航路の安心安全

の確保をめざします。生活保全航路は道路

の延長であり、航路も道路の一部であるこ

とを訴えていきたいと思います。島での安
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全安心な生活を確保するためにも、昼夜を

問わず利用できる航路の確保が必要です。 

また、本町は世界自然遺産登録を目指し

ているので、自然環境の保全が最も重要で

あります。整備は必要最小限にとどめ、自

然との共生を図っていきたいと考えていま

す。国の関係機関が石垣島にあることから、

色々アドバイスをいただいています。とに

かく地域の声を届けろと言われています。 

これまでの取り組みを説明します。昭和 50

年（1979）に要請を開始。平成 16 年に町

の上位計画である総合計画に正式に盛り込

み、17年には石西礁湖自然再生協議会が立

ち上がりました。自然再生推進法に基づく

もので、その組織にも本町は参加していま

す。平成 18年には住民アンケートを実施し

ました。様々な施策に影響をもたらすこと

から、町の観光振興基本計画などにも盛り

込んであります。船の大型化に対応するた

めにも航路の整備が重要と考えており、そ

れによって、観光産業に与える影響も大き

いと考えています。平成 19年に自然再生協

議会に「生活・利用に関する検討部会」を

立ち上げました。環境省、沖縄総合局石垣

港湾事務所、竹富町が事務局となり、石西

礁湖内における生活と利用に関することを

検討する組織を立ち上げました。 

これまでは竹富町内を中心として、住民

説明会を開催してきました。今後の取り組

みとしては、石垣市や市内のダイビングシ

ョップ、漁業組合と話し合う住民説明会を

７月に開催したいと思っています。自主的

な環境アセスメント手続きに向けて地域住

民に説明し、最終的な航路の位置を決定し

ていきます。23年度からは、試験施工に向

けて取り組んでいきたいと考えています。 

４）竹富町海洋基本計画の策定 

平成 19年に海洋基本法が施行され、平成

20 年にそれに基づいて海洋基本計画が策

定されました。竹富町の海洋基本計画をつ

くるきっかけとなった背景には、平成 20年

11月に石垣市で開催された東海大学山田吉

彦先生の講演がありました。海洋基本法で

「離島振興」がうたわれている。本町の振

興策に結びつけられると考え、課内部で検

討を重ね策定するに至りました。チュア先

生の講義内容でもありましたが、ICMを地

域住民に理解していただくために、様々な

施策と関連づけて取り組んで行った方がい

いとの方針をとりました。海洋基本法の第

26条に「離島の保全等」がうたわれており

ますが、私たちにとっては、非常に魅力的

な条項であり、その条項を活用していこう

ということです。竹富町には「自然」「景観」

「伝統文化」「歴史」「島人」の５つの魅力

があります。この魅力を国の海洋政策に活

かすことはできないかと考えました。 

 基本理念としては、これまでの海洋政策

において、国からの施策から現代の地方分

権型行政システムにふさわしい地方からの

政策への考え方に転換し、日本最南端の町

として、国の海洋基本法に定める海洋基本

計画を通して、これを敷衍することにより、

たな海洋国家形成の先端を担い、安定かつ

安全な地域社会の形成促進を図るという理

念を掲げています。 

 平成 12 年に地方分権一括法が施行され

て今年で 10年になります。その 10年の節

目に海洋政策を通して、地方提案型の施策

を打ち出したいと考えていました。国の海

洋基本計画には 12 の項目がうたわれてい

ます。それに本町と最も関連していると思
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われる項目について、独自施策を打ち出し

取り組んでいこうと考えています。 

 また、この海洋施策を通して広域連携が

図られないかということを考えております。 

 次に沿岸域の総合管理と財源措置につい

てです。本町は東西約 42 キロ、南北約 40

キロの島嶼性の自治体で、海上交通問題、

海岸漂着ゴミ対策など、国境に接する日本

最南端の町として果たす役割は大きいもの

があります。そのことを深く認識し、海域

を含めた総面積を地方交付税の算定項目に

追加するなどの方策を国に働きかけていく

必要があります。海洋基本法に基づいて、

様々な施策の展開が考えられますが、その

中で交付税措置の考え方も議論されるよう

になりました。 

最後になりますが「地方とは、歴史的に

その地域で共同体が形成されて以来の歴史

的産物であり、実存である」と思っていま

す。新たな海洋国家の形成に向けて、海洋

に接する自治体を十分に手当することから

始まるとの思いを、日本最南端の町、竹富

町から黒潮に乗せて、全国に発信していき

たいと考えております。 

 

岩手県沿岸広域振興局保健福祉環境部  

主任主査 黒田 農 

岩手県の現状、事例報告を中心にお話し

ます。岩手県は今年度から海洋関係の政策

が動き出しました。まず、岩手県をおおま

かに知って戴きたいと思います。岩手県と

いうと北の方にある、という位のイメージ

だと思いますが、実は、岩手県は四国とほ

ぼ同等の面積を有しています。四国には４

つの県がありますが、岩手県は同じ面積で

一つの県ということになります。過去に平

成の大合併ということで合併も進みました

が、それでもこの広い面積に結構な数の市

町村数があって、例えば香川県の市町村が

合併する、久米島のように小さい島の町が

合併する、というのは非常に効果が高いと

思うが、岩手県のように広いところが、合

併してもただ広くなるだけで、インフラ整

備など様々な問題を抱えることになります。

そういった行政的な面での問題をかかえつ

つ、今の岩手が動いている、ということを

まずご理解いただきたいと思います。 

 リアス式海岸と呼ばれている三陸海岸の

青森県と宮城県の間のエリアで、国立公園

になっています。直線距離でみると 300km

程度だが、非常に入り組んだ海岸線で、ご

ちゃごちゃした線を引っ張って延ばすと、

700km近くになります。非常に長い海岸線

を持っています。これが日本有数のリアス

式海岸、と呼ばれている所以です。 

このリアス式海岸は、真ん中にある宮古

市の部分から北側、南側と大きく二つに分

かれます。北部は断崖絶壁の海岸で、港も

ほとんど小さいところしかありません。平

地もほとんどないので、山に貼り付いたよ

うな状況で家が建っています。交通も不便

なエリアです。 

北部の海岸線は切り立っているので、そ

う簡単に港を作ったり、家を建てたりとい

うことはできません。上部の方に道路を作

ったりして、交通網を確保しています。そ

の昔は、小さい集落にとっての交通は舟で

した。舟しかない、という状況でした。観

光的観点から見れば、非常に風光明媚で眺

めもよいということで、映画の撮影、サスペ

ンスなどに使われたりすることもあります。 

南側はどちらかというと沈降しているの
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で、リアス式海岸でありながら、水深も深

い港が多いのです。結果として、漁業には

向いています。比較的いい都市部となって

います。実際は工業が発達したために、平

地はほとんど工業に取られてしまっていて、

住民は山間部に住んでいるといった状況で

す。当然ながら、日本の経済状況と同じで、

現在の工業は沈滞しています。 

 大船渡市は、深く入り江が入っているた

めに、若干平地が確保できる、ということ

で都市としては開けており、工場地帯が若

干ある港湾都市です。こういう地形なので、

災害にも弱いです。防災という観点は昔か

ら地域住民にとっては非常な課題でした。 

 三陸海岸でどのような産業があるかとい

うと、まず、漁業です。沿岸域なので、漁

師が沢山住んでいます。漁場としてはいい

エリアになっています。主にサンマや鰹と

かが通るエリアなので、こういうもので昔

から栄えてきて、「サンマ御殿」と言われる

ようなリッチな漁師さんがいたりしました

が、今では漁業は衰退しています。併せて、

ウニ、アワビ、ホタテ、牡蠣の養殖も非常

に盛んになっていて、これらが現在では重

要な収入源となってきています。 

 次に森林ですが、岩手県は海と森が非常

に接近しているエリアです。四国と同じ面

積ですが、その 8割弱がもともと森でした。

森なのですが、国有林、県有林、私有林、

と行政的には区分されていて、管理もバラ

バラ。一帯として森林が管理されているか

というと、そういうわけではありません。 

この森のうち 54万 ha程が三陸海岸に注

ぐ小さな河川の水源涵養の森になっていま

す。こうした森からいろいろな有機物、ミ

ネラル分が海に注いでいます。（自然域を色

で評価した地図を見せながら）深緑のとこ

ろは全く原生林に近い.岩手山と早池峰山。

黄色い部分はかなり手が入って開発されて

いるエリア。特にも薄いピンクに見えると

ころはほとんど都市化されている部分。水

色の部分は植林などで手が入っているが、

かなり自然域が残っているエリアで、三陸

海岸に面している河川を海のほうに出して

いるエリアはほとんど自然域が残っていま

す。三陸海岸は石灰質の岩盤が多く、内陸

部に入るとまた違う地層があります。さま

ざまな地層が見られるということでも有名

です。 

 環境の話ですが、このように圧倒的に自

然域が多いので、住んでいる我々から言う

と、環境保全というイメージよりは、その

まま何もしなくてもいいのではないか、と

思ってしまう圧倒的な存在です。その中で

住民の意識形成とか、いかに環境が大切か

ということを更に深く理解してもらうため

の取り組みというのがかなり重要になって

います。 

基本的には河川、海域ともに水質調査を

行うと、ほとんど何もしなくてもいいくら

いの良い水質なので、とにかく汚さないこ

とが大事、ということになります。特に都

市部は直接汚水を昔はそのまま海に流して

いた、ということもあって、かなり行政の

方も手を入れて、汚水管理を徹底したので、

水質も非常に改善されました。 

というように、森林資源とか海洋資源と

いうものがかなりある中で、天然記念物の

イヌワシのような鳥もそのまま生活できる

生息域になっているわけです。こうしたこ

とから、これをそのまま観光に利用できると

いいのですがこれがなかなか難しいのです。 
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国立公園に指定されていて、海岸線が風

光明媚なところが多いので、観光地として

は本当にいいのですが、東京から三陸海岸

までアプローチしようとすると、電車を乗

り継いでいくと５時間半から６時間ぐらい

かかるので、ちょっとすぐ行けるような観

光地ではありません。滞在型にならざるを

得ないので、そういう意味では観光客を沢

山呼ぶのは難しいエリアになっています。   

内陸部には、鍾乳洞が結構あって、岩泉

にある龍泉洞は非常に透明度が高く、深い

鍾乳洞地底湖として有名です。東北全体に

地震は多いのですが、三陸も非常に地震の

多発する地帯、10年とかのスパンでかなり

大きな地震が次々と来ているエリアでもあ

ります。従って、自然域の中でも地震が多

発するエリアということで、防災的観点か

らも昔から問題にされています。津波被害

は大きく、50年ほど前のチリ地震の時は最

大で６m の津波が三陸海岸に押し寄せて、

集落がほとんど消えてしまったようなとこ

ろもありました。 

防災管理については非常に敏感な地域で

す。それに伴い、湾港防波堤というものを

設置して、三陸の大きな港については、全

て完了しています。湾港防波堤で、湾の入

り口を狭く閉じてしまうので、水質の問題、

魚などを含むエコシステムの部分に対して、

これからどのような影響が出てくるかとい

うのを我々も見続けていかなければならな

いと思っています。 

 かなり経済が停滞している三陸沿岸域で、

新たに始まった取り組みとして木質バイオ

マスの有効利用いうのがあります。新日鉄

の方でバイオガスを間伐材や林地残材から

取り出して有効利用しよう、という計画で、

これはまだ国の補助とかついていないので、

プランニングの段階ですが、一応森林組合

もひとつの可能性として協力体制をとって

います。 

大船渡市では、廃棄物を利用してセメン

ト原料を製造するという話で、かなりビジ

ネス的にも確立できるような形になってい

ます。出来たセメント原料は中国のビル建

設に回されている状況です。 

 岩手三陸海洋産業振興指針を今年度から

新たにスタートしました。この広い岩手県

に県の組織としてはいくつかあったのです

が、2010年４月に大編成して、４つの振興

局という県庁のブランチを作りました。沿

岸広域振興局というのは宮古あたりから南

まで沿岸域をカバーする振興局ということ

になりました。 

この沿岸広域振興局エリア内の生産年齢

人口は、岩手県全体では６割のところ、沿

岸域では更に低くて 55％、12万人ぐらい。

年年下がっています。大学などがないので、

若い人がどんどん出てしまい、出てしまう

ともう戻ってこないという状況です。高齢

者と子供だけ、という状況の悪循環にはま

っています。 

４つの振興局エリアの生産人口では、沿

岸域での新規創業、いわゆる新しい事業に

対して支援をするのは 2009年度 12件しか

ありませんでした。非常に新規事業が立ち

上がりにくい。それなりに働く人はいるの

ですが、なかなか事業がない、という環境

になっています。先ほどもあったように、

自然の資源がたくさんあるということで、

それらをうまく組み合わせて沿岸域から何

か新しく興していけないかな、ということ

です。さまざまなリソースはあるが、それ
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らをうまく生かすための施策がないという

ことです。 

県としても沿岸域を活性化しなければと

やっているのですが、なかなか難しいのが

現状です。ビジネス機会創出が減少し、漁

村が衰退、港湾の貨物量も減っています。

これらはマイナス要因です。 

しかし、沢山の資源もあり、宮崎先生が

いらっしゃった東大の海洋研であるとか、

北里大学の海洋研究センター、或いは県と

しての水産技術センターが、県の沿岸域に

は 5 機関も集まっています。こういったも

のをうまく活用していけないものだろうか。 

そういうことで何らかのビジョンをもっ

ていかないと、今のままではそれぞれがバ

ラバラでうまく連携されていません。その

ために産業振興の戦略が必要だろう、とい

うことで、指針を策定するに至りました。 

海洋基本法ができたり、昨年、岩手の新

しい県民計画が出来たりして、その中に、

海の産業創造岩手構想というものが盛り込

まれました。この前段階として、岩手県の

森と川条例とか、岩手の水源、水を守り育

てる条例、とか森に強く関係する条例が制

定されているという背景もあります。そう

した中でいよいよ海の方にも力をいれまし

ょう、という流れがありました。 

「海の産業創造いわて構想」を実現する

ためには、施策の方針をつくらなければい

けない、ということで、概ね十年後を見据

えた形で、海洋産業振興の基本的方向を作

り、そこから「いわて三陸海洋産業振興指

針」というものを設けることになりました。

基本的には産業振興なので、新たな何らか

の価値を創造したり、地域の研究拠点など

と連携した形で、さまざまな取り組みがで

きないか、というものです。既存の産業を

活性化しつつ、新しい産業を創造していき

ましょう、というイメージです。 

 振興局の中に、海洋を担当するチーム、

従来縦型であった組織に新たに横串をさし

て行うプロジェクトチームを立ち上げまし

た。その中に、特命課長というものを置い

て、私も環境サイドの人間として、チーム

の中に入って取り組むことになり、今回、

こちらに勉強に来ました。 

チームの中に沿岸域の活用管理モデルの

構築に向けた部会を設けました。多面的な

活動をするために、ベーシックな部分の管

理をまず考えなければいけないのではない

かと、いうことです。あくまでエコシステ

ムの部分についてだけの管理というイメー

ジでしたが、ICMの考え方が更に統括的な

ものなので、非常にその部分では参考にな

ると思っています。 

以上です。尚、釜石の三陸鉄道のキャラ

クターで、今、全国展開している鉄道娘と

いうキャラクターを活用した PR もしてい

ます。是非、岩手県の方に機会があればお

越し下さい。 
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（参考） 「沿岸域総合管理に関する集中講義」について 

 

 

１ プログラム 

 

平成 22年６月 28日（月） 

 

開会の挨拶・我が国における沿岸域総合管理の実施に向けて 

（海洋政策研究財団 寺島常務理事） 

（以下、チュア・ティア・エング博士の講義） 

 第１講 「沿岸域総合管理とは何か」 

 第２講 「なぜ沿岸域総合管理を行うのか」 

 第３講 「どこで沿岸域総合管理を行うのか」 

 参加した地方公共団体における課題や取組状況についての発表 

 意見交換会 

 

平成 22年６月 29日（火） 

 

第４講 「どのように沿岸域総合管理のプログラムを開始し、策定し、実施するのか」 

第５講 「誰が沿岸域総合管理に関わるべきか」 

 第６講 「どのような管理上・技術上の専門性が求められるか」 

 第７講 「どのような財源が必要か、また、利用できるか」 

 第８講 「沿岸域総合管理の効果は何か」 

第９講 「どれくらいの時間を要するか」 

 参加した地方公共団体における課題や取組状況についての発表 

 

平成 22年６月 30日（水） 

 

第 10講 「沿岸域総合管理の効果をどのように測るか」 

第 11講 「沿岸域総合管理の実施手法とは」 

 第 12講 「沿岸域総合管理の実践から何を学ぶか」 

 第 13講 「沿岸域総合管理の発展とは何か」 

 第 14講 「日本における沿岸域総合管理」 

参加した地方公共団体における課題や取組状況についての発表 

 終了 
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２ 参加者（肩書は当時のもの） 

 

（地方公共団体） 

岩手県沿岸広域振興局保健福祉環境部 主任主査 黒田 農 

三重県政策部地域づくり支援室宮川流域ルネッサンスグループ 副室長 髙部 典幸 

三重県水産研究所 水圏環境研究課 研究員   国分 秀樹 

三重県水産研究所 水圏環境研究課 主任研究員 畑 直亜 

三重県志摩市 産業振興部 水産課長 濱口 邦夫 

三重県志摩市 産業振興部 水産課水産資源係長 浦中 秀人  

岡山県農林水産部水産課 主任 鳥井 正也 

広島県 環境県民局環境政策課 環境評価・瀬戸内海グループ主任 沖本真朗 

広島県廿日市市 環境産業部観光課 観光企画係 主任 松尾 和政 

沖縄県竹富町企画財政課 主事 小濵 啓由 

 

（国の機関） 

内閣官房総合海洋政策本部事務局 事務局長  井手 憲文 

内閣官房総合海洋政策本部事務局 内閣参事官 金澤 裕勝 

内閣官房総合海洋政策本部事務局 内閣参事官 早川 修 

内閣官房総合海洋政策本部事務局 主  査  田内 利治 

国土交通省総合政策局海洋政策課 課  長  天谷 直昭 

国土交通省総合政策局海洋政策課 課長補佐  大竹 将也 

国土交通省総合政策局海洋政策課 専門官   大森 正雄 

国土交通省港湾局海岸・防災課 調査係長   秩父 宏太郎 

国土交通省港湾局海岸・防災課 減災対策係長 竹居 雅彦 

国土交通省国土技術政策総合研究所沿岸海洋研究部 主任研究官     岡田 知也 

国土交通省国土技術政策総合研究所沿岸海洋研究部沿岸防災研究室 室長 池田 清 

国土交通省国土技術政策総合研究所河川研究部海岸研究室 主任研究官  山田 浩次 

国土交通省国土技術政策総合研究所河川研究部海岸研究室 主任研究官  野口 賢二 

国土交通省国土技術政策総合研究所港湾研究部      主任研究官  井上 岳 

 

（その他） 

春山 成子（三重大学） 

片山 真基（海洋建設（株）） 

大塚 万紗子（IOI Japan） 

Achmad Zamroni（広島大学大学院生物圏科学研究科） 

中川 隆政（Flagship Japan代表） 

安井 誠人（三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社 顧問） 
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（海洋政策研究財団） 

寺島 紘士（常務理事） 

菅原 善則（政策研究グループ長） 

市岡 卓 （政策研究グループ長） 

宮崎 信之（政策研究グループ 主任研究員） 

遠藤 愛子（政策研究グループ 研究員） 

太田 絵里（政策研究グループ 研究員） 

太田 義孝（政策研究グループ 研究員） 

吉井 愛 （政策研究グループ 研究員） 

李 銀姫 （政策研究グループ 研究員） 

市川 慎一（海技グループ） 

黄川田 仁志（研究員） 
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